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第1章 序論

第1節 研究の背景

第1項

産業 の発達や経済 の成長 に伴 って様 々

な環境 問題が顕在 化 し、社会的に認知 さ

れ るようにな った。わが国 においては高

度経済成長期 に四大公害をは じめ様々 な

公害 を経験 して きた。それ らに対 して は、

公害 防止投資 などを通 じて部分的 にで は

あるが克服 して きた。 これ に対 して、近

年で は地球環境問題 とい う新たな課題 に

直面 してい る。PCC(htergove㎜en伽

PanelonCl㎞ateChange:気 候 変動 に関

す る政 府間パ ネル)の 第2次 報 告 書に よ

ると、 地上 気温 解析 の結果 、図 レ1-1に

見 られ るよ うに過去100年 間に全球 平均

で0.3℃ か ら0,6℃ の温 暖化 があ った と報

告 され てい る1。 また、 南極 では 巨大 な

棚氷 が崩壊 す る2な ど、 気候 変動 に よる

影響の兆 しが見 られ始めてお り、地球温

暖化 をは じめ とする環境 問題 の

解決が急務 とな ってい る。

末石 らは戦後 の環境 問題 と環

境 価 値 の意 識 変化 を表1-1・1の

よ うに と らえてい る3。 この表

か ら、環境問題が公 害か ら生活

環境、 さ らには地球環境へ と因

果 関係 が複雑化、多様化 し、そ

の影響 もよ り広範 囲かつ長期 間

に及 ぶ よう に な る と とも に、

地球環境問題の登場とその解決への手掛かり

偏差(℃)

0.6

0.4

0.2

0.0

一〇.2

一〇 .4

一〇 .6

18601880190019201940196019802000

年

棒 グ ラ フは偏 差 を、 実 線 は10年 以 下 の 時 間 ス ケ ー ル の

変 動 を 除 くた め に平 滑 化 した もの を、 破 線 はIPCC第1

次 報 告 書 で の結 果 に相 当 す る もの をそ れ ぞ れ 示 す 。

図1-1-1 1961年 ～1990年 を基準 と した1861年 ～1994年

の陸上気 温 と海 面水温 をあわせた偏差の推移

表1-1-1戦 後の環境問題 と環境価値 の意識 の変化

II環境問題の構図1環 覧意識1個 人の行動規範

自然 災 害

(1950年 代)
自然の脅威

人命の尊重
生命の保証

自らの生命保持

公害激化

(1960年代)

■

企業対生活者 生命と生活の尊重 企業反対行動

開発保全問題

σ970年代)

■

事業対自然 自然の保全 自然保全行動

生活環境悪化

(1980年 代)
集住の様態 快適環境の維持 行政への働きかけ

地球環境問題

(1990年代)

地球上の生命
全体の生存の危機

地球への責任と

配慮
生活行動の見直し

人々の環境に対する認識も防御姿勢から自ら環境に働きか・ける姿勢へ と変化 していることがわかる。

また、1960年 代の公害問題時においては被害者対加害者 という対立構造が明確であったのに対 して、

近年の地球環境問題においては、そうした被害者 と加害者の区別が明確でなくな りつつあるという特

徴がみ られる。このほか、地球環境問題 においては、環境システムの持つ不可逆性も問題 となってい

る。これは、公害問題時において成功した対症療法的な対策、すなわち問題が発生してから対策を講

じるという方法は、地球環境問題においては不可逆性 という特性か ら必ずしも最も有効な手だてとは

ならず、予防的な手段が必要であることを示唆する。

今後も世界的な経済発展 と発展途上国を中心とする人口増加により、環境問題はさらに深刻化する

ことが予想されてお り、国際連合 をはじめとする様々な場において環境保全に関する議論が行われて

いる。 こうした環境問題を対症療法的ではな く予防的に解決するには、様々な施策や活動による経済

便益だけを議論するのではなく、そうした活動による環境への影響についても併せて評価する必要が

ある。すなわち、経済活動に環境資源を内生的に評価することにより、環境への影響も考慮に入れた

経済活動の実現が可能 となる。本研究においては、こうした経済活動の評価において環境資源を内部

1



化するために、従来の経済モデルに二酸化炭素の削減をは じめとする環境資源の変化をサブモデル と

して組み入れた環境経済モデルを構築する。こうして構築 したモデルに対して様々な政策シミュレー

ションを行い、それ らの施策による環境資源の保全に対する効果 と経済活動への影響を評価 し、環境

資源の経済活動への内部化が、環境保全のみならず経済的な便益に対 しても有効であることを定:量的

に評価する。

第2項 本研 究の位置づ け

公害や環境閤題 を引 き起 こ して きた直接 の原 因物質は、地球温暖化 問題の場合 は二酸化炭 素をは じ

め とす る温室効果 ガス、オ ゾン層破壊 問題 の場 合は フロン、酸性雨 問題の場合 は窒素酸化物 や硫 黄酸

化物の ような酸性物 質 と、各 問題 において異な る。 しか しなが ら、 その背景 には今 日の経済 活動が環

境か ら受 ける便益 をあた りまえのもの と思い、生活の豊か さ、利便性 を追求す るあま り環境 への負荷

が過剰 にな って きた とい う共通 した要因があ る。 こう した点 は、伝統 的な経済理論 の多 くが無限の 自

然 を前提に無限の経済成長 を論 じてい る4こ とか らも推測 で きる。経 済学 とい う学問領域だけでな く、

経済活 動 の評価 において 環境資 源 を対 象 と してい ない事例 として 、各 国の経 済水 準 を示す とされ る

GDP(GrossDomesticProduct:国 内総生産)で は環境資源 の劣化 は対象 とされず、む しろ汚染被害の

回復 に要す る費用がGDPを 押 し上 げ る5という指摘が挙 げ られ る。 また、各国の経済活動の記録を示 す

SNA(SystemofNationalAccounts:国 民経済計算)に おいて も環境 資源の劣化は対象 とされてお らず、

近年 になって ようや く、SEEA(Sy飢em飴rhte騨tedEm蜘 ㎜e咽andEconomicAcco皿 血g:環 境経済

統合勘定)の 枠組 み にお いて一部 の環境 資源がサテ ライ ト勘定 として勘定体系 の中に取 り込 まれ るよ

うにな った段 階であ る6。 つ ま り、 今 日まで の経 済活動 は、図1-1-2に 示 す ように、環 境か ら資源 を採

取 し、最終的には廃棄物を環境へ放出して

いるにもかかわらず、生産 と消費という限

定された、 しかも開いた系を対象に評価さ

れてきた。その結果、評価の対象外である

系に存在する環境に対 して過剰な負荷をか

け、公害や地球環境問題を引き起 こしてき

たといえる。

こうした環境問題を根源的に解決するに

は、社会を評価する枠組みを、現在の開い

た系を対象 としている経済システムではな

く、環境にまで拡張 した閉じた環境経済シ

r
I

、 ・:

生産

ア態,… 〉 経済シ
.i

テム ・矩 繋
…

消費
環 境∫ 、 ノ

環境経済システム .

,環:、 境1

図1-1-2従 来 の経 済 システ ムにお ける対象 と

本研究 の環境経済 システ ムにおけ る対 象

ステムにおいて、環境問題の解決に向けた議論を行 う必要があるという立場を本研究ではとる。そこ

で、本研究では、経済活動を表現する数理モデルの対象領域を、従来の環境を無視 した経済システム

か ら、環境資源を含めた閉 じた体系である環境経済システムに拡張 し、 この環境経済システムのモデ

ル化を行う。 こうした環境資源を経済活動に内部化 したモデルに対 して、様々な政策シナ リオ下にお

ける経済便益 と環境影響を評価する。ここでいう環境資源の経済活動への内部化 とは、従来の経済分

析では取 り扱われていない環境資源を経済活動とともに評価することである。本研究では環境資源の

経済活動への内生化の方法を整理するとともに、様々なかたちで環境資源を定量的に評価することに

より、資源の過剰採取や汚染 ・負荷の増大に伴 う経済活動への影響 とその対応策の環境面、経済面へ

の効果を定量的に評価する。

本研究では、以上に示 したようにマクロな経済システムに対 して、環境資源を経済活動に内部化す

ることで、二酸化炭素排出量の削減や植林、 リサイクル といった環境保全に寄与する活動のマクロ経

済上における評価が どのように変化するかについて評価す る。このため、本研究において取 り扱う環

境保全活動は、例えばリサイクルにおいて 「廃棄→収集→保管→運搬→…」 といった財 もしくは活動

についての詳細なフローに沿って分析を進めるものではないことをあらかじめ断っておく。
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第2節 本論文の構成

本論文は9章 より構成されている。研究のフローを図1-24に 示す。

第1章 では、経済活動の評価において環境資源の劣化が無視されてきた点を指摘 し、環境資源を経

済活動 に内生的に評価することを本研究の目的 として提示するとともに、本論文の構成についてとり

第1章 序論
・研究の背景 ・位置付けと本論文の構成

第2章 環境問題の推移と持続可能な発展
・環境経済学的アプローチ

環境資源の価値評価 ・勘定 ・指標
・持続可能な発展

・公平性 ・効率性

・意思決定の倫理基準

第3章 地球温暖化の環境経済モデル

分析
・モデル分析の有効性

・経済モデル

・統合評価モデルとその枠組み

「 一 一 國 隔 ■ 一 ■ 一 ■ ■ ■ 一 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 一 隔

1一醗 響馳 歪盤 轡 壁塾 轡 塑 肇塁1
■

・》 第4章 環境資源の劣化による外部費用を経済活動に内部化 した社会のモデル化
とその評価

・Globa12100に外部費用を内部化 した持続可能な所得を導入することによる

環境改善効果の評価
・持続可能な所得体系下での植林施策の評価

レ 第5章 日本国内の効率的炭素排出削減施策の評価のための長期多部門モデル
・多部門モデルによる日本の炭素排出削減時の産業部門における公平性と

効率性の評価
・発電時の間接炭素排出量の評価

第6章 地球温暖化問題における世代間 ・地域間の公平性
・世代重複モデルによる世代間公平性に関する分析
・日中モデルによる地域間公平性に関する分析

》

第7章 廃棄物 ・リサイクルの経済活動への内生化による

最適経路の評価
・多部門モデルによる廃棄物処理とリサイクルに

関する評価
・環境制約下におけるリサイクルの経済便益と

環境便益の評価

》

レ 第8章 環境便益を導入した社会的評価関数による経済活動の評価
・経済便益と環境便益のトレードオフ
・大気汚染を対象にした経済便益に対する環境便益の評価と

地球温暖化問題への適用

「 ■ ■ ■ ■ ■ 一 ■ 一 ■ 一 國 旧 一 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 一 一 一 圏 騨 曙 一 一一

1モ デ ル を用 い た 経 済 活 動 と環 境 保 全 の相 互 評価 に 関 す る定 量 的 分 析1
__________一____________輌 一__1

第9章 本研究の結論と今後の課題
・本研究の結論、総括と今後の課題

図1-2・1本 研究 におけ る分析 の枠組 み と研究 のフロー
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まとめを行 う。

第2章 では、本論文においてモデル分析 とその評価を行う前に、そうした分析の理論的枠組みを提

供する環境経済システムと意思決定等に関する整理を行う。は じめに、従来の経済システムを環境経

済システムに拡張させるのに有効な手引きとなる環境経済学の示す理念を、外部不経済に関する議論

を中心に整理する。そして、対症療法ではなく予防的な手段 としての環境政策に対する基礎 として、

環境経済学が どのような役割を担いうるのかについて とりまとめる。次に、環境経済システムを構築

するにあたって重要なコンセプトとなる 『持続可能な発展』の概念について過去における様々な定義

の整理を行ったうえで、本研究における持続可能性 を定義する。また、公平性の概念についても、効

率性の概念 と関連づけながら、既存研究にみられる議論をまとめ、本研究での位置づけを明示すると

ともに、公平性を議論するための意思決定基準の整理を行 う。

本研究では、地球環境問題 という不確実性の高い問題を対象としている。第3章 では、こうした不

確実性の高い問題に対して、 「不確実な要因がどの程度不確実であるのかについて感度解析が可能で

あ り、種々の政策を導入 した場合にみ られる要因間の相互関係の変化を定量的にとらえ、政策と将来

におけるその影響を示したシナ リオを提示し、代替案の評価を行 うことが可能である」というモデル

分析の特徴を示す。さらに、モデルの類型化と各モデルの特徴を整理する。また、近年、政策決定に

おいても注目されるようになった統合評価モデルを取 り上げ、環境資源 と経済活動の統合評価の方法

について、環境資源の劣化に対 して、①劣化の直接的制約、②生産活動への影響、③支出の増大、④

効用の減少、という4つ の視点に立って整理を行い、本研究におけるモデル分析の位置づけを明確化

する。

第4章 では、代表的なマクロ経済モデルの1つである 『Global2100』に対 して、大気汚染や地球温暖

化に関する外部費用を従来のGDPか ら差 し引いたグリーンGDPを 、経済活動を評価する基準 としてシ

ミュレーションを行い、外部費用を考慮に入れた環境経済システム下における最適経済成長経路につ

いて評価を行 う。Globa藍2100はMalmeandRichelsが 開発 した米国、その他先進国、旧ソ連、中国、そ

の他発展途上国の5地 域か らなる世界モデルであるが、本研究を行うにあた り、その他先進国から日

本を分離するなどの拡張を行う。第4章 で対象とする環境資源は、化石燃料起源の汚染である地球温

暖化 と大気汚染であ り、それらの外部費用を内部化する。つまり、第3章 で示す環境資源 と経済活動

の統合方法のうち、環境資源の劣化による支出の増大をモデル化するものである。外部費用の評価に

あたっては、二酸化炭素、窒素酸化物、硫黄酸化物の排出による外部費用原単位を既存文献によりシ

ナ リオとして設定し、その感度解析を行 う。こうした分析により、経済的に評価された環境資源を内

部化 した環境経済システム下においては、実質的な経済水準を下げることなく汚染を削減することが

可能になることを明 らかにする。続いて、この外部費用を内生的に評価 したGlobal2100に 植林サブモ

デルを付加 し、環境経済システムにおける植林事業を評価する。

第4章 の世界モデルでは、各国もしくは各地域において経済活動を1つ に統合 した生産関数 を用い

て、各国の経済活動を評価 している。ところが、実際には各国の産業部門ごとに二酸化炭素排出量の

削減に対する影響が異なり、その結果、産業構造が変動する可能性がある。そこで、第5章 では日本

を対象に産業部門を9部 門(農 林水産部門、鉱業部門、素材軽工部門、加工軽工部門、素材重工部門、

加工重工部門、建設部門、業務部門、エネルギー転換部門)に 分割 し、各部門の相互関係を内生的に

決定するモデルを構築する。これにより、1国 を対象 とした分析ではあるが、第4章 のGlobal2100で は

取 り扱うことがで きない各産業の生産特性 と部門間の関連を考慮 した上での最適な二酸化炭素排出量

の削減政策について議論を行う。 ここでは、第4章 で示すような外部費用を内部化 したモデルではな

く、その双対関係にある二酸化炭素排出量の直接規制をもとに、二酸化炭素排出制約の変化に対 して

生 じる経済的損失を評価 する。つまり、第3章 で示す環境資源を経済活動に内部化する方法のうち、

従来から最も一般的にとられてきた環境資源の劣化に対する直接的制約をもとにした統合によるもの

である。第5章 のモデルでは、直接規制方法 として各部門の二酸化炭素排出量を、排出実績による配

分方法、粗生産額 に対する二酸化炭素排出量を考慮に入れた配分方法により配分 し、二酸化炭素排出
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量の配分方法(各 部門における二酸化炭素の排出許容量)の 違いによる各部門の経済影響を分析する。

また、各部門に対 して個別に二酸化炭素排出削減を課すのではなく、産業全体の経済水準が最も高 く

なるように産業部門全体の二酸化炭素排出量の上限だけを設けたシナリオを設定 し、先の各部門に対

して二酸化炭素排出量を配分する際にみ られる生産活動への影響 と比較する。さらに、発電時におい

て発生する二酸化炭素の帰属先を、エネルギー転換部門ではな く電力の最終需要部門に課すことによ

り生 じる各部門への影響を分析する。

第6章 においては、第5章 で構築 したモデルをもとに、地球温暖化対策に対する公平性について議

論を行う。ここで対象とする公平性は 「世代間の公平性」と 「地域間の公平性」である。世代間の公

平性に関する議論においては、第5章 で構築 したモデルの生産構造の一部を簡略化 し、評価関数(効

用関数)に おいて世代を明示的に分割させた世代重複モデルへ と拡張する。世代重複モデルの適用に

より、各世代間における財の配分が明示的に示されるようになることから、各世代の効用水準を定量

的に把握することが可能 となる。二酸化炭素排出量を1990年 の水準に安定化させる施策の実施により、

各世代の効用の変化をとらえ、各世代における二酸化炭素排出量の抑制のための費用を評価する。ま

た、この二酸化炭素排出量安定化時に将来の特定の世代の効用水準を補償する、すなわち、従来のベ

ンサム流功利主義的意思決定基準にパレー ト流自由主義的意思決定基準を考慮 した意思決定基準を用

いたときに見 られる各世代の効用の変化について分析する。地域間の公平性に関する議論では、第5

章で構築したモデルの一部を簡略化 したモデルに、新たに申国モデルを付加 した2国 モデルを構築 し、

先進国と発展途上国間の公平性に関する問題を日本と中国を対象に議論する。ここでは、日本の二酸

化炭素排出量の抑制政策や、日中が協力して行 う効率的な地球温暖化対策 としての排出権取引が、申

国の経済活動にどのような影響を及ぼすかについて定量的に分析 し、地球温暖化問題の解決に向けた

排出権取引等の活動が、日中間における公平性に対 してどのような影響を及ぼすかについて評価する。

第4章 では環境保全活動として植林を取 り上げるが、第7章 では環境保全活動 として、個別の処理

方法での研究は進め られているが、マクロ経済的な視点からの分析がほ とん ど行われていない廃棄物

の リサイクルを取 り上げる。第5章 で構築した多部門モデルを用いて、各部門における廃棄物発生量

を評価 するとともに、各部門で発生した廃棄物に対して追加的費用が生 じるようにモデルを再構成す

る。そして、発生した廃棄物を処理するサブモデルを付加 し、素材軽工部門 と素材重工部門、加工軽

工部門、エネルギー転換部門においてリサイクル財の供給を可能とすることで、廃棄物に関する環境

経済システムをモデル化す る。つま り、第7章 におけるモデル化は、第3章 で示す統合評価モデルに

おける環境資源と経済活動の統合方法のうち、環境資源の劣化による支出の増大をモデル化するもの

であ り、環境経済システムではリサイクル財の供給を、こうした支出の増大を緩和させる活動と見な

す。このモデルをもとに、現状の経済システムにおいては様々な制約により活動が停滞 しているリサ

イクル活動の経済的便益を定量的に評価する。特に、廃棄物の最終処分量の削減や、地球温暖化防止

に向けた二酸化炭素排出量の削減施策導入時において、サーマル リサイクルを含めたリサイクル活動

が重要になることを明らかにする。

第4章 か ら第7章 の各モデルでは、最適化問題における社会的評価関数(目 的関数)と して、消費

もしくは付加価値 という従来の経済分析に用いられてきた因子をそのまま適用 し、環境は1つ のサブ

システムとして経済活動とともに評価 してきた。第4章 で示す環境資源を内部化 したモデルを実社会

に適応する際の一番の課題は、環境資源をいかにして経済的に評価するかという点にある。これに対

して第8章 では、 「社会的な意思決定(評 価関数)を 規定する因子として経済的な便益以外に環境 と

いう因子が存在 し、これが環境問題の解決に寄与してきた」という仮説を設定 し、日本の環境対策(公

害防止投資や環境保全活動)の 実績をもとに、意思決定において経済便益に対する環境便益のウェイ

トを実証的に評価、分析する。つまり、第3章 における環境資源を経済活動に内部化する方法のうち、

環境資源の劣化が効用に影響を及ぼすことをモデル化するものである。第8章 では、環境を目的関数

(効用関数)で 評価 した既存研究を整理するとともに、環境資源を導入 した最適化問題における最適

解の特性を示 し、わが国を対象に、経済便益に対する環境便益のウェイ トを評価するためのモデルを
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構築する。このモデルでは、目的関数において消費による効用を評価する経済便益 と汚染による不効

用を評価する環境便益の2つ の因子を線形結合によ り併せて評価 し、経済便益に対する環境便益のウ

ェイ トを変化させることで汚染物質の削減がどの程度実現されるかについて分析を行う。第8章 で対

象 とする環境問題は、汚染の排出一削減構造の把握 しやすさという観点から大気汚染(硫 黄酸化物 と

窒素酸化物)と し、大気汚染物質の削減実績とモデル上の計算値の比較から、わが国における経済成

長の軌跡が経済便益 に対 して環境便益をどのようなウェイ トで評価 してきたのかについて推定する。

また、この結果を将来における二酸化炭素の排出に適用 し、社会的評価関数に環境便益を取 り入れる

ことで見られる二酸化炭素排出量の削減に対する効果を定量的に評価 し、意思決定において環境資源

を取 り上げることの重要性を示唆する。

第9章 では、第4章 から第8章 で分析 した環境資源を経済活動 に内生的に評価 したモデル分析の結

果を踏 まえ、環境経済システム下における経済活動 と環境資源を定量的に評価 した本研究の成果をと

りまとめる。環境経済システム下では、二酸化炭素排出量をはじめとする様々な環境負荷の削減がす

すみ、環境保全に寄与するだけでなく、同時に経済的な便益ももた らすことを提示 し、従来の経済分

析では無視 されてきた環境資源を、経済活動に内部化 して評価することの有効性を明らかにする。ま

た、本研究で用いたモデル分析を発展させるための課題や、環境経済システムへの移行に向けた課題

について整理を行 う。
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第2章 環境問題の推移と持続可能な発展

第1節 環境問題のあゆみと経済学的アプローチの系譜

第1項 環境問題と外部不経済

経済学では、環境問題や汚染の発生を、市場の失敗、特に外部不経済の存在 ととらえてきた1。

外部不経済とは 「ある者か ら他の者に対して、市場 を経由しないで、従って対価なしに(無 料また

は補償なしに)与 えられる不利益である」と定義されている2。これは、公害や環境問題を生産者と消

費者、生産者相互間の非市場的依存関係 としてとらえる考え方である。すなわち、汚染というマイナ

スの生産が伴 っているにもかかわ らず、それが考慮されていないため、企業にとって私的な費用と真

の社会的な費用の間に差異が生 じる。その結果、汚染を考慮に入れた社会的に最適な産出量以上に財

が生産され、資源の最適配分が実現されなくなるというものである3。

汚染を伴って財を産出する生産者を考える。

この生産者が汚染により生 じる外部不経済を

費用として考慮に入れないとき、この生産者

の最適な生産の状態は、生産者の私的限界費

用と私的限界便益が一致する図2・1・1の点Aで

示され、このときの汚染水準はPと なる。その
一方で、汚染による外部不経済が発生 し、図

2-14中 の盛で表されるだけの社会的損失が発

生する。 これに対 して、生産者が汚染による

外部費用を考慮するようになると、生産者は

社会的限界費用 と私的限界便益の均衡する点

Bで 生産を行 うようにな り、汚染の水準はP*

に低減 し、社会的便益が最大になるというも

のである4。

概

社会的損失/

/1ノ

ノ/!
/

B

社会的限界費胆/
1

ノ/限 界外部費用

私的限界費用

私的限界 益

0 P*P生 産,汚染水準

図2-1-1社 会的に最適な汚 染水 準

社会的に最適な水準に汚染を制御するための手法として、法律等で汚染排出量の上限を定める直接

規制の他に、税や補助金な ど経済メカニズムを利用して汚染の排出量を抑制 しようという経済的手法

がある。直接規制は、わが国の公害防止 において効果がみられたように、汚染者が特定できる場合に

有効な政策である。 しか しなが ら、地球温暖化問題のように汚染者が不特定多数の場合、法律的規制

は困難であり、この場合には、経済的手法が有効である。汚染制御のための政策手段 として表2-1-1の

表2-1-1汚 染物 ・廃棄物 を削減 するための政策手 法 とその特徴

II定 義1長 所1短 所

直接規制
汚染物の排出量を直接規制
する。

汚染物質の排出を緊急に抑制でき
る。

不特定な汚染源に対して適用
が困難となる。

課徴金制度

汚染物の排出に対して課徴
金を課すことで排出量を削
減する。生産物に課す方法
と排出された汚染物に課す
方法がある。

汚染対策の財源の確保が可能。
汚染排出抑制の技術開発を促進さ
せる。

最適税率決定のための情報が
必要。
課徴金徴収の費用が必要。

補助金制度
汚染物の排出量削減に対し
て補助金を賦与する。

汚染排出抑制の技術開発を促進さ
せる。

補助金の財源が必要。
汚染排出企業を増やす可能性
がある。

預託金制度

■

汚染を引き起こす可能性の
ある財に対 して課徴金を賦

課 し、汚染が発生 しない場
合にはそれを返却する。
■

リサイクルを促進させる。
預託金の水準 と廃棄物の価格
のバランス決定に問題。

排出権
取引制度

汚染物の初期排出量を与え
た上で各汚染排出主体が取
引を行う。

汚染排出抑制の技術開発を促進さ
せる。
所得の再分配が同時に行われる。

排出権の初期配分が困難。
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各手法 が挙げ られ る。

なお、公害 ・環境 問題 に対 する経済学 か らの アプ ローチ として、公害の発生 に着 目してい る外部不

経 済論以外 に、環境 問題 を公共財 の存在 とと らえる考 え方があ る。 この場合は、汚染 をマイナ スの公

共財(汚 染 によ る被 害を否応 な く受け る)と み なすもので、環境 問題の影響 プロセスに着 目 したもの

であ る5。

このほか、植 田 らは、環境経済学 のア プローチ として上 記に挙 げた外部不経済論 のほか、物 質代謝

論、環境資源論、社会的費用論、経済体制 論の5つ を挙 げてい る6。 これ らの5つ の アプローチ の特徴 を

表2-1-2に 示 す。

表2-1・2植 田 らにみ る環境経済論 の5つ の類 型

アプローチ1特 徴

物質代謝論アプローチ
1自然 と人間との間の物質代謝過程」のあ り方の問題 として環境 問題を

とらえる。広義の経済学やエン トロピー経済学が含まれ る。

環境資源論アプローチ

環境 問題を環境資源 をめぐる経済問題 としてとらえる。例えば、ス トッ
クとしての環境資源の持続'可能な合理的利用 とそこから生み出されるフ
ローとしての環境サービスの最大化 との関係をどうとらえるかなど。

外部不経済論アプローチ

市場経済がもつ欠陥を 「市場の失敗」として社会が認識 し、その是正の
ために公共介入を正当化する理論を組み立てたもの。厚生経済学特有の

規範分析の妥当性 と外部不経済の社会的帰属 に問題はあるが、現実の環

境間題に対する政策提言という点で重要である。

社会的費用論アプローチ

社会的費用の発生は私企業体制のもとでは不可避であるとす る政治経済

学的思考をもつKappに みられるアプローチ。Kappは 貨幣評価できない環

境財のもつ固有の潜在的価値を評価することの重要性を環境の社会的評

価 として提起。

経済体制論アプローチ
経済体制の相異により公害の発生やその対応の効果が異な りうるとみな
す立場か らのアプローチ。

以上に示す多様なアプローチのうち、本研究では、環境問題を主に外部費用の問題として とらえ、

現在では外部化されている環境資源を経済活動に内部化 して評価する環境経済システムをモデル上で

表現する。こうして構築 したモデルに対 して様々な政策シナ リオを導入 し、環境経済システムへの移

行による環境資源の保全に対する寄与 と経済水準への影響について分析を行い、環境資源の経済活動

への内部化の有効性 を評価する。

第2項 環 境経済 システムの認識

従来の公害 問題 においては、 『経済発展対環境 保全』 という二律背反 的に とらえ られ て きた環境 問

題 に対 して、環境資 源を保全 しつ つ経済発展 も行 うためには社会 に どの ようなルールが 必要 か とい う

ことを経済学 の立場 か ら探 ろう とするのが環 境経済学 の立場で あ る。つ ま り、従来 の経済学 が、生産

一消費 という開いた経済 システ ムでの分 析であ った のに対 して、環境経 済学では、資源採取 一生産 一

消費 一廃棄 という閉 じた環境経済 システムを対象 としてい る点 に特色 がみ られ る。

こう した環境経 済 システ ムへの 転換が 必要 とな った背景 には、現状 の経済 シ ステ ムの評 価 に よる

種 々の弊害 があ る。現在用 い られてい るSNAと 呼ば れ る国民所得勘 定体系は、20世 紀最 大の発 明 とも

いわれて いる7。 この勘定体 系を用 いて算 出され るGDP等 の経 済指標 は、国家の政策決定 に大 きな影響

を与 えてお り、先進 国で は4半 期 ご とに これ らの指標 が推 計 され、 これが下が る と国家 の経 済 に関す

る政策が非難 され る。発展途上 国においてはGDPの 増加 が国家 目標 にす らなってい るのが現状であ る8。

その反 面、 これ らの指標 は数多 くの欠 陥 を有 してい る。1993年 度 にお けるわが 国の1人 当た りGDPは

33,764ド ル とな り、スイ スを抜いてOECD諸 国の中で最高 とな った9が 、 これを実感で きる日本人 は何

人い るだろ うか。 また、世界資 源研 究所が1971年 か ら1984年 のイ ン ドネ シアを対 象に行 った試算 に よ

ると、Gl)Pで は毎 年約7.1%の 平均成 長率 を示 したのに対 して、GDPよ り天然 資源(石 油 ・森林 ・土

壌)の 減耗 分を差 し引いたNDP(NetDomesticProduct:国 内純生産)か ら年平均成長率 を算出す ると

約4.0%に 減少す る10。現在 の経 済活動、経済成長 が、 自然資本 をは じめ市場 で評価 され ない様 々な財

やサー ビスの犠牲 の上 に成 り立 ってい る ことが、 これ らの ことか ら明 らか にな る。環境 経済 シスデム
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では・こうした経済活動に伴う環境 表2.1.3各 国における経済的手法の活用状況(1992年1月 時点)

資源の劣化についても経済活動 とと

もに評価 しようとするものであ り、

先に挙げた経済的手法は、現在のシ

ステムにおいては外部化されている

環境資源を内部化することで、環境

経済システムを表現 しようとする1

つの手段である。表2-1-3はOECD各

国における経済的手法の活用状況を

示 したものである1i。こうした経済

的手法は、先進国のみでな くアジア、

東ヨーロッパ諸国においてもみられ、

水質保全(ド イヅ、オランダにおけ

る排水課徴金など)、 大気保全(ス

ウェーデンにおける窒素酸化物排出

課徴金、フランスにおける大気汚染

物質排出課徴金、米国における酸性

雨防止 を目的 とした排 出権売買 な

ど)、 廃棄物(デ ンマークにおける

廃棄物税、ギ リシアにおける廃車に

係る預託金制度など)、 騒音(ド イヅにおける航空機に対する課税など)、 エネルギー(北 欧諸国、

オランダにおける炭素税など)、 農業(ノ ルウェーにおける人工肥料税など)等 多岐にわたって適用

されている12。わが国においても硫黄酸化物排出に係 る課徴金、航空機の重量及び騒音 レベルに係 る

課徴金、伊達市や守山市など地方公共団体におけるゴ ミ収集手数料、公害防止設備や自然環境保全の

ための寄付に対する税制上の優遇措置などがみられるB。

以上示 した経済的手法の導入は、必ず しも環境経済システムの構築を意識 したものではないが、 こ

れ らの施策を通 じて環境経済システムへの認識が少しずつ深まるといえる。

国 名1腓 出課徴金1製品課徴金1預 託金1排 出権取引

米国 5 6 4 4

ス ウ ェー デ ン
■

3 11 4

カナダ
■

3 7 1 2

デ ンマ ー ク
■

3 10 2

フ ィ ン ラ ン ド
■

3 10 2

ノル ウ ェー 4 8 3

オ ー ス トラ リア
■

5 1 3 1

ドイ ツ
■

5 3 2 1

オランダ
■

5 4 2

オ ー ス トリア
■

3 4 3

ベルギー 7 2 1

ポル トガル
■

4 3 3

フ ラ ン ス
■

5 2

スイス
■

3 2 1

イタリア
■

3 2

ア イ ス ラ ン ド
■

1 1 2

日本
■

3 1

アイルラン ド
1

2 1

ギ リシア
璽

2 1

スペイン
■

3

英国
1

1 1

ニ ュー ジー ラ ン ド 1

トル コ
■

1

第3項 環境政策の基礎 としての環境経済学

ここでは、前項までにみてきた経済的手法が環境経済システムにおいて果たす役割を示すとともに、

環境経済システムを評価する上で重要になる環境資源の評価方法や勘定体系、指標体系の修正につい

て既存研究や実績をもとにとりまとめを行う。

(1)環 境政策としての経済的手法14

課税制度や課徴金制度は、図2-1-1の外部費用に相当する費用を税や課徴金 として汚染発生者もしく

は生産時に汚染を発生する財の利用者に負担させるものである。こうした汚染の排 出削減を考えたの

がPigueで あ り、こうした課税をピグー税 と呼ぶ。しか し、最適な汚染水準を実現させるために最適な

税率をいくらに設定すればよいかという問題が残されている。最適水準より低い税率では汚染の排出

量を社会的に望ましい水準にまで削減させることができず、最適水準 よりも高い税率を課した場合に

は、汚染の排出量は削減されるが、生産活動が滞ってしまい社会的にみて非効率となる。つまり、理

論通 りのピグー税を導入することは非常に困難であり、実際に導入されている税 も、ピグー税とは異

なる性質をもつものである。これに対 して、最適な汚染水準の達成を目標 とするのではな く、最小の

社会的費用で望ましい汚染物の排 出水準を達成させるという意味での効率性を実現させる税は、ボー

モル=オ ーツ税 と呼ばれる。ボーモル=オ ーツ税においては最適な税率は試行錯誤的に税率を変更する

ことで決定される。現在の課税による汚染物の削減は、このボーモル=オ ーツ税の考え方に沿ったも
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のである。ただ し、このボーモル=オ ーヅ税においても税率を変更することは制度上困難であるとい

う問題点が残されている。なお、最適な水準よ り低率を課 した税 と次に示す補助金を組み合わせるこ

とで、最適な水準と同等の汚染物の削減効果が得 られ ることも示されている15。これは、低い水準に

抑えた税による収入を技術開発や補助金に充当することで、低率の課税時には実現されない汚染削減

を最適な水準にまで抑えようというものである。

補助金政策は、汚染排出量の削減を排出者に求めるが、その際に生じる費用を政府が補助金として

負担するものである。経済理論上は、補助金による汚染排出量の削減は税制 と同じ効果を生み出す。

しかしなが ら、補助金政策の場合、汚染者が汚染削減に対 して直接費用を負担するものでないことか

ら汚染削減に対するインセンティブが作用 しない、補助金を目当てに市場がより大 きくな り結果的に

汚染物の排出量が増大するなどの弊害が指摘されている。また、汚染者負担の原則(PPP:Polluter

PaysPrinciple)に 反 してお り、補助金のみの政策は環境政策上好ましい政策であるとはいえない。

排出権取引制度は、汚染の排出に関する新たな市場を創設 し、汚染物を排出する主体が汚染排出分

だけ排出権を購入 して排 出するというものである。この場合、排出権の価格は、排出権に対する需要

と供給により決定されるので、事前に価格を決定する必要がな く、より効率的な汚染排出量の削減が

実現できるとされている。排出権取引制度 として、オフセット(:基 準値以上に排出量を削減 した場

合、その超過達成量の範囲内で新 しい排出源の設置を認める)、 バブル(:1つ の工場あるいは地域

をバブルと定義し、その領域内では総量基準のみを設け、個々の排出源別の基準は設けない)、 ネッ

ティング(:新 設備 と旧設備の排出量の差が小さい場合に、新規排出源の審査義務が免除される)、

バンキング(:基 準以上の排出削減を行 った場合、その超過分を保管 し、将来における自社での使用

または他社への譲渡を認める)等 の仕組みがあ る。ただし、この制度においても、排 出権量(排 出権

の供給量)の 設定や配分、汚染物排出量の監視など問題となる点もある。

地球温暖化問題の解決に向けたこの排出権取引制度の第一段階 として、共同実施 という政策が提案

されている。地球温暖化問題における共同実施 とは、各国が有する地球温暖化防止に関する技術、 ノ

ウハウ、資金等を組み合わせることにより世界全体 として地球温暖化防止対策 を費用効果的に実施す

ることを目的として、気候変動枠組条約(日 本は1993年5月28日 に21番 目に締結、条約は1994年3月21

日に発効)の 交渉段階において提案されたものである。具体的には、発展途上国においてエネルギー

効率の劣る施設により二酸化炭素が多 く排出される場合、先進国の資本や技術 を導入することでエネ

ルギー効率の改善を図り、温室効果ガスの排出量を削減 しようとするものである。この共同実施の主

たる意義としては、温室効果ガスの全世界的かつ費用効果的な削減、技術及び資金の利用可能性の増

進、共同実施受入国における持続可能な発展への寄与、地球温暖化対策への様 々な主体の参加が挙げ

られている16。その一方で、削減された温室効果ガス排出量をどのように評価するのか、評価できた

温室効果ガスの削減量を共同実施の供与国に帰属させるのか、受入国に帰属させるのか、 といった課

題もある。このため、気候変動枠組条約の第1回 締約国会議において、共同実施は気候変動枠組条約

の付属書1の締約国の温室効果ガス抑制に関する約束を果たすものではな く、2000年 以降に見直しを行

うことなどの整理のもとで、 「共同実施活動」という新たな概念に組みかえられ、わが国においても

共同実施活動ジャパ ン ・プログラムとして活動が進め られている17。共同実施活動として、米国によ

るコスタ リカでの森林保全事業、森林管理事業や風力発電所建設事業、オランダによる6力 国との植

林プロジェク ト、ノルウェーによるメキシコでの高効率照明普及プロジェク ト等が行われている18。

預託金制度は、汚染物質の削減を目的 とするのではなく、廃棄物管理 のための経済的手法として注

目されている。これは財の販売時にあらかじめ預託金を上乗せしておき、使用済みになったその財が

一定の場所に返却された ときに預託金を返却するというものであ り、この制度は税 と補助金を組み合

わせた制度であるといえる。また、この制度においては排出者が廃棄物を環境中に排出 しなかったこ

とを、廃棄物の返却により自発的に証明することになるので、効果的なモニタリングシステムにもな

り、正確なモニタ リングが必要で廃棄物の有効な回収が求められる分野において有効であるとされて

いる。
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この ほか、市場 メカニ ズムを利用 した汚 染物質の削減施 策で はないが、環境 管理 の標 準化、国際化

等 を目的 としたISOI4000の 導入によ る環 境保全の推進 も期待 されてい る。ISOI4000は 、環境監査、環

境 ラベ リング、LCA(L㎞CycleAssessment)と いった各種制度 を盛 り込んだ環境保全 を念頭 に置 いた

国際的枠組み であ る19。この制度 は、法 による強制 的な制度 ではな く、民 間機 関 によ る自主的な制度

であ るが、ISOI4000を 取 得 していない企業、 いい かえる と環境 配慮 を怠 って いるとみ なされ る企業 は

社会的 に淘汰 される可能性 があ る。わが 国で は、1997年1月 で134件 の企業 が このISOI4000を 取得 して

お り20、その数 は今後 も増 大 するもの と見込 まれ てい る。汚 染に金銭的 なシグナル を与 え ることで汚

染物を削減す ることを目的 とす る経済的手法 に対 して、ISOl4000で は環境 負荷に関 する情報 を提示す

ることによ り汚染 削減 を誘導 す るというこ とか ら、 これ ら2つ の制度 は、原理 的には 同等、 も しくは

補 完的な制度 である とい える。

(2)環 境資源 の価値評価21

(1)に 示 した よ うな汚 染の排 出削減を 目的 とした政策 とは異な り、現在 まで は価値 のな いもの とと

らえ られて きた環境 資源に対 して価値付 けを行 い、 これを経 済活動に取 り込 んで評価 しよ うとす る試

みも行 われて いる。

市場 化 され てい ない多 くの環境 資源 の価値 評価 の方 法 と して、 擬制 的市場 法(CVM:Contingent

WUua加nMethod)、 旅行費用法(TCM:Tlave蓋CostMethod)、 ヘ ドニ ック価格 法等が挙げ られる。

CVMは 、市場で直接取 り引 きされていない環境 に関 して、擬 制的に市場 を設定す る。その仮設 的な

市場 において、ア ンケー ト等を用いて当該環境 資源 に対す るWTP(W避ingnessToPay:支 払意思額)

やWTA(WiningnessToAccept:受 入意思額)を 引 き出 し、 これを環境資源 の価値 とするものであ る。

この方 法は、統計 データのない環 境資源 を含む あ らゆ る便益 に対 して計測可能であ る という利点 をも

つ一方、質問方法に よ りバイアスが発 生す るな ど評価 方法 において改善 すべ き課題 もある22。

TCMは 、環 境サー ビスへ のWTPを 、その環境サ ービスを供 給す る地 点までのアクセス費用で代替 し

て測定 する方 法で あ る。ア クセス費用は、交通 費だけではな くアクセスに要す る時 間 と滞在時間 に対

する機会費用 を含 んだ費用で評価す る。

ヘ ドニ ック価格法 は、 土地固着性 を有す る環境資源 の性質 に着 目した もので、環境条件 の違いが地

価 に どのように反映 されてい るのかを観 察 し、 それ をも とに環境資 源の価 値 を土地等の不動産価格 に

よって測定 す るものであ る。 この計測方法は、環境改善 の便益 は地価 の上昇 に反映 され る とい うキ ャ

ピタ リゼイシ ョン仮 説に基 づいた もので あ り、一定の 留保条件付 きなが らも地価の観測 によ り環境資

源 の便益 を推定す ることが可能 とな る。

表2-1-4国 連の環境経済統合勘定に示される有形資産の環境機能 と経済的機能

使用の種類
量的使用(財 のフロー、ス トッ

クの消耗)
質的使用(サ ービスのフロー、

固定資産の劣化)

質的使用(処 分サー ビ
ス、廃物のフロー、環

境媒体の劣化)

人為起源資産の使用
経済的に生産された財で、次の
生産への投入または家計消費に

陛用されるもの

生産手段 としての建造物、機

械、装置など、審美的な使用 と
しての歴史的記念物

自

然

資

産

生物 人間や動物にとっての食物、衣
類の原材料、木材製品など

果実採集 目的の使用(ぶ どう畑
や果実園)、 家畜の飼育、生
産、審美的な使用

廃物の分解者

土地(生 態系を
含む)

■

栄養塩のフロー

建造物、道路などの土地、農業

及び林業、 レクレーション、審
美的な使用、動植物棲息地

廃物を蓄積 ・吸収する
ための土地 ・土壌

地下

■

経済的生産の原材料
エネルギー資源

放射性廃棄物を蓄積す
るための鉱坑

水
飲料水、冷却水、洗浄や通運の

水、生産工程用水、潅概用水■

レクレーション、航海、動植物

の棲息地、水力発電 廃物の蓄積 ・吸収

大気
生理学的目的(人 間や動植物の
生命)

感覚的認識(聴 覚、嗅覚、視

覚)、 エネルギー資源としての
風、熱

廃物の蓄積 ・吸収、熱

放射、音の拡散

ll



表2-1・5有 形資産の評価 と使用

評価方法の種類11市 場評価法1直 接的非市場評価法1間 接的非市場評価法

人為起源資産の使用
市場価格(ス トックの減

少)、 買い換え費用(固
定資産の使用)

歴史的記念物の使用者及
び非使用者の評価

自

然

資

産

生物

■

市場価格(経 済的に生産
された生物)、 純収益の

市場評価(野 生生物)

動植物の存在価値
減耗 と自然成長とをバランス
させるのに必要な費用

土地

(生態系を含む)

■

市場価格
景観の審美的用途及びレ
クリエーション用の価

値、生態系の存在価値

汚染ない し農業またはレクリ
エーション目的の使用による

土地の劣化防止に要する費用

地下

■

市場評価法(開 発の純収

瞠)

代替的な収入源を提供するた
めに必要な費用

水
市場価格(直 接的水使
用)、 純収益の市場評価

膣(利 水)

水質低下に対する評価
(支払意志額)、 水域生

態系の存在価値

平均的な貯水を保持するため
の費用、汚染による水質の低
下を防止するための費用

大気
大気質の低下に対する評
価(支 払意志額)

大気質の低下による実際の被
害費用、汚染による大気質の
低下を防止するための費用

表2-1-4と表2-1-5に国際連合統計局が示す対象 とすべき環境資源の機能 とその経済的使用の評価方法

を示す23。

なお、こうした環境資源の価値の貨幣評価が試みられる一方で、Kappは 、環境資源の市場価格に

よる価値評価方法をいかに洗練させても異質の価値を貨幣表示で数量化する方法では、交換価値を基

礎とする限 りにおいて完全 に満足すべ き解決法を見いだすことはできず、形式的な市場価格による計

算か ら離れて人間の実際的な必要物や公共の福祉を増進させるための資源の動員方法や手段を考える

ことが、環境資源や外部費用の評価にあたっての前提になる24と指摘 している。こうした指摘から、

先に挙げた方法による環境資源の価値をいかに市場や政策に反映させるかが今後の課題であるといえ

る。本研究では、 こうした指摘を踏 まえ、環境資源の劣化に伴 う外部費用をいかに内部化すべきかに

ついて考察を行う。

(3)環 境経済 システ ムに向けた勘 定体 系の修正25

既存 の経 済勘定 に、環境 資源 の劣化 や負荷 を物量単位 や(2)の 評価 方法 を用 いて貨幣単位 に換算 し

たものを付加 す るこ とで、経済活 動 と環境資源 を併 せて評価 す る新 たな勘定体 系の構 築が、 国際連合

をは じめ、 ノル ウェーやフラ ンス、オラ ンダ等で試み られてい る。

国際連合を 中心 に研 究 されてい る勘定体 系26は、従 来の勘定体 系 にサ テライ ト勘定 の形 式で 自然 資

源勘定 の導入 を図 ったものであ り、SEEAと 呼 ばれてい る。SEEAの 特徴 は、 フロー とな らんでス トッ

クを明示 してい る点、貨 幣勘定 と並び物 的勘定 でも構 成され る点、等 が挙げ られ、パ プアニ ューギニ

アやメキシコにおいてSEEAの 適用 に関す る研 究が実施 されて いる。

ノル ウェー の資源勘定27は、 自然資源 を物的資 源 と環境資 源 に分類 してお り、物的 資源勘定 はさ5

に鉱物資源、生物的資源 、流入資源 に分 かれてい る。物的資源勘定 は様 々な鉱物、魚介類、森林、 エ

ネルギー につ いて、資 源べ一ス、総 ス トヅク、保有量、資源利用 に関す るデー タをも とに構成 されて

お り、物量単位で記 述され るが価格 に関す る情 報に よ り補足 され る。環 境資源勘定 は大気 への排出勘

定 と土地利用勘定 の2つ が あ り、廃棄物や騒音等 についての研究 が行 われてい る。

フラ ンスにお ける勘定 体系28は 、要素勘定(ノ ル ウェーの物的資 源勘定 に相 当)、 エ コゾー ン勘定

(地域 ごとに資源収 支 を記載)、 作用勘 定(経 済活動や 国民経済計算 と結びつ く勘 定)の3つ の勘定

か ら構成 されて い る。そ して、 これ ら3つ の勘 定 を結び つけ る各種 の周辺勘定 に よって人 間活動 と 自

然 資源 との関係 を表現 す る体 系を 目指 してい る。

環境資源 を勘定 マ トリクスに組み入れて評価す る研究 もオ ランダを対象 に行 われてい る29。NAMEA

(Na亘o副AccounUngMa面x血clu血gEn霜o㎜en囲Accounts)と 呼ばれる この勘定体系 は、従来 の勘

定体 系に環境 勘定 を付属 したマ トリクス構成 となってい る。環境勘定 は地球温 暖化 、オ ゾン層破壊 な

12



どの個別の地球環境問題に対応 したものとなってお り、地球環境問題に対する政策目標と現状の格差、

各経済主体に対する地球環境問題への寄与度 といったことも計算することができる。

本研究においては、こうした勘定体系を構築することが直接の目的ではないが、環境資源と経済活

動の相互連関を評価するために、 これらの勘定体系を参考に簡略化 した勘定体系を構築し、環境資源

を経済活動の枠組みにおいて評価する。

(4)経 済指標の修 正

GDPは 市;場の規模 を評価 してい るとい う点において有用で あるが、 その欠点も認識 されてい るこ と

は本章 のは じめにお いて既 に述べ た。そ うした不備 を改善す るために、福祉指標 として もし くは持続

的発展のため の修正 が1970年 代は じめか ら試み られて いる。 その先駆 けがNordhausandTobhlのMEW

(MeasureofEconomicWe1血re:経 済福祉指標)で あ る30。わが国においても経 済企画庁 を中心にNNW

(NetNaUonalWe㎞e:国 民福祉指標)が 作成された31。現在 までに試 み られてい る改良指標 の一例 を

表2-1-6に 挙げ る32。

表2-1-6現 在 までに提 唱されてい る環 境 を考慮 に入れ たマク ロ経 済指標

提唱者II指 標 体 系 の 特 徴

Nordhaus,W.D. MEW:MeasureofEconomicWel㎞e

Torb血,J. 最終消費の修正、家庭内労働(非 市場的労働)・ 余暇の評価、都市のディスアメニ

1972 ティを考慮 し、GNPか ら国民福祉を示す指標を導出

経済企画庁
■
NNW:NetNationalWel魚re

1973 =GNP一 政府の汚染防除関連支出一公害防止コス ト+レ ジャー ・市場外活動評価

Zolotas,X. EAW:Econo血cAspectsofWel飴re

MEWと の違 い:財 ・サ ー ビス の フ ロー に よ り焦 点 をあ て る

1981 資本蓄積や持続性の問題を考慮していない
Pes㎞,H・M・ 環境特性(環 境サービス ・環境ダメージ)を 勘定体系に導入することによる修正

GNP1=GNP-ED,ED:環 境 ダ メ ー ジ

GNP2=GNP十ES,ES:環 境 サ ー ビス

1981 GNP3=GNP+NEB,NEB=ES-ED:環 境 純 便 益

Leipert,C.
■

ENP:EcoNationalProduct=NNP一 補 償 費 用

補償費用:生 産 ・消費の成長により生じる外部費用、工業化によるリスクの増大、

空間 ・生産の集中と都市化の外部費用、 自動車輸送による外部費用、

1986 非健康的消費 ・貧弱な生活環境による費用の増大
ElSela取,S.

1

ユーザーコス トで評価したス トヅクの減価量を総収入(GDP)か ら差 し引 く

1988 ユーザーコス ト:有 限な資源の売却による収益か ら無限の収益を得るための費用

Daly,H.E.
llSEW:IhdexofSusta溢ableEconomicWel伽e

Cobb,J.E. MEWの 流れを受け継 ぐ持続可能な福祉を示す指標

家計労働、自動車事故、騒音、非更新性資源の枯渇等19項 目を1人 あた りの消費に

1989 考慮する
Repetto,R.

'
ス トックの価値変化を国民勘定に付加 し、経済レン トによ り自然資源を貨幣評価

1989 ス トヅク価値の純変化二ス トヅクの追加 一ス トヅクの減少+資 源の価格変化

Daly,H.E
■
SSNNP:Susta血ableS㏄ 量alNetNation紐Product=NNP-DE-DNC

1989 NNP:国 民純生産DE:環 境保全費用支出DNC:自 然資本減耗

Hueting,R
■

国内活動をもとにしたアプローチ

環境負荷=国 内の生産による負荷+国 内の消費による負荷
1991 環境機能ごとに負荷基準を設定し環境機能を貨幣価値に換算して国民所得を補正

これ らの指標 は、環境変化 を考慮 す るとい う点で重 要であ るが、実際 に利用 されないこ とか らもわ

か るように問題点 も数多 く抱 えて い る。その例 として、環境被害、資源枯渇、地球 温暖化 な ど、市場

外 の現象 を帰属計算 な どに より修 正す ると、市 場を経 由 した経済活動 の大 きさを示すGDP本 来 の役 割

が損 な われ る点が挙 げ られてい る33。つ ま り、 これ らの指標 は、現状の 国民所得 体系の 中では単 な る

参 考指標 と しての意 味を持 つにす ぎない とい う指摘 であ る。 こう した新 たな指標 を実 際に運用 す るた

めには、 「経済 のこ こをこ うい じれば こうした環境 に配慮 したマクロ経済指標 は こう動 く」 とい うよ

うな 『理論』が必要 とな る34。
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第4章 においては、 こうした指標体系の修正が実在社会の資本フローと整合するように、環境資源

の劣化 に伴 う外部費用を所得か ら控除する社会 をモデル上で表現 し、これらの指標体系の修正による

環境保全への有効性 と経済活動への影響を評価する。

第4項 本研究における環境経済学的アプローチ

本節では、経済学の立場か らみた環境問題の発生についてみるとともに、環境問題の解決に向けて

同じく経済学からの取 り組み として環境資源の価値評価、勘定体系の修正、経済指標の修正をとりあ

げて、その理念を示すとともに、現在までに取 り組まれている実例、既存研究を紹介 してきた。本研

究では、こうした考えを社会に適用することを評価するために、虚構の世界ではあるが現在の社会経

済活動をモデルで表現し、こうした経済システムに環境資源の価値を内生的に評価する枠組みを取 り

入れ、経済システムを環境経済システムへと拡張 し、環境資源を経済活動に内部化 した社会における

環境資源の保全に対する評価を試みる。特に、本研究では環境経済学において提示されている勘定体

系や経済指標体系を修正 し、環境資源の劣化を経済活動に内生的に評価することが、環境資源の劣化

を未然に防止するという点において効果的であ り、環境負荷の少ない経済的発展を実現させることが

可能となることを、モデル という分析ツールをもとに明らかにする。

第2節 『持続可能な発展』の系譜

第1項 持続 可能 な発展 の定義

『持続可能 性(Sustainability)』 、 『持続可能 な発展(SustainableDevelopment)』 とい う言葉 は、

地球環 境問題 を語 る上 で1つ の重 要なキー ワ」 ドとなってお り、本研究 にお いて も持続可能 な発展 を

理念 の1つ としてい る。 その一 方で、 この 『持 続可能性 』 とい う言葉 の持つ意 味の曖 昧さ、便利 さゆ

えに本 質的な意味 とは離 れ、言葉 だ けが一 人歩 きしてい る感 があ る。そ こで、 分析 を行 う前 に、 この

『持続 可能性 』が過去 に どの ような形で用 い られて きたかについて整理 す るとともに、本研究 で用 い

る 『持続可能性』 について定義す る。

『持続 可能 な発展』 は、環境 と開発 に関 す る世界 委員会 において 「将来世代 の欲 求 を充 た しつつ、

現在 の世代 の欲 求 も満足 させ るような開発 をい う35」と提唱 されて以来、環境 問題 の解 決 にお け るキ

ー ワー ド1として広 く使 われ るようになった。そ こには、世界の貧 しい人 々に とって不可欠 な必要物 の

概念 と、技術 ・社会 的組織 のあ り方 によって規 定され る現在及び将来 の世代 の欲求 を満 たせ るだけの

環境 の能 力の限界 について の概念 とい う2つ の概念 が含 まれ てい る。 また、 この委員 会 にお いては持

続可能 な発展 を実現 させ る国 内的 な政策 目標 と して、①成長の回復、②成長 の質の変更、③雇 用、食

糧、エネルギ ー、水 、衛 生等の基本的欲 求の充足、④持続可能な人 口水準 の確 保、⑤資源基 盤の保 護

と強化、⑥ 技術の方 向転換 と リス ク管理、⑦環境 と経済 を考慮 に入れた意思決定 を挙 げて い る。 また、

国際関係 にお いても持 続可能 な世界経済 に向 けて、環境 に配慮 し、か つ発展 途上国 の成 長を促 す方法

に よ り経済的側面 と生態学的側面 の両面 を取 り扱 うことが必要で ある として い る。

B.Brownetal.は 表2-2-1の ように、生物資源、農業、環境容量、エネルギー、社会 ・経済、開発 の各

カテ ゴ リー ご とに持 続可能 な状態を 示 してい る。また、社会的、生態 的、経済的 な持続 可能 性 につ い

て それ ぞれ定 義を試みてい る。それに よると、社会的持続可能性 とは、 「安全 ・自由 とい った よ り高

次 な社会文化 的必要条件 と同様 に、基 本的な人 間のニーズを満 たす ことであ る」 と定 義 してい る。 ま

た、生態的持続可能性 は、 「自然生態 系の過程 や永続 的生産性、機能 に着 目した」定 義 とな ってい る。

それ に対 して、経 済的 な持続可能性 の定 義は 明確化 されて いない。 これは、現在 の経 済学者の多 くが

経済成長 を避 け られないもの としてい るためであ り、経 済的な持続可能性 の問題 を扱 うようになれば、

経済成 長の限界、生態 系の非 市場価 値や非定量 的評価 についても取 り扱わな ければな らないため と し

て い る。 これ ら3つ の観 点か ら、持続 可能性 の研究 にお いては、異 な る時間、空 間を評価 す る必要が

14



表2-2-lBBrownetal.に よ る持 続 性 の 概 念

あ るとしてお り、持続可能 な社会 を定義 す る際 の要素 として、① 人間生活の継続的維持、②生物資 源

ス トヅク ・農業生産性 の長 期的維 持、③ 人口の安定化 、④制 限された経 済成長、⑤ 小規模 ・自己完 結

の強調、⑥環境 ・生態系の質の維持を挙 げてい る36。

L.Browneta1.は 、持続可能な社会の枠組み として、再生可能なエネル ギーに支え られ る社会で あ り、

すべ ての面 において効率 が大幅に改善 され、使 い捨 て社会 か ら リサ イ クル社会へ と移行 し、 人口規模

の安定化 を含 む生物 学的基 盤を回復 した社会 であ るとしてお り、持続 可能 な世界経済 は、 よ り公正 で

安定 したものである としてい る。 さ らに、 こうした社 会へ と移行 させ るにあた り、物質至上主義、 消

費至上 主義 に代わ る新 しい価値 観への転換 を求めてい る37。

一方、T㎜erは 、 資本 ス トックの面

か ら持続可能性を定義、 分類 してい る。 表2-2-2持 続 可能性 基準 と4つ の持続可能性

Tumerに よる と、資 本は 自然資本 と人

工資本、人的資本 に分類 され る。そ し

て、表2-2-2に 示 す よ うに、 自然資 本

と人工資本の代替可能性 と、資本 に関

す る持続可能性指標 を定義 し、資本の

状 態 によって4つ の持続 可能性 基 準 を

設けて いる38。

この他 にも、 『持続可能 な発展 』 に

関する意見 は、現在 までに様 々なか た

ちで表現 され てきて い る。森 田 らはそ

うした持続可能 な発展 の定義 を表2-2-

3の ように、 「自然資源 を重視 して規

定 され た概念」、 「世代 間の公平性 を

強調 した定義」、 「社会的 正義、生活

の質等 のよ り高次 の観点 か ら展 開 する

持続 可能 な発展論 」の3つ に類 型 化 し

てい る39。自然資源 を重視 して規定 さ

れた概念 は、生物 の多様性 の保護 、環

持続可能性基準II判 断基準1資 本の代替可能性1経 済状態

弱持続可能性 sly一 δK:1y>o
■

Kn,Kmは 完全代替 成長経済

微弱持続可能性 WSI>0
A ㌧

λ>h

Kh>Z

δK皿*≦0一

微強持続可能性
■

WSI>0

δKn≦0一

δKn*≦0一

δKc≦0一

強持続可能性
■

WSI>0

δK皿≦0一 v v

δKn*≦0『 Kn,Kmは 完全 補 完 定常経済
δKc≦0一

δKe≦0

Kn:自 然資本

Kn*:代 替不可能自然資本

㎞:人 工資本

Kh:人 的資本

Kc:文 化的資本

Ke:倫 理的資本

K:総 資本=Kn+Km+Kh

s:貯 蓄

y:所 得

λ:技 術 進 歩

h:人 口増 加 率

Z:生 態 系維 持 ス ト ック限 界

WSI:持 続 可 能 性 指 標 ・

=sly一 δKmly一 δKnly

境容量 の制約 、天然 資源の保全等 の 自然 環境 的制約下での人間生活の営 みを規定 した ものであ り、B.

Bro㎜eta1.の 生 態的持続可能性 と同 じカテゴ リーに分類 され る。世代 間の公平性 を強調 した定義 は、

経済成 長 とい う目標 設定 において、現世代 の経 済成長 だけでな く、将来 世代の経 済成長 をも保証 しよ

うというものであ り、B.BrOWRetal.の 経 済的持続 可能性 を示唆 した ものであ るとい える。社会 的正義

や生活 の質等 のよ り高次 の観点か ら展開 す る持続可能 な発展 論は、 絶対的貧困を減 らす こ とや基本的

な人 間のニ ー ズの 問題、 生 活 の質 の 向上 な ど発 展 の中 身、発 展 の質 を問 題 とした定義 で あ り、B.

Brownetal.の 社会的持続可能性 に相 当する。

こう した過去 の持続可能性 に関 する定義 を踏 まえ、 本研究 では持続 可能 な経 済社会 を、 「環境へ の
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表2-2・3持 続可能 な発 展 の類型化

持続性の視点 自然条件 世代間公平性 より高次の観点

評価項目

出典[発表年]

1

生物の

多様性

環境容
量内で
の生活

天然資
源保全

環境と経
済の予見
的な配慮

永続的な
経済成長

世代間の
公平性

南北間
題 ・生活

水準の向

社会・人権 ・
文化等の

価値 ・活動

Coomer[1979] * *

Howe[1979]
■

* *

Allen【1980]
■ * *

IUCNetal.[1980]
■

* * *

Tiet㎝berg[1984]
1 *

Br肛Ldtland[1986]

1

* * * * *

Cl肛k&M㎜[1986]
■

* *

Repetto[1986]
■

* *

Barbier[1987]
■

* * * * *

Bro㎜etal.[1987]

コ

* * * *

Goodland&Ledoc[1987】

■

* * *

Pearce[19871
■

*

Redcli叩987]
■

* * *

Tolba[1987]
■

* * * * *

Allaby[1988]
■

* *

Brown[1988]
■

* * *

Conway&Baτbier[1988]

■

*

M櫨andya&Pearce[1988]
■

*

Meisaari-Polsa[1988]
璽

* *

Norgaard[1988]
1

* *

Pearce[1988】

■

* *

Pe訂ce[1988]
■

* * * *

Pe餌ceetal.[1988]

■

* * * *

Thatcher[1988] 1 * *

Tumer[1988]
1

* * *

WCED【1988」
1*

* * * *

Barbier[1989]
■

* * * *

Hav㎜[1989}
■

* *

Pe鷹eetal.[1989]
■

* * * * *

Pezzey【1989]
*

M㎜[19901
■

*

OECD[1990】
■

* * *

Pe訂ce&T㎜er[1990] 1 * * *

Brownet田.[1990]+

1

* * * * *

Caldwell[1991]
■

* * *

IUCNetal.[19911 * * *

McConnick[1991]
■

* * * * *

M㎜asinghe&Lutz[1991]
1 * * *

Verbruggen&Ku止[19911

1

* * *

Braat[1991] * *

Norgaard[1992]
■

* * *

UNSO[1992]
■

* * *

Cl紅ke[1995]+←
* * *

参 考 文 献38)に 、+で 示 す 以 下 の 文 献 の 定 義 を 付 加 して い る 。

+Bro㎜,LR.,Flavhl,C.andPostel,S.(1990)Pictu血gaSustainableSociety,hlBrown,LR.(ed.)StateoftheWorld,

Worldwatchhs廿tute(松 下 和 夫 監 訳(1990)地 球 白 書90一'91,ダ イ ヤ モ ン ド社,pp.280-309).

什Cl肛ke,J.1.(1995)TheInteπelahons亜pofPopulationandEnvko㎜ ㎝t,InCool鳩r,D.E㎝dPa㎞er,J。Aeds.,

JustEnv廿o㎝ ㎝t,Roudedge,pp.3445.

負荷を永続的に最小限に担えた循環を基調 とした経済社会で、かつ将来世代 ・他地域の経済水準に対

する公平性にも配慮 した社会」 と定義する。こうした持続可能な社会を定義する背景 として、従来の

局地的な公害に対 しては有効であった解決方法が、地球環境問題に.対しては必ずしも有効な解決策 と
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はなりえず、むしろ世界各国の協調による解決策の導出が有効 とな りうる点が挙げ られる。これは、

内藤が図2-2-1に示すように、地球環境問題においては、その空間的、時間的影響が公害と比較 して広

範囲に及び、問題の原因がよ り根源的になっている菊ためである。つま り、地球環境問題を解決する

には、影響の及ぶ範囲や原因に対 して、 より広 い視野を持つことが必要であ り、そうした広い視野を

持って環境資源の劣化を最小限に抑える社会を 『持続可能な社会』 としている。

本研究では、図2-2-1に示す地球環境問題のうち、影響が最も広範に及び、人間活動そのものに原因

があり、解決が最も困難であるとされ る地球温暖化問題の原因物質である二酸化炭素を中心に様 々

な汚染物質、環境資源をとりあげ、上記 に示した持続可能な社会を目指す環境経済システムの実現に

向けた社会的、経済的な誘導施策について、動学的最適化モデルを用いて検:討する。

影 がよ り長期にわたって及ぶ

6

「

『:/

/ 、影響がより空間的

特定の生活 ・
生産活動が原因

θ
野
生

酸
性

!

∠/ ヨ/
〃
海

∠:/7広 がりをもつ

原 生活 ・生産 ・都

市活動が原因

生
物
種
減

途
上
国

匝. 有 ∠一

廃 砂
棄

ノ

層
破 森

/

洋汚

染 地

因
社会 ・経済の

しくみが原因

少/ 釜
口

/
物 港_片 /護

壊

/

球
温
暖
化一

人間の生存
そのものが原因

v

原因がより根源的である

図2-2-13つ の基軸 によ る環境 問題 の整理

第2項 公平性と効率性

第 葉項では、過去における持続可能性の概念を整理するとともに、本研究における持続可能な社会

を定義 した。定義か ら明らかなように、持続可能な社会においては公平性 という概念が重要な役割を

担う。その一方で、公平性実現のために効率性を犠牲にすると、地球温暖化問題をはじめとする様々

な環境問題は、費用上昇等の原因により解決不可能 となる。つま り、公平性 と効率性をいかに使い分

け、融合させるかということが、環境問題の解決に向けて重要な課題 となる。

SamuelsonandNordhausは 、 「経済学 とは様々の有用な商品を生産するために社会が どのように稀少

性のある資源を使い、異なる集団の間にそれ ら商品を配分するかについての研究である41」と述べて

いる。近代経済学の1つ の基本分野であるミクロ経済学は、企業における利潤最大化や消費者におけ

る効用最大化 という経済行動の分析がもととなっている42。つまり、経済主体の目的をいかに最小の

費用や資源で達成させるか、与えられた費用や資源のもとで経済主体の目的をいかに最大にするか、

という効率性の問題が分析の中心となってお り、経済学においては効率性に関する分析が中心的課題

の1つ であるといえる。また、規範分析の1つ である新厚生経済学の基礎 とされる仮説的補償原理(あ

る経済的変化によって利益を得 る人々と損失を被る人々の間で、損失もしくは逸失利益に対する補償

の仮設的な支払いが行われ るという理論的虚構を導入 して、パレー ト原理の適応限界を利害対立の状

況に拡張する)で は、経済の持つ潜在的能力を予備的に判定するための部分的基準である効率性基準
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をも とに してお り、 これ を補完す る公平性基準 を新 たに導入す る必要が ある とされ ている43。つ ま り、

パ レー ト最適 を満たす資源配分は、効率 的な配分で あ るが、必 ず しも公平な配分 とはいえない ことを

示 してい る。

公平性 に関する議論は、RolesがTheolyofJusticeの 中でその理 論を展 開 してい る餌。 しか しなが らそ

の一方で、最 も不遇 な ランクをま るで独 裁者の ように持 ち上 げ るとい うこ とで、極端 なア プローチ と

の指摘 もあ る45。

公平性 と効 率性 に関す る議論 は、IPCCに おいて も行われて い る。IPCC第2次 報告書 に よれば、効率

性 を達成 す るために とられ る個別手段 のそれ ぞれについて、社会 的配慮や社会 的影響を含む公平性 に

関す る含意 を分析 す るこ とは価 値があ る として い る菊。 つ ま り、効 率的 な地球 温暖化 防止施 策 を実行

す ると同時に、 そ うした施策 を公平性の面か ら検討 す るというものであ る。IPCCで は公平性 の問題 と

して、国際交渉の場 におい て意思 決定が どの よ うに行 われてい るか に関 す る手続 き面の問題 と、気候

変動の帰結 として起 こる問題 に関する結果面の問題 という2つ の側 面があ るとしてい る47。手続 き面 の

公平性 は、気候 変動 に関す る国際交渉手続 きの過程 と参加 に関す る公平性 が対 象であ る。結果面 の公

平性は、損 害又は適応費 用の公平 な分担 と気候 変動 を緩和 させ る手段 の公平 な費用負担 の2つ の構成

要素か らな る。 また、公 平性 の議 論の対象 として、将来 世代 と損害 の発生 する地域 とい う2つ が考慮

に入れ られて いる。本研究 で取 り扱 う公平性 は結果面 の公平性が 中心 であ り、 公平性の議論 の対象 は

世代間 と地域間の2つ とす る。

地球温暖化問題 にお け る公 平な費用負担 の議 論の 中心 となって い るのが、各国 に対 して温室効果 ガ

ス の排 出量 をいか に配分す るか(各 国の費用負担 をいかに配分す るか)と い う課題で ある。IPCCに お

いて は、1人 当た りの等分排 出量 を基礎 とす る配分 方法 と、各 国の排 出基 準量(現 在 の排 出実績量 も

しくは見 通 しに基 づ く将来 の排 出量)か らの乖離 を配分 する方法 が中心 となってい る姻。Grubbetal.

は、 地球温 暖化 防止 に 向けた公平 な温室効 果 ガス の排 出量 の割 当量 を分析 す るため に、 土地面積 や

GDP、GNPと いった基準 に よる配分以外 に、公平性 を考慮 に入れ た合理 的な基 準(規 範 的基準)と し

て、汚染者 負担 に よる配分、人 口比に よる配分、支払意思額 によ る配分、被害額 に応 じた配分 、以上

の配分 の組 み合 わせ による配分、現状 の排出 による配 分、生活水 準を保 証す る配分 を挙 げ、公 平な負

担割 当ての分析 を行 ってい る49。このほか、B血wandTomanは 二酸化炭 素排 出削減 とその費用配分

の方法 として、支払い能力 に応 じた負担 、汚染者負担 、定 率の削減、人 口比率配分 の排 出権取 引を挙

げ、それ らを比較 してい る50。また、川 島は、生活 に必要な最低 限の二酸化炭素 排出量 を、公 平性の

観 点か ら1人 当た り排 出量、GDPあ た り排 出量、炭素強 度、 気温、国土面積 の5つ の基準 か ら設定 し、

それを超過 す る排 出量 に比例 させて削減量 を割 り当て る方法に よ り、先進各 国の二酸化 炭素排 出量 の

削減割合を算 出して いるが、基準 が実際 の排 出量を求め る際の説明変数の ように作 用す るため に、基

準を増 やす と現状 の排 出量 に比例 した削減に近づ くとしてい る51。

第3項 意思決定の倫 理基準

前項 において、地球温 暖化 問題 を中心 に公 平性 と効率性が どの よ うに取 り扱 われてい るのか につ い

てみて きたが、公平性 に関す る明確な基 準は提示 されていな い。 こ こでは、意 思決定 にお ける倫理基

準 を取 り上 げ、 これ らが公平性 、効率性 とどの ように 関係す るか について示す とともに、本研究 にお

けるモデル分析の倫理基準 を説明す る。

社会 にお け る倫理 基準 とその考 え方 を以下 に示す。d。Argeeta1.は 、地球温暖化政 策xに 対 し、現在

世代 の効用Ulと 将来世代 の効 用の期 待値E(U・)を取 り上げた4つ の倫理基準 を挙 げてい る52。

① ベ ンサ ム的基準:M叙{U1+E(U・)}

主体1と 主体2の 効 用の和 を最大 にす るような政策x・を とるもので、最大多数の最大幸福 を目

指 す功利主義的基 準。

② ロール ズ的基準:M3xMin{Ul,E(U・)}

主体1も し くは主体2の 効用の うち、 小さい方の効用 を最大 にす るよ うな政策池を とる啓蒙主
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義的人道主義の立場に立った平等主義的基準。

③ ニーチェ的基準:MaxMax{Ul,E(U・)}

主体1と 主体2の 効用のうち、大きい方の効用を最大化する政策x・をとるエ リー ト主義的基準。

④ パレー ト的基準:MaxUlsuchthatE(U・)≧U・

主体2の 期待効用水準を一定 レベルのU・に維持するという条件下で主体1の 効用を最大にす

るような政策x・をとる自由主義的基準。

上記は世代間の問題をとらえたものであるが、地域間の問題をとらえる場合には、主体1を 先進国、

主体2を 発展途上国とし、発展途上国の効用を期待値ではな く効用U・で評価すればよい。

①の功利主義的基準は理論モデルで表現しやすいため、既存研究の多 くがこの基準を採用 したもの

となっている。次章で説明する経済モデルの多 くが、この基準を採用 したものとなっている。この基

準では、現世代が我慢 しても現世代以上に将来世代が便益を受けるのであれば是とする政策であるが、

この考え方が どの程度受け入れられるかが問題 となる53。②の基準は、公平性の視点からは望ましい

といえるが、現実的には先進国及び現世代にとって不利な政策となる。また、この平等主義的基準は、

あらゆる実行可能な政策のうち、全主体について同一かつ最高の効用水準を与 える政策 となり54、世

代間の問題の場合には現在の経済水準を維持 し、地域間の問題の場合には世界全体の経済水準を最も

経済水準の低い状態に合わせる結果となる。逆 に③の基準は、将来世代や発展途上国を顧みない政策

とな り、公平性という観点から、発展途上国や将来世代(実 際には将来世代の代弁者)に は支持され

ない政策となる。④の基準を選択する場合、現実的な基準であるが、基本的に現世代や先進国の立場

に立った価値規範であり、全体的な合意が得 られるとは限らない。また、一定 レベルの効用をどの水

準に設定するかが課題 となる55。

本研究では、既存研究の多 くの経済モデルと同様に基本的には①の功利主義的立場でモデルを構築

している。ただ し、公平性の議論においては、必要に応じて④で示 したパ レー ト的システムを考慮に

入れた基準を用いるものとする。つま り、対象 とする各主体に対 して公平性に関する基準をあらかじ

め設定 したうえで、功利主義的な全体の効用水準を最大にするものであり、新たに設定 した基準を満

たすことが公平性を確保することであるとの立場をとるものである。
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第3章 地球温暖化の環境経済モデル分析

第1節 環境問題を対象とするモデルの類型

今 日、地球温暖化問題をは じめ とする様々な環境問題を分析するツールとして、モデルが利用され

ている。モデルとは、 『対象とな る経験的事象(現 実)ま たは論理的形成物(理 論)の 諸属性に即 し

て、研究者や調査者の認識主体が、その対象の含む様々な変数関係を選び取 り、それ と構造的に近似、

相似、同型な構造物として単純化 した物理的、論理的な模型である』と定義され、理念化 ・単純化 し

たもの、想像的に構成したもの、わか りやすく類比的に描いたもの、特定の表現様式に移 し替えたも

の、実物模型 として拡大 ・縮小 したものに類型化される1。環境問題の分析には、主に社会経済活動や

気候変動等の物理現象を数式や関数関係を用いて表現 した数理モデルが用い られる。これは、地球温

暖化のように影響が長期間にわた る問題や不可逆的な環境変化を及ぼしうる汚染の影響を調査する場

合、実在の社会を対象に実験を行い、有効な施策を評価することは、ほとん ど不可能なためである。

環境問題を対象とした数理モデル として、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの蓄積に伴う大気

温度の上昇メカニズムやフロンによるオゾン層破壊のメカニズムを表現 した物理モデル(表3-1-1に

IPCCが とりまとめた大気 と海洋の大循環を結合 させた主なモデル とその計算結果を挙げる2)、 経済

活動に伴 う環境負荷の蓄積や資源ス トヅクの減耗 とそれらの影響を表現する経済モデルがある。ここ

では、環境資源の劣化の多 くが経済活動に起因するということを踏 まえ、経済モデルの説明を中心に

類型化を行う。

表3一レ1大 気海洋結合モデルの枠組みとその結果

開発機関

(国名)

大気モデル 海洋モデル 海水 フラックス調整 地表面スキーム 地上気温

e砦

髭

韓

■

趣
遜
駐
降
煮

蕪
聖遡

趣駐

魍
謂

恵
趣
駐
軒
煮

蕪
聾遡

趣駐

樋
審

ミ
1ト
中
蚤鍵

溜
紳
R
癒

ミ
1ト
中
薫
煙
密
磐
R

貢

⊇

よ

§
着駆

蕪

・

煮
灘

R
邊麟

朗
煮
餌
鍵

ミ
竃ト
中
ら
尽
K

ミ
1ト
申
ら
心
K
H
過

ミ
1ト
申
駅
鯉

ミ
1ト
中
釧運

ね
釦お

鞭
轄
取

失
巳
署
～
9

麦
巳
晋
お

BMRC(豪 州) R21 9 3.2*5.6 12 * * 12.7 16.7 1.35+

CCC(カ ナ ダ)
■

T32 10 1.8*1.8 29 * * * * * 12.0 15.7

CERFACS(フ ラ ンス)
■

T42 31 1*2 20 *

COLA(米 国)
■

Rl5 9 3*3 16 * * * 12.6 155 2.0+

CSIRO(豪 州)
■

R21 9 3.2*5.6 12 寧 * * * * * * * 12.1 15.3 2.0+

GFDL(米 国)
l

R30 14 .2*2 18 * * * * * 9.6 14.0 2.2+

GISS(米 国)
■

4*5 9 4*5 13 * * 13.0 15,6 1.4+

GISS(米 国)
■

4*5 9 4*5 16 * *

IAP(中 国)
■

4*5 2 4*5 20 * * * * 25+
一

LMD10PA(フ フ ンス) 3.6*2.4 15 1*2 20 * *

MPI(ド イ ヅ)
■

T21 19 5.6*5.6 11 * * * * * * 11.0 15.2 1.3++

MPI(ド イ ヅ)
■

T21 19 2.8*2.8 9 * * * * * * * * ll.2 14.8 1.5→+

MRI(日 本)
■

4*5 15 (05-2)*2.5 21 * * * * * 13.4 17.4 1.6+

NCAR(米 国)
■

Rl5 9 1*1 20 * * * 155 19.6 3.8+

UCLA(米 国)
■

4*5 9 1*1 15

UKMO(英 国)
■

2.5*3.8 19 2.5*3.8 20 * * * * * * 12.0 15.0 1.7+

*水 平 解 像 度 の うち 、 ○*ロ は 緯 度 幅 ○ 度 、 経 度 幅 □ 度 の 格 子 点 モ デ ル 、R△ 、T◇ は地 球 を 取 り巻 く波 の 数 を

最 大 △ 、 ◇ まで 取 り扱 う ス ペ ク トル モ デ ル で あ る こ とを 示 す 。
**地 上 気 温 の 観 測 値 は12 .4℃(12～2月)、15.9。C(6～8月)で あ る(Jelmeに よ る)。

***炭 素 濃 度 倍 増 時 の 気 温 上 昇 の うち
、+は1%1年 の 増 加 率(70年 後 に倍 増)を 、 一H一で はIS92a(95年 後 に倍 増)

を そ れ ぞ れ 用 い て 計 算 さ れ た もの で あ る。
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第1項 モデル分析の有効性

モデル分析に対しては、不確実な状況において予測が当たらないという批判はあるが、考え方の筋

道を明示でき、論点の相違を確認 し、現在わかっている部分的な知識を積み上げていくことができる

ということか ら、その意義は大きいと森は指摘 している3。また、松岡と森田は、地球環境問題のモデ

ルは、時間的、空間的スケールが大きく、関連する知見のばらつきも大きいのが特徴であ り、関連す

る雑多な情報を整理、体系化 し、それらの帰結としての地球環境の将来像を描 くところに主たる使命

があるとしている4。その中で、モデルの示す世界像は将来予想ではな く、現在の経済、社会活動の論

理的な外挿がどの程度の影響をもたらすのかについて、現在までに得 られている知識の範囲内で求め

るものであるとも指摘 している。

以上の指摘よ り、地球環境問題に対するモデル分析では、単純に将来 を予測するのではな く、様々

な因果関係がどのような構造で関連 しているのかについて明確化 し、それが将来にわたってどのよう

に影響するのかについて評価することが重要である。また、モデル分析 においては、不確実な要因が

どの程度不確実であるのかについての感度解析が可能であり、種々の政策を導入 した場合にみ られ る

要因間の相互関係の変化を定量的にとらえ、政策と将来におけるその影響を示 したシナ リオを提示 し、

代替案の評価を行 うことができるという利点がある。 こうした不確実性下において意思決定の判断基

準の1つ を提供するという点においてモデル分析は有効である。

第2項 経済モデルの分類5

経済モデルは、経済理論や経済現象に関係する様々な変数の関係を表す方程式の組をいう。経済モ

デルは、モデル構造から次のような分類が可能である。

(1)ボ トムアップモデルと トップダウンモデル

ボ トムアップモデルとは、対象システム(消 費や供給のプロセス)を 詳細に分類 し、これ らの結果

を積み上げるモデルである。ライフスタイルや技術の変化など、過去の トレン ドを超えた構造的変化

を取 り込みやすい、モデル構造の透明性が高 く、政策や技術 といった要素変化 と計算結果の対応関係

が明確になるなどの利点がある反面、詳細なデータベースが必要になるという短所 もある。

トップダウンモデル とは、集計化されたデータを用いてデータの統計的処理を通してシステム全体

をマクロ的に表現 したモデルであ り、システム全体を弾力性(あ る変数が1%変 化するときに、それと

因果関係 にある変数が何%変 化するかを表 したもの)の ような理論的枠組みを用いて表現 したモデル

である。過去の トレンドを構造化するために、過去の統計データに反映されていない構造的変化を取

り込みにくい という短所はあるが、モデル化に必要なデータが少なくてすみく比較的容易にモデル化

が行える、経済部門間の相互作用や経済部門 とエネルギー部門などの相互作用の記述において秀でて

いるなどの利点をもつ。

(2)最 適化モデルと計量経済モデル

最適化モデルとは、家計における効用最大化、企業 における利潤最大化のように、ある目的(評 価

基準)が 最大もしくは最小となるように各変数を制御するモデルであ り、規範型モデルである。最適

化モデルにおいては動的な最適経路を比較的簡便に求められることから、長期的な政策導入のシナ リ

オや資源、政策の時間的配分の分析において しばしば適用される。

これに対 して、計量経済モデルとは、経済理論をもとに過去のデータを統計的に処理 し、その トレ

ンドや法則を把握することで、将来を予測するモデルであ り、予測型モデルともいわれ る。過去の経

済変数間の関係が続 くことを前提としているために、長期的な予測には不向きである。

(3)一 般均衡モデルと部分均衡モデル
ー般均衡モデルは、すべての財を対象 とした市場に対 して、財の需要と供給が価格調整によ り均衡
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するように決定されるモデルである。計量経済モデルのように過去の経済諸変数間の関係 を引きずる

ことな く、ある均衡状態か ら別の均衡状態への移行をシミュレーションできることから、炭素税導入

の効果分析など、政策分析に広 く用いられる。

部分均衡モデルは、一部の財を取 り出して、その財が市場において均衡するように需要と供給を決

定するモデルである。地球温暖化を対象 としたモデルのなかで、化石燃料の燃焼に伴って発生する二

酸化炭素の排 出が分析の中心となるために、経済活動に伴うエネルギー需要を外生的に与えた上でエ

ネルギー費用の最小化を目標 とした最適なエネルギー ミックスを分析するモデルがある。こうしたモ

デルは、基本的にエネルギーのみを対象 としているので、エネルギーに関する部分均衡モデルである

といえる。

(4)静 学モデルと動学モデル

静学モデル とは様々な変数の相互依存関係を1つ の時点に限って考察するモデルであ り、対象とす

る時点のモデル構造はその他の時点 とは独立 して取 り扱われる。

動学モデル とは複数の時点を対象 としたモデルであ り、ある時点の均衡が他の時点の均衡にどのよ

うな影響を及ぼしていくかが明示的に考察される。動学モデルにおいて異時点間の評価を同時に行う

際には割引率 を用いて現在価値に換算されることが多い。これは、資本の生産性や将来に対するリス

ク ・不確実性 により、現在の財1単 位は将来の財1単 位よりも高 く評価されるために、将来の財は割 り

引いて評価する必要があるためである6。しか しなが ら、世代間の公平性の観点か らこの割引率の値を

どのように設定すればよいかについては様々な議論が行われている。

上記 の類型化 以外 にも、消費者 や企業 な ど個 々の経 済主体の行動 に関する ミク ロモデル と、経 済主

体 の総 計 としての経 済全体 を表 したマク ロモデル とい った区分 もあ る。このほか、 『成長 の限界 』で

用 い られた システ ムダイナ ミクスモデル7、 産業 連関表 を用 いたモデル8な どがあ る。 また、上 記の類

型化 は厳密 にモデル を区分 したものではな く、最適化 モデルの構造決定 の際 に計量経 済モデルで用 い

られる推計 方法が利 用 され た り、 動学的 最適化 モデルの ように動学モ デル と最適化 モデルが組 み合わ

されたモデル が構築 され るな ど、互 いに関連 したもの とな ってい る。

現在 までに地球環 境問題 に関する様 々なモデルが構 築 され、分析が行われ てい る。 こうしたモデル

は分析 対象 や用途に よ り、 異なった理論 に基 づいて構 築 されてお り、 また、外生的 に与 え られてい る

前提条件 も様 々で あ る。OECDで は これ らのモ デル の うち、主要モ デルに対 して外生パ ラメータに関

す る前提条件 を同一に してシ ミュ レー シ ョンを行 って いる9。 また、Modtaeta1.で は、主要 な世界モデ

ルの前提条 件 と各モデル の現状推移 シナ リオの結果 を整理 してお り10、森 田 らは 日本 を対象 に分 析 し

たモデルの結 果を比較 してい る11。

第3項 統合評価モデル

近年、統合評価モデル(htegratedAssessmentModel)と 呼ばれるモデルの開発がさかんに行われて

いる。これは、幅広い学問分野から得 られた知見を組み合わせることで、従来の分野別研究では得 ら

れなかった結果を提供するものである。地球温暖化問題に関する分析では、従来の経済モデルに大気

循環モデルなど地球温暖化のメカニズムを表現 した物理モデルを連結させ、地球温暖化による影響を

経済活動に内生的にフィー ドバ ックさせることで、地球温暖化による影響だけでなく様々な地球温暖

化対応施策の効果についても同時に評価 しようというものである。この統合評価モデルは、実際の政

策問題 としてかつて経験 したことがないほど巨大なシステムを有 し、長期にわたって影響が及ぶ地球

環境問題に対 して、政策決定者 と研究者の共通のプラットフォームとしての役割が期待されている12。

地球温暖化髄 を対象 とした様々な統合評価モデノレの比較は、PCCやE姫(En曙ModelingFo㎜)

において行われている。PCCで はこうしたモデル比較 ・評価だけではなく、これ らのモデルの前提と

なる様々な科学的知見(地 球温暖化のメカニズムとその影響)に ついても明らかにしつつある。例え
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ば、地球の炭素循環 にお

いてかつては血SS血9・敏

と呼ばれていた二酸化炭

素の吸収源の定量化(特

に北半球 における森林再

生)、 エア ロゾルによる

負の放射強制力の評価、

大気 中の二酸化炭素灘

倍増時におけ る気温上昇

や海面上昇 に関す る推定

の研究成果は積極的に統

合評価モデルに取 り込ま

れている。

統合評価モデルの枠組

みは図3-1-1に 示す通 り、

経済活動モデル、大気組

成モデル、気候 ・海水面

モデル、生態系モデルの4

つのサブモデルか ら成 り

立っている13。経済活動モ

デルは、経済活動 とそれ

に伴 う温室効果ガスの排

出、地球温暖化に伴 う経

済影響を評価 するモデル

であ る。大気組成 モデル

は温室効果ガスの蓄積を

示すモデルであ り、気候 ・

海水面モデルでこれ ら温

室効果ガスに よって引 き

起 こされる地球温暖化 と

それに伴 う気候変動、海

面上昇を評価する。 これ

図3-1・1統 合評価モデル にお け る構成 要素 とその関係

大気

(・・ゾ ・＼ ～ 禦L

光合成 ・呼吸(1・6)"

∠ 御 土蟹 欝 化(92)

植 生[610]

積 物[1580レ!
(90

'璽

化石燃料の燃焼
セメント製造 磨

漏 讐_一
/

ノ

1
＼
＼

/

＼

!
1

海洋生物

[3]

海洋表層

響撫溶
ピ 表 層 堆 積 物'

[150]

図3-1-21980～1989年 にお ける年平均 の地球上 の炭素循環

[】 内の数値はス トックGtCを 示す。
()内 の数値はフローGtCを 示す。

ら大気組成モ デル と気候 ・海水面 モデ ルは、主 に大気 や海洋 におけ る気候過程 を表現 したモデルで あ

り、 図3-1-2に 示す地球規模 にお け る炭素循環14や 図3-1-3に 示 す地球 の熱収支15、水 循環 を通 じて の各

気候 過程 の結合 を表現 して いる。松 岡は、11の 主要 な大気循環 モデル に対 して、 二酸 化炭素排 出シナ

リオ としてIS92aを 用 いた ときの濃度 計算結果 を比較 してい る。それ によると、1990年 の二酸化炭素濃

度 は354ppmvで あ るが、2100年 には629ppmvか ら731ppmv(標 準偏差30.3ppmv)と ば らつ きが見 られ、

モデル構 造が濃度 の推定結果 に大 き く関わ るこ とを示 してい る16。生 態系 モデル は、地 球温暖化 に よ

る生態 システムへの影響 を評価 す るモデルで あ り、 こ こでの評価が経済 モデルに フィー ドバ ックされ

る。

こ うした統合評価 モデルは、費 用便益 的視 点か ら長期闇にわた る最適政策 を導 く最適化モデル、種 々

の政策 を評価 す る政策評 価モデル の2つ が あ り、 それ ぞれ決定論 的な枠組 みのモ デル と確率的 なモデ

ル があ る。表3-1-2にIPCCが ま とめた主な統合 評価モデル と各モデルの枠組み を示 す17。

表3・レ2を は じめ とす る統合 評価モデルや その侮 のモデル分析 において、環境資源 を経 済活動に内部
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表3-1-2主 な統合 評価 モデル とその枠組み

モデル

対象 地域分割 社会経済モデル循環モデル影響評価モデル 不確実性 政策決定
■
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暇
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円
檀
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鑓

脈
額姻

遷
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鯉煮

⊃

栖
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鯉
旨

呂
偲
旧

ε
辮鯉

馴
畷
密
早以

翠璽

畷

金
,Σ

⊥

蕩
あ

謎
綴

" * * * * * * * * * * * * * * * * * * *

ASIE)d凱
■

* * * * * * *

CETA * * * * * * * * * *

Connectlcut
■

* * * * * * *

CRAPS
■

* * * * * * *

CSERGE
■

* 拳 * * * * *

DICE
■

* * * * * * * *

㎜ ■

* * * * * * * * * * * * * *

DIAM
■

* * * * * * * * *

ICAM-2
■

* * * * * * * * * * * * * * * * * * *

■ASA
■

* * * * * * *

LMAGE20 * * * * * * * * * * * * * *

㎜ ■

* * * * * * * *

MERGE20
■

* * * * * * * * * *

Mm1CAM
■

* * * * * * * * * * * * *

MT
■*

* * * * * * * * * * * * * *

PAGE
■

* * * * * * * * * * * * *

PEF
■

* * * * * * * * *

ProCAM
■

* * * * * * * * * * * * * * * * *

RICE
■

* * * * * * *

SLICE
■

* * * * * * *

TARGETS
1* * * * * * * * * * * * * * * * *

化 して評価する方法は、次の4つ に大別することができる。

① 環境資源の劣化の直接的制約

大気汚染物質の排出や騒音に対する直接規制など、環境資源の劣化に対 して直接制約を課す

ことで環境資源を経済活動に内部化する方法である。環境資源を経済活動に内生的に評価する
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方法 として最 も一般的な方法である。地球温暖化のモヂルの場合、二酸化炭素をはじめとする

温室効果ガスの排出規制がこれにあたる。

② 環境資源の劣化による生産活動への影響

環境資源の劣化が生産活動に影響を及ぼすフィー ドバ ックをモデル化することで、環境資源

を経済活動に内部化する方法である。地球温暖化のモデルの場合、気候変動に伴 って農産物の

生育等に被害が生 じ、その結果、農業部門を中心に生産額が減少するというモデル化がこの方

法であ り、損害パラメータ という形で表現され ることが多い。DICE18やCETAI9の 生産関数にお

いてみ られる。

③ 環境資源の劣化による支出の増大

環境資源の劣化により生 じる追加的な費用の支出を明示することにより、その環境資源の劣

化を経済活動 に内生的に評価する方法である。地球温暖化のモデルの場合、その影響を緩和さ

せるための支 出(海 面上昇を防止するための防波堤の建設や健康被害の補償などの費用)が 増

大することであ り、最終需要項 目に消費と投資以外に地球温暖化に伴う市場損失という項 目を

設けて評価される。MERGE20が この形式をとる。

④ 環境資源の劣化による非市場損失(効 用)へ の影響

環境資源の劣化が効用に負の影響を及ぼすことをモデル化することで、環境資源を経済活動

に内部化する方法である。地球温暖化に伴 って生 じる不快感や生態系への影響な ど経済的評価

が行われていないものを効用の損失 という形で表現される。効用の損失は、地球温暖化防止に

対するWTP(支 払意思額)な どによ り定量的に評価される。MERGEに おいてみられる。

なお、上記で示 した地球温暖化による様々な損失は、大気中の二酸化炭素濃度倍増時の損害費用な

どに基づいてお り、表3-1-3に示すようにFan㎞auserを はじめ現在までに種々の推測が行われている21。

表3-1・3地 球 温暖化(二 酸化炭素濃度 倍増時)に お け る損 害額 の推定[1988年 価格10億 ドル]

Fankhauser Clhle9) Nordhaus9) Titush)
■

EUI米 国1旧 ソ 連}中 国1非OECDIOECDI世 界 米国 米国 米国

海岸防備0.1 0.2 0.0 0.0 1.0 0.4 1.4 1.0 7.5 5.7

乾地損失0.3 2.1 1.2 0.0 5.9 8.1 14.0 1.5 3.2e 一

湿地損失4.9 5.6 1.2 0.6 14.7 16.9 31.6 3.6

}.
一

生態系 ・種損失9.8 7.4 2.3 2.2 15.0 255 40.5 3.5 一

農業9.7 7.4 6.2 78 16.0 23.1 39.1 15.2 1.0 1.2

林業0.1 0.6 0.4 0 0.2 1.8 2.0 2.9 small 43.6

漁業a)一 一 一 一 一 一 一 一 sma11
一

エ ネ ル ギ ー7.0 6.9 一〇 .7 0。7 2.6 205 23.1 9.0 1.0 5.6

水 利14.1 13.7 3.0 L6 ll.9 34.8 46.7 6.1
「

ll.4

その他部門 一 一 一 一 一 一 一 1.5d 32,6

ア メ ニ テ ィ ー
一 一 一 　 一 一 一 一

生命b)132 10.0 2.3 2.9 14.8 34.4 49.2 >5。0 1。 9.4

大気汚染35 6.4 2.1 0.2 35 ll.9 15.4 >3.0 29.7

難民1.0 05 0.2 0.6 2.3 2.0 4.3 0.4
一

災害c)α0 0.2 0.0 0.1 1.7 1.0 2.7 0.7
ノ

一

合計63.6 6LO 18.2 16.7 89.1 180.4 269.5 53.5 48.6 139.2

(対GNP比%)(1用 (i.3) (0.7) (4.7) (1.5) (1.3) (1.4) (1.1) (1.0) (2.5)
a)漁業における損失は湿地の損失に含 まれている

。
b)死亡のみ

。
c)台風(ハ リケー ン)に よる被害のみ。

Φ観光を示す。
e)土地の総損失で湿地の損失を含む

。

0厳 密 な 区分 は され て い な い が
、 合 計 でGNPの0.75%と

予 測 して い る。

幻Cline
、Nordhausは1990年 価 格 で 示 され て い る もの を19

88年 価 格 に換 算 してい る。

切Titusに つ い て は
、 表 中 の分 類 項 目が 異 な る た め再 分 類

して い る。
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ただし、こうしたモデルの開発は現在のところ先進国中心であり、将来において温室効果ガスの増

大が見込まれる発展途上国に対するモデル化はあまり行われてお らず、発展途上各国特有の制度や習

慣、統計に表れない経済活動の評価をどのように行 うか といった点に多 くの課題が残されているη。

また、本章で示 してきたモデルの多 くは、ある期間内の経済効用の合計を最大にするような経済的効

率性の観点か ら、二酸化炭素の最適排出経路を求めるものであるが、 これに対して リスク回避の観点

か ら温度上昇の速度 を一定 の水準に抑えるような二酸化炭素の排出経路の範囲を求めた安全排 出

co㎡dorを提示する研究も行われている23。

第4項 本研究におけるモデル分析の枠組み

最後に、本研究全体を通 じたモデル分析の枠組みについて以下に示す。

本研究においては、世界全体を対象とした大規模な統合評価モデルは構築 しておらず、そのため気

候変動 とそれに伴 う経済活動へのフィー ドバ ックに関する評価は行っていない。このため、前項に挙

げた統合評価モデルのように気候変動に伴う経済活動への影響を完全に内生化 したものではなく、擬

似的に表現 したモデル構成 となっている。しか しなが ら、本研究において構築するモデルにおいても、

統合評価モデルに挙げられている環境資源を経済活動に内生的に評価 した方法を反映したものである。

第4章 では、表3-1-2に も挙 げ られ てい る統合評価 モデル の1つ であ るMERGEの 原型 であ る

Global2100を ベースに、大気汚染物質(硫 黄酸化物、窒素酸化物、二酸化炭素)の 排出に伴う外部費

用を経済活動に内部化することによる環境保全への効果と経済活動への影響を評価する。本研究で用

いたGlobal2100で は、米国を除 くOECD地 域から日本を分離することで、世界を6地域に分割 したモデ

ル となっている。Global2100は 、各地域の生産活動が1つ に統合 して評価されてお り、各地域ごとに計

画期間全体の消費によ り規定 される割引現在価値効用 を最大化 する最適化モデルであ る。また、

Global2100に 植林を行うサブモデルを付加 し、外部費用を評価する社会において植林がどのように評

価されるのかについて考察を行 う。

このGloba12100で は、各地域の産業が1つ に統合されてお り、二酸化炭素排出削減施策導入時におい

て各地域内の個別の産業への影響が明確ではな く、各国の二酸化炭素削減施策に対 して有効な施策を

評価することは困難である。そこで、第5章 においてわが国を対象に、国内の産業を9部 門に分割 し

た多部門モデルを構築する。この多部門モデルでは地球温暖化によるわが国への影響を評価すること

はできないが、わが国で二酸化炭素排出量の削減施策を実施する場合における各産業部門への影響に

ついて評価を行うことが可能となる。

続いて第6章 では、公平性について議論を行うために、第5章 の多部門モデルを拡張する。世代間

の公平性に対 しては、効用関数を世代毎に分離 した世代重複モデルへと拡張 し、二酸化炭素排出量の

削減時に見 られる各世代の効用の変化について評価す る。一方、地域間の公平性 については、日本モ

デルに中国モデルを付加 した2国 モデルへと拡張 し、わが国の二酸化炭素削減施策による中国への影

響 と効率的な二酸化炭素排出削減策である排出権取引の効果について評価する。

第7章 では、環境資源の分析対象として二酸化炭素以外に廃棄物を取 り上げる。これらはともに排

出物のス トックによる影響が懸念 されている問題であ り、ス トックの容量に関する制約という点では

同じカテゴリーに属するものである。ただし、廃棄物についてはリサイクルという形態を通じて廃棄

物の最終処分量を抑制することが可能であ り、第7章 ではこうした環境容量に対する制約がある場合

の リサイクル処理 を評価 し、二酸化炭素排出量の削減 と併せて考察を行う。

第8章 で構築するモデルは、環境資源の経済活動への内部化を効用という概念のレベルで行 うもの

である。これは、第7章 までの分析では評価が困難な環境資源の評価を念頭においたものである。た

だ し、効用という概念を計量化する手法が確立されてお らず、第8章 では、意思決定において環境資

源からうける環境便益のウェイ トがどのように評価されてきたのかという考察にとどまっている。

以上で示した各章におけるモデルの関係を図示 したものが、図3-1-4である。
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図3-1・4本 研 究にお ける全体構成 と各モデルのつなが り
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第4章 環境資源の劣化による外部費用を経済活動に内部化した社会のモデル化とその評価

第1節 環境経済システムの表現のための環境配慮型経済指標の導入

第1項 現状の経済システムの問題点

第3章 で示したように、現在 までに地球環境問題に関するモデル研究が数多 く行われている。その

数は国内外を含め70を超え、経済モデルだけでなく気候モデルを含めた統合評価モデルも開発され、

様々なモデル形態 ・アプローチによる研究結果から、地球温暖化対策の実施 による経済的影響や炭素

税等の効果、モデルの前提条件の違いによる結果の相違等に関する分析も行われている1。こうしたモ

デル分析のなかで、統合評価モデルの先駆けとしてNordhausのDICE(:D)mamicInteg1atedCl㎞ate-

EconomyMode1)が ある。DICEは 、本章で用いるGlobal2100と 同様に トップダウン型の動学的最適化

モデルであるが、世界を1つ の地域に見立ててモデルが構成されている。このモデルでは、二酸化炭

素の排出によ り地球の平均気温が上昇し、その結果、農業をはじめとする各種産業に被害が及び、そ

の被害を総生産の減少というかたちで表現 したモデルであり、二酸化炭素排出量の抑制に要する費用

と地球温暖化によって生 じる費用の トレー ドオフ関係から成長論的文脈で長期の最適政策経路の評価

を可能にしている。Nordhausは 、DICEか ら得 られた結果より、地球温暖化防止の限界費用と限界便益

を均等化させる最適政策経路は、規制措置を執 らない経路に近いとしている2。これは、費用便益分析

的な視点か ら地球温暖化間題をとらえると、積極的な温暖化防止対策は不要と受け止められかねない。

こうした結論が導かれる背景として以下の4点 が考えられる。

① 将来の費用と便益は割 り引いて評価されるために、現在の費用や便益 と比較すると将来に対する

重み付けが小さくなる。

② 気温上昇による総生産の減少分の見積もりが過小評価されている。

③ 環境資源の便益が評価されておらず、また、環境保全に対して不備のある現状のマクロ経済指標

を用いて評価を行っている。

④ 地球温暖化閤題だけを対象 としており、温室効果ガスの削減に伴 うその他の環境資源の保全に関

する効果が捨象されている。

これ らのうち、①の割引率に関する問題が最も大きな要因であると考えられるが、割引率に関して

は第3章 でも述べたように、世代間の公平性 をはじめ様々な問題が内在 してお り、 「将来世代のため

に割引率を0に する」という単純な理論は成立 しない3。近年になって、IPCCに おいて地球環境問題の

分析に適用すべき割引方法と割引率の大 きさに関して意見の接近がみられるようになってお り4、本研

究においてもこうした割引率に関する理論の上で議論せざるを得ない。

②の地球温暖化による被害額の見積もりに関しては、前章の表3小3に 示 したように数例 しか研究事

例がなく、 こうした結果をもとに評価せざるを得ない。しかしながら、これらの被害の見積もりは確

実なものではなく、不確実性を考慮に入れた分析が必要となる。
一方、③ と④に関する議論に対 しては、経済活動だけでなく環境資源からの便益を評価 したマクロ

経済指標(グ リー ンGDP)を 導入 し、二酸化炭素だけでなく、対象を環境資源一般に拡げたモデルを

構築 し、分析を行 うことで、地球温暖化 による費用のみを評価するのではな く、環境資源のもつ便益

も併せて評価することが可能 となる。本章では上記の②から④の課題について分析を行う。

こうした経済指標の転換 と環境問題の包括化を分析するにあた り、現在の経済システム下での所得

概念を環境経済システム下における所得概念 に改め る必要がある。これは、現在のGDPを 代表 とする

所得概念では、環境資本の劣化や減耗 といった要素は考慮されていないためである。そこで、本章で

はHicksの 所得概念を導入する。Hicksの いう所得 とは、 『人々が貧 しくなることなしに消費できる額、

いい換えるとある人がある期間のうちに消費 し得て、 しかもなお期末における彼の経済状態が期首に

おける経済状態と同一であることを期待 し得 るような最大額』5を指す。つま り、固定資本の減価償却

同様に、環境資源の減耗(枯 渇性資源の採取な ど)や 環境資源の劣化(大 気環境の汚染など)を 国民
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所得か ら差 し引 くこ とで、持続可能な所得 を評価す るとい うものであ る。Hicksの 所得概念 を踏 まえ、

本章で は第2章 で挙 げた表2-1-3を 参 考に、環境配慮型 マク ロ経 済指標 を次式の ように定義す る。

環境配慮型マクロ経済指標=GDP

一 自然資源枯渇 ・劣化の費用

一 汚染防除のための費用

一 環境修復 ・保全のための費用

一 環境汚染に伴う損失費用

本章で は環境 資源の価値評価 そのものが主た る目的では な く、環境 資源 の価値 を取 り込んだ環境 経

済 システムにおいて見 られ る二酸化炭素 を中心 とす る汚染物 質の排 出削減効果 と経済 活動への影響 を

分析 の中心 とす る。 しか しなが ら、環境 資源を経済指標 に取 り込 む際 にはそれ らを貨 幣評価 す る必要

が あ る。第2章 で示 した国際連合が提示す る財 ・資産 の経済 的使 用の評価手法(表2-1-4)よ り、環 境

資源 の貨 幣換算 は次 の3つ に大別 するこ とがで きる。

① 市場 で観察 され る評価額 をも とに算 出す る方法

② 代替 的な費用を もとに算出す る方法

③ 代替 ・仮想 市場 を設定 しその価値 を評価 す る方法

これ らの うち、環境資源 は一般 に市場 で取引 されて いないので、② も しくは③ の手法でその価値 を

評価 しなければな らない。③ の手法 では、 ア ンケー ト等 を用い た支払意 思額(WTP)を 基本 に環境資

源 の価値 を計測す るものであ る。この手 法は、米国のSARA(Super《mdAmendmentsandR、eauthohzation

Act:通 称 スーパ ーフ ァン ド法)等 で便益 測定法 の1つ として認め られ る6な ど、環境資源 の価値 の決定

その もの には有用 である。 しか しなが ら、第2章 で示 した ようにWTPを 引 き出す際 にバ イアスが発生

し、将来 の人 々の環境資源 に対す るWTPを 評価 す ることは不可能 であ るな どの問題点が ある。 また、

WTPそ の ものには消費者余剰分 が含 まれ、消費者余剰 を含 まない国民勘定体系 にWTPを 整合的 に直接i

結びつけ ることがで きない7。 これは、財 の消 費者余剰が、他 の財 の利用可能性 に変化 がない という部

分分析 の仮定 の中にあって、静止 した需要曲線 を前 提 として は じめて意 味 を持 つ概 念で あ り、 すべ て

の財 を含む国民勘定体系の 中には直接取 り入れ るこ とがで きないためであ る8。そ こで、 本章 では② の

手法 によ り環境 資源の価値 を評価 する。 こう して評価 され た環境資源 の うち、現在市場及び取引 のな

い もの に関す る評価(大 気汚染物質の外部 費用な ど)に ついて は、新 たな市場、例 えば、GEF(Global

EnvirohmentFaciity:地 球環境基 金)を 創設 す るこ とに よ り資本及 び物質循環 に関す るフロー の整合

性 を図るもの としている(図4-1-1)。 これは、環境 資源の価値 を経済活動 に反映 させ るためであ る。

資本

生産活動

汚染除去費用

瑞境汚染に伴う損失 ダメージ費用

環境資源の利用(汚染の環境への放出)

非更新性資源の枯渇の費用

資源採取

維持費用

資源採取

ド

、一一一一韮i染 遡 減 一一一」

環境資源(水 ・大気等)

非更新性資源

持続可能な所得

投資 最終消費

更新性資源

→ 資金のフロー
一一一≒レ物質のフロー

→ 物質フローの対価 としての資金のフロー

図4-1-1環 境 を考慮に入れた持続可能 な社会 におけ る財貨 のフ ロー
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第2節GIoba12100の 構造 とその変更点

第1項GIoba12100め 基 本構造9

本 章 ではAlanMalmeand

して い る 。

デルで あ り、

表4-2-lGloba12100を 構成 す る制 約条件 とその 内容
dRichelsが 開発 した動

線形 最 適化 モ デル で

lobal2100を も と に 分

う。ManneandRichels

したモ デル で は、 世

国(USA)、 日本 を

そ の 他OECD諸 国

CD)、 旧ソ連(USSR)、

CHINA)、 その他 地

OW)の5地 域 に分 割

る。 これ に対 して 、

用い るGloba12100は 、

Dか ら日本(JAPAN)

した6地 域か らなるモ

あ り、 日本 を00ECD

卜離 す る こ とに よ り、

構 造や パ ラ メータ の

修 正 して い る。以 下

目す るGlobal2100の 基

1趾CR・1

制約条件名1制 約条件の内容r次元1
MACRO

皿 効用の計画期間における割引現在価値の合計(目的関数)[一
CC 総生産の各需要への配分[tri.$]

NEWCAP エネルギー部門を除 く新規資本ス トック[td.$1

TC 投資と資本ス トックの終端条件[tri.$]

NEWPROD エネルギー部門を除 く新 ビンテージ総生産1㎞.$]

TOTALPROD エ ネ ル ギ ー 部 門 を除 く総 生 産[tri .$]

TOTALCAP エ ネ ル ギ ー 部 門 を除 く総 資 本 ス ト ック[tri.$1

NEWELEC 電力エネルギーの新 ビンテージ需要[TkWb】

NEWNON 非電力エネルギーの新 ビンテージ需要[明

ETA

SUPELEC 電力エネルギー供給[TkWh]

SUPNON 非電力エネルギー供給[EJ]

SUPGAS ガス供給[EJ]

EXP 電力生産技術の拡張上限[TkWh]

㎜ 非電力生産技術の拡張上限[EJ]

DEC 電力生産技術の縮小上限[TkWh]
PRVLM 枯渇性化石燃料生産[EJ]
RSVAV 確認済利用可能資源埋蔵量[EJ]
RSCAV 未確認利用可能資源埋蔵量[EJ]
RDFLIM 資源採取上限[E刀
ANC* 年間二酸化炭素排出上限[bil,tc]

COSTNRG エネルギー費用 囮.$]

注:*は 二酸化炭素排出制約を課すときに有効な制約条件である。

I

l

計醐 間における割引現在価繊 算後の効用仰 剛

A

》【最大化 】

/
粗 産一韻+資+エ ネルギ喚 用 醐1

ρ0肌PRリ 躍 昂℃鯉,7(;710Z4L(ン びワ
L

灘 謝 本労働轡 裾 誹 彗 耕 一))
/1

電力エネルギー需要

ρ>E〃ELEq

非電力エネルギー需要

ρ>E躍M)バク
A

巨TAl

電力エネルギー供給

βOP肌Eq

非電力エネルギー供給

側PNO呪5びP(瑚

エネルギー

生産技術

戯P,八 灰P,DE(り

資源埋蔵

でPRπ1ん4R班K
R∫(}iKRDE肌0

一 辱 一 一 ■

炭素制約
闘

エネルギー費用

lCO5㎜(り
一

「=ニ コ は炭 素排 出 制約 時 に用 いる制 約 条 件 である。

rノ は表4-2-1の 制約 名 に一 致 す る。

図4。2-lGlobal2100の モ デ ル 構 造
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本構造は、本章で用いた 日本 を分離 したモデルを対象 とす る10。

Global2100で は、1990年 を基準年 とし、2100年 まで10年 毎 に、資源埋蔵量 等の制約 のも と、エネル

ギー等の需給 を均衡 させなが ら、期間全体 を対 象に消費の関数で ある効用 の割 引現在価 値の合計 を最

大化す るように最適イヒが図 られてい る。

Global2100は 、表4-2-1に 示 す各種 の制 約式か らな り、 これ らの制 約式が図4・2・1のようにモデル を構

成 して いる。モデル全体 は、エ ネル ギー供給 部門で あ るETAと エネル ギー供給 以外 の経済部門 であ る

MACROか らな り、 この2つ の部 門 は総生産 の支 出へ の配分(総 生 産を消費 ・投資 ・エネル ギー費用 に.

配分)と エネルギー需給で統合 されてい る。

エ ネル ギー供給部 門であ るETAで は、電力 エネル ギー と非 電力エ ネルギー の2種 類 のエネルギー を

供給 する。各エ ネル ギー を供給 す る技術 とそれ らの 関係 を図4-2-2に 示すが、既存のエネル ギー供給技

術 のほかに、バ ックス トップ技 術が用意 され てい る。バ ヅクス トップ技術 とは、現在 では経済性 の面

か ら競合 す る技術や資源 に劣 るが、将 来 は有望 な代替技術 や資源 を意 味す る11。また、 エネル ギー供

給技術 はAEEI(AutonomousEnergyEf覧ciencyImprovements:自 律 的エネルギー効 率改善率)に よ り毎

年改善 され る。こ うした各技術の エネル ギー最大供 給量やバ ックス トップ技術 導入年の シナ リオ、既

存技術 のバ ヅクス トヅプ技 術への移行速度 やエネルギー生産価格、二酸化 炭素排 出量、資源埋蔵量 、

エ ネル ギー需要、 それにエネル ギーコス トとい った種 々の制約下 のも とで、各技術 によるエ ネル ギー

供給量が決定 され る。

OIL-LC:低 コ ス ト石 油 生 産

P101L-HC:高 コ ス ト石 油 生 産

(轍吋

機 熱:ト
》【OIL-R:石 油 火 力 発 電(既 存)ト

ノ

101L-MX:石 油 純輸 出

〆

→州COAL-R:石 炭 火力 発 電(既 存)ト

…石炭生産…1Ψ
→明COAL-N:石 炭 火 力 発 電(B.S.)ト

lCLDU:石 炭直接消費 卜

、

＼
GAS-LC:低 コ ス トガ ス生 産 ト 引GASL-R:ガ ス火 力 発 電(既 存)トl

I
朝 ガス生産i!

'

GAS-HC:高 コ ス トガ ス 生 産 卜 1 刊GAS-N:ガ ス 火 力 発 電(B.S.)卜

(輸凝 ㌃ 》1.互系 鮭盤..」

lGAS-MX:ガ ス 純輸 出 1…:轟蟹 旧YDRO:水 力発電等更新性技術卜

lRNEW:更 新性資源1 lADV-LC:低 費 用 炭素 フ リーBS}

INE-BAK=バ ッ クス トヅプ技 術1 匹DV-HC:高 費 用 炭 素 フ リーB.S]一

lSYNF:合 成燃料} NUC-R:原 子 力 発 電(既 存)ト

、

1

ノ 、

(非 電力エネルギー)(電 力エネルギー)

[====コ:モ デルに明記されている技術種
B.S.は バ ック ス トッ プ技 術 を 示 す

図4-2-2Global2100の エ ネ ル ギ ー 供 給 技 術 とエ ネ ル ギ ー フ ロ ー

Global2100で はパ テ ィ=ク レイ型 のCES生 産 関数が用 い られて お り、資本 ・労働の投 入要素 グル ー

プ と、 電力 エネル ギー ・非電力エ ネル ギーの投入要素 グルー プをもつ。パ テ ィ霊クレイ型生産 関数 と

は要素代替 について事前 的 には代替可能 であ るが、事後的 には代替不可能(固 定)を 仮 定 した生産 関

数で ある12。各グループ内の要 素間代替 と2つ の投入要素 グルー プ間の代替は可能 とな ってい る。また、

生産 量 と各生 産要 素は ともにビンテージで表現 されて いる。 ビンテージモデルでは、技術進歩 の成果

は既 存の資本 には何 ら影響 を及 ぼす ことはな く、専 らその ときどきの新規 投資の 中に体化 され てゆ く
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もの と考え られ るか ら、 資本設備はその製作年代(ビ ンテージ)の 資本の違い によ りその性質 を異 に

し、 その結 果、総 産出量 はそれぞれの ビンテー ジに固有の生 産関数 か ら得 られ る産 出量 の総計 として

与 え られ る13。労働以外 の生 産要素 は、各 々の制約式 か ら決定 されてい るが、労働 は潜在的経済成 長

率 をパ ラメー タと して外 生的に与え られ る。

6つ の各地域は、地域毎に独 立 してシ ミュ レーシ ョンされ るが、石油 ・ガス の取引(MロmeandRichels

のモ デルでは石油 の取 引のみ)と 二酸 化炭素の排 出権取 引(国 際排 出権取引 を行 うシナ リオの場合 の

み)は 他地域 とリンク した構造 とな ってい る。石油 の国際価格 は外 生的 にシナ リオ によって与 え られ

てお り、 その取 引量 は、 先進国の輸入量 と旧 ソ連 ・中国の輸 出量が各地域の最適化計算 で先 に決定 さ

れ る。その後で中東 を含 むROWが 、世界全体の石油の取引量の ギャップをで きるだけ埋 め合 わせ るよ

うに石油 を輸 出す るように最適化 が行 われ、世界全体 の石油取 引が均衡 され る。 これ は、 中東以外 の

地域が価格 受容者(プ ライステイカー)と して取 り扱 われてい るためであ る。ガ スの貿易 につ いても

石油 の取引 に準 じて行 うが、ガスの取 引 につい ては中国を輸 入国 として取 り扱 う。 これ に対 して、 二

酸化炭素 の排 出権取 引についてはあ らか じめ各地域 の二酸化 炭素排 出量に関す るシャ ドウプライス等

をも とにデ コ ンポジシ ョンアル ゴ リズム を用い て国際排 出権取 引価格 を決定 してお き、 その価格 のも

とで各 国が炭 素排 出権 を輸 入も し くは輸 出す る という構造 を もつ。 また、本章の分析で は、石炭 の採

取 に関する制 約も石 油 とガスに準 じた形で新た に付加 してい る。 これは、石炭 も他 の化石燃料 と比較

する と埋蔵量 は多 いが枯 渇性資源であ り、その減耗 を評価 対象 とす るためで あ る。

なお、本研究 においても二酸化 炭素排出量 に関する制約 を設定 したシ ミュレー シ ョンを実施 して い

るが、 その場合 は トロン トタイプアグ リー メン トをも とに二酸化 炭素排 出量 に関 する制約条件 を設定

して い る。 トロン トタイプアグ リー メン トとは、 日本 をは じめ とするOECD諸 国は2010年 以降 、1990

年 におけ る二酸化炭 素排 出量 を20%削 減 した排 出量で 安定化 させ、 非OECD諸 国 の二酸 化炭素排 出量

は2010年 には1990年 の二酸化炭素排出量の1.5倍 まで認 め るが、それ以後は安定化 を図 るとい うもので

ある。 これは、気候 変動枠 組条 約第3回 締 約国会議 においてEUが 提案す る2010年 までに15%削 減、 同

じく環境NGOが 提案す る2005年 までに20%削 減 に準 じた もの となってい る14。なお、 旧 ソ連は気候 変

動枠組条約附属書1国 に属 するので、先進国 と同様 の二酸化炭素の排出制約が課 され るもの とする。

表4-2-1に 示 した各制約条件 の詳細 を 【付録4-1】 に示す。

第2項 持続可能 な所得の導入・とそれ による最適解 の変化

本章 のは じめにもみた ように、GDPを は じめ とす る現在 の所得概 念 には環境資源か らの便益 や汚染

による損失 は含 まれない という欠点があ る。本 章では、現在 用い られてい るマ クロ経済指標 に代 えて

Hicksの 持続可能 な所得 を基礎 とする経済指標 を用 いてモデルを構築 し、二酸化炭素排 出量や経済活動

の変化 を定量 的に分析す る。 ここでい うHicksの 持続可能 な所得 とは、現在の所得 に環境 関連活動(大

別 す ると、被 害の発 生を未然に防 ぐ防止活動、 自然 その ものへの負担 を取 り除 く復元活動、定住地 の

変更 な どの回避活動 、修 繕や浄化、健康 サー ビス とい った損害対処活 動 に分 け られ る15)に 要 した費

用 を従来 の所得か'ら明示的 に控除 した所得であ る。

本項 では、 こうした持 続可能な所得の導入 によ る意 思決定 が、従 来の所得概念下で の意思決定 とど

のように変 わ るのか につ いて、簡略化 した概 念モデル を用いて説明す る。

資本 とエ ネルギー を生産要素 とす る社会に対 して、従来 の最適化モデルは次の ように表 されて きた。

MaxΣtU(C∂*ud翼

s.tf口 くt,Et)=q+It+Et*ep

Kt.1=K+It

ここで、Cは 消費、1は 投 資、Kは 資本 ス トヅク、Eは エネルギー投入 を示 す変数 であ り、U(・)、f(・)

はそれぞれ効用関数、生 産関数 を表す。 また、udfは 割引因子、epは エネルギー価格 を表すパラメータ

であ る。

このモデル に対 して、 ラグランジュ乗数を λtとしてHを 次の ように定義 す る。
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H=Σtud£*U(Q+λ 田[K廿rKt-f(Kt,EO+Ct+Et*ep】

この とき、 このモデルが最適解 をもつ ための必要条件 は、Hを 各変数で偏微分 した ものが0と なるこ

とであ る。 この うち、エネルギー投入Eに 対 しては、

∂H!∂Et=λt+1[ep一 ∂fσ(t,Et)/∂Et】ニ0

とな り、最適解 にお いてエネルギー価格(エ ネルギーの限界費用)が エ ネル ギーの限界生産 に等 しく

な るようにエネルギーが投 入され ることがわか る。

これ に対 して、 エネル ギーの消費 に伴 い汚 染が発生 し、 それを補償 すべ き損失 費用 をh(E∂で表 すこ

とがで きるもの とす る(h(E∂>0,∂h(E∂!∂Et>0)。 この とき、最適化問題 は次 のように修正 される。

MaxΣtud耳*U(C∂

s.t.」即Kt,Et)=q+1壱+Et*ep+h(Et)

K.1=珪+It

先 と同様 にラグラ ンジュ乗数 λtを用いてHを 以下の ように定義す る。

Hニ Σtud耳*U(Ct)+λ 田【K廿r1ミー郵(Kt,Eゆ+q+Et*ep+h(Eゆ 】

エネルギー投入Etに 対 して偏 微分を とって整理 す る と、次の ようにな る。

λ田【ep一∂f(Kt,Et)1∂Ef+∂h(Et)/∂Et】=0

この式か ら、 エネル ギーの限界生産 は、 エネルギー価格(エ ネル ギーの限界 費用)と エ ネル ギー 消

費 に伴 う限界損失の和に等 しくな る。

以上 の ことか ら、外部 費用 を所得 に考慮 す ることでエネル ギー消 費の限界 費用が限界損失分 だけ増

大 するようにな り、社会的 に最適な需要 と供給が実現 され る。

第3項 持続可能な所得 を評価す るため に導入す る要素

本項で は、前節 で示 した持 続可能 な所得 を評価す るために、本 章で取 り上げ る環境資源 の要素 を示

す とともに、 それ らの評価 方法 について説明 す る。 図4-2-3に これ らの費用 を勘 案 したHicksの 所得 を

導入 した場合 におけ るモ デルの構 造を示 し、 図4-2-4に これ らを表 すために新 たに付 け加 えた制約条 件

と変数 、パ ラメータ を示す。 なお、 こ う したモデル化 は、第3章 の環境 資源を経済活動 に内部化 す る
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図4-2-3持 続 可 能 な 所 得 の 枠 組 み に お け るGlobal2100の 構 造
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方法のうち、環境資源の劣化による支出の増大を示すものである。

【制 約 条 件 】

除 去 費 用 に 関 す る制 約:ABC(t)=Σp。1(ENE(t)*ef(pol)*er(po1)*ac(pol))

外 部 費 用 に 関 す る制 約:DAC(t)=Σp。1(ENE(t)*ef(po1)*(1-er(pol))*dc(pol))一AC(t)*dc(℃02")

総 植 林 済 面 積 に 関 す る制 約:TAA(t+1)=TAA(t)+(NAA(t戸NAA(t+1))*5

植 林 費 用 に 関 す る制 約:AFC(t+2)=(NAA(t)*5+NAA(t+1)*10+NAA(t)*5)*aca

二 酸 化 炭 素 の 吸収 に関 す る制 紅:AC(t+2)=(NAA(t)*5+NAA(t+1)*10+NAA(t)*5)*caa

植 林 後 の 伐 採 に 関 す る制 約:RA(t+3)=RA(t+2)+(NAA(t)+NAA(t+1))*5一(DA(t+2)+DA(t+3))*5

【変数 】

ABC

AC

AFC

DA

DAC

ENE

NAA

RA

TAA

除去費用

植林による二酸化炭素吸収量

植林費用
植林後伐採面積

外部費用
エネルギー消費量

新規植林面積
植林面積一植林後伐採面積

累積植林面積

【パ ラ メー タ 】

ac

aca

caa

dc

ef

er

単位汚染排出当たり除去費用

単位面積当たり植林費用

植林面積当たり二酸化炭素吸収量
汚染排出当たり外部費用
エネルギー消費当たり汚染排出量

汚染物質除去率

t:期 間(1期10年)

pol:汚 染 物 質(CO2,NOx,SOx)

図4-2-4持 続可能 な所得 を導 くために新 たに設定 した制約条件、 変数、パ ラメーター覧

(1)化 石燃料 の減耗

従来 のSNAで は、化石 燃料 をは じめ とする環境資源 の減耗 や枯 渇 によ り生 じる将来世代 の生 産や消

費へ の影響 については考慮 されて いないが、持続的発展 の観 点か ら環境資源の減耗 によ る将来世代 へ

の影 響を考 慮 に入 れて所 得 を評価 す る必要が ある16。本 章で はこ うした考 え方 か ら、 非更新性資源 の

枯渇 を費用 として所得か ら控除 す る要 因 ととらえる。ただ し、 【付録4-2】 に示すよ うに、Global2100

のような資源 ス トヅクやエ ネル ギー費用 に関す る制約条件 を明示 した定式化か ら得 られ る国民所得 は

概念上 、将 来 の資源 ス トックの減耗が既 に考慮 されて い る。 この ため、Globa12100で 取 り扱 う非更新

性資源(化 石燃料)の 減耗 の所得 か らの控除 はモデル化 しない。なお、枯渇性資源の減耗 の評価 とし

て 【付録4-3】 に示 す各方法が考 えられてい る。

(2)汚 染物質排出の防除費用

本章では、大気汚染物質である窒素酸化物(NOx)と 硫黄酸化物(SOx)が 化石燃料の燃焼に伴い

発生 し、これらを除去するための費用.を防除費用 として従来の所得 より差 し引 くものとしている。防

除費用は、大気汚染物質の排出を未然に防止するために要する費用で、年間の汚染物質の排出量を各

年時における大気環境資源の劣化ととらえた場合の維持費用に相当する。

維持費用を一定の環境基準を達成するために必要な費用 と考えると、環境基準の設定により維持費

用は変化する。維持すべき環境基準として以下の設定方法が挙げられている。

① ある基準年次を定め、各年次の各汚染因子の排出量 と基準年次の排出量 との差 を各年次におけ

る環境資源の劣化ととらえる。

② 年間の各汚染因子の排出量を各年次における環境資源の劣化ととらえる(汚 染フローに着目)。

③ 科学的あるいは生態学的に望ましいと考えられる環境資源の状態を想定 し、 この望ましい環境資

源の状態と各年次末における環境資源の状態 との差を環境資源の劣化 ととらえる(汚 染ス トヅク

に着 目)。

以上の方法のうち、本章では②の汚染のフローに着 目した方法を採用している。これは、①の方法

では基準年の取 り方によ り環境資源の評価が異なり、③の望ましい環境水準として国や自治体の定め

る環境基準を想定 した場合、地域により基準が異なっていたり、基準そのものが見直しにより変化す
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るためである。

こうした費用は、現状の経済システムにおいても生産者が実際に負担 している費用であるが、これ

を明示的にモデル化することにより、大気汚染物質の除去量の変化や除去技術の進歩により生 じる経

済的影響等に関する分析を可能にしている。

大気汚染物質の排出原単位は、化石燃料の

種類だけでなく燃料の用途によっても大きく

異なる17が、本章における分析では表4-2-2に

示す排出原単位を用いるものとする。

汚染物質除去に要する費用の原単位は、環

境中への排出量が小さ くなるほど大きくなる、

表4-2-2燃 料別 の汚染排 出原 単位

燃 料IlSOx[tSO21EJ]INOx[tNO21EJ]ICO2[tCIEJ]

石炭 2,200・103 245*103 24,120・103

石油
1

480*103 155*103 19,940・103

ガス

■

0 115*103 13,740・103

つ ま り、限界除去 費用 は大 き くな ることが予測 され るが、 ここでは簡 略化 のた め、汚 染物質1単 位 当

た りの除去 に要す る費用 は一定 であ るとす る。 つま り、汚 染物質の除去 に要 する限界 費用は一定 とな

り、汚染物 質の削減量が増大 す る(環 境資源が 良好 に維持 され る)場 合 に汚染物 質の除去に要す る費

用 を過 小に見積 もる可能 性が ある。本研究 で用 い る防除費用の原単位 は、表4-2-3の 値 を参考 に硫黄酸

化物1ト ンあ た り55万 円(=3,793ド ル/tSOx)、 窒素酸化 物1ト ンあた り125万 円(=8,620ド ル!tNOx)

と設定 す る(為 替 レー トは1990年 の平均 レー トで あ る1ド ル=145円 を使用)。 なお、汚 染防除 に関す

る技 術 もエ ネ ル ギー 効 率 の改 善 と同様 に進 歩 す る と考 え、 防 除 費 用 当た りの汚 染 除 去 量位 は、

Global2100に 設定されてい るAEEIと 同 じ水 準で改善 され るもの と してい る。

表4-2-3わ が国の火力発電 プラ ン トにおけ る環境 対策費用

石炭火力発電 LNG火 力発電'
硫黄酸化物1窒 素酸化物1二 酸化炭素 窒素酸化物1二 酸化炭素

設備費 【億円] 4,282 1,242 12,694 2,327 24,695

年間対策費*臆 円1
1

1,089 678 7,797 610 8,306

年間処理量[万t]
1

19.6 5.1 1,328.0 5.0 1699.0

環 境 コ ス ト*r万 円1t1

■

55.7 132.9 5.9 122.0 4.9

*環 境 コス トは汚染物質をlt削減するために要する費用で、年間対策費÷年間処理量で求められる。

年間対策費は、環境対策技術の導入による発電コス トの増大を示 したもので、年経費率を用いて1年

あた りに換算 した設備等への固定費用も含まれている。

環境コス ト;{対 策後発電コス トー対策前発電コス ト(=年 間対策費)[円1年D

÷{対策前汚染物質排出量一対策後汚染物質排出量(=年 間処理量)[t1年D

なお、 本章の分析 にお いて除 去費用 と次 に示 す外部 費用は一定 と してい るため に、 これ らの費用が

異 な る場合 、低い費用の処理 方法 に集 中する。 こう した ことを防 ぐため に大気汚染物 質の削減率 を設

定 す る。わが 国の硫黄酸化物、 窒素酸化物 の削減率 は1987年 で各々71.2%、39.7%で あ る18。先 進国 に

おけ る汚 染物 質の削減率は、 この数値 を基

準 とす る。将 来の汚染物質 の排 出削減計 画

については、酸性雨 に関す る問題 として欧

米諸国を中心 にい くつか の国際 的同意 が見

られ る19。1979年 に成 立 した長距 離越境 大

気汚染条約(越 境大気汚染 に関す る国際条

約)や 、ヘル シンキ議定書(1985年 採択 、

21力 国署名、各 国の1980年 時点の硫黄の排

出量 を1993年 まで に最低 限30%削 減)、 ソ

フィア議定書(1988年 採択 、25力 国署名、

窒素酸化物 の排 出量を1994年 まで に1987年

時点 の レベル に凍 結)等 が これ にあて はま

る。 また、1990年 に制定 された米 国大気汚

表4-2-4 本分析で設定 した窒素酸化物と硫黄酸化物の
削減シナリオ

年
先進国 発展途上国

■

硫黄酸化物1窒 素酸化物 硫黄酸化物1窒 素酸化物
1990 70% 40% 0% 0%

2000 75% 45% 10% 5%

2010 75% 50% 20% 10%

2020 80% 55% 30% 15%

2030 80% 60% 40% 20%

2040 85% 65% 50% 25%

2050 85% 70% 60% 30%

2060 90% 75% 70% 35%

2070 90% 80% 70% 40%

2080 90% 85% 70% 40%

2090 90% 90% 70% 40%

2100 90% 90% 70% 40%
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染浄化法の酸性雨計画で は、2010年 まで に二酸化硫黄 の排 出量 を1980年 レベル の排 出量 よ り1,000万t

減少 させ、窒素酸化 物の排 出量 について も2000年 まで に200万t削 減 するこ とを 目標 として い る20。こ

う した国際的 同意 をもとに、先進 国におけ る汚 染物質の排 出削減率は表4-2・4の ように段 階的に引 き上

げるように設定 して いる。一方、発展 途上国の汚染物質の削減率 については、現在0%で あ る(汚 染物

質の排 出対策 は実施 して いない)が 、2100年 には現在の先進 国並にな るもの と仮定 して、表4-2。4に示

す通 り設定 する。

(3)汚 染物質の排出 に伴 う外部 費用

汚染物質 を100%除 去 することは、技術的 に可能 となって も膨大な費用を要す ることが予想 され る。

第2章 でもみた ように、社 会的 に最適な汚染水 準 とは、 必ず しも0で あ る必要は ない。 このた め、 現

実には定め られた基準値(環 境基 準)を 超えな い範 囲で汚染物 質の排 出が行 われてお り、今後 も こう

した排 出形態が と られるもの と考 え られ る。 この場合 、環境基準 内の排 出 とはい え汚染物質の排 出は

環境 資源 の劣化を招 く。そ こで、持続 可能な所得 を導入 す るため に(2)に おいて汚染物 質を除去 す る

費用 を設定 してい るが、除去 されずに排 出され る汚染 物質が 引 き起 こす様 々な被 害に対す る損失費用

も、所得か ら控除 される対象 としてい る。ただ し、汚 染物質 の処理 費用 と同様 に排出量あた りの外部

費用の限界値(原 単位)は 汚染物 質の排 出量にかかわ らず一定 としてい る。 この ように汚 染物質の除

去に要 する費用 と汚染物質 の排 出に伴 って生 じる被害 の費用 を評価 す るこ とで、汚 染物質 に対 する社

会 的費用を評価 す る。

本章では、大気汚染物質で ある硫黄酸化 物 と窒素酸化物、及び温室効果 ガスであ る二酸化 炭素 を対

象 としてい る。表4-2-5に 大気汚染物 質の被 害額 の見積 も りに関 して行われた既存研 究の推定結果 を示

す。A廊enetal.やPearceの 研 究 よ り、 窒素酸 化物 に対 す る損失 の見積 も りは0.1ド ル1tNOxか ら1.5ド ル

1tNOx、 硫 黄酸化 物に対 す る見積 も りは0.6ド ル1tSOxか ら3.5ド ル1tSOxで あ るとされてい る21。一方、表

4-2-6は 地球 温暖化 によ り生 じる社 会的費用 の推計 に関 する既存研 究の結果であ る22。本章 で用い る大

気汚 染物質の外部 費用は、表4・2-5に示す被 害額を大気汚染物質の排 出量 あた りに換算 した もので ある。

ただ し、窒素酸化物 につ いては100年 におけ る地球温 暖化指数が320と 、二酸化炭 素をは るかに超 えた

能 力 を有す る温室効 果ガスであ る23ので、 二酸 化窒素 の排 出に よる外部費用は、表4-2-5に 示 す大気汚

染に よる被 害額に、表4-2-6に 示 した地球 温暖化 の社 会的費用を加えた もの としてい る。 また、二酸 化

炭素の外部 費用については、表4-2・6の数値の うち、30ド ル!tCを 標 準ケース とす る。

表4・2-5窒 素酸化物 ・硫黄酸化物 の排 出に よる損 失

損 失 総 額

lb重1.$1

排 出 量11000t1 損 失 原 単 位 【田1t1 出典
硫黄酸化物1窒 素酸化物 硫黄酸化物1窒 素酸化物

米 国(1990) 53.5 21,060 19,380 1,570 1,050 DalyandCobb

オ ラ ンダ(1986)

■

0.5-0.8 262 576 770-1,240 520-830 Opschoor

ドィ ヅ(1985)

■

19.3-215 7,785 3,565 1,900-2,120 1,270-1,410 Schulz

EU*
■

3.543 285 566 2,500 5,000

Fankhauser

米国* 6.420 422 1,073 2,500 5,000

旧ソ連* 2.134 1,100 1,584 500 1,000

中国* 0.178 258 227 250 500

OECD* 11.898 873 1,943 2,500 5,000

世界* 15.402 2,737 4,545 一 一

本研究適用値懸

1

先進 国:1,520

中所 得 国:304

低 所 得 国:152

先 進 国:1,020

中 所 得 国:204

低 所 得 国:102

*Fan㎞auserの 推 定 は
、損 失 の 増 分 、 汚 染 排 出 量 の 増 分 、 す なわ ち 限界 値 を 示 す 。

**先 進 国 はUSA 、JAPAN、00ECD、 中所 得 国 はUSSR、 低 所 得 国 はCH【NA、ROWを そ れ ぞ れ 表 す 。

ただ し、 こうした外部 費用、 も しくは社会的費用 の値は、表4-2-5、 表4-2-6に 見 られ るように地域 や

期 間に よりその額 は大 き く異 な る。そ こで、本章で は外部費用の原単位 として、表4-2-5や 表4-2-6に 示
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され た範 囲を も 表4.2.6地 球温 暖化 に よ り生 じる外部 費用の推定

とに い くつ かの

シナ リオを設定

し、外部 費用 を

適切 に評価 し、

これ を費用 とし

て所得 か ら控 除

す るこ とに よる

経済活動及 び二

酸化炭素排 出量

への影響 を と ら

え るこ とを研 究の 目的 とする。その際、表4-2-5でFankhauserが 示 して い るよ うに、中所得 国(旧 ソ連)、

低所得 国(中 国 とR」OW)に おけ る大気汚 染に よる損失 は、先進 国のそれ のそれぞれ20%、10%と して

い る。 ただ し、地球 温暖化 に対 す る外部 費用 は、地球 温暖化が地球全体 の問題であ り、 その影響が発

展途上 国にも強 く及 ぶ こ とが懸念 されてい ることか ら、地域 によ る差別 化は行わ ず、各地域 とも共 通

の外部費用原単位 を設定 する。

こう した外部 費用は、現在 の所得体 系では全 く考慮 されてお らず、資金の フロー も存在 しないが、

持続可能 な所得 を実現 するには考慮 に入れなければな らな い概念 であ る。 そこで、本章 においては、

こ こで定 量化 した外部費用 も資源 の枯渇 と同様 に基金 として 留保 してお き、実際 に被害が生 じた場 合

に この基金 か ら補償 を行 うような資金 の流れ を有 す る社会 を想定 したものであ る。

期 間IIl991-200012001-201012011-202012021-203011出 典

二酸化炭素

[$1tC]

7.3(0.3-65.9) Nordhaus
■

30-35
■
Ayres{mdWalter

■■

5.30 6.80 8.60 10.00 Nordhaus
■

10-12

1

12-14 14-18 18-22

(3.4-57.6)

■
PeckandTeisberg

20.4

(6。3-47.7)

22.9

(7.2-53.8)

25.4

(8.1-60.3)

27.8

(8.8-66.2)

Fallkhauser

1

本 章 にお け る適 用 値:30r$1tC1

窒素酸化物

[$1tN]

2,940

(800-7,465)
■

3,433

(948-8,749)

3,925

(1,090-9,652)

4,571

(1,241-ll,419)

Fan㎞auser

本 章 に お け る適 用 値:1,200「$1tNOx1

(4)放 射性廃棄物を処理するための費用

原子力発電は、"goods"で ある電力エネルギーを生み出す とともに"bads"で ある放射性廃棄物を

生み出す。そこで、放射性廃棄物を処理する費用を(2)の 防除費用 と同様の考え方で所得より控除す

る。放射性廃棄物の処理費用の原単位に関する既存研究がないため、本研究では発電に要する費用と

同額の費用が必要であるという仮定のもとで費用を算出している。

第4項 植林オプションのモデル化

前節で示 した 『環境配慮型のマクロ経済指標』の導入による二酸化炭素排出量の削減効果の分析 と

ともに、本章では、二酸化炭素の吸収源を積極的に利用した場合にみられる二酸化炭素排出量の削減

効果や経済活動への影響について分析を行う。このため、新たに二酸化炭素の固定に関するサブモデ

ルを付加 し、モデルを拡張する。二酸化炭素の固定技術として、深海底での貯留方法や生物的、化学

的方法が提案 ・開発されている24が、本研究では、森林(植 林)を 対象 としている。これは、森林の

二酸化炭素吸収や植林等に関するデータが比較的整備されている点、生育後の樹木はバイオマス燃料

として利用可能であ り、本研究で用いるGlobal2100と の関連性が大 きい点、森林(陸 上生態系)の も

つ二酸化炭素固定能力はIPCC等 の調査 ・研究により明 らかにされつつあ り、その固定能力は予想を超

える大きなものであることが確認されており25、森林の保全は地球温暖化問題にとって非常に重要な

地位を占めるものと考えられる点、等の理由によるものである。

植林によ り得 られる効用 として、木材 ・薪炭材としての財の供給のほかにアメニティの供給等さま

ざまな側面が考え られるが、ここでは、二酸化炭素の吸収 とバイオマス燃料の供給 という面だけを取

りあげ、植林施策の有無による二酸化炭素純排出量(総 排出量一植林による吸収量)の 変化や植林 に

伴 う経済活動への影響を分析する。

(1)森 林のもつ炭素固定能力

樹木には成長期において炭素を固定する能力が存在する。 しか しなが ら、その炭素固定能 力(炭 素
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吸収 率)は 図4-2-5に 示 す ように樹齢 に伴 って変化

し26、こ う した能力 が持 続 す る期 間 も表4-2-7に 示

すように樹 種及び気候 に よ り異 な る27。また、各 生

態 系の炭素固定能 力 その もの にも大 きな違いが 見

られ る。年平均成長量(MAI:MeanA皿ual㎞crement,

植栽後 特定の林齢 まで に成 長 した人工林 の幹材積

をその林 齢で 割 った値)で 比較 す ると、 早生樹種

で あ るユーカ リの場合、 土地条件 が よければ10年

で15tClha1年 もの炭素 を吸収す るの に対 して、針葉

樹 のメルク シマ ヅの炭素 吸収量 は、20年 後 で最 大

12tC!ha!年 、最 小6tC側 年 となる。 また、チー クで

は80年 伐期 のMAIが 最 高で も6tClha/年 、最 小で は

2.5tC!ha1年 とな る28。

本章 では、各地域 にお け る植林 サ ブモデルの物

理デ ータに関 する前 提条 件 を表4-2-8の ように設定

す る。 また、 モデル の簡 略化 のため炭素 固定能 力

を有 す る期 間(成 長期)を 一律20年 と し、各地域

にお け る樹 木 の炭素 固定能 力 について も成 長期 に

お いて一定 と仮定 す る。

総生産量
の職

材の翔識 量c

純生産量

櫓

総生産量A

林分の全呼囎D(=B+C)

櫓

(2)植 林面積29

1990年 の各地域におけ る潜在 的植林 可能 面積 は、

表4-2-8の ように推定 され てい る。 この うち、現実

的 に植林 が 可 能 表4 -2-7森 林の炭素固定能力 と生育期 間

な面 積 を 潜在 的

植林 可 能 面積 の

25%と して いる。

また、1年 間の最

大 植林 面積 を 、

潜 在 的 植林 可 能

面積 の1%に 設定

して いる。なお、

わ が 国 の 潜在 的()内 は炭素固定量の変動範囲を示す
。*1ヒ ノキ*2カ シ*3モ ミ

植 林 面 積 は 、

OECDパ シ フ ィ ヅ ク 表4
-2-8本 章 にお いて設定 した植林 に関する前提条 件

全 体 の潜在 的植林 面

積 と各 国の現 在 の 森

林 面積 等 に よ り推 測

した ものであ る。

こ う して 得 られ た

世界 全 体 の植 林 可能

面積 は、 サ ウ ジア ラ

ビア の 国土 面積(約*潜 在的植林可能面積の25%と 仮定する。
**土 地利用等か らOECD太 平洋地域の5%と 仮定する。215万㎞2)に匹 敵 す

る。

斜線部で示す炭素固定量が

_/(灘 繋 騰
一E(一A-D)

林齢

図4-2-5一 斉林(樹 齢 のほぼ等 しい同種の木

か らな る林)に お ける生産量(炭 素

固定量)と 林齢の 関係

生態系II炭 素固定量rtc㎞21年11固 定時間[年】

熱帯多雨林 990 990 1,020 780 870(260-2,210) 20.8

熱帯季節林
■

720 (450-1.600) 710 550 550(160-1,080) 20.8

温帯常緑樹林
■

585 560 660 600 750(500-1,030)*1 26.0

温帯落葉樹林
■

540 (270-1,125) 910(350-1,260)*2 26.0

亜寒帯林

■

360
360

(180-900)
380 490

570(320-850)*3

420(30-950)*4
25.1

疎林 ・低木林
■

315 320 490 360 8.1

出典
Whitt良ker

andL止ens
Woodwell 勾ay Olsen 電力中央研究所 小島紀徳

*4カ ラマ ツ

炭素固定率

rtC㎞21年1

生育期間

[年]

潜在的植林可能面積

lkm21

最大植林可能面積ホ

㎞21

米国 600 20 450,000 ll2500

日本
■

600 20 26,500** 6,625

その他OECD
■

400 20 1,543,500 385,875

中国
■

600 20 860,000 215,000

旧ソ連
■

360 20 1,220,000 305,000

ROW

■

990 20 3,970,000 992,500
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(3)植 林費用

植林費用は、植林に要する費用と保育に要する費用を含んだもので、年間の費用は割引率を5%と し

て総費用を1年 当た りに換算したものである。本研究で用いた年間の植林費用は、表4-2-9に示す植林

費用の変動幅(最 大費用 と最小費用)の 平均値 としている。なお、植林は実施 しやすい(費 用のかか

らない)地 域か ら行われるので、単位面積あた りの植林費用は植林面積の増大とともに増加する。こ

こでは簡略化のため、植林面積が最大植林可能面積の70%を 超えると、表4-2-9に示すように植林費用

が15倍 になるものと仮定する。

こうした植林に要する費用は、植林 という環境資源を回復させ るための費用 として、所得か ら控除

される対象 となる。しかしなが ら、二酸化炭素の排出に伴って生 じる社会的費用の負担が、植林 によ

り固定される二酸化炭素量だけ軽減される。さらに、後述するバイオマスエネルギー供給量の増大 と

いう便益が生 じる。

表4-2-9植 林 に要 す る費用 とバイオマスエ ネル ギー供 給

Il先 進地域*1発 展途上地域*

新植代 438-4,287[$1ha] 337-3,293[$1ha]

新植代+保 育代**
■

1,752-17,1481$1ha1 1,348-13,1721$血a1

年間植林費用*紳
■

138-1,351〔$1h副 年] 106-1,038[$1ha1年]

本章での適用値 植林面積は じめの70%

植林面積残 りの30%

750[$ノha1年]

1,1251$1ha1年1

570[$1ha1年]

8551$1ka1年1

単位面積当たりバイオマスエネルギー供給量 156[t!血a] 2051t!hal

バイオマスのエネルギー供給量
l

l5.OIGJlt1

*先 進 地 域 は[USAJAPAN ,00ECD,USSR]を 、 発 展 途 上 地域 は[CHINA,ROW]を そ れ ぞ れ 表 す 。
紳 保 育代 は新 植 代 の3倍 と仮 定 して い る。

***保 育期 間(植 林 費 用 回収 期 間)を20年 、 割 引 率 を5%1年 と して計 算 して い る 。

[参照]1988年 か ら1989年 の イ ン ドネ シア にお け る産 業 造林 の 基 準 費 用 は571【 ドル1ha]か ら950【ドル!ha】で あ る 。

(4)生 育後 の森 林

樹 木は、成長期 にお いて二酸化炭素 の吸収 源 として とらえることが可能 であ るが、成育後 はバ イオ

マス燃料の供給 が可能 とな る。二酸化炭 素の固定を 目的 と した樹 木 を伐採 し、燃料 として燃焼 させ る

と、樹 木 に貯蔵 された炭素が再び二酸化 炭素 と して放 出され、炭素 固定 の役 割は果 たせ ない。 しか し

なが ら、Global2100に 用い られてい るバ イオマ ス燃料 は、バイオ マス燃料 収穫後 の植林 ・植樹 を前提

と してい るため、バ イオ マス燃 料 の二酸 化炭素排 出原 単位 は0と 設定 されてい る。 このため、 生育後

の樹木 をバ イオマス燃 料 と して伐採 した後 も植林 を実施 するこ とで、最 大植林 可能面積へ の新規 植林

に相 当す る炭素の 固定量 を上 限に炭素 の固定が 可能 にな る。本章 では、1年 あ た りのバイオ マス燃料

として の利用量(樹 木 の伐採量)は 、 最大で潜在 的植林可能面積 の05%と 設定 する。

森林 密度 は先進地 域(旧 ソ連 を含 む)で156∀ha、 途 上地域で250Vhaと 推測 されて お り30、バ イオ マ

ス燃 料 の単位 重量 あた りの発熱 量 は15.OGJ/tか ら18.4GJ/tと 推 定 されてい る31。 これ らの森林密 度、発

熱 量(こ こでは含水 率20%に お け る推 定値で あ る15.OGJ/tと してい る)を 用 いて、表4-2-9で 示 したバ

イオマスエネルギー の単位発 熱量 あた りの費用 を計算 する と、 先進 地域で6.4ド ル/GJ、 途上地域 で3.0

ドル1GJと な り、先進 地域 にお いて は、Global2100で 設定 されて いるバ イオ マスエネルギーの生産費用

(6.0ド ル!GJ)と ほ ぼ同水 準で あ る。なお、植林 地伐採か ら得 られ るバ イオ マスエ ネル ギーの生産 費

用(再 植林 費用)は 、Globa12100で 用い られて いる値 を使用す る。

第3節 シミュレーション結果とその分析

本節では、前節で示 したHicksの 『持続 可能 な所 得』概 念 に従 ってGlobal2100を 拡張 したモデ ルを も
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とに行 ったシ ミュ レーシ ョンの結果 とそ の分析 につい てま とめ る。本章では、現在用 い られてい る所

得か ら環境資 源の価 値を評価 した持続 可能な所 得体系(以 下、 グ リー ンアカ ウン トと略す)に 移行 し

た;場合 に見 られ る二 酸化炭 素排 出量、経 済規模 、外 部 費用 の感度解析 的分析、植林政策の導入状況 の

各項 目につ いて、 日本及 び世界全 体を中心に分析す る。また、 グ リー ンアカ ウン ト体系 と現状 の所得

体系の経済規模 の大 きさを比較 す る際の指標 と して、本研究 では消 費を取 り上げて いる。 これは、現

状の所得体系 か ら導 かれ るGDPと グ リー ンアカ ウン ト体系か ら導かれ るグリー ンGDPは 概念が異 な る

ので、 これ ら2つ の指標 その もの を比較 す ることは適切で ない と考 え るためであ る。なお、 シ ミュ レ

ー ションはGlobal2100と 同様 に非線 形最適化 モデル用 の ソフ トウェアであるGAMS32を 用いて行 う
。

第1項 現在の経済指標体系下における結果

(1)現 状推移シナ リオ

まずは、本モデルの現状推移シナリオの結果を示す。ここでいう現状推移シナ リオとは、経済指標

体系 ・所得概念が現在の枠組のものをいう。ただし、大気汚染物質削減のための防除費用および放射

性廃棄物の処理費用は現在の勘定体系においても費用として扱われているので、 これらの費用は考慮

に入れた指標 ・勘定体系である。また、動学的最適化モデルというモデルの性格上、将来の資源の枯

渇も考慮に入れた指標体系でもある。なお、以下の各 シナ リオで得 られた結果の比較対象としている

シナ リオは、断 りがない限 りこの現状推移シナ リオである。

現状 推移 シナ リオ にお

け る世界各国 の二酸化 炭

素排 出量 の合計 は、図4-

3-1に 示 す よ うに2100年

にお いて362億tC/年 と、

現在 の年間二酸化炭 素排

出量 の約6倍 に増大 す る。

この結果は、現在 までの

モデル分析 の結果 と比べ

ると高 い値 となって お り、

IPCCが 示 す6つ の1992年

排 出 シナ リオIS92aか ら

IS92fの うち 、 経 済 成 長

が比較的高 く設定 されて

い るIS92eに 近 い軌 跡 と

なっている33。

図4-3-2は 消 費水 準 の

結果 であ り、1990年 か ら

2100年 までに世界全体 で

8.9倍 、 日本 で は7.8倍 の

増大 となる。参考 までに、

世 界 全 体 の 総 生 産

(GWP:GrossWorld

Product)は2100年 に191

40
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図4-3-1現 状推移シナリオ における二酸化 炭素排 出量

1990200020102020

購、

20302040205020602070208020902100

年

匝SA四APAN翅 ・・ECD闘C㎜A國USSR□R・Wi

図4-3-2現 状推移シナリオにおける消費水準の推移

兆 ドル とな り、1990年 の8.5倍 とな る。わが国においても、2100年 にお ける二酸化 炭素排 出量 は1990年

の5.5倍 、総 生産(GDP)は7.3倍 にそれぞれ増大 す る。硫黄酸化 物 や窒 素酸化 物 の排 出量は21世 紀半

ばまで減少 す る傾 向 を示す が、それ以後 は再び増加 に転 じる。21世 紀半ば までの減少 は、 これ ら汚染

物質 の削減 シナ リオ による。それ以後の増大は非電力 エネル ギー需要 にお いて大気汚染物質 の排 出原
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単位の大きいオイルサン ド、オイルシェールか ら得 られる合成燃料の需要が増大するようにな り、発

生量が大幅に増大するためである。その結果、大気汚染物質の除去に関する技術的な改善にもかかわ

らず総生産に対する大気汚染物質削減支出は、わが国において2100年 までに約2倍 に増大する。

(2)二 酸化炭素制約シナ リオ

次 に、各 地域の二酸 化

炭素排 出量 を前節 で示 し

た トロン トタ イプアグ リ

ー メ ン トに示 され た水 準

に抑制 す ると、各 国 ・各

地 域 とも消 費水 準は 図4-

3-3の よ うに推 移 す る。

わ が 国 で は 最 高 で2.1%

(2020年)の 減 少がみ ら

れ る。 この二酸化 炭素排

出量に制約 を課 した場 合、

図4-3-4の よ う に 炭 素 税

率が推移 す るとい う結果

が得 られ た。 ここで の炭

素税 は二酸化 炭素 の排 出

削減 に関す る制約条件 の

シャ ドウ プラ イス として

計算 された もので あ り、

最適化計 算の結果 か ら得

られ る二 酸 化 炭素1tCを

削減 す るの に必要 な限界

費 用 で あ る 。 図4-3・4よ

り、 地域 によってその値

が大 き く異 な る。これは、

各 地域のエ ネル ギー供給

技術 と二酸化炭 素排 出制

約 に起因 する。また、わ
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図4-3-4二 酸化炭素制約シナリオにおける炭素税率

が国の二酸 化炭素排 出量 を トロン トタイ プア グ リー メ ン トの水 準 に抑 え るには、21世 紀は じめに100

ドル1tCか ら760ド ル1tC、21世 紀 の半 ば以 降は160ド ル1tCの 炭素税が 必要 とな る。 この160ド ル1tCの 炭

素税 とは、ガ ソ リン1リ ッ トル に換算 すると約15円(1ド ル=145円 を使用)と な る。

図4-3-3よ り中国 にお ける消費水準の落 ち込みが激 しい。 この理 由 として、現状推移 シナ リオ にお け

る中国のエネルギー需要 の急増 と、エ ネルギー ミヅクスにおいて石炭 をは じめ とす る二酸化炭素排 出

原 単位の大 きいエ ネルギー が多 く供給 され る結果、二酸化炭素排 出量が他の地域 と比較 して急速 に増

大す るようにな るた めで ある。図4-3-5はJAPAN(日 本)とCHINA(中 国)に おいて二酸化 炭素排 出

制約 を課す こ とによって生 じるエネル ギー供給 の変化 を示 す。現状推移 シナ リオにお け る中国の非電

力エ ネルギー供給 の うち、合成燃料 の占める割合が極 めて高 く、 また他 の地域 と比較 しても最も急激

に増大 する。 その結果、 二酸化炭素排 出量 の制約が課 され るこ とによ り、 中国以外 の地域 では比較 的

ス ムー ズにお こる非電 力エネル ギーか ら電力 エネル ギーへ の転換 が、 中国では行わ れに くくなってい

る。わが国 も21世 紀 半ば以降合成燃料 に依存 す るエ ネル ギー構成 となってい るが、 中国 と比べて経 済

水準が高い ため、合成燃料 以外 の価格 の高い代替エ ネル ギーへ の移行 が容易 に進 み、 その結果、総 生
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図4-3-5二 酸化炭素排 出量の制約 による非電力エネルギー(上 段)、

電力エネルギー(下 段)の 供給技術の変化
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産の減少は最小限に止まるもの と考えられ る。同じ発展途上国であるROWも 中国以上に合成燃料か ら

非電力エネルギーを供給するが、合成燃料より二酸化炭素排出原単位の小さい石油 ・天然ガスといっ

た資源が豊富なため、中国ほどの総生産の落ち込みは見 られない。こうしたことか ら、二酸化炭素排

出量の世界的な制約を課す場合には、今後のエネルギー需要の拡大が見込まれ、経済水準が低 く、 し

かも代替エネルギーも乏 しい発展途上国への配慮が非常に重要であることが改めて認識できる。

(3)高 エネルギー効率改善シナリオと低経済成長シナ リオ

次に、現状推移シナ リオで設定されているエネルギー効率改善率(AEEI)を1.25倍 に設定した高エ

ネルギー効率改善シナ リオ と、潜在的経済成長率を半分に設定 した低経済成長シナ リオについて結果

を分析する。

高エネルギー効率改善

シ ナ リオ で は、 図4-3-6

に 示 す通 り、 旧 ソ連 や

ROWに お い て二 酸 化 炭

素排 出量の増大 す る年 が

見 られ るものの、 世界全

体 の二酸化炭素排 出量は

減 少 す る傾 向 を示 し、

2100年 にお け る世界全 体

の二酸化炭素排 出量は現

状 推 移 シ ナ リオ よ りも

7.5%削 減され る。一方、

消費水準 も現状推 移 シナ
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図4-3-6高 エネルギー効 率改善シナリオの結果

リオ と比較 して改善される。これ らの結果より、技術効率の改善は環境保全と経済発展に重要な役割

を果たすことは明らかであるが、技術的対応のみで二酸化炭素排出量を安定化させるためにはここで

示 した以上の技術効率の改善を行う必要があ り、大 きな困難が伴う。

次に、低経済成長シナ

リオ の 結 果 を 図4-3-7に

示 す。 このシナ リオで は

2100年 までの二酸化炭素

排 出量の年平均増加率 は

0.4%1年 と、排 出量 を低

く抑 え ることが可能 とな

る。ただ し、消費水準 の

落 ち込み も激 しく、世界

全 体では2100年 には現状

推 移 シナ リオ の6LO%に

とどまる結果 とな り、経

済成 長 率 はLl%!年 とい
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図4-3-7低 経済成 長シナリオの結果

う低い水準 に とどま る。 こうした結果か ら、 二酸化 炭素排 出量 を大幅 に削減す るには、経済成長の速

度 をゆ るめ る必要があ るといえ る。

第2項 環境配慮型経済指標(グ リーンアカウント)の 導入による効果

次に、大気汚染物質と温室効果ガスの排出に伴 う外部費用を所得に明示的に取 り入れたグリーンア

カウン ト体系を用いたシミュレーションの結果を分析する。なお、外部費用の推計には不確実な要因
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が数多 く含 まれているため、この外部費用に対 して感度解析が必要となる。そこで、前節で示 した外

部費用の水準を用いたシナ リオを外部費用標準シナ リオ、外部費用の水準を外部費用標準シナ リオの

2倍 に設定 したシナ リオを外部費用高位シナリオ、外部費用標準シナ リオの半分の水準に設定 したシ

ナ リオを外部費用低位シナ リオとし、これらのシナ リオを中心に分析を行う。

(1)外 部費用標準シナ リオ

現状推移 シナ リオ に対

する外部 費用標準 シナ リ

オの世界全体 の二 酸化炭

素排 出量 の削減率 は、最

高でll.3%(2010年)、2100

年 にお いては8.2%で あ り

(図4-3-8)、 先 に 示 し

た高 エネル ギー効 率改善

シナ リオよ りも高 い削減

率 を実現 してい る。また、

わが 国におけ る各 年の二

酸化炭素排 出量の削減率

も2100年 までに現状推移

シナ リオ と比較 して最大

でll.8%(2010年)、2100

年 には7.8%と な る。 図4-

3-8の よ う に、2030年 以

降の二酸化炭 素排 出量の

削減率が ほぼ安定 化す る

理 由 として、21世 紀半ば

まで は様 々な種類 のエネ

ルギ ー選択 が可能 で、エ

ネル ギー ミックス におい

て汚染排 出原 単位 の少な

い天然 ガスや石油 の需要

が増大 する ことに よ り汚

染削減 が実現 され るのに

対 して、21世 紀後 半には
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図4-3-9外 部費用標準シナリオにおける

消費水準の減少

そうしたエネルギー供給の多様性が失われ、石炭及びバ ックス トップ中心のエネルギー供給に変わる

点が挙げられる。

こうした二酸化炭素排出量の削減率に対 し、わが国の現状推移シナリオに対する消費水準の減少率

は2010年 の0.6%が 最高で、その後減少率は小さくなり、2100年 には0.3%の 減少にまで回復する。世界

全体でも同様の傾向が見 られるが、減少率は世界全体の方が大きい。特に、図4・3-9に示すように中国

の消費水準の減少率が大 きい。中国に対 して高い潜在的経済成長率が設定されるなど、モデル構造に

起因するものもあるが、前項の二酸化炭素排 出量安定化シナ リオで示 したように、中国におけるエネ

ルギー供給の中心が石炭であることがその主たる原因である。

次に、外部費用標準シナリオと現状推移シナ リオの純消費を比較する。ここで純消費とは、外部費

用シナ リオで設定 した損失が実際に発生すると仮定 して、その損失分を消費から差 し引いたものと定

義する。外部費用シナリオの場合 には、既に環境資源の損失が勘定されているので、純消費は消費に
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一致す る。 世界全体 の純消 費で2つ の シナ リオを比較 す ると、2020年 以降 は外 部費用標 準 シナ リオが

0.1%1」、さいが、逆 に2000年 には0.4%、2010年 には0.1%、 外部 費用標準 シナ リオの方が大 き くな る。 日

本で は現状推 移 シナ リオの純 消費が上回 る場合 で も0.04%以 下 であ り、 対象期間 を通 じた割引 現在価

値 では外部費用標準 シナ リオの純消費が現状推移シナ リオ のそれ を上回 る。

二酸化炭素削減 率あた りの消 費水準 の減少率、 すなわち二酸化炭 素の排 出削減 に対 す る消費水準 の

弾力性 を評価 す る。 この弾 力性 は、各年 、各地 域によ りその傾 向は異な るが、発展途上 国 と先進国 を

比較 す ると、発展 途上国 において低 い外部 費用が設 定 されて い るに も関わ らず弾性値 は大 き くな る。

この結果か ら、発 展途上 国にお いては高 い経 済成長 と環境保全 の両 立が困難で あ り、先 進国か ら何 ら

かの援助が必要 とな るこ とがわか る。

最後 に、二酸化 炭素以外 の汚 染物 質の排 出について も、二酸化 炭素 と同様 に環境 中への排 出量 は削

減 され る。現状推移 シナ リオに対 す る削減率 は、硫 黄酸化物で6.4%か ら22.9%、 窒素酸 化物で7.3%で

あ り、二酸化炭素 の場合 と同 じように21世 紀前半 における削減率 の方が高い。

(2)外 部費用高位 シナ リオ

外部 費用 を(1)の 標準 シナ リオの2倍 に設定 した外部 費用高位 シナ リオ におけ る二酸化炭素排 出量 と

消費水準 の変動 を図4-3-10、 図4-3-11に 示す。

この外部 費用高位 シナ

リオにおいて は、 現状推

移 シナ リオ と比較 して、

最高 で22.3%(2040年)、

21世 紀全 体 で17.0%の 二

酸化 炭素排 出量 が削減 さ

れ る。 その他 の汚 染物質

につ いて も外部 費用標準

シナ リオ にお いて見 られ

た削減量以上 に削減 され

る。消費水準 の現状推移

シナ リオ に対 す る落 ち込

み も、 世 界 全 体 で 最 高

2.2%(2010年)、2100年

にお いてL6%と 、外部 費

用標 準 シナ リオ よ りも2

倍落 ち込 む という結 果が

得 られた。(1)と 同様 に、

中国におけ る消費水 準の

落 ち込みが激 しい。先進

国の外部 費用 は発展 途上

国よ りも高 く設定 されて

い るが、二酸化炭 素排 出

削減 量、消費 の落 ち込み

ともに発展途 上国の方が

大 き くな る傾 向にあ り、

外部 費用の負担 が発展途

上国に とって 非常 に大 き

い ものであ ることを示 す。
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世界全体の純消費で現状推移 シナ リオ と外部費用高位シナ リオを比較すると、この外部費用高位シ

ナリオの方が高 くなる年が、外部費用標準シナ リオのとき以上に見 られる(2000年 で1.0%、2010年 で

0.4%、2050年 で0.1%そ れぞれ外部費用高位 シナ リオの純消費が高い)。 現状推移シナ リオの純消費の

方が大きい年でもその格差は0.1%以 下であ り、この傾向は先進国、発展途上国 ともに見 られる。(1)

と(2)の純消費に対する結果か ら、外部費用を内部化させた意思決定は、外部費用が発生 してか ら対

処する従来の意思決定よ りも、その費用(損 失)が 大きい場合にはより大きな便益をもた らすことを

示す。特に、地球温暖化問題のように不確実性が高 く、その費用もかな りの高額になると推測されて

いる問題に対 しては、本章で示したような外部費用を所得に内部化 した意思決定が有効であるといえ

る。

また、外部費用標準シナリオと外部費用高位シナ リオの二酸化炭素排出削減に対する消費の弾力性

を比較すると、21世 紀前半に差が見られるが、21世 紀後半にはほとんど差が見られない。こうした結

果は、21世 紀後半におけるエネルギー供給の中心がバックス トップであることによる。

なお、21世 紀前半までの二酸化炭素の排出量を安定化させるのに必要な外部費用の水準は、外部費

用標準シナ リオの5倍 である。 しかしなが ら、そのシナ リオにおいても21世紀後半の二酸化炭素排出

量は、発展途上国の排出量が大幅に増大する結果、現状の2倍 近 くまで増大する。期 間全体の二酸化

炭素排出量を安定化させるには外部費用標準シナリオの6倍 も必要 となる。

(3)外 部費用低位シナ リオ

次に外部費用低位シナ0

リオを用いると、中国の
トリ 　

鷲 欝 醗 蕪つ
ることが可能 となる・こ 縫

のシナ リオにおけ る二酸 轄 罵一10
萎 駆化 炭 素 排 出 量

の 現 状 推 移 賦 鞍

シ ナ リ オ に 対 す る 削 減 率 一15

は2100年 で4.3%と 低 い が 、lggO2000201020202030204020502(60.2070208020902100

2010年 に は7.9%と な っ て 年
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21紀前半までは外部費用 図4.3.12外 部費用低位シナリオにおける

の水準は低 くても、二酸 二酸化炭素排出量の削減

化炭素排出量の削減に対

する効果があるといえる。0

の犠憲 燐 墨 華 ご酵 一　"　 二

繍 灘 鍵:＼./'
螺 鞍 、、'部 費 用 低 位 シ ナ リ オ に お

け る 純 消 費 が わ ず か で あ 一4

る が 高 くな る 。199020002010202020302040205020602070208020902100

年二 酸 化 炭 素 排 出 量 の 削
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につ いて・ 先 の2つ の シ 図4 .3-13外 部費用 低位シナリオ における

ナ リオ と比較 す ると、21消 費水準 の減少
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世紀前半には先のシナ リオよりも小さ くなる。このことか らも、21世 紀前半では低い外部費用の水準

において効率的な二酸化炭素排出量の削減が可能 となる。

(1)か ら(3)の 結果を踏 まえると、現状の勘定体系においては外部費用として扱われてきた費用を内

部化 して評価することによる便益は、実際に生 じた損失を事後的に評価 した場合の便益よりも、その

損失が大 きいほど大きくなる傾向にある。また、た とえ生 じる被害が小さい場合でも両者の便益は同

等であ り、地球温暖化問題のように不確実な問題に対 して外部費用を経済活動に内部化させることが

有効であるといえる。

上記の3つ の外部費用の水準では、気候変動枠組条約における二酸化炭素排出量の削減やそれより

厳 しい排出抑制に対 して満足な回答を与えるだけの二酸化炭素排出量の削減を実現させることはで き

ない。しかしながら、地球温暖化をは じめとする地球環境問題に対する外部費用がさらに大きくなる

と評価されれば、本分析で設定 した費用が増大 し、そうした環境問題の発生を抑制するように経済活

動が転換されると考えられる。すなわち、DICE等 で示されている何 ら対策をとらないシナリオの結果

と環境資源を含めたパレー ト最適的な結果がほぼ一致するという結論は小さな損失に対するものであ

り、不確実性が高 く、被害がよ り大きい と予想されている地球環境問題に対しては、より厳 しい環境

保全施策が選択されるようにな り、二酸化炭素排出量も削減されるようになる。

(4)二 酸化炭素排 出量の安定化に向 けた外部費用の設定

ここでは、二酸化炭素排 出量の安定化 に向けて外部費用 の水準 を上昇 させ るシナ リオを考え る。(1)

か ら(3)の 結果 を踏 まえ、表4-3-1に 示す外部 費用の設定 を行 い、 これを排 出量 安定化 外部費用 シナ リ

オ とす る。なお、(1)か ら(3)の 結果 よ り中国におけ る経済水準 の落 ち込 みが他 の地域 と比べ て激 しい

ことか ら、中国 にお ける外部 費用 の設定は表4-3-1に 示す ように他の発展途上 国よ りもさ らに低 く設定

す る。この シナ リオ にお ける二酸化炭素排 出量 と消 費水準 の結果 を図4-3-14と 図4-3-15に それぞれ示す。

この結果、世界全体 の二酸化炭素排 出量は、最高で1990年 の水 準のL9倍(2060年)に 抑 えることが可

能 とな る。 また、消 費水 準 の落 ち込み も先の3つ のシナ リオ の ように21世 紀は じめに大 きな落 ち込み

を示 すので はな く、 二酸化 炭素排 出量 の削減 に応 じて減少 する。純消費で この シナ リオを現状推移 シ

ナ リオ と比較 する と、外部費 表4 -3-1二 酸化炭素排 出量 の安定 化 に向けた外部 費用の設定

用、 すなわち地球 温暖化や大

気汚染 によ る損 失が高 まるこ

とが想定 されてい るので、外

部 費用 高位 シナ リオでみ られ

た結果 よ りも大 きな便益が得

られ るようになる。

以上の4つ のシナ リオ

に対 して二酸化炭素排出

量の削減に対する消費水

準の弾力性の相違を分析

する。図4-3-16に その結

果を示す。排出量安定化

外部費用シナ リオの場合、

固定 した外部費用 シナ リ

オよりも21世 紀後半にお

ける弾力性は小さ く、最

も効率的な経路を実現さ

せる二酸化炭素制約シナ

リオの弾性値 に近づ くよ
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図4-3-14排 出量安定化外部費用シナリオにおける

炭素排出量の削減
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うに なる。 これは、外部

費用の水準が高いために、

(1)か ら(3)の シナ リオで

供 給 された炭素を含むバ

ックス トップによる経済

活動 よ りも、炭素 フ リー

のバ ックス トップの供給

が経 済的に見て効率であ

ると評価 され るためであ

る。その結果、二酸化炭

素排 出量の削減率 に対 し

て消費水 準の減少が緩和

され るようにな り、効率

的な二酸化 炭素排 出量の

削減 が行 われ るよう にな

る。

た だ し、 図4-3-16か ら

もわ か るよ うに、21世 紀

初 頭 にお いて 、最 も効 率

の よい二酸 化 炭素制 約 シ

ナ リオ と外 部 費用 シナ リ

オの 弾力性 の 間 には大 き

な差 がみ られ る。 この理

由 と して、 ガ ス等 の二酸

化 炭 素排 出原 単位 の小 さ

いエ ネル ギー を有 す る旧

ソ連等 で は、 こう した資

O
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消費水準の減少
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図4-3-16世 界全体における二酸化炭素排出削減に対する

消費の弾力性の推移(植 林なし)

源の世界的な需要増に伴う輸出の増大により経済水準が向上 し、国内の生産活動においても二酸化炭

素排出量の削減が容易であ り、世界全体においても経済水準を損なうことなく二酸化炭素の削減が可

能 となるためである。これに対 して、外部費用シナ リオの場合、外部費用の賦課により経済活動への

影響が生 じることか ら弾力性の値は大きくなる。こうしたことか ら、経済的な効率性を損なわない外

部費用の設定は、各地域の資源の保有状況等を考慮する必要があるといえる。

第3項 植林施策導入による二酸化炭素排出削減の効果

現状推移シナ リオに植林サブモデルを付加 しても植林は実施されず、二酸化炭素の吸収に関する効

果は全 く見 られない。ところが、外部費用を評価するシナ リオや、二酸化炭素排出量に制約を課すシ

ナリオにおいては、植林は二酸化炭素排出量を削減するだけではな く、経済水準を向上させるように

なり、効率的な二酸化炭素排出量の削減を行なううえで重要な役割を担 うようになる。

(1)現 状の勘定体系下における植林

現状の所得体系下、すなわち現状推移シナ リオにおいて植林サブモデルを付加 しても、植林はほ と

んど実施されない。わずかに21世紀の後半に各地域で植林が実施されるが、これは二酸化炭素の吸収

が目的ではな く、バイオマスエネルギーの供給が目的の植林 となっている。

これに対 して、二酸化炭素制約シナリオに植林サブモデルを付加すると、植林は21世 紀は じめか ら

実施されるようになる。この二酸化炭素制約シナ リオに植林サブモデルを付加 したシナ リオにおける
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植林 面積 の推移 と、植林

に よ る消 費水 準 の 変 化

(二 酸化炭素制 約 シナ リ

オに対 する消 費水 準 の乖

離 の変化)を 図4-3-17に

示す。 このシナ リオ にお

いて は、植林 に よる二酸

化 炭素 の吸収効 果が評価

され、 旧ソ連 を除 く各地

域 において植林 可能 面積

の上限 まで植林 が実施 さ

れ る。旧ソ連 にお いても

最大植 林面積 の60%で 植

林 が行われ る。その結果、

二酸化炭 素排 出量 に関す

る制約 が緩和 され、世界

全体 の消 費水準は、 二酸

化炭 素の制約 の影 響をあ

ま り受けず、植林 が行 わ

れ な い2000年 を 除 い て

0.Ol%か ら0.25%向 上 す

る。 こう した消費 水準の

改 善 は、 図4-3-17に 示 す

通 り二酸化炭素吸 収期間

だけでな く21世 紀 を通 じ

て各地域で見 られ る。 こ

のシナ リオ におけ る炭素

税 率 の推 移 を 図4-3-18に
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示す 。21世 紀後 半 にお け る炭素税 は植林 の有無 に よる違 いはほ とん ど見 られ ないが、

OECD諸 国で は植林 によ り2000年 の炭素税が50ド ル!tC近 く軽減され るようにな る。

日本やその他

(2)グ リー ンアカ ウン ト下 における植林

外部 費用標 準シナ リオ

にお いて植林施策 を導入

した シナ リオ にお け る現

状推移 シナ リオ に対 す る

二酸化 炭素排 出量 と消 費

水 準 の乖離 を図4-3-19、

図4-3-20に 示 す。 このシ

ナ リオにおいて も、各国

とも植林 が実施 され るよ

うにな る。 また、植林 を

しない場合 に比べ て最高

で年 間8.1億tC(2050年)

の二 酸化炭素排 出量が削
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減され、21世 紀を通 じて3.7億tC1年の二酸化炭素排出量が削減される。 これは1990年 のわが国の二酸

化炭素排出量を上回る量である。 しかも植林費用が総生産から控除されるにもかかわらず、ほとん ど

の年で消費水準は植林をしない場合と比べてわずかではあるが増大する結果となる。これは、植林に

より得 られる便益(二 酸化炭素の吸収による外部費用の軽減 とバイオマスエネルギーの供給)が 植林

に要する費用を上回ることを示すものである。

このシナ リオにおける植林の推移は、旧ソ連を含む先進国は21世 紀後半に集中しているのに対 して、

中国 とROWで は21世紀前半か ら後半にかけて継続 して植林が実施されている。このことか ら、先進国

は植林を主 として21世 紀後半の二酸化炭素排 出量抑制手段 として位置づけ、発展途上国では植林 を二

酸化炭素の吸収源 とみなすことのほかに更新性資源(バ イオマスエネルギー)の 供給源とみな してい

ることがわかる。

外部費用が上昇するに

つれて植林も早い段階か

ら実施 されるようになり、

植林面積も増大する。ま

た、経済便益 との関係も

外部費用標準シナ リオと

同様 の効果が見られる。

これ らの結果から、植林

はグ リーンアカウン ト体

系下では環境保全だけで

な く経済的な便益 も増進

させるという重要な役割

を担うことがわかる。

前項 と同様に植林施策

導入時における二酸化炭

素排出削減に対する消費

の弾力性を評価する。そ

の結果を図4-3-21に 示す。

図4-3-21よ り、植林施策

を導入することで弾力性

が小さくなる傾向を示し、

最も効率的な二酸化炭素

排出制約シナ リオの経路

に近づ く。また、外部費

用の水準が高いシナ リオ

ほど、植林が21世 紀の早

い時期か ら実施され、弾

力性においてもよ り効率
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内生化したときの消費水準の変化
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図4-3-21植 林導入時における世界全体の二酸化炭素

排出量の削減に対する消費の弾力性の推移

的な経路に近づ くようにな る。

第4節 本章の分析に対する結論

本章では、現状の所得体系を環境資源の価値を評価 した持続可能な所得体系(グ リーンアカウント)

に変更 し、このグリーンアカウントを最適化モデルで表現し、地球温暖化の元凶とされている二酸化
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炭素の排出削減に対する効果と経済水準に及ぼす影響について、Globa12100を もとに分析を行った。

以下に、本章の分析で明らかになった結論と今後の課題をとりまとめる。

本章の分析により得 られた結論は、以下の通 りである。

① 本研究で設定 した標準的な外部費用シナ リオの場合、世界全体の二酸化炭素排出量は何も対策を

とらない現状推移 シナ リオと比較 して最大でll.3%削 減され、外部費用の水準を上昇させ ること

でさらに多 くの排出量を削減させることが可能 となる。

② グリーンアカウン ト体系で評価 した消費は、現状の所得体系下での消費よりも小さ く評価される。

しか しなが ら、外部費用シナ リオで設定 した損失が実際に生 じた場合の純消費(外 部費用を差し

引いた消費)で 評価すると、外部費用を内部化 したグリーンアカウン ト体系の方が高 くなるか、

下回ってもごくわずかである。この結果か ら、不確実性下において外部費用の内部化は環境保全

だけでなく経済便益を高めるようになる。

③ 二酸化炭素排出量が安定化するように外部費用の水準を低位シナ リオか ら上昇させ るシナリオを、

外部費用を固定 したシナ リオと二酸化炭素排出削減に対する消費の弾力性で比較すると、21世 紀

後半に差が見 られ、最も効率的な二酸化炭素制約シナリオにおける経路に近づ くようになる。た

だし、21世 紀初頭において効率的な二酸化炭素制約シナリオと排出量安定化外部費用シナ リオの

弾力性の間には大 きな差がみ られ、経済効率を損なわないような外部費用の水準の決定は、地球

温暖化による損失だけでな く、各地域に賦存するエネルギー種が影響を及ぼすもの といえる。

④ 植林施策は現状の所得体系下ではほとんど導入されないが、グリーンアカウン トや二酸化炭素排

出量の抑制政策下においては積極的に実施される。その結果、グリー ンアカウント体系(外 部費

用標準シナ リオ)で 植林を行 うことにより、21世 紀を通じて平均3.7億tC/年の二酸化炭素排出量

の削減効果が見 られる。また、植林導入時における消費水準は、植林を導入しない場合と比べて

高 くなる。これにより、植林を導入することで、二酸化炭素の排出削減に対する消費の弾力性は

小さくな り、より効率的な二酸化炭素の排出削減が実現される。

⑤ グリーンアカウン トにおける植林の役割は、先進国(21世 紀後半における二酸化炭素吸収源)と

発展途上国(二 酸化炭素吸収源+バ イオマスエネルギー供給源)で 異なるものとなった。また、

二酸化炭素排出量の制約下では、植林 により21世紀はじめの日本とその他OECDに おける二酸化

炭素排出に対する炭素税が約50ド ル!tCも軽減される。

最後に、本章における研究をさらに発展させるために必要な課題を挙げる。

① 本章に用いたマクロ経済モデルは トップダウン型のモデルで、各国1つ の生産関数により、その

国の経済規模が決定されている。一方で、自動車か らの窒素酸化物の排出と発電プラントからの

窒素酸化物の排出では、それぞれの排出原単位が異なるだけでなく、その除去技術についても大

きく異なる。このことから、グリーンアカウン トの導入による効果をよ り厳密に分析するには、

産業部門別、運輸部門の区別等を行ったモデルによる分析が必要になる。

② 本章では、モデル構造上、植林に要する費用は植林を実施する国が負担する構造としたが、共同

実施の概念に基づいて、先進国が発展途上国への援助の一環 として発展途上国に植林 を行 うよう

にモデル構造を改良してシミュレーションを行 うと、発展途上国の経済水準がさらに改善される

ものと予想される。ただ し、この場合には、削減された二酸化炭素の帰属先の評価に関する課題

が生じる。

③ 本章では地球温暖化や大気汚染に伴 う損失を外部費用という形でモデル上に組み入れ、その外部

費用による感度解析を行ったが、生産活動そのものに地球温暖化の影響がフィー ドバ ックされる

構造とはなっていない。 こうした外部費用の負担と損失に対する補償について詳細に分析を行う

には、こうした生産活動における損失が発生し、それを外部費用で補填するといったモデル構造

の拡張が考えられる。

④ 本章の分析では、汚染物質の防除費用を削減量にかかわらず一定としてきた。防除費用の推定に

おいて述べたように、削減量の増大により防除費用の限界費用は増加すると予想され、本章にお

56



いては汚染除去に対する費用を過小に見積もっている可能性がある。この課題は外部費用の推定

(外部費用の場合は排出量の増大によ り費用が逓増する)に もあてはまる。こうした点を改善す

るために、汚染物質の排出量、除去量 とこれ らの費用の関係をとらえ、モデル化する必要がある。

⑤ ここでは、貨幣換算可能な要素だけに着 目したが、貨幣換算不可能な財 も含めた包括的な評価が

必要となる。この場合には、効用に直接反映させるなどの評価が考えられる。また、従来から指

摘されてきたNNW等 の福祉指標 に取 り上げられている余暇や家事などについての取 り扱いに関

する議論を本研究では行っておらず、持続可能な所得の定義に関するよ り包括的な議論も必要で

ある。

⑥ 本章では、外部費用に関して不確実な要因が多いために外部費用に関する感度解析を行った。本

章の枠組みを用いて外部費用に伴 う経済損失を定量的に評価する場合、各国の環境被害の定量化

を正確に行う必要がある。

以上の課題のうち、① については第5章 から第7章 のモデル構築とその分析において、グリ「ンア

カウン トの導入による効果を分析するものではないが、わが国を対象に産業部門を分割 したモデルを

構築 し、二酸化炭素排出量の削減時における各部門への影響を評価する。②、③では、Global2100が

世界モデルではあるが世界を分割 した6つ の地域モデルの集合体であるために、貿易等により世界各

地域を結合 した世界モデルへの拡張が必要となる。これについては、MERGEと いう統合評価モデル

に拡張されており、Global2100の 構造をベースにするのであれば、1回 のシミュレーションで得 られた

結果(例 えば地球平均気温の上昇)を もう一度パラメータとして再入力し、得 られる結果(例 えば損

失の水準)が 収束するまでこうした繰 り返し計算を行 うことが必要である。④か ら⑥の課題について

は、理論面及び実証面(デ ータ整備等)で のよ り精緻な研究が必要とな り、それ らの成果をモデルに

反映させることで、外部費用の水準、NNW等 の福祉指標への対応に関する分析 を発展させることが

可能 となる。
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【付録4-1】Globa12100の 制約条件1

ここでは、本研 究 で用いたGloba12100の うち、表4-2-1に 示 した現状 推移 シナ リオを構成す るモデル

の各制約式 を示す。制約式 中のエネル ギー種 については図4-2-2を 、外 部費用 シナ リオ や植林 シナ リオ

にお け る制約条件 について は図4-2-4を 、それぞれ参 照の こと。

【変 数 】

【一 】UTIHTY:効 用

【1012ドル/年 】C:消 費,Y:総 生 産,YN:粗 生 産 の ビ ン テ ー ジ,1:投 資,

K:資 本 ス ト ッ ク,KN:資 本 の ビ ン テ ー ジ,EC:エ ネ ル ギ ー 費 用

【1012TkWh/年 】E:電 力 エ ネ ル ギ ー 需 要,EN:電 力 エ ネ ル ギ ー 需 要 の ビ ン テ ー ジ,

PE:電 力 エ ネ ル ギ ー 供 給,XPE:電 力 エ ネ ル ギ ー の 標 準 以 上 の 拡 張

【lol8J/年 】

【1018η

[109tC/年 】

N:非 電 力エネル ギー需要,NN:非 電力エ ネルギー需要 のビンテー ジ,

PN:非 電力エネル ギー供給,XPN:非 電力エ ネル ギー の標準以上 の拡 張,

GN:ガ ス需要,RA:化 石燃料確認可 採埋蔵 量新規 発見

RSV:化 石燃料確 認可採埋蔵 量,RSC:化 石 燃料 究極 埋蔵量

DC:排 出権の使用の将来へ の繰越,

CARM:排 出権輸入量,CARX:排 出権輸 出量

[パ ラ メ ー タl

t:期,T:最 終 期,i:電 力 エ ネ ル ギ ー 種,j:非 電 力 エ ネ ル ギ ー 種,x:化 石 燃 料 種,

udf:割 引 因 子,udr:割 引 率,depr:減 価 償 却 率,grow:潜 在 的 経 済 成 長 率,

㎞:労 働 の ビ ン テ ー ジ,ρ:代 替 パ ラ メ ー タ,α:資 本 シ ェ ア,

β:電 力 エ ネ ル ギ ー シ ェ ア,aeei:エ ネ ル ギ ー 効 率 改 善 率,h血:発 熱 量 原 単 位,

expf:電 力 エ ネ ル ギ ー 供 給 拡 張 率,nxpf:非 電 力 エ ネ ル ギ ー 供 給 拡 張 率,

decf:電 力 エ ネ ル ギ ー 供 給 減 少 率,prv:化 石 燃 料 採 掘 率,rdf:資 源 の 枯 渇 率,

carl㎞:二 酸 化 炭 素 排 出 制 約 量,cece,cecn:二 酸 化 炭 素 排 出 原 単 位,

nenc:非 エ ネ ル ギ ー 起 源 二 酸 化 炭 素 排 出 量,ecst:電 力 エ ネ ル ギ ー 価 格,

ncst:非 電 力 エ ネ ル ギ ー 価 格,ogdp:石 油 一 ガ ス の 価 格 差,

ecapfソ:電 力 エ ネ ル ギ ー 生 産 容 量,ncapfシ:非 電 力 エ ネ ル ギ ー 生 産 容 量,

calp:排 出 権 取 引 価 格,mxdif:排 出 権 取 引 費 用

[制 約 式 】

UTIL=UTH」ITY=ΣHT-lud頃*logCt*10+u(江r*logCT*(5+udrT-1)

効 用 は 消 費 に よ り規 定 さ れ る 。 第1項 は 最 終 期 を 除 く計 画 期 間 の 効 用 を 、 第2項 は 最 終 期 と そ

れ 以 後 の 効 用 を そ れ ぞ れ 示 す 。

CC:YtニCt+義+ECt

生産 された財 は消 費、投 資 とエネルギー費用 に分配 され る。

NEWCAP:KNt+1=5*【(1-depr)10*It+1廿11

あ る期 間 に お け る 資 本 の ビ ン テ ー ジ(増 分)は そ の 期 間 中 の 投 資 に 等 し くな る 。

TC:KT*(growT+deprT)≦IT

投資 の終端条件 。最 終期 におけ る投資額 はその期 の資本の減耗 と資本 の生産性 の合 計 を上回

ることを示す。
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NEWPROD:YNt=【a*KNtρ α*瓜 ρ(1一α)+b*EN　 ρβ*NNtρ(1一 β)】1/ρ

生 産 関 数 。 ビ ン テ ー ジ で 表 現 さ れ て い る 。

TOTALPROD:YN田=Y　 +rYt*(1-depr)lo

あ る期 間 に お け る総 生 産 の ビ ン テ ー ジ 。

TOTALCAP:KN田=Kそ+1-Kt*(1-depr)lo

あ る期 間 に お け る資 本 の ビ ンテ ー ジ 。

NEWELEC:ENt、1=E欄 一Et*(1-depr)10

あ る 期 間 に お け る 電 力 エ ネ ル ギ ー 供 給 の ビ ン テ ー ジ 。

NEWNON:NNt←1ニNt+1-Nt*(1-depr)lo

あ る 期 間 に お け る 非 電 力 エ ネ ル ギ ー 供 給 の ビ ン テ ー ジ 。

SUPELEC:ΣiPEちt≧Et*n目)t-1(1-aeeit)10

電 力 エ ネ ル ギ ー の 需 給 バ ラ ン ス 。

SUPNON:ΣjPNおt+GNt-PN騨1らt-PN騨h馬t≧htrt。 昏r*PE。 聾ろt+Nt*n圃t-1(1-aeeit)lo

非 電 力 エ ネ ル ギ ー の 需 給 バ ラ ン ス(ガ ス を 除 く)。

SUPGAS:PN購1馬t+PN騨h馬t≧htr繁 イ*PE騨 ちt+htも 覗*PE購 。.t+GNt

ガ ス の 需 給 バ ラ ン ス 。

EXP:PEち 田 ≦PEちt*e岡pfo+XPEち 田

電 力 エ ネ ル ギ ー 供 給 技 術 に お け る拡 張 の 上 限 。

NXP:PN玉 廿1≦P]N玉t*nxpfo+XPNL田

非 電 力 エ ネ ル ギ ー 供 給 技 術 に お け る拡 張 の 上 限 。

DEC:PEち 田 ≦PE動t*decfo

電力エ ネル ギー供 給技術 におけ る衰退 の上限 。

PRVLIM:PN凡tニprv、*RSV為t

確 認可採埋 蔵量 と化石燃料 の採掘 の関係 。

RSVAV:RSV離1〒RSVx ,t+5*【(RA離1-PN離1)+(RA賄t-PNx,∂ 】

確 認可採埋 蔵量の時間変化 。採掘分だけ減少 し、確 認可採埋蔵 量の新規発見分 だけ増大す る。

RSCAv:RSC離1ニRSC鶏 「5*(RA離1+RA・ 瓦t)

究極 埋蔵量の時間変化 。確 認可採埋蔵量 の新規発見分 だけ減少す る。

RI)FLIM:PLへ 鴫t≦rdf瓦t*RS{亀 ～t

確 認 可 採 埋 蔵 量 の 新 規 発 見 分 の 上 限 。

ANC:Σicecei*PEちt+Σjcec馬*PNI,+DCt-DC　 _1-CARM宅+CARXt≦nenc+carl㎞t

二酸 化炭素排出量の制約 。左辺のは じめの2項 は化石燃料 の消 費に伴 う二酸化炭素排 出量を、

次の2項 は排 出権の利用 の将来へ の繰越 を、最 後の2項 は排 出権取引量 を示 す。右辺 は非エ ネ

ルギー起源及 びエネルギー起源 の二酸化炭素排 出量の上限 を示す。

・COS㎜G:1000*EC
t一 Σiecsち*PEちt+Σjncsl*P凡t+ogdp*GN

+05*Σi(ecs》ecapfソi*xPEちt2)+Σj(ncsも/ncap島*xPN工t2)

+carpt*(CARMt-CARX∂+0.5*mxdif*(CARMt+CARX∂

エ ネ ル ギ ー 費 用 の 算 出 。 右 辺 の は じ め の2項 は エ ネ ル ギ ー 生 産(採 掘)に 伴 う 費 用 を 、 次 の

項 は ガ ス の 直 接 消 費 に 伴 う 追 加 的 な 費 用 を 、 次 の2項 は エ ネ ル ギ ー の 標 準 以 上 の 追 加 的 生 産
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に伴 う費用の増分を、次の2項 は排出権取引に要する費用を、最後の2項 は排出権取引を実施

するための費用をそれぞれ示す。

【付録4-2】 自然資産の枯渇の国民所得上の取 り扱 い2
一般的な経済活動の最適化問題 を考える。

Max∫o。 。U(C)exp(一rt)dt(4-1)

s,t,dK/dtrF(K,L)一C(4-2)

U:効 用C:消 費K:資 本 ス トッ ク(dKldtは 投 資1を 表 す)

L:労 働 力(労 働 生 産 性 はn%/年 で 成 長)F:総 生 産r:割 引 率

以上の最適化 問題 に対 して ラグランジュ乗数 を用いてハ ミル トニア ンを表す と以下の ようにな る。

H=U(C)+λ[F(K,L)一C](4・3)

(4-3)式の各項が もつ意味 は以下 のように表 され る。

U(C):消 費の効用価値

λ:効 用単位 で計 測 した投資財の価格で、投資が1単 位限界 的に増 大 した ときに効用が どれだ

け増 大す るか を示す。

F-C:投 資量

λ【F-C】:投 資 の効 用単位での価値評価

以上 のこ とか ら、ハ ミル トニ ア ンHは 、効用単位 で計測 した 国民所得(消 費 と投 資の和)を 表 す こ

とになる。

最大値原理 よ り、(4-3)式 が最大値 をとる必要条件は、

∂H1∂C=0よ り、Uc一 λ=0(4-4)

dλ1dt=rλ 一 ∂H〆∂K=rλ 一λFK〒Uc(4-5)

∂H1∂ λ=F(K,L)一C=dK〆dt(4め)

ここで、線 形近似:U(C)=Uc*Cを 仮定 し、Uc(=λ)で ハ ミル トニ アンの両辺 を割 ると、

H!Uc=U(C)几Jc+[F(K,L)一q=C+dKldtrC+1(4・7)

と整理 す ることがで きる。 これは貨幣単位のGDPを 表す。

次に、枯渇性資源を採取する場合を考える。Ha繭ckは 、上の最適化問題をもとに、各種資源の採

取に要する費用や外部不経済が発生 した場合の費用を勘案した最適化閤題 とその場合に示される所得

の経済的意義について考察 している。以下では、枯渇性資源の採取と探査に要する費用を反映させた

最適化問題 とその経済的意義について示す。

Max

S.t.

Soo。U(C)exp(一rt)dt

dK/dt亭F(K,L,R)一C-f凪S)一g(D,S)

dSldt≠一R+D

S:枯 渇性 資源 のス トヅク

D:枯 渇性資源 の新発見 量

g(・):枯 渇性 資源の探査 コス ト

R:枯 渇性資源 の生産量

R・):枯 渇性資源の採取 コス ト

(4-1)

(4-8)

(4-9)

こ の と き 、 ハ ミル トニ ア ン は ラ グ ラ ン ジ ュ 乗 数 φ、 ψ を 用 い て 以 下 の よ う に 表 す こ とが で き る 。

H=U(C)+φ1:F(K,L,R)一C-f(R,S)一g(D,S)至+ψ[一R+D】(4-10)

(4-10)式 の 最 適 化 条 件 は 、

【1】 ∂H!∂C=0よ り、Uc一 φ=0(4-ll)

∂H/∂R=0よ り、 【FR一壕」φ 一 ψ=0(4-12)

∂田 ∂D=0よ り、 一9Dφ+ψ=0(4-13)

[II】dφ1dtrrφ 一 ∂H!∂K=φ 【r-FK]=Uc(4-14)

62



dψ/dt=rψ 一 ∂H!∂S=φ[集+gs】+rψ(4-15)

[m】 ∂H/∂ φ=F(K,L,R)一C-f(FしS)一g(D,S)=dK/dt(4-16)

∂H!∂ ψニーR+D冨dS/dt(4-17)

先 と 同 様 に 、 線 形 近 似:U(C)=Uc*Cを 仮 定 し 、Uc=φ で ハ ミル トニ ア ン の 両 辺 を 割 る 。

H尺Jc=∂U(C)1∂Uc+『(K,L,R)一C-f(R,S)一g(D,S)】 一 ∂ ψ/∂Uc【R-D】

=C+dKldt一 【FR-f司 【R-D】=C+1一 田R-fk】[R-D】=NNP(4-18)

こ こ で 、FRは 枯 渇 性 資 源 の 限 界 生 産 価 格 、fkは 「ス ト ッ クSか らRを 採 取 す る た め の 限 界 コ ス トを そ れ

ぞ れ 表 す 。 よ っ て 、FR一 集は ホ テ リ ン グ レ ン トを 示 し、[FR一 劒IR-D]は 総 ホ テ リ ン グ レ ン トを 示 す 。

(4-18)式 よ り、 所 得 はGDP(=C+1)か ら枯 渇 性 資 源 の ス ト ッ ク の 縮 小 に よ る 総 ホ テ リ ン グ レ ン トが 差

し 引 か れ て い る 。 つ ま り、 枯 渇 性 資 源 の ス ト ッ ク を 評 価 した モ デ ル の 所 得 に は 、 枯 渇 性 資 源 の 減 耗 が

考 慮 さ れ て い る こ と が わ か る。

【付録4-3】 非更新性資源の経済的評価

化石燃料をはじめとする非更新性資源(枯 渇性資源)の 経済的価値評価の方法 として、次の5つ が

ある。

(1)ユ ーザー コス トによる評価方法3

EISe的 がHicksの 持続 可能 な所得 を もとに資源 ス トヅクの枯渇 を評価 したもので、鉱 山か ら得 られ

る有限 の レン ト(純 収入R)が 無限の所得Xに 等 しい と考 え るとき、 この資源の枯渇 の評価 は、ユー

ザーコス トとしてR-Xで 定義され る。 レン トと所得 の関係 よ り、RとXは 次 の式 を満たす。

Rt+βRt+1+β2Rt+2+…+β 翼Rt.n=X+βX+β2X+…+βnX+β 叶lX+…

β:割 引因子=1/(1+r),rは 割引率、n:t年 に残 され た鉱山の採掘 期間

各年 におけ るレン トがRで 一定 と仮定 す ると、ユーザ ーコス トは上式 を整理 して次のよ うに算 出で

きる。

R-X=R/(1+r)『 ←1

実 際には毎年 の レン トは変化 し、採掘 可能期 間nも 資 源採取 量の 変化 に よ り一定 には定 ま らない の

で、上記 のよ うに整理す ることは困難であ る。 しか し、EISer⑩ は、nを 「確 認埋蔵量/今 期 の採取量」

で見積 もる方法によ ると、 資源の減耗 は現在の レン ト(利 潤)と 確 認埋 蔵量、採 掘量のデータがあれ

ば算 出す るこ とが可 能にな り、各 期にお ける資源 ス トックのもつ価値 を逐 一定量化す る必要がない と

してい る。

(2)総 ホテ リング レン トに よる評価方 法4

枯渇性 資源 の所有者 は、 資源を長期にわ た り

産 出で きるように 『限界収 入=限 界費用』 とな

る量以 下の資源 を採取 し、 限界 レン トを稼 ぐ。

この ときの限界 レン トをホテ リング レン トとよ

び、 ホテ リングレン トと資 源採取 量の積 を総 ホ

テ リング レン トと して枯渇性資 源の枯渇の価値

に等 しいとす る(図4・A・1)。

価格

P

OQ資 源採取量

(3)ス トックの価値変化による評価方法5 図4-A-1総 ホテリングレン トによる資源の

資源の最適利用が行われている場合・あ る期 枯渇の評価

間の資源ス トックの枯渇は期首 と期末の価値の

差に等 しい。 この場合の各期の資源ス トックの価値は資源の最適採取計画下における採取期間か ら得
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られる純収入の割引現在価値に等 しくなる。

(4)純 レン トによる評価方法6

世界資源研究所がイン ドネシアで適用 した方法で、資源の枯渇を純 レント(=資 源の市場価値 とそ

れを採掘 ・採取するのに必要な費用との差額)に より評価する。

(5)持 続可能性基準 による評価方法7

資源 の枯渇 を評価 す るものではないが、Huetingが 提唱 した方法で、枯 渇性資 源の採取 に関す る持続

的採取基準(e(t)≦d(t-1)*S(t)、e(t):t年 におけ る資源 の許 容採 取量、d(t-1):一 定 の活動水 準の もと

で の資 源消費の削減 率、S(t):t年 の資源 ス トック)を 定 め、許 容量以 内に資源採取量 を抑 え るとい う

もので ある。
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第5章 日本国内の効率的二酸化炭素排出削減施策の評価のための長期多部門モデル

第1節 二酸化炭素の排出削減をめ ぐる動き

気候変動枠組条約の締結など、地球温暖化問題に対する関心はますます高まると同時に、日本の行

動が世界的に注目を集めている。わが国においては地球温暖化経済システム検討会報告書1にあるよう

に、技術革新によっても二酸化炭素排出量の増大は避けられず、炭素税もしくは炭素税 と二酸化炭素

の排出削減技術導入への補助金により、二酸化炭素排出量を1990年 の水準に安定化させることが可能

であるとされている。こうした報告は、第2章 で提示 した経済的手法 と呼ばれる政策の導入により、

産業活動を環境に配慮するように誘導 し、環境経済システムへ と転換 していくものであるといえる。

しかしながら、現実には、わが国の1995年 度の二酸化炭素排出量は3.32億tCと過去最高を記録する2な

ど、気候変動枠組条約での公約達成が困難な状況にある。

第2章 や第4章 でみたように、地球温暖化問題はわが国をはじめとする先進国だけの問題ではなく、

発展途上国を含めた世界的な問題である。このため、発展途上国において将来予想される二酸化炭素

排出量の増大を未然に防 ぐ施策も念頭に置 く必要がある。国際排出権取引や共同実施といった施策は

こうした背景のもとに生じた考え方であ り、今後は各国内の対策だけでなく国家間での協調 した環境

対策や環境施策の重要性が増大するもの と考えられ、実際に共同実施活動 として実現されているもの

もある。このとき、国家間の協調施策だけではなく、国家という枠組みを越えた産業間での協調とい

ったよりミクロなレベルにおける協調施策 も生まれる可能性がある。

こうした様々な協調施策を導入するにあた り、1997年 に開催 される気候変動枠組条約第3回 締約国

会議(地 球温暖化防止京都会議)の 議長国としての日本の果たすべき役割は、二酸化炭素排出量の削

減においてリーダーシップをとるとともに、各国の利害関係や生産構造等を考慮に入れζ各国 ・各産

業が主体的に協調施策に参加できるように調整を図ることである。本章では、そうした二酸化炭素排

出量の削減 と協調政策への第一歩としてわが国の産業部門を9つ に分割 した多部門モデルを構築し、

気候変動枠組条約で表明されている二酸化炭素排出量の1990年 の水準への安定化、もしくはEUや 環境

NGOが 提案しているようなさらに削減するという目標を国内において実現するために、産業間におけ

る二酸化炭素排出量の許容量をどのように調整することが望ましいかについて考察する。

わが国においてこれまでに様々なモデル分析が行われているが、その多 くは森3や伴4にみられるよ

うに産業部門を1つ に集約させたモデルであり、産業部門を分割した多部門モデルでも後藤5や筑井6に

み られ るように産業間の関係を固定 してお り、産業連関構造が内生的に決定されるモデルは黒田 ・新

保7などわずかである。二酸化炭素排出量の制約が課される場合、さらには産業間において二酸化炭素

排出量を調整する場合、各部門の生産構造の違いにより生 じる影響は大きく異なるものと予想される。

その結果、わが国の産業構造そのものにも影響が波及するものと推測できる。このため、生産部門を

分割 して評価する場合には、産業間の連関構造を内生的に決定するモデルの構築が必要となる。

本章では、各産業部門の投入産出構造を内部化 したモデルを構築 し、二酸化炭素排出量に対して様々

な制約を課 したときに見 られる各産業部門の生産活動の変化を分析 し、効率的な二酸化炭素量の削減

に向けた産業間の二酸化炭素排出削減の調整に関する考察を行う。なお、本章において構築するモデ

ルは、第6章 、第7章 において世代間及び地域間の公平性や廃棄物の処理 とリサイクルに関する議論

において拡張して用いられる。

第2節 わが国の経済発展と二酸化炭素排出量のあゆみ

わが国は、第二次世界大戦以降、急速な経済発展を遂げる一方、その代償 として二酸化炭素をは じ

め多 くの汚染物を排出するようになり、四大公害をは じめ とする数々の課題に直面してきた。GDPを
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尺 度 にわが 国 の経 済規模 を評価 す ると、1人 あた り

GDPは 世 界第1位(37613ド ル1人;1994年)、GDPで

はアメ リカ合衆 国(6.650兆 ドル;1994年)に 次い で

世 界第2位(4。698兆 ドル;1994年)と 、 世界全 体 の

総 生産の約18%を 占めてい る8。 これに対 して二酸化

炭 素排 出量は、米 国、 中国、 ロシアに次 ぐ世界第4位

の排 出量(世 界全体 の約5%)で あ り、国別二酸化 炭

素排 出量の上位15力 国のなかでの1人 あ た り排 出量 は

世 界第9位 となってい る9(表5-2-1)。 わ が国は、経

済規模 に対す る二酸 化炭素排 出量 は小 さいが、量 界

有数 の経 済大 国で あ るた めに地球 温暖化 に対す る負

荷 は非 常に大 きい国で あ るとい え る。本節 では、 こ

う した経 済活動や 二酸化 炭素排 出量の これ まで の推

移 について整理 を行 う。 なお、以 下 に示 す部 門分 割

は次節 以降 に示 す多部 門モデル の部門分 割 に従 った

もので あ る。表5-2・2に本章 の多部 門モ デル におけ る

部門分割 を示す。

表5-2-1工 業起源の二酸化炭素排 出量の上

位15力 国 と各 国の1人 当た り二酸化

炭素排 出量(1992年)

二酸化炭素炭素

排出量[1000tc1

1人当た り

排出量[tC1人]

米国 1331277 5.22

中国 727631 0,62

ロシア連邦 573581 3.85

B本 298219 2.40

ドイヅ 239492 2.99

イ ン ド 209847 0.24

ウクライナ 166730 3.20

イギリス 154431 2.67

カナダ 111781 4.09

イタリア 111191 1.92

フ ラ ンス 98748 L73

ポ ー ラ ン ド 93243 2.43

メキシコ 90778 1.03

カザフスタン 81268 4.77

南アフリカ 79170 1.99

世界 6092566 1.12

表5-2-2本 章の多部 門モデル における部 門区分

第1項 わが国の経済活動の推移lo

わが国におけ る部 門別 の国内粗 生産の推 移 を図5-2-1に 、 国内総 生産(GDP)の 推移 を図5-2-2に それ

ぞれ示す。

これ らの 図よ り、 わが

国 の産業 は第3次 産 業 が

中心で あ り、 その比率は

GDPで59.7%(1995年)

を占めてい る。次 いで加

工重工部 門、加工軽工部

門の加 工製 造部門の 占め

る比率 が高 い。

1955年 か ら1995年 まで

の粗 生産の平均成長率 は

6.1%〆年 、GDPの 年 平 均

成 長率は5.7%〆年であ る。

しか しなが ら、各部 門が、

1000

邑
ぬ800
菰
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毬
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図5-2-1わ が国の国 内粗 生産 の推移
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各期 間において一様 に成

長 して きたわけでは ない 。

1955年 以降におけ る成長

率 の高い部門は加工重工

部 門(粗 生産でll.4%!年 、

GDPで12.8%〆 年)で あ り、

逆 に低 い部門は農林水産

部 門、鉱業部 門、加工軽

工部 門であ る。特 に農林

水産部 門 と鉱 業部門 は近

年、粗生 産、GDPと もに

減 少す る傾 向にあ り、食

糧資源及 び鉱 産資源の海

600

置500

黒

稗400

善300

塗200
国

8100
0

1955196019651970 19751980198519901995

年

■AGR目Mn可 ㎜LIP園LIA囲HIPZHIA團CST翻SEV□ENT

図5-2-2わ が国の国 内総生産(GDP)の 推 移

外へ の依存が高 まってい ることが うかがえ る。また、期間別にみ ると1970年 代 は じめの石 油危機 と1990

年代 は じめのバ ブル経済崩壊後の期 間において経 済活動 が停滞 して きたことがわか る。

第2項

次 に、わ が国のエネル

ギー源別 一次 エネルギー

国 内供 給量 の推移 を図5-

2-3に 示 す。 石油 危 機 以

前 のエネルギー供 給量は

指数 関数 的な伸 び を示 し

て い る。1970年 代 は じめ

か ら1980年 代 半ば までは

目立 った伸 びは示 してい

ないが、 それ以降再び増

加 する傾 向を示 してい る。

エ ネル ギー源別 にみ る

と、石油 の供 給が最 も多

く、1970年 代 までの一次

エ ネル ギー供 給の伸びは

石油供給 の伸 びに よるも

の といえる。1970年 代以

降 の石油 の供 給はほぼ横

ば い状態 で、 近年の一次

エ ネル ギー供 給の伸びは

ガ スや原子 力の伸 びに よ

るものであ る。なお、太

陽光発電 や廃 棄物発電等

の一次 エネル ギー供給全

体 に占め る割合は、現在 、

ご くわずかであ る。

図5-2-4は 各 部 門 に お

わが国のエネルギー需給構造の変化11
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図5-2-4わ が 国の部門別エネル ギー需要量 の推移

けるエネルギー需要量(エ ネルギー転換部門はエネルギー統計のエネルギー部門自家消費)の 推移 を
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示 した ものであ る。電力等 への転 換や業務部 門、素 材重工部門の 需要量 の比率が高いが、1970年 以 降

の伸び率が高 い部 門は、業務部 門、家計(家 庭)部 門であ り、 いわ ゆる民生部 門におけ るエ ネル ギー

需要の比率が高 まって きてい ることがわか る。

図5・2つ に100

1955年 を基 準

と した 各部 門
(

の 粗 生 産 とエ

ネ ル ギ ー 需 要

量 の 推 移 を 示

す 。 こ の 図 よ

り、 エ ネ ル ギ

ー 供 給 量 に 対

す る粗 生 産 の

生 産 性 、 い わ

ゆ るエ ネル ギ

ー 効 率 は 、・農

林水産、建設、

鉱 業 の 各 部 門

丁

洪
§1・

覇
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エネ ル ギー 供 給 量(1955年=1)

100

一 ◇一AGR-EトMn可 一△一一LIP→ ぐ一LIA一 →←HIP

-o-r皿A一 ト ーCST一 一一SEV一 一■一ENT

図5-2-5各 部門における粗生産とエネルギー供給量の推移

で低下 してお り、加工重工部 門で最 も高 くな ってい ることがわか る。

第3項

次に、わが国の各部門

における二酸化炭素排出

量の推移 を図5-2-6に 示

す。

電力等への転換や業務

部門の排出量が多い点に

ついては前項の部門別エ

ネルギー需要と同様であ

るが、素材重工部門にお

ける二酸化炭素排 出量の

比率が高く、加工重工部

門の比率が低 くなってい

る点が部門別エネルギー

需要の推移 と大きく異な

わが国の二酸化炭素排出量の推移12

3.5

3.0

ヨヨ25

軸_孫

92・0

蚤 普15

魯1.0
11

0.5

0.0

1955196019651970 19751980198519901995

年 度

■AGR

團HIP

□ENT

目Mn可

圏HIA

團HLD

圓LIP團LIA

鰯CST團SEV

團 電 力 転 換 等

図5-2-6わ が国の部門別二酸化炭素排出量の推移

る。素材重工部門の比率が高い理 由は、鉄鋼業におけるコークスの使用、化学工業における石油製品

の利用といった産業部門の特性による。近年における二酸化炭素の排出傾向については、エネルギー

供給と同様に民生部門(業 務部門 ・家計部門)の 伸びが高 くなっている。

第3節 わが国を対象とした多部門モデルの概要

第1項 多部門モデルにおける最適解の特性13

国内産業を統合 して表現 した1部 門モデルの場合、最適化の必要条件は資本の限界価値と消費の限

界効用が等 しいことである。これは、生産された財について、資本 として来期以降の生産に供与する
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ことによる将来の効用の増分と消費による今期の効用の増分が等しいことを示している。これに対 し

て、本研究のような産業を複数に分割 したモデルについて、その最適構造を議論するために、国内産

業が部門1、部門2、 エネルギー転換部門(以 下、部門E)の3部 門から成る簡略化 した経済体系を考え

る。なお、簡略化のため、ここでは貿易等の海外との取 り引きを行わない閉鎖経済を対象とする。

MaxU=ΣtU(C1,C2)*exp(一rt)

s.t.f1(Kl,Ll,E1,XH,X21)需Cl+F11+Fl2+FIE+Xll+X12+XIE

ち(K2,L2,E2,X12,X22)=C2+F2重+F22+F2E+X21+X22+X2E

f』(KE)=E1+E2+EE

dKl/dt冨Fl正+F21一 δ1*Kl

dK2/dt=Fl2+F22一 δ2*K2

dKE/dt=FIE+F2E一 δE*KE

下 付 文 字 は 各 部 門(iニ1,2,E)を 示 す 。

各 変 数 に 対 し て 期 間tは 省 略 し て い る 。

【パ ラ メ ー タ 】r:割 引 率,δ:減 価 償 却 率,L:労 働

【変 数 】U:効 用,C:最 終 消 費,F:資 本 形 成,K:資 本 ス ト ッ ク,E:エ ネ ル ギ ー 需 要,

X:中 間 財(Xl2は 部 門1か ら 部 門2へ の 中 間 財 の 移 動 を 示 す)

【関 数 】f(・):生産 関 数,U(・):効 用 関 数

(5-1)

(5-2)

(5・3)

.(5-4)

(5-5)

(5-6)

(5-7)

以上 の定式化 において は、議 論 を簡略化 す るために家計 のエネルギー需要や部 門Eの 中間 需要 に関

する変数 は省略 して いる。 また、固定資本形成 につ いて も部門間 の移動が 明確 になるように記述 して

いる。 また、各変数 は非負の値 を とるもの とす る。

効用関数Uは 、各財1、2に 対 して二次微分可能で、限界効 用が逓減 す るように、 ∂U1∂Cl>0、 ∂2U/

∂Cl2<0、 ∂U/∂C2>0、 ∂2U1∂C22<0が 成 り立つもの と仮定す る。

部門1、 部門2に つ いては、各部 門に対 して外生的 に与え られ る労働 と、 内生変数で ある資本、 中間

財、エネルギーを生 産要素 として粗生産 を産 出する。ここで、生産 関数fの 産 出 として付加価値(GDP)

で はな く粗生産 を用 いる理 由は、各部門の中間投入 一産出 を通 じた連関構造 を とらえるこ とと、各部

門 にお いては付加価値 と最終 需要が必ず しも一致 しな いことによる。生産関数 は各要素 に対 して二次

微分可能 な一次 同次 関数 で、 各生産要素に対す る限界生産が正で あるが、その生産性は逓減 するとい

う一般 的なものを仮定 す る。一方、部 門Eは 資本(設 備)を 制 約 と してエネル ギー供 給を仮定す る。

これは、電力、石油、石炭、 ガス とい った二次エネルギーの生産 については、一次エ ネル ギー供給量

と一次エネルギーか ら二次 エネル ギーへ の転換設備 の影響が最 も大 きい と考え るためであ る。

各部門でt期 に産 出され る財は、(5-2)式 か ら(5-4)式 よ り中間消 費、 固定資本 形成 、最終消費 の3つ の

用途 に需要され る。ここで、各部 門において生産された財 は、他 の部門 とは異質のもの(heterogenous)

として評価され る。つ ま り、部 門1で 生産された最終消費財 と部門2で 生産 され た最終消費財 は明確 に

区分 され る。なお、各部 門内においては、生産 された財は同質(homogenous)で あるとす る。つま り、

部門1で 生産された財 は中間財、 固定資本形成、最終消費財のいずれの用途 にも代替が可能であ る。

各部門は、(5-5)式 か ら(5-7)式 によ りt+1期 以後 の生産 を増大 させ るため に投資 を行 う。一方、 家計 は

(5-1)式で示された効用 を最大化 す るように各財 を消費す る。

以上がモデルの全体構造で あ るが、 これまで見 て きた ように このモデルでは、財の分配、 すなわ ち

産業連関表の横 方向 に対 して定式化 を行 ってお り、所 得分配(産 業連関表の縦方 向)に つ いて の定式

化 は行 っていない。 これ は、産業 連関表 の横 方向のバ ランス式においては単純 に足 し合わせ ることが

可能であ るが、縦 方 向のバ ランス式 においては各要素にそれぞれの価格 を乗 じる必要があ るためで あ

る。なお、生 産の投 入要素 に対 す る所得配分 についてはて一次 同次生産関数 を仮定 してい ることか ら、

オイ ラーの定理 によ り生産物 は生産要素 に対す る支払いに よ り過 不足 な く配分 し尽 くされ る14。また、

上記のモデルにおいて、(5-2)式 か ら(5-7)式 のシャ ドウプライスに対 して正の値が得 られ る場合、付加

価 値=最 終 需要が成 り立つ。
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(5-1)式か ら(5-7)式 の最適化 問題をラ グランジユ乗数 λ、 μを用い る と、ハ ミル トニア ンは以下 の よ

うに表 すこ とがで きる。

H=U(Cl,C2)

+λ1*(fi-CrFlrFl2-F肥 一XlrXl2-XlE)

+λ2*(ち一C2-F21-F22-F2E-X21-X22-X2E)

+λE*(fE-E且 一E2)

+μ1*σ7H+F2「 δ1*K1)

+μ2*(Fl2+F22一 δ2*K2)

+μE*(F聾E+F2E一 δE*KE)(5-8)

(5-8)式 の λは各部 門で 生産され る財 の効 用単位 で計測 した価格、 μは各 部門 にお け る資 本ス トック

の効 用単位で計測 した レン トと解釈で き る。 このときの最適化 の必要条件 は、各制御 変数 の一次微分

が0で あ る。例えば、ClとC2に ついては、 次の2式 が最適解 を もつための必要条件 とな る。

∂H1∂Clニ ∂U/∂Cl一 λ1ニ0(5-9)

∂正レ∂C2=∂U1∂C2一 λ2=0(5-10)

(5-9)式 と(5-10)式 は、財1の 消 費に よる限界効 用 と財2の 消 費によ る限界効 用は、各部 門で産 出 され

る財 の価格 に等 しくな るこ とを示 す。つ ま り、最適解 においては財1の 消費 によ る限界効 用 と財2の 消

費に よる限界効用 の比は各財 の価格 に比例す る。同様 の操作 を他 の制御 変数 につ いて行 うと、 自己部

門の 中間財 に対 す る限界生 産性 は1に 等 し く、他 の部 門か らの中間投入 に対す る限界 生産物 の価値 は

その 中間財 の価格 に等 しくなる。 また、 資本ス トックの限界 生産物の価値は資本 ス トックの レン トに

等 しくなる。 これ らの ことか ら、 最適解 が 内点解 の とき、財1の 消費の限界効用 と財2の 消費 の限界効

用は ともに等 しくな る点 で均衡 す るようにな る。

一 方
、資本 ス トヅクの レン トの時間変動は、次の式で表 す ことがで きる。

dμ1!dt=rμ 「 ∂H〆∂K[=rμ 「 λ1∂fi1∂KE+μ1δ1(5-ll)

dμ21dtニrμ2一 ∂H!∂K2=rμ2一 λ2∂fy∂K2+μ2δ2(5-12)

dμEldt=rμE一 ∂H〆∂KEニrμE一 λE∂fE1∂KE+μEδE(5-13)

(5-ll)式 か ら(5-13)式 は、各部 門におけ る資本 ス トックの レン トの時 間変化 は時間選好率(割 引 率)

+資 本減耗率 一資 本ス トックの限界生産性に等 しくな ることを示 してい る。

以 上の経 済活動 を表現 したモデルに対 して、二酸化 炭素排 出量の抑制政策 を導 入す ると、新 たに次

の制約条件 が付 け加 わ る。

ΣiEi*cei≦CO2(5-14)

cei:二酸 化炭素排 出原単位CO2:二 酸化炭素排 出制約

(5-14)式 に対 す るラグラ ンジ ュ乗数 を ηとし、上記 と同様 の操作 を行 う と、各部 門にお けるエネル

ギー価格 がcei*η だ け増大 す る。 これに伴い、財1,2の 価格 は増大 し、(5-9)式 、(5-10)式 よ り財の消費 に

よる限界効用 は増大 す る。限界効用は財 の消 費の増 加 に伴 い逓減 す ると仮定 してい るので 、限界 効用

の増 大は効用 の低下 を意 味 する。 また、 二酸化 炭素排 出量 の削減 に対 す る限界費用 が各部 門におい て

ηに等 しくな るように、各部門の二酸化炭素排 出量が決定 され る。

第2項 日本モデルの設定

前項でみたように、本モデルは財の分配を中心にモデル化を行ってお り、各産業部門の費用や財の

価格については、最適解 におけるシャ ドウプライスとして計算される。つまり、社会全体が財の均衡

価格をシャ ドウプライスに一致するように設定 し、取引を行 うという規範的なモデルである。また、

本研究ではいわゆる省エネ機器の導入については設定 していない。このため、地球温暖化経済システ

ム検討会報告書にあるような省エネ機器の導入によりGDPが 増大する可能性 を示唆するものではなく、

二酸化炭素排 出量の削減によ り生 じる経済的な不効用をどのように緩和させることが可能か というこ

とを示すシナ リオ分析 となっている。
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本項 では、 日本 を対象 にシ ミュレー ションを行 うにあた り、必要 とな るパ ラメー タの設定 やモデ ル

の仮定 等について説 明する。モデル全体 の構 造を図5-3-1に 、モデル の変数 の一 覧を表5-3-1に 、モデ ル

を構成 す る制約式 の一覧 を表5-3-2に それぞれ示 す。なお、個 々の制 約条件 については 【付録5-1】 に

示 す。
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図5-3-1本 章の多部門モデルにおける財の フロー

(1)対 象期 間

基準年 を1990年 とし、1期5年 、2030年 までを対象期 間 としてい る。

(2)部 門分割

本分析 では、表5-2・2に示 したように国民経済計算 を もとに産業部 門 を9部 門に分 割 し、 この部門分

割 に合 致す るようにエネルギー統計の各部門 も再構成 してい る。なお、本研 究では国民経済計算の家

計部 門 とエネル ギー統計 の家庭 を同一のカテゴ リー とみなす。

(3)効 用関数

経済学においては、合理的な経済主体が予算制約のもとで、企業においては利潤最大化、消費者に

おいては効用最大化 を目標 に行動するとされている。本章では、消費者の効用を目的関数とし、これ

を最大化するように各主体が行動するものとしている。

本章の多部門モデルの行動規範 となる効用は、各期 ごとにエネルギーを除 く各部門の最終消費財を

外生的に与えた人口で除した1人 当た り最終消費をコブダグラス関数で結合 した合成財で評価 し15、こ
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表5・3-1日 本 を対象 に した多部門 モデル の変数 一覧

変数名1内 容1単 位

Y(T,ST) 粗生産 兆円

K(T,ST) 資本ス トヅク 兆円

X(T,IP,OP) 中間投入 兆円

STED(T,ENE,ST)
部門別二次エネルギー需

要量
lol4kcal

COG(T,ST) 最終消費 兆円
ING(T,ST) 固定資本形成 兆円

INV(T,ST) 投資 兆円

EH(T) 家計エネルギー需要量 1014kcal

肥D(T,ENE)
家計二次エネルギー需要
量

lol4kcal

PE(T,ENE) 化石燃料供給 lol4kcal

DP(T,ENE) 化石燃料国内産出量 lol4kcal

FFSDU(T,ENE) 化石燃料直接需要 1014kca1

FFSEG(T,ENE) 化石燃料発電需要 lol4kcal

TPE(T) 一次エネルギー総供給 1014kcal

RES(T,ENE) 埋蔵化石燃料 1014kcal

NFE(T,ENE) 非化石燃料電力発電量 100万kW

ELECS(T) 電力供給 100万kW

FFEG(T,ENE) 火力発電所発電量 100万kW

E㏄AP(T耳NE) 発電所発電容量 100万kW

EINV(T,ENE) 発電所投資 兆円

ETCS(T)
エネルギー転換資本ス

トック
兆円

ETCI(T) エネルギー転換投資 兆円
CO2(T,ST) 部門別二酸化炭素排出量 億tc

CO2H(T) 家計二酸化炭素排出量 億tc

TCO2(T) 総二酸化炭素発生量 億tc

SECTCO2(T)
産業部門二酸化炭素発生
量

億tc

FFNX(T,ENE) 化石燃料純輸出 1014kca1

NETX(T,ST) 産業部門純輸出 兆円

TRCO2(T,ST)
産業部門二酸化炭素排出
権取引量

億tC

UT皿,皿Y 効用(割引現在価値) 一

注:括 弧 内 の 記 号 は 、T:期 間、ST:部 門(Pは 投 入部 門 、

OPは 産 出部 門)、ENE:エ ネ ル ギー 種 を そ れ ぞ れ 示 す 。

れを各期の人口と割引率(3%1年 と設定)に よって重

み付け した後に、すべて足 し合わせたもので評価する。

コブダグラス関数の設定により、各期における各最終

消費財間の代替は可能であ り、その代替弾力性は1と

なる。各最終消費財のシェアパラメータは1990年 の実

績値をもとにしている。また、建設部門からの最終消

費は国民経済計算上は0で あるが、本章では住宅投 資

表5-3-2

制約条件名 方程式の内容

PRDG(T,ST)資 本 ・労働の統合

TPRDMT,ST粗 生産関数CES生 産関数

DISTT,ST粗 生産の配分

FDくCT固 定資本需給

INGRT,IP固 定資本供給の関係

CAPST,ST資 本蓄積

TCT,ST投 資の終端条件

肥NECT家 計エネルギー需要

EXTRCTT,FF化 石燃料産出

UPEXT,FF化 石燃料産出上限

FFST,FF化 石燃料供給

PRIMEST一 次エネルギー供給

TRADEEQT貿 易バランス

TFFDCT石 炭需給

TFFDOT石 油需給

TFFDTガ ス需給

FFEST,FF火 力発電所発電量

ELECT電 力供給量

EPGST,ENEI発 電設備 による発電量制約

EPGIT,ENEI発 電部門資本ス トック蓄積

EGFF廿T,ENE火 力発電電力供給増加上限

EGFFLT,ENE火 力発電電力供給減少下限

EGNFUT,ENE非 火力発電電力供給増加上限

EGNFT,ENE非 火力発電電力供給減少下限

・ELFEC(・)幸 至ル蓄諸 換部門総エネル

・E一(T,ENE2)言 舗 蓄叢 換部門化石燃料

エネルギー転換部門電力自己SELFECLE(T)

消費下限

化石燃料精製設備による化石ETCAP(T)
燃料供給制約

ETC・(・)籍 石燃料精製資本ス トック蓄

ETINVTエ ネルギー転換部門投資

ENEDFFT,ENE2非 電力二次エネルギー需給

ENEDET電 力エネルギー需給

肥DEMFT,ENE2家 計化石燃料需要下限

HEDEMET家 計電力需要下限

HEDEMT家 計総エネルギー需給

STCO2T,ST部 門別炭素排出

エネルギー転換部門二酸化炭ETCO2(T)

素排出
HECO2T家 計二酸化炭素排出

INDCT産 業部門二酸化炭素排出

TOTCO2T総 二酸化炭素排出

TRADECO2T産 業部門間排出権取引

UTIL効 用関数 目的関数

多部門モデルの制約式一覧

を建設部門か らの最終消費とする。なお、効用にエネルギー消費を含めない理 由として、エネルギー

消費は効用最大化の目的ではなく、むしろ他の財の消費に付随する派生需要と考えるためである。

(4)生 産関数

本研究では、 トップダウン型の生産関数を用いたモデルとしている。これは、第3章 でも述べたよ

うに、ボトムアヅプモデル と比較 してパラメータの設定などモデルの構築が容易であることによる。

各部門はそれぞれ各部門固有の財のみを生産するものとし、他の部門で生産される財を産出すること
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はな く、生産工程 も1つ としてい る。

エネルギー転換部門 を除 く各 産業部 門は、資本、労働、エネル ギー、非 エネルギー中間財を投入要

素 として粗生産を産 出 し、 産出された財 と輸 入 された財 を中間消費、最終消 費、固定資本形成、輸 出

の各需要に供 給す る とい う生産構 造を有 する。 これ ら投入要素の うち、 資本 は国民経 済計算にお ける

民間企業 資本ス トヅクと一般政府及 び対家計民間非営利団体の固定資産 か ら、 労働は国民経済計算 の

就業 者数 か ら、エネルギー は総合 エネルギー統計か ら、非エネル ギー 中間財 は産業 連関表お よび国民

経 済計算 か ら、 それ ぞれ本章 の部 門分割 に合 うようにデータを修正す る。

生産関数 は、資本、労働、 エネル ギーか らな るエネルギーを含 む付加価値投 入要素 と非エネルギー

中間財か らな る中間投入 要素の2つ に分割 し、 これ らが レオ ンチ ェ フ型生産関数 によ り結合 され るも

の と仮定 してい る。 すなわ ち、粗生産 をY、 エネルギー を含 む付 加価値投 入要素 をG、 中間投 入要素

をMと す ると、以下の ように表せ る。

Y=m血(GlaG,M/aM)

aG:付 加価値係数、aM:中 間投入係数

これは、投 入要素の うち、資本 ・労働 ・エネルギー とそれ以外 の 中間財 の間には代替 関係 がな く、補

完的な関係 であるこ とを意 味す る。

エネル ギーを含 む付 加価値要素 は、 資本 ・労働 とエネルギーが弱分離可能で あ ると仮定 す る。資本

投 入 と労働投入はCES生 産関数 によ り付加 価値投 入要素 に結合 され、各 エネル ギー種(石 炭 ・石 油 ・

ガス ・電力)は コ ブダグ ラス関数 によ りエネルギー投 入要素 として結合 され る。そ して、付加価値 投

入要 素 とエネルギー投入要 素がCES生 産関数 に よ りエネルギー を含 む付加 価値 投入要素 に統合 され る

もの とす る。すなわち、エ ネル ギー を含 む付加価値投入要素 をG、 資本 をK、 労働 をL、 エネルギーを

Eと す ると、次 のように表 す ことが で きる。

G=g(f口く,L),h(E))

眠L)=a[(1-b)K一 ρ拝brρ 慧一1〆ρf

h(E)=EC咀oqEGEES

9(£h)認【xf一ρ9+yh一ρ9】一…1ρ9

飴):付 加価値投入要素生産 関数,L(・):エ ネル ギー投入要素生産関数,
』
g(・):エ ネルギー を含む付加価値 投入要 素生産 関数,

1-b:資 本分配率,b:労 働分配率,

ρf:資 本 ・労働 間代替パ ラメー タ(=11(1+σ ∂,σf:代 替弾 力性),

EC:石 炭投入,EO:石 油投入,EG:ガ ス投入,EE:電 力投入,

p:石 炭 シェア,q:石 油 シェア,r:ガ スシェア,s:電 力シェア,

ρg:付 加価値要素 ・エ ネル ギー投入要素間代 替パ ラメータ(=11(1+σg),σg:代 替弾力性),

a,x,y:パ ラメータ

資本 ・労働 間の代替パ ラメータ ρρ 推 計は、以下のように行 う。最適解 において、 労働 の限界生 産

性 は労働価格、 すなわ ち賃金 に等 しくなることか ら、

∂∬∂レw

w:賃 金

が成 り立つ。これ を整理 す ると、

w=(f(K,L)几)1+ρ 亀　ρも

とな る。両辺 の対数 をと り、過去 にお け る付加価値投 入、労働、賃金 か ら、資本 ・労働 間の代替パ ラ

メータ ρfを回帰分析 によ り推計す る。推計結果 を表5-3-3に 示 す。 また、パ ラメータaは 、初期年 にお

け る資本分配率、労働分配率、 回帰 によ り得 られた代替パラメータ ρfから決定 す る。

次に、 エネル ギー投入 と付加価値投入 間の代替パ ラメータ ρgの推 計方法 を示す。エネルギーを含 む

付加価値投入 に関するデー タの制約上、g(恥)=Yと してg(£h)の各パ ラメータの推計 を行 う。この とき、

生産活動 によるすべ ての売 り上 げは付加価値投入 とエ ネル ギー投入 に配分 され ないので、g(£h)の パラ
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メータにおいては、各投入要素 のシェア を用 い るのではな く、別途計算 を行 う。投 入要素間の代替 パ

ラメータ ρgは先の ρfと同様 の方法 に よる。最適解 において、 エネルギー の限界 生産性 はエネル ギー

価格 に等 しくな るという関係 を整理 す ることによ り次式が導かれ る。

ep=(Y血(E))1+ρ9y

ep:エ ネルギー価格

この両辺の対数 をと り、過去 の粗 生産、 エネル ギー投入、エ ネル ギー価格 をも とに回帰分析 を行 うこ

とで ρgを推 計 する。代 替弾力性 の推計結 果 を表5-3-3に 示 す。 なお、エ ネル ギー価格 は、エネ ルギー

投 入の生産 関数 の双対型 であ る価格 関数 を用 い る。パ ラ メー タyは 推 計 した代 替パ ラメータ と初期 年

にお けるエネル ギー価格 、粗生産 、エネル ギー投入 を用いて上式 よ り計算 す る。 また、パ ラメータx

はg(£h)の定義式 に各変数の初期年 の値 を当てはめ ることに よ り計算す る。

表5-3-3各 部 門 にお け る代替 弾力性の推計結果

1.資本一労働間代替弾力性

lIAGRIMD可ILIPlLIAIH工PlHIAICSTISEV

代替弾力性 0.78 2.56 1.64 0.90 2.08 2.33 0.67 0.74

t値
■

13.84 16.41 19.47 92.26 37.42 28.74 23.31 48.09

重相関係数
■

0.84 0.88 0.91 1.00 0.97 0.96 0.94 0.98

2.エネルギー一付加価値間代替弾力性

睡*AGRIM込 「1**LIPI**LIAlHIPIHIAI紳*CSTl***SEV

代替弾力性 1.02 0.44 0.42 0.83 0.45 0.28 0.44 0.18

t値
■

3.79 258 8.29 1.36 9.14 1052 2.49 5.63

重相関係数
■

0.54 0.20 0.72 0.03 0.76 0.80 0.19 0.55

注:表 中の値は、資本一労働間代替弾力性の推計は1955年 ～1993年 のデータの回帰か ら、エネルギー一付

加価値間代替弾力性の推計は1965年 ～1993年 のデータの回帰か ら得たものである。

エネルギーデータは 『総合エネルギー統計』、経済データは 『国民経済計算』を利用。

資本一労働間代替弾力性は、Ln(実 質賃金)=a*Ln(実 質付加価値1就業者数)+bの11aに 相 当。
エネルギー一付加価値間代替弾力性は、Ln(実 質エネルギー価格)ニa*Ln(実質粗生産1エネルギー投入)+b

の11aに相当。

エネルギー価格はエネルギー投入関数の双対型である価格関数よ り算出 している。

実質賃金は 『国民経済計算』の国内総生産デフレータ(合計)に より実質化 している。
*1980年 以降のデータをもとに推計。
艸 エネルギー価格として各二次エネルギーのエネルギー価格をエネルギー需要によわ重み付けした価格

を、エネルギー投入 として各二次エネルギーの合計をもとに推計。
***エ ネルギーの代わ りに付加価値投入を用いて推計。付加価値価格は付加価値投入の双対型よ り算出。

なお、労働投入 は各部 門 に対 してパ ラメー タ と して外生 的に与 えて い る16。表5-3-4に 本モ デルにお

いて設定 した労働成長率 を示す。 なお、 この労働成長率は、単 なる労働供 給量の増加 を示 すのではな

く、技術進歩等も加 味 した潜在的経済成長率で ある。

表5-3・4本 分析 で設定 した労働成 長率(%!年)

期間IIAGRlMNILIPILIAIHIPlHIAICSTISEVIENT

1990年 ～2000年 0.30 0.10 2.27 2。08 2.49 6.12 1.90 2.56 2.22

2000年 ～2010年 0.25 0.10 1.89 1.74 2.08 5.10 1.59 2.13 1.85

2010年 ～2020年
■

0.20 0.10 1.51 1.39 1.66 4.08 1.27 1.71 1.48

2020年 ～2030年 0.15 0.10 1.13 1.05 1.25 3.06 0.96 L28 1.11

次 に、 中間投入要 素は、エ ネル ギー転換 部門 を除 く各部 門か らの 中間財 をコブダグラス型生産関数

によ り結合 するこ とで計算 され る。すなわ ち、各 中間投入要素 間の代替弾力性は1で あ る。表5-3-5に1990

年 の投入産 出表 と1990年 におけ る変数 の初期値 を示す17。

(5)エ ネルギー供給

エネルギー転換部門における生産構造のモデル化は、化石燃料 と水力、原子力、太陽光などの一次
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表5-3-5多 部 門モデルにおけ る初期パ ラメータ

11AGRIMINILIPILIAIHIPIHIAIcsTIsEvIENrl中 間 消 費 計

AGR 3.06 0.00 0.03 11.30 0.12 0.03 0.22 3.89 0.00 18.65

㎜
■

0,00 0.01 1.22 0.12 1.72 0.04 L21 0.02 7.64 ll.97

LIP

■

0.24 0.00 5.29 3.85 1.11 1.75 8.29 2.34 0.03 22.90

LIA 2.13 0.06 1.18 22.45 L91 7.71 7.69 2i.94 0.32 65.38

田 1.00 0.07 0.99 8.22 33.66 15.36 14.00 8.84 0.21 82.35

皿 0.31 0.20 0,34 1.21 1.49 52.40 3.76 8.34 0.95 68.99

CST 0.05 0.01 0.20 0.25 0.50 0.42 0.35 4.05 0.62 6.46

SEV
■

0.63 0.40 1.80 6.82 6.24 11.02 10.05 70.38 2.63 109.97

ENT 0.49 0.28 1.24 1.90 5.58 2.22 2.16 10.76 2.20 26.83

中間投入計
1

7.90 1.04 12.28 56.12 52.33 90.95 47.73 130.56 14.59 41350

石炭投入
1

0.00 0.00 0.73 0,06 3.27 0.05 0.00 0.07 0.38 456

石油投入
■

1.14 0.04 0.67 1.70 3.63 0.20 053 8.88 0.96 17.74

ガス投入
■

0.00 0.00 0.05 0.07 0.21 0.12 0.00 0.36 0.09 0.89

電力投入 0。03 0.02 0.74 0.79 1.34 0.57 0.OI 159 036 5.46

資本ス トヅク
1

88.04 2.18 25.94 60.16 87.36 78.72 25.20 615.28 70.94 1053.81

労働
■

0.56 0.01 0,10 0.62 0.23 059 0.62 3.64 0.06 6.43

投資
1

5.21 0.19 2.61 6.41 8.77 12.24 3.93 65.19 5.76 llO.29

粗生産額
1

23.19 350 23.84 126.15 89.05 165.56 86.06 312,95 35.14 865.44

輸入 2.96 8.49 0.84 9.71 5.70 6.20 0.00 7.11 2.06 43.07

総供給
1

26.15 11.99 24.68 135.86 94.74 171.76 86.06 320.06 37.21 90851

中間消費計 18.65 U.97 22.90 65.38 82.35 68.99 6.46 109.97 26.83 413.50

最終消費
■

7.17 0.00 0.99 64.62 6.32 23.42 26,15 196.91 10.06 335.63

固定資本形成
騨

0.28 0.00 0.00 3.23 0.45 48.68 53.45 6.39 0.00 112.47

輸出
■

0.05 0.02 0.79 2.64 5.63 30.67 0.00 6.79 0.32 46.91

単 位:石 炭 投 入 ～ 電 力 投 入:1014kcal,労 働:1000万 人,そ の他:1990年 価 格 兆 円

エ ネル ギーか ら石油 、石 炭、ガス、電力 の二次 エネル ギーに転換 され る過程 を対象 としてい る。発 電

は石 炭火力、石油火 力、 ガス火 力、水 力、原子 力、新 エネルギー発電 の6つ の発電設備 を設定 して い

る。モデル化 においては、他の産業部門 と異 な り、生 産関数 に よる評価 ではな く、転 換設備 による最

大二次 エネル ギー生 産量を規定 し、さ らに一次 エネル ギー供 給量 の制約 下で各種 二次エネルギー を各

産業部門及び家計に供給す るもの としてい る。また、石油 の一部はガスに転換 され るもの として いる。

以上 の ことか ら、 エネルギー転換 部門 について は投入 要素 は資本ス トック以外 に評価 され るものは な

い。つ ま り、資本 ス トック以外 の投入要素 につ いて の制約 がない状 況では、中間投 入やエネルギー 自

己消 費が最適解に おいて0と 評価 され る。 そ こで、エ ネルギー転換部 門におけ る非エ ネル ギー 中間消

費 に関 して は初期年 におけ る中間消費全体に対 するエネル ギー転換部 門への配 分比で、エネルギー転

換部 門におけ るエネルギー 自己消費量の合 計は、総一次エ ネルギー供給量に比例 す るもの として いる。

自己消費の各二次エ ネル ギー需要は、その シェアに対す る下限値 が1990年 におけ る各二次エネルギ ー

の シェアに対 して5%〆 年ずつ、 最大で25%ま で下が るこ とを許 容 し(電 力 に関 しては1990年 にお ける

シェアを下限 とする)、 これを満たす ように各二次エ ネル ギーを需要 す る。また、各発 電設備 にお け

る電力供給量の変動は、上限、下限 をそれ ぞれ8%!年 、5%〆年 と設定 して いる。 これは、各設備か らの

電力供給が非連続 的に変動す ることを防 ぐためであ る。

一次エ ネルギー供給 に関す る設定(資 源埋蔵量、資 源貿 易量 な ど)と 、 エネルギー転換部 門 にお け

る資本 ス トックと二次 エネルギー生産量の関係(い わ ゆ る資本係数 に相 当す る)、 発 電効 率、発電設

備 の施 設利用率、送電 ロスに関 する各パ ラメータは1990年 の実績値 も しくは想定値 に基づ き、表5-3-6

の ように設定 す る18。なお、発 電量の伸 び率 の上限及び 最大発電量 は長期 エネルギー需給見通 しを参

考 に設定 してい る。 また、化石燃料埋蔵量 の新規発見分 はないものと してい る。
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表5-3-6電 力供給 に関す るパ ラメータの設定

石炭火力

(COAL)

石油火力

(OIL)

ガス火力

(GAS)

水力

(HYD)

原子力

(NUC)

新 エ ネ

(NEW)1

既存容量μ00万kW】* 23.00 70.50
　

3550 37.80 31.60 14.00

効率[%] 39 39 39
一 一 一

設備単価[千円濫w】**
■

300 190 200 600 310 650

設備利用率[%]桝
■

75 40 60 30 75 25

送電ロス[%1 5.7,

初期年投資[10億 円]+
■

822 821 628 1335 1164 461

設備寿命[年]
■

15 15 15 40 16 20

発電量増加率上限[%1年] 一 一 一 150 3.00 3.00

最大発電量[100万kWh]+←
■

一 一 一 134747 505693 一

1

石炭
(COAL)

石 油

〔OIL)

ガ ス

(GAS)

輸入量[10'㌔ 副 7.42 27.89 4.64

国内産出劉lol、cal】

■

0.63 0.06 0.21

輸出量[10'、c娼
■

0.13 1.42 0.00

輸入増加率上限【%1年] 1.00 035 2.00

埋蔵量[101㌔ 副
■

36.55 0.75 353

炭 素 排 出 量 【tC1106k。・1」

■

0.10 0.08 0.06

注:*火 力発電の既存容量については1990年 の実績値をもとに、化石燃料の直接利用を含めた需給がバラ

ンスするように修正を加えている。また、新エネについては地熱 ・コージェネ等を含み、既存容量

については1990年 のエネルギー供給量 と設備利用率から設定 している。
**新 エネルギーの設備単価は2000年 までは毎年10%ず つ安価になる(2000年 で23万 円1kW)が 、それ以

降は一定と仮定 している。
*紳石炭火力 とガス火力は最大設備利用率が70%に なるまで毎年2%ず つ上昇させる。

水力発電についても最大設備利用率が45%に なるまで毎年2%ず つ増大させる。

+初 期年投資は施設単価 と設備更新実績をもとに設定 している。

+←最大発電量は、水力については年間可能発電電力量、原子力については現状の2.5倍 としている。

(6)家 計部門 におけるエ ネルギー需要

家計部門 におけ るエネル ギー 需要 は、最終消費支 出を所得 とみな して所得弾 力性 を推 定 し、最終消

費支 出を説明 変数 として決定す る。家計部門 におけ るエネルギー需要の推計結果 を表5-3-7に 示 す。各

二次エ ネル ギー種 の需要 は、エネルギー転換部 門におけ るエネルギー 自己消 費 と同様 に、化石燃料 の

シェアに対 す る下限値 は1990年 におけ る各 シ ェア に対 して5%1年 ずつ最 大で25%ま で下 が ることを許

容 し、電力 に関 して は1990年 にお け るシ ェアを下限 とし、 各

二次 エネル ギー需要 の合 計 が最 終消 費か ら決定 され る家計 全

体 のエネル ギー需要 を満た す ように決定 され る。な お、家計

部 門にお ける最終消 費支 出は、エ ネル ギー を除 く各財 の最終

需要 を合計 す るこ とで計算 してい る。 これ は、エネル ギー供

給 はカ ロリーべ一スで評価 されてい るためで ある。

表5-3-7家 計 におけ るエ ネル ギー

需要 の推 計

所得弾力性 0.963

t値 33.852

重相関係数 0.97

推計期間 1955年 ～1992年

(7)固 定資本形成 と投資

前項の簡略モデルにおいては、固定資本形成の部門間の移動も明確に記述 したが、データ上の制約

もあ り、各部門の固定資本形成への需要は1つ にまとめている。各部門の固定資本形成は、投資財 と

して各部門に配分され、次期の資本ス トックとして蓄積される。各部門で生産される固定資本形成の

部門による違いを明確化するために、各年の固定資本形成の比率は初期年の50%を 下限として設定す

る。これは、供給過剰な特定の部門の財だけが固定資本形成 として供給されることを防ぐためである。

初期年における各部門の投資は、国民経済計算の進捗べ一スの民間企業新設投資額 と公的投資をも
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とに設定 している。なお、(3)の 効用関数の項 目でも説明したように、住宅投資は家計における建設

部門か らの最終消費 とみなし、投資か らは除外する。また、初期年における資本ス トックは取付ベー

スの民間企業資本ス トヅクと一般政府及び対家計民間非営利団体の固定資産か ら設定 している。ただ

し、エネルギー転換部門の各設備については、表5-3-6に示すように、初期年における設備増を投資額

に、設備を資本ス トックにそれぞれ変換 している。各年におけるエネルギー転換部門を除 く各部門の

投資は、1990年 を基準に10%!年 の増加率での伸びを上限 としている。

この各部門における投資の総和が固定資本形成の各部門の総和を上回らないように、制約条件を設

定する。これにより、最終消費の合計は付加価値投入に対する所得配分のうち投資以外の所得の合計

に等 しくな り、最終消費が内生的に決定 されることになる。

(8)貿 易 と海外投資

前項 の簡略モデルで は貿 易を無視 したた めに完全 な閉鎖 経済 となってい る。本章にお けるモデル は

日本1力 国のみ を対象 と してお り、他 の地域 について は取 り扱 ってい ない。 しか しなが ら、わが国 の

経済活動は、他の国や地域 と密接 な関係 を持 ち、財 の輸出入は総 需要、総供給の5%近 くを占めるに ま

でな ってお り、貿易黒字の問題が 日米 をは じめ とす る外交の場 にお いて取 りざたされて いる。そこで、

本章の多部門モデル において も貿易を取 り入れ る。

本来 な ら、貿易は 日本 国内だけでな くそ の相手 国 との関係 で決定 され るものであ るが、本章 にお い

ては 日本のみ を対象 として い ることか らそう した貿易相 手国を考慮 に入 れた分析 を行 うことは不可能

であ る。そ こで、貿易 に対 してはエネル ギー を含 めた各部 門において、供給過剰 な部門は財 を海外 に

輸出 し、代わ りに需要超過 な部 門は財 を輸入 し、 日本 国内の貿易収支(Σ 純輸 出)と 海外 純投資(資

本収支)及 び海外へ の経済援助(移 転 収支)の 実質値 の合計が均衡 す るよ うにモデル化 を行 って いる。

化石燃 料 につ いては物量単 位で表 されて いるが、わ が国の発 電設備 におけ る発 電単価の算定に用い ら

れて いる化石燃料価 格の見通 しユ9等か ら表5。3-8に示す よ うに価格 を設定 して いる。なお、財 の輸 出入

量は、1990年 の輸 出入の実 績を基 準に2%〆年の増 加 を上限 としてい る。

海外投 資や経済援助 は外生 的 に与 えて いる。海外投 資 表5 -3-8化 石燃料価格 に関 する設定

は、初 期年 にお いて10.982兆 円(1990年 にお け る純対 外

直接投 資、純輸 出延 払信用 、純対外借 款、純 対外証券 投

資 の合 計)と し、2%〆年 で増 加 す るもの として い る。 ま

た、海外へ の経済援 助は初期 年 にお いて0.777兆 円(1990

年の移転 資本)と し、2010年 までは12%1年 、それ以 降は

5%1年 で増加す るもの と してい る。 これは、わが国のODA(0缶cialDevelopmentAssistance:政 府開発

援助)の10%削 減方針 に対 して国際連合 事務総長 が是 正 を求め るこ とを期待 す ると述べ る20な ど、わ

が国 に対す る海外援助へ の貢献が ます ます期待 されてい るためであ る。また、この ように、海外投資 ・

経済援 助を貿易に均衡 させ る理 由は、国 内にお ける所得の三面等価 を保証 するためであ る。このた め、

海外投 資や海外援助 の増大 は貿易黒字の増大 を意 味す る。 また、本章 の分析 においては取 り扱 って は

いないが、国 際排 出権取 引を行 う場合 も排 出権 の購 入 を海外投資 と同様 に取 り扱 うことでモデル化 が

可能であ る。 この点 については次章の2国 モデルにおいて取 り扱 う。

なお、貿易や海外投資 を通 じた環境負荷 の移転 に関す る議論が あ るが、 ここではそ うした問題点 に

ついて は取 り扱 って いない。すなわ ち、貿易 をわが国全体の経済水準 を効 率的に高め る手段 と して の

み とらえる。

II石 炭1石 油1ガ ス

1990年 価 格

(円11000kcal)
1.16 2.20

'2
.25

価格上昇率

(%1年)
1.4 2.3 2.6

第3項 多部門モデルの予備 的 シミュ レーシ ョン

将来 にお けるシ ミュ レーシ ョンを行 う前 に、前項 で構築 したモデル が どの程度過 去の実績 を反映 た

もの とな ってい るかについて予備 的な シ ミュレー ションを行 う。ここで は、1970年 を基準年 とし、1995

年 までの5期25年 間を対象 にシ ミュ レー ションを行 う。ただ し、貿易 に関する制約条件(㎜EEQσ))
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は用いず、化石燃料を除 く各部門の財の海外 との取 り引きは実績値を用いるものとする。これにより、

国内において生 じる超過需要は海外からの援助や投資を行い、超過供給は海外へ援助や投資を行 うこ

とで、そうした国内における財の需給の不均衡を解消 してきたと解釈する。

シ ミュ レーシ ョンの結

果 を図5-3-2と 図5-3-3に

示 す 。 図5-3-2で は 、 各

部門 にお ける粗生 産 につ

いて1970年 の値 を基 準に、

計算値 を横軸 に、 実績値

を縦軸 にそれぞれ とった

もので ある。実績 値 と計

算値 が一致 していれば傾

きが1の45度 線 に一致 す

る。実績値 と計算 結果の

比較 よ り、本 章のモデル

では農林水 産部 門や鉱業

部門、素材軽 工部 門、素

材重工部 門、加工重工部

門 を過大評価 してい るこ

とが わか る。その理 由 と

して 、 これ らの部 門 は資

本 と労働 間の代替弾力性

が高 い部 門であ り、 その

影響 に よる。特に、鉱業

部 門については1970年 以

降の生産実績がマ イナス

となってい るのに対 して

計算 値では高 い伸び とな

ってい る。 これは、 モデ

ルで設定 されて い る生産

構 造では、鉱業部 門 も他
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図5・3・3二 酸化 炭素排 出量 にお ける実績 値と

計 算値 の相違 【1970年～1995年 】

の部 門 と同様 に成 長す る必要が あ るためであ る。

一方、図5-3-3は 各部 門にお ける二酸化炭素排出量について、図5-3-2と 同様 の結果 を示 した ものであ

る。先の粗 生産 と同 じ傾 向を読 み とるこ とが で きるが、 こち らの方がば らつ きは大 きい。

これ らの結果は、第3章 において示 した 「モデル分析 にお いては構 造の大 きな変化 を とらえ ること

がで きない」 という問題点 を示 す ものであ る。 なお、 わが 国全体 の経 済活動では計算値 と実績 値にお

いてそれほ ど大 きな相違は見 られず、経済活動全体 を評価す るという点 においては問題 ない とい える。

第4項 シナ リオの設定

本研究では上記の最適化モデルを計算するにあたり、二酸化炭素排出量に関 して以下に示すシナ リ

オを設定 している。

① 現状推移シナ リオ:二 酸化炭素排 出量の削減 に対 して何 ら対策をとらないシナ リオで、他のシ

ナ リオの結果 と比較する際の基準 となる。

② 日本全体の二酸化炭素排出削減シナ リオ:日 本全体の二酸化炭素排 出量を抑制するシナ リオで

ある。産業部門だけでな く家計部門における二酸化炭素排出量 もその対象 とな り、各部門

78



に対 して個別に二酸化炭素排出量の制約を課すのではな く、わが国の経済的効用が最大 と

なるように、意思決定者が家計を含む各部門の二酸化炭素排出量の上限を決定するシナリ

オである。このため、(5-14)式の制約条件の左辺に家計からの二酸化炭素排出量を加えた制

約条件を標準シナ リオに付加 した構造となる。二酸化炭素排出量の上限として、

a)1990年 の水準に安定化させるシナリオ

b)2000年 から2020年 まで二酸化炭素排出量を0.5%!年 ずつ削減するシナ リオ

c)2000年 か ら2020年 まで二酸化炭素排出量を1.0%!年 ずつ削減するシナリオ

d)2000年 から2020年 まで二酸化炭素排出量を1.5%!年 ずつ削減するシナリオ

の4つ のシナ リオを想定している。

③ 産業部門二酸化炭素排出削減シナ リオ:産 業部門全体の二酸化炭素排出量を抑制するシナ リオ

であり、各産業部門に対する個別の排出制約は考えないシナ リオである。つま り、意思決

定者が全体の効用が最大となるように各部門の排出上限を配分するものである。この場合、

家計に対する制約は考慮 に入れない。このシナ リオについても② と同じa)からd)の4つ のシ

ナ リオを想定 している。

④ 各部門別二酸化炭素排出削減シナ リオ:こ のシナ リオは、各産業部門に二酸化炭素排出量の上

限を設定するものである。このシナリオについても②、③ と同様にa)からd)のシナ リオを想

定 している。なお、このシナリオでは各部門間の排出権取引は行わない。また、このシナ

リオでは、a)か らd)の二酸化炭素排出量の削減率の各シナ リオに対して、各部門への二酸化

炭素排出量の配分シナ リオとして、次の2つ を設定する。

i)1990年 の二酸化炭素の排出実績に応 じて配分するシナリオ

ii)1990年 の粗生産あた りの二酸化炭素排出量が最 も少ない部門に一致するように炭素

を各部門に配分 し、残 りの二酸化排出量を各部門の1990年 の排 出実績 に比例 させて

配分するシナリオ

このうち、ii)の配分方法は第2章 で示 したIPCCが 議論 している排出量の配分方法のうち、

排出基準量か らの垂離を配分する方法に相当するものである。

⑤ 発電時における間接的二酸化炭素排出量考慮シナ リオ:③ 、④の二酸化炭素排出量に関する制

約は、各部門の化石燃料の直接消費量に基づく二酸化炭素排出量であり、エネルギー転換

部門において電力等に転換される際に排出される二酸化炭素は、各部門が電力を消費する

にもかかわ らず各部門の二酸化炭素排出量に含 まれず、エネルギー転換部門の二酸化炭素

排出量に含 まれ る。このシナ リオは、③、④のシナ リオそれぞれに対 してエネルギー転換

部門の発電時の二酸化炭素排出量を、各部門の電力消費量に比例 して配分 し、各部門の二

酸化炭素排出量を化石燃料の消費による直接排出量と発電時の間接排出量の合計で評価す

る。このシナ リオで表現 した配分では、電力生産時の炭素税を各最終需要部門に負担させ

ることに相当する。なお、④・ii)の排出実績 と排出効率の乖離分を配分する方法に対しては、

表5-3-9シ ナ リオ別 炭素排 出制約(2000年,単 位:億tC/年)

シナリオllAGRIMINILIPILLへIHIPIHIAlCSTISEVIENTI肌D

①現状推移 一1-1-1-1-1-1-1-1-1一

②日本全体
1

3.1108

③産業全体
■

2.9296 一

④i)産 業別1実績
■

0.0885 0.0029 0.1308 0.1429 0.6352 0.0270 0.0412 0.7199 1.1412 一

④ii)産業別1粗生産基準
■

0.0880 0.0033 0.1284 0.1566 0.6191 0.0527 0.0532 0.7363 1.0920 一

⑤一〇)産業全体
■

2.6838 一

⑤一i)産業別1実績
■

0.0928 0.0060 0.2365 0.2555 0.8260 0.1081 0.0430 0.9461 0.1698 一

⑤一三i)産業別1粗生産基準
■

0.0894 0.0068 0.2103 0.2773 0.7375 0、1734 α0790 0.9500 0.1600 一

注:一 は 制 約 が な い こ とを 示 す 。

② ～ ⑤ の シナ リオ のb)～d)で は、 表 中 の 制 約 量 が2020年 ま で に0.5%1年 、1.0%1年 、15%1年 ずつ 減 少 す る。
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発電時の間接排出量を加えた実績値をもとに計算 している。また、③、④のシナ リオにお

ける二酸化炭素の制約量には、家計部門の電力消費に伴 う二酸化炭素排出分が含まれてい

るが、このシナ リオにおいては家計部門の電力消費に伴う間接的二酸化炭素排出量は除い

たものとなっている。

表5-3-9に、各シナ リオにおいて設定 した二酸化炭素排 出量の制約条件の一覧を示す。

第4節 シ ミュレー ション結果 とその分析

前節に示 したモデルの計算結果をシナ リオ別に以下に示す。なお、エネルギー転換部門における生

産は物量単位で定式化 しているので、粗生産な ど貨幣単位で評価する項目においては除外 している。

第1項 現状推移 シナ リオ

は じめに現状推移 シナ リオの結果 を図5-4-1か ら図5-4-4に 示す。なお、 図中の1970年 か ら1990年 の値

は実績値で ある。

エ ネルギー転 換部 門 を

除 く産業全体の粗生産 は

平均3.3%/年 ず つ増 大 す

る。 しか しなが ら、各 産

業 の粗生産の増加 は一様

では な く、HIAに お け る

増加 率 が5.2%!年 と最 も

高 く、AGR、CST、SEV

の 増 加 率 が0.9%/年 か ら

2.0%～年 と低 い水 準 に止

まって い る。HIAの 生産

が他 の産業部門 と比較 し

て伸 び率が高 くな る背 景

には、モデルで設定 して

い る貿易バラ ンス式 よ り、

潜在 的経済成長率 の高い

田Aを 多 く産出 し、 これ

を輸 出す るこ とで、化 石

燃 料や潜在的経済 成長率

の 低 いAGR等 の 部 門 で

産 出され る財 を輸 入す る

た めであ る。二酸 化炭素

排 出 量 の 増 加 率 は 平 均

0.8%〆年 で 、2030年 に は

43億tCに 増 大す る(図5-

4-2)。 部 門別 で はMIN

のほ かHIAやHLDで の増
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注:1970年 か ら1990年 は 実 績 値 を表 す 。

図542、 図5-4-4に つ い て も 同様 。

図5-4-1現 状 推 移 シ ナ リオ に お け る粗 生 産 の 推 移

§ § §総

19701975

ll瀟1。111mllll,一 需
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■AGR目Mn灯 囮LIP"LIA翻HIP日HIA
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図5-4-2現 状推移シナリオにおける炭素排 出量の推移

加 率が高 くなってい る。一方、AGR、LIA、ENrで は、二酸化炭素排 出量が減少す る傾向がみ られ る。

産業部 門全体 の二酸化 炭素排 出量では1995年 までほぼ横 ばいで推移 す るが、期 間全体 においては0.6%/

年 で増 大す る。
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こう した経済活動 と

二酸化 炭素排 出量 の結

果 を、 図5・4・3にお い

て他の既存研 究 と比較

す る21。図5-4-3で は他

の研 究 との比較 か ら、

現状推 移シナ リオの結

果の うち、2010年 まで

の二酸 化炭素排 出量増

加 率 と 経 済 成 長 率

(GDPで 計算)を 示 し

てい る。 こうした既存

研 究 と比較 して、本研

究 の二酸化 炭素排 出量

の増加 率は低 い値を示
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注:凡 例は 「モデル作成者(作成年増加率対象期間)」を示す。

図5-4-3現 状推移シナリオ における既存研 究との比 較

している。こうした結果が得られた背景 として、各モデルにおけるエネルギー供給のシナ リオ設定等

の違いのほか、本研究で定義した粗生産関数においてエネルギー投入のシェアが付加価値投入のシェ

アよ りも小さ く、粗生産の産出においてエネルギー投入の寄与が小さくなった結果、二酸化炭素排出

量の増加率も低 くなったと考えられる。

図5-4-4に 一 次 エ ネ ル

ギー供給量 の推移 を示す。

わが国のエネルギー供給

は1.1%!年 ずつ 増 大 す る

が、 ガスや電力の供給が

大 幅に増 大す るのに対 し

て石 炭や石 油の供 給量の

伸 びは小さい。なお、発

電 の内訳 では新 エネルギ

ーや原子 力の伸 び率が高

く、 火力発 電は化石 燃料

の直接 需要が増 大す るた

めに伸 び率はそれほ ど高
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図5-4-4現 状推移シナリオにおける
一次エネルギー供給の推移

くない。また、現状推移 シナ リオ において も二酸化炭素排 出量 の少ないエネル ギーへ の代 替が進展 す

るが、家計を含む2000年 以 降の二酸化炭素排 出量 を1990年 レベルに安定化 させるこ とは不可能で あ り、

特 に2000年 以降の二酸化 炭素排 出量に対 して何 らかの対策 を講 じる必要があ るといえ る。

第2項 日本全体 の二酸化炭 素排 出量を削減する シナ リオ

次 に、家計 を含 めた 日本全体の二酸化炭素排 出量 に対 して制 約を課 すシナ リオ の結果 を以下 に示す。

図5-4-5に 現状推移 シナ リオに対 する粗生産 の推移 と二酸化炭素削減の限界費用すなわ ち炭素税の推

移 を示 す。なお、ニ ュー メ レール(価 値尺度 財)を 貿 易財 とし、制約式TRADEEQの シャ ドウプラ イ

スを価格の基準 としてい る。現状推 移 シナ リオ と比較 して、産業全体 の粗生産 は、②一a)から②一d)のい

ずれのシナ リオ にお いても減少 し、二酸 化炭素排 出量 の削減率が大 き くなるほ ど粗生 産の落 ち込み も

大 き くなる。部門別で は、特 に、LIPやHIPと い った素材 型製 造業 での粗生 産の減少が著 しく、次いで

HIAの 減少が大 きい。炭素税率 も二酸化炭素削減率 の増大 に伴い高 くな る。

次 に、 天野22に従 い、GNP、GDP減 少率(二 酸 化炭素排 出量 に対 するGNP、GDPの 弾力性)と 炭素
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税 比率(二 酸化炭素排

出量 を1%削 減 す るの

に必要な炭素税)の 関

係 を示 した ものが図5-

4-6で あ る。 本研 究 は

安定化 シナ リオ であ る

シ ナ リオ ② 一a)の2010

年 の結果 をも とに計算

した もの を示 してい る。

図5-4-6よ り、 本 研 究

ではGDP減 少比率 が低

い割 に炭素税 比率 が比

較 的高 い結果 とな って

い る。炭素税 比率が高

い理 由は、炭 素 フ リー

のエ ネル ギー供 給技術

(水 力発電 や新 エ ネル

ギー)が 現状推 移 シナ

リオ において も多 く需

要 され 、二酸 化炭素排

出量 の制約 時 にお いて

化石燃料 か ら炭素 プ リ

ーエ ネルギーへの転換

が 困難 であ り、生産 活

動 を縮 小す るこ とで二

酸化炭 素排 出量 を削減

す るためで あ る。また、
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図5-4・6GNP,GDP減 少 比 率 と炭 素 税 比 率 に お け る

既 存 研 究 との 比 較

1.2

GDP減 少率が低い理由は、長期的な時間視野をもつ分析であるという本モデルの特性のほか、前項の

二酸化炭素排出量の分析において述べたように、生産に対するエネルギー投入の寄与が小さいために、

他の既存研究と比較 して炭素税比率に対 してGDP減 少は低 くなったと考えられる。

なお、本項の結果を第4章 の二酸化炭素制約シナリオにおける日本の結果と炭素税の水準で比較す

ると、本章の結果において税率が高く、 また、その経年変化 も異なる。炭素税の水準が本章のモデル

において高 くなる理 由は、先に示 した既存研究の結果と比較 した際の理由と同様である。経年変化の

違いについては、Global2100に おいては多様 なエネルギー供給技術が設定されているために、2010年

以降に炭素税率が減少するようにエネルギー種が選択 されるのに対 して、本章のモデルでは既存のエ

ネルギー種 しか設定されていないためである。

第3項 産業部門全体の二酸化炭素排出量を削減するシナリオ

ここでは家計部門を除 く、産業部門全体の二酸化炭素排出量を削減するシナリオについて結果を分

析する。このシナ リオにおいては発電時の間接的二酸化炭素排出量を各部門に帰属させるか否かによ

る結果の違いを中心に分析する。このシナリオでは個別の産業部門に対 しては制約を課さず、産業全

体の二酸化炭素排出量に対する制約を課す。すなわち、各産業部門が排出権取引等により最も効率的

な二酸化炭素配分を実現させた場合のシナ リオに相当する。

はじめに、シナリオ③ とシナ リオ⑤一〇)における炭素税率の推移を図5-4-7に示す。前項 と同様に、二

酸化炭素排出量の制約が厳 しくなるにつれて炭素税率が高 くなる。また、ほとんどの期間において、
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同じ二酸化炭素排出削

減率を課 した場合に、

発電時の間接的な二酸

化炭素排出量を考慮に

入れたシナ リオ⑤にお

いて税率が高 くなると

いう結果が得 られた。

しかも、その差は二酸

化炭素排出量の制約が

厳 しくなるにつれて大

きくなる。これは、発

電時の間接的二酸化炭

素排出量を各部門に帰

属させることにより、

産業部門全体の二酸化

炭素排出量の上限が、

家計部門における電力

消費の寄与分だけ減少

するためである。その

一方で、家計部門か ら

の二酸化炭素排出量の

増加により、わが国全

体の二酸化炭素排出量

はシナ リオ⑤の方が増

加するようになる。

次に、2020年 におけ

る現状推移シナ リオに

対する二酸化炭素排出

量の変化率 と粗生産の

変化率を図5-4-8と図5-

4-9に 示 す。図5-4-8は

直接排出量のみ、図5-

4・9は発 電時 の間接排

出量を各部門に帰属さ

せたシナリオの結果で

あり、グラフの傾きが

二酸化炭素削減に対す

る粗生産の弾力性を示

す。いずれのシナ リオ

においても素材型製造

業の弾力性が他の部門

と比較 して大きいこと

がわか る。また、発電

時の間接的二酸化炭素
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排 出量 を各部 門に帰属させ ることで、弾力性は小さ くなる傾 向にあ る、すなわ ち、二酸化炭素排 出量
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の削減に対 して粗生産が回復する傾向を示す。 これは、家計部門における二酸化炭素排出量の増大に

対する影響が緩和されていることを示すものである。

なお、家計か らの二酸化炭素排出量は制約を課 していないために増大する傾向を示す。その結果、

日本全体の二酸化炭素排出量は削減率 を1%/年 以上としない限 り増加するようになる。

第4項 各産業部門個別の二酸化炭素排出量を削減するシナリオ

最後に、各産業部門に対して個別に二酸化炭素排出量の制約を課すシナリオの結果を示す。なお、

このシナ リオにおいては、部門間における二酸化炭素排出量の取引は行わないものとしている。図5-

4-10、図5-4-llに、2020年 における二酸化炭素排出量安定化シナリオと二酸化炭素排出量1%1年 削減シ

ナ リオの各部門での現状推移シナ リオに対する粗生産の変化をそれぞれ示す。

図5-4-10よ り、 産 業

部門 の二酸化 炭素排 出

量 を安定化 させ る場 合

に見 られる産業全体 の

総生産へ の影響は、効

率的 な配分 方法であ る

シ ナ リオ ③ 一a)やシ ナ

リオ⑤ 一〇)一a)にお い て

最 も小さ く、 シナ リオ

④ 一ii)一a)やシナ リオ⑤ ・

ii)一a)の粗 生 産 基 準 、

1990年 の排 出実績 によ

る配 分であ るシナ リオ

④ ・i)一a)やシナ リオ⑤ 一

i)一a)の純 に大 き くな る。

しか しなが ら、各部 門

におけ る影響 は一様 で

は な く、LIAの よ うに

1990年 の実績配分 にお

いて生産が増大 す る部

門が見 られ る。また、

]田AやSEVで は、 実 績

配分で は粗生 産の落 ち

込みが激 しいが、生産

性 を考慮 に入れ ること

で生産 が回復 す るよう

にな る。 これ は、HIA

やSEVの 二酸化 炭素排
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図5-4-ll二 酸化炭素排 出量1%/年 削減時における現状

推移シナリオに対する粗生産の変化(2020年)

出量あた りの粗生産額が高い水準にあ り、二酸化炭素排出制約の実績配分では非常に厳 しい制約を受

けるが、生産性を考慮に入れることでその制約が緩め られることを示すものである。逆に、LIPやHIP

では生産性を考慮に入れた二酸化炭素配分の場合、粗生産が減少する。これはLIPやHIPに おいて二酸

化炭素排出量あたりの生産性が低いことを示すものである。

こうした傾向は、図5-4-llに示す二酸化炭素排出量削減シナ リオにおいても見 られるが、二酸化炭

素排出量に対する制約が厳 しくなる結果、粗生産の落ち込みも安定化シナリオと比較 して大きくなる。

これらの結果か ら、二酸化炭素排出量の各産業部門への割当て方法に対 して、生産活動に顕著な差
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がみ られる。これは、二酸化炭素排出量の削減を効率的に実施する場合において大きな損失を被る部

門に対 してどのように補償を行 うか、また、部門間において排出権取引制度を行 う場合、いかに初期

排出権を割 り当てるかという課題を明らかにしている。

第5節 本章における結論

本章では産業部門を9つ に分割 した多部門モデルを構築し、経済活動の推移 と様々な二酸化炭素排

出量の制約を課 した場合の影響について分析を行った。以下に本研究で明らかになったことを挙げる。

① 二酸化炭素排出量の削減に対 し、何 ら対策をとらない場合、わが国の二酸化炭素排出量は2030年

までにα6%〆年で増加する。

② わが国全体の二酸化炭素排出量を1990年 レベルに安定化させる政策 と、2020年 までにさらに30%

削減する政策では、2030年 において二酸化炭素削減の限界費用すなわち炭素税は3.0倍の差が生

じる。

③ 産業部門全体の二酸化炭素排出量安定化の場合、家計部門の二酸化炭素排出量の増大によりわが

国全体の排出量は、1990年 の水準を超過する。産業部門だけの対策により、.家計部門からの二酸

化炭素排出量も含めた排出量を安定化させるには、2020年 に20%の 二酸化炭素 を削減する必要が

ある。

④ 産業部門の二酸化炭素排出量を安定化させる場合、異なる産業部門間で二酸化炭素排出量の調整

(取引)を 認めることにより、わが国全体の粗生産は2020年 において6.3%改 善される。特に業

務部門や加工重工業、建設部門においてこうした粗生産の改善は顕著である。

⑤ 産業部門全体に対 して二酸化炭素排出量の制約を課 した場合には、最も効率的な二酸化炭素排 出

量の削減に必要な炭素税の水準が導かれるが、これに伴 う各部門の生産への影響は一様ではな く、

二酸化炭素削減率、粗生産減少率とも素材製造業に大 きな影響が及ぶ。

⑥ 産業部門全体か ら排出される二酸化炭素を制限する場合、発電に伴う二酸化炭素排出量を電力需

要に応 じて各部門に割 り振る、すなわち発電時の炭素税を各最終需要に負担させることにより、

各部門における粗生産の減少は緩和される傾向にある。これは家計部門におけるエネルギー需要

の増大に起因するものである。一方、家計部門の電力需要に起因する二酸化炭素排出量だけ制約

が厳 しくなる結果、炭素税は上昇する。

⑦ 以上の結果か ら、内包されている二酸化炭素排出量を勘定に入れるか否か、対象を産業部門とす

るのか家計部門にまで拡げるのかなどにより、想定される費用が大きく異なる。公平かつ効率的

な二酸化炭素削減施策を議論する際には、対象 とする主体や経済活動による影響の範囲を分けて

議論する必要がある。

今後のモデル及び分析の拡張に関する課題として、以下のことが挙げられる。

① 今回のモデル化では家計のエネルギー需要については所得のみに依存するという非常に簡略化 し

たものを用いた結果、家計部門のエネルギー消費及びそれに伴 う二酸化炭素排出量が、生産の拡

大に伴って増大 し、二酸化炭素削減の限界費用の増大という形で産業部門に影響を及ぼすことが

確認された。これに対 して、価格のような家計のエネルギー需要を抑制 させる要因を取 り入れ、

家計に対する二酸化炭素抑制施策の検討が課題である。価格を導入する場合には、エネルギー価

格を最適化か ら得られるシャ ドウプライスにより定義し、このエネルギー価格が均衡するまで繰

り返 し計算を行うようにモデルを改良することが考えられる。

② 本章では、二酸化炭素排出量の制約を満足させるための選択肢 として、生産規模の縮小もしくは

エネルギー投入の資本や労働投入への代替を対象とした。実際には、このほかに省エネルギーを

実現するための資本投資や技術開発などの選択が重要視されている。そこで、省エネルギーへの

投資を表現するサブモデルを構築 し、その結果が、本研究の結果とどのように異なるかについて
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検討 し、省エネルギーへの投資の有効性を評価する必要がある。このほか、経済審議会計量委員

会の長期多部門モデル23に見 られるように、生産工程 をいくつかに分割 し、エネルギー需要に関

連する行程についてその効率を向上させるといった拡張や、後藤24に見 られるように省エネ投資

に応 じてエネルギー消費量がある割合で節約されるといった拡張が考えられる。

③ 本研究の分析においては、最適解 より得 られた二酸化炭素削減の限界費用を課税することにより、

最も効率的な各産業部門の二酸化炭素排出量の配分が決定されるという効率を重視 した配分 と、

1990年 の二酸化炭素排出実績による配分、その中間にあたる粗生産に対する二酸化炭素の排出効

率を考慮に入れた配分という3つ のシナ リオを設定 したが、本研究からも明 らかなように、 これ

らの基準の違いによる各部門の生産への影響は大きく異な る。実際に二酸化炭素排出削減を実行

する場合には、こうした異なる基準に対する結果の見積も りだけでなく、対立した意見を調整す

る評価モデルを構築する必要がある。

④ 本章で構築 したモデルを他地域に拡張することで、国際排出権取引や共 同実施 といったより広い

枠組みでの議論が可能になる。この点については、次章において日本 と中国を対象とした2国 モ

デルとして分析を行う。また、第4章 で用いた世界モデルとのリンクにより、本章の分析では簡

略化 してとらえた貿易等に関す る項目について、よ り詳細な影響の分析が可能 となる。この点に

ついては、日本モデルと世界モデルを直接 リンクさせるほか、日本モデルの結果を世界モデルに

反映させ、さらにその結果を日本モデルのパラメータとして利用するというように、互いに結果

をフィー ドバ ックさせることも考えられ る。

⑤ 本章における分析結果を世界的な視点からとらえると、効率性を無視 して実績や経済規模に応 じ

て一律に二酸化炭素排出量の削減を設定することは、わが国にとって大きな損失であると推測で

きる。そこで、対象地域を拡張 し、効率的な二酸化炭素排 出量の削減を行うための国際排出権取

引の実現に向けた課題等を整理する必要がある。この課題については次章の地域間の公平性にお

いて取 り扱う。
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【付録5-1】 多部 門モ デルの構造

ここでは、第5章 で示 した多部 門モデ ルの制 約条件 を示 す。

以下 に示す制約式 とその説 明で、 変数 、パラメータを除 く指標 は以下の通 りで ある。

T:時 間,TLAST:最 終期,ST:産 業部門,NENT:ENr以 外 の産業部 門,

IP:産 業部 門(投 入側),OP:産 業部 門(産 出側),

ENEI=一 次エネル ギー種(石 炭,石 油,ガ ス,水 力,原 子力,新 エ ネル ギー),

FF:化 石燃 料(石 炭,石 油,ガ ス),

NF:非 化石 エネルギー(水 力,原 子力,新 エネルギー)

ENE2:二 次エ ネル ギー種(石 炭,石 油,ガ ス,電 力),

なお、各変数 につ いては表5-3-1、 各パ ラメータ については説明文中をそれぞれ参 照の こと。

TPRDG(TPP)op∈NENrY(「 罵OP)≦[yl(OP)*gl(OP)一dPy(oP)*【kvs(OP)*KαOP)一 〔垣9(oP)

+(1-kvs(OP))*1(TlOP)}dP9(oP)】dPy(oP)/⑫9(oP)

+y2(OP)*[nENE2STED(T,ENE2,0Pres(ENE乳oP)率dPy(oP)】 】一1/d畝oP)

付 加 価 値(資 本 と労 働 を 結 合)と エ ネ ル ギ ー を 投 入 要 素 と す る 粗 生 産 関 数 。

yl,y2,gl:パ ラ メ ー タ,1:労 働 投 入,kvs:資 本 シ ェ ア,dpg:資 本 一 労 働 間 代 替 弾 力 性,

dpy:付 加 価 値 一 エ ネ ル ギ ー 間 代 替 弾 力 性,es:エ ネ ル ギ ー シ ェ ア

TPRDM(冗OP)op∈NENTY(冗OP)≦(rlIp∈NENrXαIROP)msσRoP))/mshare(OP)

非エネルギー中間投 入か らの粗 生産関数。

TPRDGとTPRDMに おいて、粗生産Yを 不等号 で示 すこ とで、エ ネル ギーを含 む付加価値

投 入要素 と中間投 入要素は レオ ンチ ェフ型生産関数 で粗生産を産 出す ることにな る。

ms:中 間投入 シェア,mshare:中 間投入係数

DISTαIP)Ip∈NENTY(冗][P)=Σop∈NENTX(エ ㎎OP)+TPE(r)*xe(IP)+R可GαIP)+COG(TIIP)

+NETX(エ 】[P)

粗 生 産 を 中 間 消 費 、 最 終 消 費 、 固 定 資 本 形 成 、 純 輸 出 へ と 配 分 す る 。

xe:一 次 エ ネ ル ギ ー 供 給 量 に 対 す る 中 間 需 要(ENrに お け る 中 間 消 費)

FD(C(T) ΣsT∈NENTn寸Vσ;ST)+ΣENElEINVσ;ENE1)+ETCI(T)≦ ΣsTINGσlST)

各部 門の投資 の合計 は固定 資本形成 の総和 を上 回 らないこ とを示 す制約式 。

INGR(鳴IP)ING(T,IP)≧ ㎞gO(IP)1ΣsT血gO(ST)*ΣsTING(T,ST)*05

固定 資本供給 の関係 。各部 門か らの固定 資本形 成の比率は初期年 の50%を 下 回 らない。

㎞gO:固 定資本形成 の初期値

CAPS(T+1,0P)opξNENTK(T+1,0P)=K(TPP)*(1-depr(OP))蛉

+(INVσ;OP)*(1-depr(OP))加+nずV(T+1,0P))*(ts/2)

産 業 部 門 に お け る 資 本 の 蓄 積 過 程 を 示 す 制 約 式 。

depr:減 価 償 却 率,ts:期 間 ス テ ッ プ

TC(TLASTpP)op∈NENr(1g(OP)+depr(OP))*K(TLAS冥OP)≦rNVσLASTpP)

投資 の終端条件。最終期 において最終需要が最終消費のみに需要 され ることを防 ぐもので、

最終期 には資本 の減耗分 と資本 の成長率 に相 当する以上の投資 を行 う。

lg:最 終期 にお ける成長率
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HENEC(T)EH(T)=ehp*(ΣIp∈NENTCOGαIP))`ツe

家計におけ るエネルギー需要 を示 す式 。ENrを 除 く最終消費 の合計 を所得 とみな しエネル

ギー需要が決定 され る。

ehp:パ ラメータ,eye:家 計 にお けるエ ネル ギー需要 の所得弾力性

EXTRCT(r+1,FF)RES(T+1,FF)ニRESαFF)一(DPαFF)+DP(T+1,FF))*(ts!2)

化 石 燃 料 の 確 認 埋 蔵 量 の 変 化 を 示 す 制 約 式 。

UPEXαFF)DP(TIFF)≦RESσ;FF)*0.04

化石燃料 の産 出の上限 を示す制 約式。採 取量は確認埋 蔵量 の4%を 上 限 とする。

FFS(T,FF)DP(T,FF)=PEαFF)+FFNX(罵FF)

化石燃料 の需給 を示 す制約式。国内産出量は国内需要 と純輸 出に供給 される。

P㎜S(T)TPE(r)冨 Σ囲PE(エFF)+ΣNFN囲 αNF)*㎞h

国内一次エネル ギー供給量を示す制約式。

㎞h:電 力変換パ ラメー タ

㎜EEQ(T)Σ 匪㎜(珊*wep(珊)+Σ_冊TxαST))一 血v(T)醐 ≧o

貿 易バ ランスを表 す制約式。各部 門にお ける財 の純輸 出の実質値 の合計 か ら海外援助、海

外投 資 を差 し引 いた純輸 出総額 が負にな らない、すなわ ち総合 収支が赤字 とな らな いよう

に貿易額 が決定 され る。

wep:国 際エ ネルギー価格,finv:海 外投資,eaid:経 済援助

㎜C(T)珊SDUαllCO乱ll)+冊SEGαllCO飢ll)一PEαllCO乱ll)

国内におけ る石炭需給 を示す制 約式。石 炭需要は直接 利用 と発電利用 に分かれ る。

TFFDO(T)FFSDU(T∵10皿.ll)+FFSEGσ ∵101Ll,)ニPE(T;"0皿,ll)*0.96

国 内 に お け る石 油 需 給 を 示 す 制 約 式 。 ガ ス 転 換 用 を 除 い て 石 油 は 直 接 利 用 と発 電 利 用 に 分

か れ る 。

㎜G(T)囲SDU(冗llGASII)+囲SEG㏄llGASII)一PE(エ"GAS㈹)+PE(瓢ll)*0.04

国内におけ るガス需給 を示す制 約式。ガス需要は直接 利用 と発 電利用 に分かれ る。

FFES(T,FF)FFEG(冗FF)*kwh=FFSEG(エFF)

火 力発 電所 におけ る発電量 を示す制約式。

ELECG(T)ΣFFFFEG(鳴FF)+ΣNFNFEαNF)=ELECS(T)*(1+tl(r))

送 電 前 の 電 力 供 給 量 を 示 す 制 約 式 。

tl:送 電 ロ ス

EPGS(T,ENE1)EGCAP(エENEI)*year*eur(丁;ENEI)

≧FFEGσ;ENEl)ENE正 ∈FF+NFEαENEl)EN琶1∈NF

発 電 設 備 に 対 す る発 電 量 の 制 約 を 示 す 制 約 式 。

year:時 間 パ ラ メ ー タ,eur:設 備 利 用 効 率
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EPGI(T+1,ENEl)EGCAP(T+1,ENEl)=EGCAP(「LENEl)*(1-edep(「LENEl))魯

+(ENV(T,ENEl)/Φpe(T,ENEl)*(1-edep(「 罵ENEl))ts

+EINV(T+1,ENE1)/tppeσ 「+1,ENE1))*(ts/2)

発 電 部 門 資 本 ス ト ヅ ク 蓄 積 を 示 す 制 約 式 。

edep:発 電 設 備 減 耗 率,tppe:㎞ 当 た り投 資 額(発 電 単 価)

EGFFU(T+1,ENE)ENEl∈FFFFEG(T+1,ENE1)≦FFEG(T;ENEl)*1.1魑

火 力 発 電 電 力 供 給 の 増 加 の 上 限 を 示 す 制 約 式 。

EGFFL(T+1,ENE)ENE1∈FFFFEG(T+1,ENEl)≧FFEGαENEl)*0.9岱

火 力 発 電 電 力 供 給 の 減 少 の 下 限 を 示 す 制 約 式 。

EGNFU(T+1,ENEl)ENEl∈NFNFE(T+1,ENEl)≦NFEσ;ENE1)*1.1お

非 火 力 発 電 電 力 供 給 増 加 上 限

EGNFL(T+1,ENE1)ENE1∈NFNFE(T+1,ENEl)≧NFE(「LENEl)*0。9鵬

非 火 力 発 電 電 力 供 給 の 減 少 の 下 限 を 示 す 制 約 式 。

SELFEC(T)ΣENE2STED(T;ENE2,"ENT")=TPE(T)*ecspr

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 に お け る エ ネ ル ギ ー 自 己 消 費 量 。一 次 エ ネ ル ギ ー 供 給 量 に よ り決 ま る 。

ecspr:一 次 エ ネ ル ギ ー 供 給 量 あ た り の エ ネ ル ギ ー 自 己 消 費 量

SELFECL(T,ENE2)ENE2∈FFTPE(r)*stedO(ENE2,1曹ENrll)1tpeO*eneshareσ)≦STEDσ ㍉ENE2,,,ENr")

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 の エ ネ ル ギ ー 自 己 消 費 に お け る 化 石 燃 料 消 費 の 下 限 。

stedO:初 期 年 に お け る 燃 料 別 エ ネ ル ギ ー 消 費 量,

tpeO:初 期 年 に お け る 総 一 次 エ ネ ル ギ ー 供 給 量,

eneshare:エ ネ ル ギ ー シ ェ ア の 変 化 率

SELFECLE(T)TPEσ)*stedO(鱒ELECll,llENr")1tpeO≦STEDα"ELECll,"ENrll)

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 の エ ネ ル ギ ー 自 己 消 費 に お け る 電 力 消 費 の 下 限 。

ETCAP(r)ETCS(r)*etcspe≧ ΣFFFFSDU(T,FF)

化石燃料精製設備 に よる化 石燃料 直接 需要に関す る制約式。

etcspe:化 石燃料精製設備 あた り供給量

ETCF(r+1)ETCS(T+1)=ETCS(T)*(1-depetcs(T))総

+(ETCI(D*(1一(lepetcs(T))誌+ETCI(T+1))*(ts/2)

化 石 燃 料 精 製 設 備 に お け る 資 本 ス ト ッ ク 蓄 積 を 表 す 式 。

ETn可V(rLAST)ΣENEIEINV(TLAS鳴ENEl)+ETCI(rLAST)

≧depr("ENT,,)*(ΣENEl(EGCAP(rLAST㌧ENEl)*tppe(TLAS鳴ENEI))

+ETCS(TLAST))

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 に お け る投 資 の 終 端 条 件 。 エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 全 体 の 資 本 減 耗 分 に 相

当 す る 投 資 を 最 低 限 行 う 。
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ENEDFF(冗ENE2)ENE2∈FFFFSDU(TIENE2)≧ ΣopSTEDσ;ENE2,0P)+HED(T;ENE2)

非 電 力 二 次 エ ネ ル ギ ー 需 給 を 示 す 制 約 式 。

ENEDE(T)ELECS(T)*kwhO≧ ΣopSTED(L"ELEC。1,0P)+HED(エ"ELEC")

電 力 エ ネ ル ギ ー 需 給 を 示 す 制 約 式 。

HEDEMFσ ㌧ENE2)ENE2∈ 即EH(T)*heshare(ENE2)*eneshareσ)≦HED(TIENE2)

家 計 に お け る化 石 燃 料 需 要 の 下 限 を 示 す 制 約 式 。

heshare:初 期 年 に お け る家 計 の エ ネ ル ギ ー シ ェ ア

HEDEME(T)EH(T)*血eshare(耳NE2)≦HED(TソIELEC")

家 計 に お け る 電 力 需 要 の 下 限 を 示 す 制 約 式 。

HEDEM(T)EH(T)=ΣENE2HEDαENE2)

家計におけ る総 エネルギー需要 を示 す式。

STCO2(T;NENr)CO2(「 罵NENr)=ΣENE2STEDσ;ENE2,NENr)*co2efてENE2)

+TRCO2(]らNENT)

産業 部 門別二酸 化炭素排 出量を表 す式 。個別 の産業部 門の二 酸化炭素排 出量 を削減 させ る

場合 は、CO2に 上限を設け る。

co2ef:二 酸化炭素排 出原 単位

ETCO2(T)CO2σ;。'ENr。 。)=ΣENE2STEDσ;ENE2,llENrll)*co2ef(ENE2)

+ΣFFFFSEGαFF)*co2efてFF)

+TRCO2(T;四ENrll)

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 に お け る 二 酸 化 炭 素 排 出 量 を 表 す 式 。

HECO2σ 「)CO2H(T)=ΣENE2H[ED(エENE2)*co2ef(ENE2)

家 計 に お け る 二 酸 化 炭 素 排 出 量 を 表 す 式 。 .

INDC(T)SECTCO2(T)ニ .ΣsTCO2(T;ST)

産業部 門全体の二酸 化炭素排 出量 を表す式。産業部 門全体 の二酸化 炭素排 出量削減 シナ リ

オ の場合は、SECTCO2に 上限 を設け る。

TOTCO2(r)TCO2(r)=SECTCO2(T)+CO2H(T)

国 内総二酸化炭素排 出量 を表す式。国内総 二酸 化炭素排 出量削減 シナ リオの時 には、TCO2

に上限 を設 ける。

TRADECO2(T)ΣsTTRCO2(T,ST)=0

産業部門間におけ る排出権取引の均衡 を示す制約式。

UT皿 、UT皿1TY冨 ΣTbeta(T)*pop(T)*ΣIp(shc(IP)*LOG(COG(冗 】[P)1pop(T)))

効 用 関 数(目 的 関 数)。

beta:割 引 因 子,pop:人 口,shc:最 終 消 費 シ ェ ア
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第6章 地球温暖化問題における世代間 ・地域間の公平性

本章では、第5章 で構築 したモデルに対 して、計画期間をさらに将来に拡張することで世代間の公

平性に関する議論を、対象地域に中国を加えることで地域間の公平性に関する議論を、それぞれ行 う。

環境問題におけるこうした公平性の閤題は、第2章 で述べたように、環境問題の解決に向けた効率性

とともに議論されている重要な問題である。なお、本章で取 り上げる公平性は、経済発展 と地球温暖

化防止に対する費用負担に関する公平性である。また、議論を簡略化するために、世代聞の公平性 と

地域間の公平性は個別に取 り扱 う。

第1節 世代間の公平性

第1項 世代間の公平性に関する議論

第2章 の第2項(2)で も述べたように、地球温暖化問題は現世代 よりも将来世代において影響が深

刻になると予測されている。世代間の公平性に関する問題として、資源を枯渇させ将来世代の利益 と

衝突する問題(再 生不可能資源の枯渇、更新性資源の減少)、 環境質の悪化に関する世代間公平性の

問題(環 境資源の質の悪化、環境効用の喪失)、 遺産へのアクセスとその利用に関する公平性の問題

(文化的資源の損失、自然 ・文化的資源への効果的アクセスの欠如)の3つ が指摘されている1。本章

では、各世代が二酸化炭素排出量を1990年 の水準に安定化させるときの効用の減少を対象に、世代間

の公平性を評価 し、そうした効用の減少を補償する際の費用負担の配分について分析 を行う。

第2項 世代重複 モデル

世代 間の公平性 に関す る議論 を行 うにあた り、第5章 のモデルに対 して、人 口を20歳 ご とに世代別

に分割、 コー ホー ト化 し、 各世代 毎に効 用関数 を設定 した世代 重複モ デル(Overlapp血gGenelations

Model)に 拡張 す る。第4章 、第5章 にお け るモデ ル分析 は、計画期 間全体 に対 して、割引率 に よる

時間選好を加味 した 予見可能 な政 策決定 者が、期 間全 体の効 用が最大 とな るように資源 も しくは生産

された財の配分を決定 した。これ に対 して、世代重複 モデルは、世代 を明示的 に分割す ることに よ り、

同一期 におけ る異な る世代 間の資 源配分 を分析 す ることが可能 とな り、世代 間の問題 を議 論す るの に

適 したモデル である。つ ま り、前 章 まで に取 り扱ったモデルで は社会全体 の効用水準 を最 適化 す るよ

うに、得 られ た所得 を投資 と消費 に配分 して きたのに対 して、世代重複モデルで は各世代 が、生存期

間 にお ける消費 と貯蓄(投 資)へ の配分、同一期の異世代 間で財 のや りと り、将来世代へ の財の遺贈、

保険 を通 じて効用の最大化 を図 る2。本章では、 こう した異な る世代 を明示的 に導入 することで、財 の

消費 と投資へ の配分 だけではな く、各期 におけ る異な る世代 に対 す る財 の最適 な配 分について分析 を

行 う。

世代 重複モ デルは、Samuelsonが 消費 に関す るモ デル を発 表 し3、Diamondが これに生産過程 を入 れ

て一般 化 して お り4、現在 までに数 多 くの研究論 文が輩 出 されて い る5。その一方で、計 画期間 を増 や

す ことによるモデル構造 の複雑 化や、1つ の世代 を代 表 的家計に選ぶ こ とは他 の世代 との対立 を生 じ

させ ることか ら不可能であ るな ど、理論研 究を そのまま実証研 究に用い ることは困難であ る と指摘 さ

れてい る6。 これは、世代重複 モデル の理論 においては通常、1期 に2つ の世代 が存在 し、1世 代 は2期 に

わた って生存 し、若年期 に労働 を行 うこ とで所得 を得 るが老年期 には労働す ることがで きず、若 年期

は老年期の消 費のために所 得の一部 を貯蓄す る必要 があ るとい った ことが仮定 されてお り、 これをそ

の まま実証的な分析 に当てはめ るのには無理 があ るためであ る。

そ こで、本 章では、各期 に生存 す る主体 を年齢別 に4つ の世代 に分割 し、各世代 が各々の効用 を最

大 にす るように生産 された財を配分 する世代重複 モデル を構築 する。 このモデル に対 して、将来 の二

酸化炭素排 出量を1990年 の水準に安定化 させ る施策 を導入 し、二酸化炭素排 出量 の制約 を課 さない現

状推移 シナ リオに対 す る各世代の効用 の減 少を とらえ る。 また、 同 じ二酸化炭素排 出量安定化政 策 と
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同時に、将来 の各世代 に対 して効用水準 を補償 す る施 策を とる場合に、各世代 に見 られ る効用水準 の

変化 を評価 する。 すなわ ち、第2章 で示 した4つ の意 思決定の倫理基 準 うち、パ レー ト的 自由主義 の

立場 を考慮 に入 れた意思決定 に よる最適解 を評価 す るものであ り、 この ときの満たすべ き基準 として

現状推移 シナ リオにおけ る状態を取 り上げ る。

地球温暖化 を対象 とした世代 重複モデル と してHowarthandNorgaardやM㎞andSca㎜ozzhloの 分

析 がある。Howar1handNorgaardで は、世代重複 モデルをも とに、世代間公平性(持 続 可能性)を 保 証

す るには低 い割引率 を適用 す る必要 があ るとしてい る7。Malh雌andSca㎜ozzinoで は、世代 を考慮 に

入 れた最適経路 では各世代 の重み付 け後 の限界効用 が一致す ることが必要で、人工資本ス トヅクの限

界社会的便益 と環境 の限界社会 的便益 が等 しくなるよ うな状 態が必要であ るとしてお り、世代間公 平

性 を実現 させ るには政府 の役割 が重要 であ るとしてい る8。

こう した既存研 究を参考 に、第5章 の多部 門モデルを世代重複 モデルへ と拡張す る。

第3項 世代重複モデルの構築 とデータ設定

第5章 で構築 した多部門モデルを世代重複モデルに拡張するために、モデル構造及びパラメータに

ついて変更を行う。以下ではそうしたモデルの変更点等について説明する。

(1)対 象期 間 と世代

世代重複 モデルでは20年 を1期 とし、1990年 か ら2210年 までを対 象 とす る。 また、 各世代 は一律80

歳 まで生存 す るもの とす る。 このため、 図6-3-1に 示 す ように、各期 においては4つ の世代 が生存 し、

各世代 は4期 にわた って生存 す るこ とにな る。 これは、前章 と同 じ対象期 間で は将来 世代 の一 生を取

り扱 うこ とがで きず、 また、1つ の期 に10を 超 え る多 くの世代 を評 価す ることはモ デル構 造及 びモデ

ル を解 く上で非常に複雑 となるためであ る。
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図6・1-1各 世代 の消 費構造 と各年 における財の配分

(2)部 門分割と生産関数

前章における多部門モデルの9部 門を、世代重複モデルでは6部 門に統合する。鉱業部門、素材軽工
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部門、素材重工部門の3部 門を素材製造部門(PRI)に 、加工軽工部門、加工重工部門の2部 門を加工

製造部門(ADV)に それぞれ統合する。各部門は、前章と同様に資本、労働、エネルギー、エネルギ

ーを除 く中間財を投入要素 とする。資本 と労働は、CES生 産関数により付加価値投入を産出する。付

加価値投入 とエネルギー投入(石 炭 ・石油 ・ガス ・電力がコブダグラス関数で結合)か らCES生 産関

数によりエネルギーを含む付加価値投入要素が計算される。また、各部門のエネルギーを除 く中間財

からコブダグラス関数により中間投入要素が計算され、エネルギーを含む付加価値投入要素と中間投

入要素からレオンチェフ生産関数によ り粗生産が産出される構造 とする。表6-1-1に世代重複モデルの

生産関数における代替弾力性の推定結果を示す。

表6-1-16部 門モデル にお け る代替弾 力性の推計

項目
農林水産

部門(AGR)

素材製造
部門(PRI)

加工製造

部門(ADV)
建設部門

(CST)

業務部門

(SEV)

資本一労働代替弾力性 0.75 2.00 0.40 0.67 0.74

t値 14.26 29.21 9.25 23.83 47.86

重相関係数 0.85 0.96 0.76 0.94 0。98

エネルギー一付加価値代替弾力性 *1 .02 132 0.43 **0 .37 0.18

t値 3,79 58.66 5.81 3.33 5.12

重相関係数 054 0.99 056 0.29 0.49

注:表 中の値は、資本一労働間代替弾力性の推計は1955年 ～1993年 のデータの回帰から、エネル

ギー一付加価値間代替弾力性の推計は1965年 ～1993年 のデータの回帰か ら得たものである。

エネルギーデータは 『総合エネルギー統計』、経済データは 『国民経済計算』を利用。

資本一労働間代替弾力性は、正n(実質付加価値/就 業者数)=a*Ln(実 質賃金)+bのaに 相当。
エネルギー 一付加価値間代替弾力性は、Ln(実 質粗生産/エ ネルギー投入)=a*Ln(実 質エネルギ
ー価格)+bのaに 相当。
エネルギー価格はエネルギー投入関数の双対型より算出している。

実質賃金は 『国民経済計算』の国内総生産デフレータ(合計)により実質化 している。
*1980年 以降のデータをもとに推計。

**エ ネルギーの代わ りに付加価値投入を用いて推計。付加価値価格は付加価値投入の双対

型より算出。

(3)財 の配分と効用関数

各年において生産された財は、中間消費、最終消費、固定資本形成、純輸出の各需要部門に配分さ

れ、最終消費はさらに各世代に配分される。各世代に配分される最終消費財は、世代毎に設定され る

効用関数を決定する因子 となる。なお、異なる世代間において効用関数の違いはないものとする。す

なわち、各世代の選好はすべて同じであると仮定する。

各世代の効用関数は、

自らの世代に対 す る将来

は予見可能で ある と仮 定

して、UG=Σt(Lα*1n(CG〆

LGの と、1人 あ た りの最

終消費か ら得 られ る効用

に各世代 の人 口を乗 じる

ことで定義 してい る。 ま

た、各世代 の効用関数 の

ウ ェイ トは 、 割引 率3%

をも とに設定 して いる。

図6-1-2に わ が 国 の 世 代

別将来 人口推計 を示 す9。
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図6一レ2わ が国の将来人 口の予測

21世 紀 は60歳 以上の 人口の占め る割合 が高 くな り、 人口は2010年 をピー クに減 少 しは じめ、2090年 頃
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に安定化 する と予測 されてい る。

(4)エ ネルギー供給

エ ネルギー供給の初期設定 については前章の多部 門モデル の設定 と同 じであ る。

エ ネル ギー供給 の将来 におけ るシナ リオ につ いて は、1990年 か ら2210年 まで とい う超長期 を取 り扱

うために、石炭、石 油、ガ ス、電 力の各2次 エネルギー に対 してバ ヅクス トヅプ技 術 によるエ ネル ギ

ー供給が可能 とな るよ うに仮定す る。 これ らバ ックス トップ技術 の導入可能年 は2050年 以降 とし、 そ

の導入 シナ リオは表6-1-2の ように設定す る。 また、化石燃料のバ ックス トヅプ資源 については不確実

性が高い ことか ら、二酸化炭素排 出係数が現在 の化石燃料 と同 じ、75%、50%の3つ のシナ リオを設定

す る。

表6-1-2電 力供給 に関す る変更点

発電設備II石 炭火力1石 油火力1ガ ス火力1水 力1原 子力1新 エネルギー1単 位

既存建設単価 300 190 200 600 310 650 千円1kW

既存設備利用率
■

0.75 0.40 0.60 0.30 0.75 0.25 %

既存発電設備

増加率

■

1.0 15 3.0

2.0(～2030年)

3.0(2030～70年)

6.0(2070年 ～)

%1年

バックス トップ

建設単価

1

450 300 300 1300 千円ノkW

バヅクス トヅプ

設備利用率

9

0.8 0.8 0.8 0.4 %

バヅクス トップ

発電設備増加率

■

6.0(2030年 ～) %1年

化石燃料
1

石炭 石油 ガス 期間 単位

既存資源埋蔵量 36.547 0.7511 3.528 lol4kcal

輸入増加率上限
■

1.0 0.35 2.0 ～2030年

%1年一2 .0 一2 .0 一2 .0 2030～50年

一4 .0 一4 .0 .4.0 2050年 ～

バヅクス トヅプ

資源埋蔵量

1

50 40 40 lol4kcal

バックス トップ

輸入増加率

■

3.0 3.0 3.0 2050～70年 %1年

15 15 1.5 2070年 ～

(5)貿 易

各部 門におけ る貿易は、前章 の多部 門モデル と同 じ構造 と して いる。すなわち、供給過 剰な部 門の

財を輸 出 し、需要過剰 な部 門の財 を輸入 し、 これ ら貿易収支 と海外援助(移 転 収支)、 海外投資(資

本収支)の 合 計が赤 字にな らないようにする というものであ る。

化石 燃料の貿易 につ いて は、価格 は2030年 までは前章のモデル と同 じ価格 上昇率を設定 す るが、そ

れ以降は2030年 の価格で推移 す るもの としてい る。 また、バ ックス トヅプの価 格についても2030年 の

対応す る化石燃料 の価格 に等 しいも 表
6・1・3世 代 重複 モデルにお ける海外援助 ・海外投資 の設定

の とす る。化石燃 料の輸入上限 は、

表6-1-2に 示 す通 りで あ る。 また、

海外投資 と海外援助 につ いては表6-

1・3のように設定 す る。

第3項 世代重複モデルによる結果とその評価

以上のパラメータ設定のもとで計算を行い、結果を分析する。ここでは、以下のシナリオを設定す

る。

① 現状推移シナリオ:二 酸化炭素の排出削減について何ら対策をとらないシナ リオ。
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② 二酸化炭素安定化シナ リオ:二 酸化炭素排出量を1990年 の水準に安定化するシナリオ。

③ 二酸化炭素安定化+効 用補償シナ リオ:② の二酸化炭素排出量を削減するシナ リオに特定の世

代の効用が①の現状推移シナリオ時にみ られ る効用の水準以上 となるように制約を設ける。

二酸化炭素排出量の制約時に、その世代の最低限の効用が現状推移シナ リオの水準となり、

これが保証される。つまり、第2章 でみた意思決定における倫理基準のうち、パレー ト基準

を考慮に入れたシナ リオのモデル化である。

ここでは各シナ リオにおける経済活動について詳細に分析するのではな く、各シナ リオにおける効

用水準の変化を評価する。これは、200年 以上 という長期を取 り扱うために、不確実な要因が多いた

めである。

図6-1-3に 、 シナ リ オ

② においてバ ヅクス トッ

プの二酸 化炭素排 出係数

の相 違に よ り見 られ る現

状推 移 シナ リオ に対 す る

効用水準 の変化 を示す。

この図か ら、二酸化 炭素

排 出量 を安定化 させ るこ

とは、現在世代 よ りも将

来世代 の効 用 を大 き く低

下 させ ることがわか り、

バ ックス トヅプの二酸化

炭素排 出係数が大 きくな

るほ ど効用水準の低下 は

顕著 とな る。 この結果か

ら、二酸化炭 素排 出量の
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■二酸化炭素排出係数50%
圏二酸化炭素排出係数100%

鰯二酸化炭素排出係数75%

図6-1-3シ ナリオ②においてバックストップの

二酸化炭素排出係数の違いによる

各世代の効用水準の変化

削減 に関する公平性 を、 同 じ効用水準 の低 下を基準 とするので あれば、現世代 は二酸 化炭素排 出量 の

安定化以上 の削減が求 め られ る。二酸化 炭素排 出係数 が現在 の化石 燃料 の排 出係数 の50%と した シナ

リオにおいて、21世 紀半ば か ら22世 紀 は じめの世代(第7世 代 か ら第9世 代)の 効用水準 は他 の排 出係

数 のシナ リオ と比較 して それほ ど減少 していな い。 こ うした ことか ら、二酸化炭素排 出量 の削減 に対

してはバ ヅクス トヅプ技術 の影 響、すなわち技術革新 の影 響が きわめて大 きい といえ る。

次 に、シナ リオ③ の結

果 について分析 す る。 こ

こで は、 シナ リオ② の う

ちバ ックス トヅプの二酸

化炭 素排 出係 数を既存 の

化石 燃料 の75%と す るシ

ナ リオ を も とに、第5世

代、 第7世 代 と第ll世 代

の効用水準 を補償 す る場

合 を考 える。 いずれの場

合 にお いて も、効 用を補

償 する世代 の前後 の世代

の経済水準 に影響が及ぶ

よ うにな るが、その大 き
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図6-1-4シ ナリオ③に対してバックストップの二酸化炭素

排 出係数を現状の75%と した場合にみられる

効用水準の変化

さは将来世代 の効用 を補償 するシナ リオほ ど大 き くなる。 こう した結果は、特定の世代の効用 を補償

96



す るには他 の世代が被 る費用が大 きくな ることを示す。なお、現世代 に対 する効用 の変化 はほ とん ど

観察 されないが、 これは現世代 に対 す る将来世代 の効 用の ウェイ トを低 く評価 して きたためであ る。

現世代 と将来 世代の トレー ドオ フをさ らに詳細 に分析 す るには、異世代間の ウェイ トの違 いに よる費

用 負担 や経済水準 の変化 につ いて評価 する必要があ る。 こうした結果 は、HowarthandNorgaardが 指摘

す る世代 間の評価 に対 する割引率の議論 に一致 した もの となっている。

第2節 地域間の公平性

次に、地域間の公平性について分析を行う。この議論は、いわゆる南北問題 として取 り扱われてき

たものであるが、ここでは、二酸化炭素排出量の削減が求められているがそれに要する費用は高い先

進国と、二酸化炭素削減の費用は安いが将来の経済発展 とともに二酸化炭素排出量の大幅な増加が予

想されている発展途上国が、協 調 して二酸化炭素排出量の削減に取 り組む場合にみ られる経済的な便

益 とその際の費用負担について評価する。ここでは、先進国として日本を、発展途上国として中国を

それぞれ取 り上げ、 この2国 を統合 したモデル を構築 し、両国における二酸化炭素の排出量とそれを

削減する際にみ られる費用負担を対象に地域間の公平性を評価する。

第1項 地域間公平性 を分析するための2国 モデル10

多地域 を対象 とす るモデル の場合 、それぞれの国は貿易等 によ り他 国 と密接 な関わ りを持 ちなが ら

も独立 した政策 を とってい る。 日本 と中国 を対象 に した場合、 日申両 国は貿 易や経 済援助 、技術協 力

に よ り、互 いに影響 を受けなが らも各国独 自に経済発展 に向けた政策決定 が行 われてい る。 しか しな

が ら、本研究 においては、 日中両国が この ような独 自の政策 を とるのではな く、両 国を と りまとめ る

意思決定 者が存在 し、その意思決定 者が最 も効 率的な2国 間 の財 の取引量 を決定 す るもの と して議論

を行 う。 すなわ ち、 日中両 国を プレーヤー とす るゲー ム論的取 り扱 いをす るのではな く、 日中各国 を

1つのサ ブモデル と して取 り扱い、両国の 目的関数 を統合 したモデル を構築 し評価を行 う。

こう したモデル を構築 す るにあた り、 日本 と中国の 目的関数(効 用)の ウェイ トを どのよ うに評価

す るかが問題 となる。そ こで、 日中間の効用の ウェイ トを評価 するために、以下 に示す ような最適化

問題 を考え る。

日本 と中国は、財1と 財2を エ ネル ギーEよ り生産 し、両国間で はこれ らの財 とエ ネル ギーを取 引 す

ると仮定す る。 さ らに、 日本 と中国は 日中間以外の海外 との取引 を行 っていない とす ると、 日本 と中

国両国におけ る意思決定 は、以下 の ように表 すこ とが できる。

【日本】MaxUJ謹U」(Cl」,C2」)

s.t.flJ(El」)ニCIJ+X1

ちJ(E2J)=C2」+X2

EJニEl」+E2」+XE

【中国】MaxUcニUc(Clc,C2c)

s.t.fic(Elc)霜Clc-XI

ちc(E2c)=C2c-X2

Ec=Elc+E2c-XE

【パラメータ】J:B本,C:中 国,1:部 門1(財1),2:部 門2(財2)

【変数 】C:最 終消費,X:日 本か ら中国へ の純輸 出,E:エ ネルギー,U:効 用

【関数 】f(・):生 産関数,U(・):効 用関数

ここでは簡 略化 の ために1つ の時点 を対象 とする。両 国の制約条件 の うち、1、2番 目は財 の生 産 と

分配 を表 す式 であ り、3番 目はエ ネル ギー需給 を表 す。両国 間の取 引量 に対 して も何 らかの制約 が課

せ られ るが、 ここでは簡 略化 のため省略 する。
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これ に対 して 日本 と中国を統合 した 目的 関数 を もつ最適化問題は、 日中両 国の効用の ウェイ トをそ

れ ぞれ ηJ、ηcと す ると、次の ように表 され る。

MaxU=ηJ*U」(CI」,C2」)+ηc*Uc(Clc,C2c)

s.t.島 」(EII)+翁c(Elc)ニCI」+Clc

ちJ(E2」)+ちc(E2c)=C2」+C2c

E」+Ec=EIJ+E2J+Elc+E2c

制 約 条 件 は 、 各 財 の 日本 に お け る 中 国 へ の 純 輸 出 量 と 中 国 に お け る 日本 か らの 純 輸 入 量 が 等 し くな

る こ と を 示 す も の で あ る 。 こ の と き、 日 本 と 中 国 を 統 合 した モ デ ル に お け る ハ ミル トニ ア ン は 次 の よ

う に 表 す こ と が で き る 。

H=η 」*U」(ClJ,C2」)+ηc*Uc(Clc,C2c)

+θ1{翁 」(EIJ)+靖c(Elc)一CIJ-Clc}

+θ2{ちJ(E2」)+ちc(E2c)一C2」 一C2c}

+θE{E」+Ec-EI」 一E2J-Elc-E2c}

こ の と き 、 最 適 解 を も つ た め の 必 要 条 件 の う ち 、 両 国 の 最 終 消 費Cに 対 して は 次 の よ う に 表 さ れ る。

∂H!∂CIJニ η」*∂UJ1∂CIJ一 θ1=0

∂H!∂C2」 篇η」*∂UJ/∂C2」 一 θ2ニ0

∂H1∂Clcニ ηc*∂Uc/∂Clc一 θ 監驕0

∂H!∂C2cニ ηc*∂Uc/∂C2c一 θ2=0

こ れ ら の 条 件 よ り、 各 国 の 効 用 の ウ ェ イ ト η 」、 ηcは 以 下 の よ う に 表 す こ と が で き る 。

ηFθ1*(∂Uノ ∂ClJ)一 』 θ2*(∂UJ!∂C2」)一1

ηc=θ1*(∂Uc1∂Clc)一 」 θ2*(∂Uc/∂C2c)一1

こ れ は 、 両 国 間 で 取 り引 き さ れ る 各 財 の 価 格 θ に そ の 財 の 最 終 消 費 に よ る 限 界 効 用 の 逆 数 を 乗 じ た

も の が 両 国 の ウ ェ イ ト と な る こ と を 示 す 。 つ ま り、 日 中 両 国 の 効 用 の ウ ェ イ トの 比 率 は 最 終 消 費 の 限

界 効 用 の 逆 数 に 比 例 す る 。 こ の ウ ェ イ トはNegishiweightと し て 知 られ て い る 。 そ こ で 、1回 の 最 適 化

計 算 毎 に 、 こ のNegi血weightを 計 算 す る こ と 日 中 両 国 の 効 用 に 対 す る ウ ェ イ トを 補 正 し、 こ の ウ ェ イ

トが 収 束 す る ま で 最 適 化 計 算 を 繰 り返 す こ と で 、 日 中 両 国 に お け る 最 適 解 を 求 め る よ う に モ デ ル を 修

正 す る 。 な お 、 本 章 に お い て は 多 時 点 を 分 析 対 象 と す るの で 、Negishiweightは 各 時 点 に お け る ウ ェ イ

トの 対 象 期 間 全 体 の 総 和 で 評 価 す る 。

第2項 日中モデルの構築

ここで用いるモデルは、前章で構築したわが国の多部門モデルを簡略化 し、それに新たに中国モデ

ルを構築し、それらを貿易及び効用関数において統合 した構造をもつ。

(1)対 象期 間

対象期間 は、1990年 を初期年 とし、2020年 を最終期 とする。また、1期 を5年 とす る。

(2)部 門分割

ここでは、中国 におけ る経済統計の信頼性 や取 り扱 えるデータが限 られて い るといった理 由によ り、

前節 の世代 重複モデル と同様 に、 両国 とも産業部 門を6部 門に統合 したモデル としてい る。6部 門モデ

ルの部 門の内訳は、9部 門 モデル の素材軽工部 門、素材 重工部 門、鉱業部 門の3部 門が統合 された素材

製 造部門(PRI)と 、加工軽工部 門、加 工重工部門の2部 門が統合 された加工製造部 門(ADV)、 農林

水 産部門、 建設部 門、業務 部門、エネル ギー転換部門であ る。

わが国の各パ ラメータの設定 は前節 の世代重複 モデルに用いたデー タに基 づいてい る。 中国の経済

活動に関す るデータの設定 を表6-2・1に示すll。
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(3)生 産関数 表6-2-1中 国 にお け るデ_タ 設定

わが国の生産 関数

は、前節 の世代重複

モデル にお ける生産

関数 と同 じ形態 とす

る。 すなわ ち、資本

と労働 はCES関 数 に

よ り付加価値投入要

素 に 結 合 さ れ 、 石

油 ・石炭 ・ガ ス ・電

力の各二次エ ネル ギ

ー種 はコ ブダ グラス

関数 に よ りエネル ギ

ー投 入要素に結合 さ

れ、 これ ら2つ の投

入要素 がCES関 数 に

よ り結合 されてエ ネ 単位:エ ネルギー需要一1014kcal,労 働人ロー千万人,そ の他一億元

為替レー ト:30.27円1元(1990年 平均)ルギーを含む付加価

値投 入要素 とな る。

一方、エネル ギーを除 く中間財 は コブダ グラス関数 に より中間投入要素 に結合 され る。そ して、エ ネ

ルギーを含む付加価値投入要素 と中間投 入要素か らレオ ンチ ェエフ関数 によ り粗生産が生み 出され る。

中国の生産 関数 は、エネルギーを含む付加価値投入 要素は資本 と労働 とエ ネルギ}を 、 中間投入要

素は個 々の部 門の中間財 を、それぞれ投入要素 とす るコ ブダグラス関数に よ り結合 し、粗生産はエ ネ

ルギーを含 む付加価 値投入 要素 と中間投入要素 か らレオ ンチェ フ関数 に よ り産 出され るもの として い

る。エネルギーを含 む付加価値投入要素 の統合 において、中国の生産関数が 日本の生 産関数 と異 な り、

コ ブダグラス関数 を用い る理 由と して、 中国においてはデータの不足 か ら代 替弾力性等のパ ラメー タ

の回帰 分析 が困難 なためであ る。 このた め、 中国の生 産活動 においては各付 加価値投入要素間 にお け

る代替 弾力性 は1で あ ると仮定 され る。

IIAGRIPRIIADVlCSTISEVlENr1肌D

AGR 1394.4 521.6 2041.6 130.2175.81.0

PRI 558.6 3983.8 1742。0 1520.09405540.5

ADV 389.5 ll26.9 3616.5 248.8726.884.2

CST 0.0 0.0 0.0 0.00.00.0

SEV 291.7 789.9 1024.8 214.11109.7149.0

ENT 73.3 672.0 179.4 61.8290.181.3

粗生産
1

7782.6 10555.0 11793.2 3042.97584.41454.9

資本ス トック
■

567,9 4094.2 6079.0 384.93781.04217.0

労働人口
1

34.177 3.244 3.945 2.46110.3050.234

最終消費 3074.7 770.4 3202.2 1163.93511.1100.4

固定資本形成
9

237.2 372.6 2169.8 1879.1477.70.0

輸入 155.6 952.4 1465.8 0.060.140.6

輸出
■

361.1 1079.3 1694.7 0.076.652.2

投資
1

820.3 2449.6 2302.9 291.02465.5538.5

石炭需要
1

1.125 18.821 4。763 0.2351.6860.000 8.748

石油需要 LO75 3.875 L204 0.4241.7900.000 0.312

ガス需要 0.000 1.043 1.549 0.1700.0260.029 0.432

電力需要 0.367 2.326 1.476 0.0720.1570.016 0.414

(4)エ ネルギー供給

1990年 におけ る中国のエネ 表6 -2-2中 国のエネルギー供給に関す るデータ設定

ルギー供給及 び資源 の賦存 量

は、OECD及 び アジア開発 銀

行 のデ ー タ を も とに表6-2-2

の ように設定 す る12。なお 、

各発電施設 の建設単 価はわが

国の値 を中国に適用 す る。 ま

た、発電効率 は30%、 送電 ロ

スは8%と 設 定 し、 それ ぞ れ

日本 の水準(発 電効率:38%、

送電 ロス5.7%)に な るまで毎年1%ず つ改善 され るもの とす る。

II石 炭1石 油1ガ ス1水 力1単 位

国内生産 55.744 14.080 1.424 lol4kcal

輸出
■

LO27 3.169 0.000 lol4kcal

輸入
■

0.107 0.764 0.000 lol4kcal

国内供給
■

54.073 ll.725 1.424 1014kcal

発電用需要
■

15.710 1.551 0.255 1014kca1

発電容量
■

126720 100万kW

発電量
■

100.200 1.600 0.040 36.050 100万kWh

資源埋蔵量
■

4958.094 350.227 110,446 1014kcal

(5)EI中 間の取引 と両国の貿易

表6-2-3に1990年 におけ る中国か ら日本 に輸 出され る財 を部門別、エネルギー品 目別 に示 す13。

生産部 門で産 出され る財及 び化 石燃 料の貿易構造 は、前章 のモデル と同様 であ る。エネルギー転換
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部門を除 く各部門の各年における各国の輸入量及び輸出量は、1990

年の輸入量 と輸出量を基準に2%1年 での増加を上限とする。また、

取引については日中間の貿易とその他の地域との貿易の2つ を考え、

日中間での取引量には制約を設けないが、その他の地域 との取引

については取引量の上限として、1990年 の日中間以外における輸

出量及び輸入量を基準に2%〆年の増加を設定 している。これによ

り、 日申両国は、各国国内の効用を最大化するように貿易 を行う

とともに、 日申間の貿易を通 じて両国の重み付け後の効用 を最大

化するように取引量を決定する。

2国 モデルにおける海外投資についても日中間の海外投資とそれ

以外の地域 との資本収支の2つ を分けて設定する。日中間以外の地

域 との海外投資については、前 表6
-2-4

章のモデルと同様にパラメータ

として外生的に与える。日中間

の海外投資については制約を設

けず、両国の固定資本形成の需

給を示す制約式において内生的

に決定される。これにより、 日

本か らの投資が直接中国の資本

ス トックとして評価される。

表6-2・3中 国か ら日本への財 の

輸 出額(1990年)

部門 ・晶目1取 引額1単 位

AGR 0.045 兆円
PRI 0.049

ADV 0.340

CST 0.000

SEV 0.000

ENr 0.413

石炭 0.412 1014kcal

石油 1.349

ガス 0.000

2国 モデルにおける海外投資 ・海外援助の設定

日中間 日中間以外

1990年1増 加率上限 1990年1増 加 率

日本

海外投資0,056兆 円 制約な し 10.926兆 円 2%ノ年

海外援助0.081兆 円 制約な し 0,696兆 円
12%1年(～2010年)

5%1年(2010年 ～)

中国

海 外 投 資 一〇.056兆 円 制 約 な し 一〇.441兆 円 2%1年

海 外 援 助 一〇.081兆 円 制 約 な し 一〇.782兆 円
12%1年(～2010年)

5%1年(2010年 ～)

注:マ イナスは海外から投資もしくは援助されることを示す。

経済援助についても日中間の経済援助 とその他の地域との経済援助を区別 し、日中間の経済援助に

ついては内生変数 として最適化により決定されるものとするが、 日中間以外 との海外援助については

パラメータとして外生的に与える。海外投資及び経済援助に関する設定は表6-2・4の通 りである。

以上に示した貿易収支、 日中間の海外投資を除 く資本収支、移転収支が各年において赤字 とならな

いように、 日中両国の貿易量が内生的に決定される。

なお、日中モデルにおいては両国間における排出権取引についてもモデル化を行う。排出権取引の

理論については 【付録6-1】 に示す。ここでは、排出権輸入国は排 出権購入の費用を排出権輸出国へ

の直接投資に充てるものとしている6つ まり、排出権取引においてはわが国か ら中国への技術移転等

を対象としたモデル化とはなっておらず、対外投資 と同様に取 り扱 う。

第3項 日中モデルの結果とその分析

前項のパラメータの設定に従った日中モデルの結果を示す。本研究においては、次の4つ のシナ リ

オを設定 している。

① 現状推移シナ リオ:日 本と中国を併せて評価するモデルにおいて、二酸化炭素の排出削減につ

いて何 ら対策をとらないシナ リオである。

② 日本二酸化炭素排出量:削減シナ リオ:日 本の二酸化炭素排出量は安定化させるが、中国の二酸

化炭素排出量については制約を課さないシナ リオ。

③ 日中二酸化炭素排出量削減シナ リオ1:日 本に対 しては二酸化炭素排出量安定化、中国に対 して

は二酸化炭素排出量の上限を25年 間で1.5倍 となるように設定 したシナ リオで、二酸化炭素排

出削減に対 して日中両国が個別に対策を行う。

④ 日中二酸化炭素排出量削減シナリオ2:③ と同様の二酸化炭素排出量に関する制約を設定するが、

排出権取引を通して二酸化炭素排 出量の削減に対して協調 して対策をとるシナ リオ。このシ

ナ リオでは効率的な二酸化炭素排出量の削減が実現 される。
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(1)現 状推移 シナ リオにおける結果 とその分析

日中両 国の二酸化 炭素排 出量に対 して制 約 を課 さ`ない現状推 移 シナ リオの結果 を図6・2-1、図6-2-2

に示 す。

図6-2-1は 日中両 国 に

お け る粗 生産 の推 移 を

示 す 。 日本 の粗 生産 は

4.4%〆年 で増 大 す るの に

対 して、 中国 の粗 生 産

は9.9%1年 と 日本 の2倍

以上 の速 さで増大 する。

また 、2020年 に お け る

国内総 生 産(GDP)に

お い て も 日中間 の格 差

はL5倍 に縮 ま る。 こう

した結 果 は、 中国 の労

働成 長 率(潜 在 的経 済

成 長率)を 日本 の10倍

以 上 に あ た る7%1年

(1990年)か ら5%!年

(2020年)に 設定 して

い る こ とに よ る。 その

結果、1人 あた りの最終

消費 の格差は84倍(1990

年)か ら19倍(2020年)

へ と縮 小する。

その 一方 で 、二 酸 化

炭 素排 出量 は 図6-2-2の

よ うに、 日本では0.9%!
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図6-2-2現 状推移シナリオにおける二酸化炭素

排出量の推移

2020

年 の伸 び しか示さ ないのに対 して、 中国では1.9%1年 で増 大す る。 これ は対 象期間 において石炭の需

要が2倍 近 くに増 大す るためで あ る。 こう した結果は、 中国において 二酸化炭素排 出量の抑 制 に向け

た施策が とられない限 り、かつて先進国が経験 して きた以上 に環境 負荷 をもた らす経済成長経路 を歩

む こ とを意味 す るものであ る。つ ま り、.中国 において現状 の経済成 長が続 けば、 中国 の地球温暖化 に

対 す る寄与 は非常 に大 き くな るといえる。 こう した結果 は第4章 で示 したGlobal2100の 中国 に対す る

結果 と同様で ある。

(2)日 本二酸化炭素排出量削減シナ リオにおける結果 と宅の分析

次に、日本の二酸化炭素排出量を1990年 の水準に安定化させ るが、中国の二酸化炭素排出量につい

ては制約を課さないシナ リオの結果を示す。

図6-2-3は現状推移シナ リオに対する変化を示したものである。わが国では二酸化炭素排出量の削減

に伴い経済活動が落ち込む傾向を示す。これに対 して、中国では粗生産の変化はほとんど見 られず、

日本の粗生産の落ち込み と比較すると高い水準を維持 する。また、1人 あた りの消費では現状推移シ

ナ リオの水準を上回るようになる。これは、日本が二酸化炭素排出量を安定化させることによって生

産が減少 し、日本に対する中国のウェイ トが現状推移シナ リオと比較 して高 く評価されるためである。

その結果、 日本から中国への投資は現状推移シナ リオ と比較 して増大 し、中国において財の最終消費

への配分が増大する。また、中国の二酸化炭素排出量は、2020年 には現状推移シナ リオ と比較 して増
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大 す るが、 それ まで の

期 間において減少 す る。

これ は、 日本 か ら中 国

へ の 投 資が増 大 す る こ

とに よ り中国 の資 本 ス

トヅク が増大 し、 付加

価 値 投 入 とエ ネル ギ ー

投入 の間に代替が生 じ、

生 産 部 門 にお いて エ ネ

ルギ ー 需要 が減 少 し、

二酸 化 炭素排 出量 が 減

少 す る ように な った た

めであ る。
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図6-2-3日 本炭素排出量削減シナリオにおける結果

(3)日 中二酸化炭素排出量削減シナリオ1に おける結果 とその分析

日中両国が単独で二酸化炭素排出量の削減に取 り組むシナリオの結果を図6-2-4に示す。

中国 に対 す る二酸 化炭

素排 出量 の制 約は、25年

でL5倍 と比 較 的 緩 や か

に設定 してい るため に、

現状推移 シナ リオ に対 す

る粗 生産の落 ち込み はわ

ずか であ り、2005年 まで

は 日本の粗 生産の減 少率

を下 回 るが、対象期 間を

通 じて2%未 満に止 まる。

また 、(2)と 同様 に 日本

に対す る中国 のウェイ ト

が増 大 し、 日本か ら中国

への投資が現状推移 シナ
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図6-2.4日 中炭素排出量削減シナリオ1に おける結果

リオ と比較 して増 大 す るようにな る。 その結果、 中国の1人 当た り消費 は、現状 推移 シナ リオ と比較

して増大 す る。ただ し、 日本か ら中国へ の投 資額 その もの は(2)の 日本 の二酸化 炭素排 出量削減 シナ

リオ と比較 して減 少す るので、1人 あた りの消費の伸び も(2)と 比較 する と小さ くなる。

一方、 日本 では(2)と 同様 に厳 しい制約が課 され てい るために特 に2010年 以降にお いて粗生産 は大

き く減 少す る。 しか しなが ら、(2)に お け る効用の ウ ェイ トと比較 す ると、 日本 に対 す るウェイ トが

若干回復す る結果、わずかではあ るが消 費や粗生産 の落 ち込みが 回復 す る。

(4)日 中二酸化炭 素排出量削減 シナ リオ2に おける結果 とその分析

最後 に、日本 と中国が排 出権取引 によ り協調 して二酸化炭素排 出量 を削減 す る場合 の結果 を図6-2-5、

図6-2-6に 示す。 ここでは、発電設備等 におけ る技 術移転 を通 じた共 同実施で はな く、排 出権の輸 入 に

対 してそれに見合 うだけの額 を相 手国に投資す る とい う排 出権取 引の枠組みで二酸化炭素排 出量 の削

減 における協調施策 を評価 す る。 また、排 出権iの価格 は各 年において一律10万 円!tCと す る。

日本 は、 図6-2-6に 示 すだけの排 出権 を中国か ら購入 する ことで、経 済水準 を現状推移 シナ リオの水

準近 くに回復 させ る。一方 、中国の経 済水準は現状推移 シナ リオ と比較 して減少 するが、 これは排 出

権 の輸 出によ り、 図6-2-5に 示 す通 り二酸化炭素排 出量 の制約が厳 しくな るためであ る。 また、 日本 に
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対する中国の効用のウェイ トが現状推移シナ リオと比較 して低 く評価されたこともその一因である。

このため、中国国内における経済活動はこれまでのシナリオの中で最も低下 し、費用負担の公平性 と

いう観点から問題であるといえる。

このシナ リオの結果で

は、先に示 した(2)と(3)

のシナ リオの結果よりも、

日中両国全体の経済水準

は向上することか ら、両

国全体では効率的な二酸

化炭素排出量の削減が実

現されている。 しか しな

がら、日中両国全体の経

済水準の向上は日本の経

済水準の回復によるもの

であ り、中国の経済水準

を補償するような 日本か

ら中国への所得移転が必
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図6-2-5日 中炭素排 出量削減シナリオ2に お ける結 果

要 とな る。例 えば、排 出権価 格 を上 げる

ことで、中国の経済水 準の低 下は抑 える

ことが可能 とな る。 また、 日本か ら中 国

への海外投 資は このシナ リオ において最

も小さ くな ってお り、 日本か ら中国へ の

海外投 資の水準 を現状推移 シナ リオの水

準に固定 す ることに よって も中国の経済

水準は回復 す るようにな る。 このほか、

本章の分析 では取 り扱 うことはで きな い

が、エネル ギー需要 を石 炭か ら二酸化炭

素排出原単位 の小さいエネルギーへ と転

1.0

0.8

避o.6

堰0.4

0.2

0.0

199520002005201020152Q20

年

図6-2-6日 中炭素排出量 削減シナリオ2に

おける日本 の排 出権輸入 量の推移

換 を進めるための投資の推進なども、中国における二酸化炭素排出量の削減を通 じて経済水準の低下

を回復させるものと思われる。

第3節 本章の結果と今後の課題

本章においては、第5章 で構築 した多部門モデルを世代間の公平性、地域間の公平性に関して分析

できるように、それぞれ世代重複モデル、日中2国 モデルへと拡張 し、二酸化炭素排 出量の削減時に

見られる費用負担に対 して公平性の観点から評価を行 った。本章における2つ のモデル分析から明ら

かになったことを以下にまとめる。

① 世代重複モデルにおける結果か ら、以下のことが明らかとなった。

1)各 世代に対 して二酸化炭素排出量を1990年 の水準に安定化させるシナ リオを設定した場合、将来

世代ほど現状推移シナ リオに対する効用の減少率が大きくなる。このことか ら、各世代に対して

均等な効用水準の低下を公平な施策 とみなすのであれば、現世代は二酸化炭素の排出削減を積極

的に行い、将来世代の効用水準の減少を抑える必要があるといえる。

2)二 酸化炭素排出量を1990年 の水準に安定化させ るシナ リオを導入すると、化石燃料のバックス ト

ップの二酸化炭素排出係数により、将来世代の効用水準の低下は大きく変化する。このことから、

103



二酸化炭素排出量の削減に対して技術革新の影響は極めて高い。

3)既 存の最適化モデルの枠組みにおいては、将来世代の効用を補償するために払う現在世代の犠牲

はごくわずかである。これは、既存研究で指摘されているように、世代間の公平性を保証するた

めには、低い割引率による各世代のウェイ ト評価が必要 となることを示すものである。

② 一方、2国 モデルとその分析か ら、以下のことが明 らか となった。

1)中 国における二酸化炭素排出量は今後1.9%1年 で増大し、0.9%!年 で増加する日本と比較 しても、

地球温暖化への寄与がますます大きくなる。

2)日 本が単独で国内の二酸化炭素排出量を安定化 させる場合、日本の経済活動は縮小するが、逆に

中国では経済水準が向上する年もみられるようになる。これは、日本に対する中国のウェイ トが

高 く評価され、日本か ら中国への投資が増大する結果である。

3)日 本と中国が二酸化炭素排出量の削減に向けた排出権取引を行う場合、排出権の取引価格によっ

て中国の経済水準は現状推移シナ リオの結果だけでなく、中国が単独で同じ量の二酸化炭素排出

量を削減するシナ リオで見られる経済水準も下回るようになる。これは、排出権取引によ り中国

の二酸化炭素排出量がさらに抑制されることと、排出権取引を行うことで日本から中国への投資

が減少するようになるためである。地域間の公平性 という観点か ら、中国に対する所得の再分配

など経済水準の低下を補償するための施策の導入が、効率的な二酸化炭素排出量の削減を導 く排

出権取引において必要になることが明らかとなった。

最後に、本章における今後の課題をとりまとめる。

① 世代間の公平性の分析における各世代間のウェイ トは、割引率 という曖昧な指標をもとに硬直的

に設定 した。これに対 して、2国 モデルで示 したNegishiweigbtよ うに最適化の過程において効率

性を重視 したウェイ ト評価の方法を見いだし、それに対 して公平性に関する様々な施策を導入す

ることで、効率性 と公平性に関する施策の有効性を論 じることが可能となる。

② 地域間の公平性に関する分析において、排出権取引を認めたうえで両国の二酸化炭素排出量を安

定化させるシナリオの場合、排出権取引における取引価格を外生的に与 えてシ ミュレーションを

行った。これに対 して、最適化により二酸化炭素削減の限界費用(炭 素税)が 内生的に決定され、

これを排出権価格として用いることも可能である。より効率的な排出権取引を行うように誘導す

るのであれば、最適化計算の繰 り返 しの過程において排出権価格を補正するようにモデルを修正

する必要がある。

③ 地域間の公平性に関する分析において、経済的効率性だけを重視 した排出権の売買では、2国 を

併せた経済活動全体の増進を図ることから、効用におけるウェイ トの小さい中国の経済水準が犠

牲 となった。こうしたことから、効率的な二酸化炭素排出削減施策である共同実施や排出権取引

においても、現状推移シナ リオにおいて実現される経済水準を保証するような公平性シナ リオを

評価する必要がある。すなわち、パレー ト主義的な意思決定を取 り入れたモデルを構築 し、その

結果を本章の結果 と比較する必要がある。
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【付録6-1】 排出権取弓1・共同実施の理論1

排 出権取引、共 同

実施 とは、 日本 と中

国の ように二酸化 炭

素排 出量 の削減に対

する費用 が異 な る主

体 において効 率的 な

二酸化 炭素排 出量 の

削減 を実現 す るた め

に行 う政策で ある。

図6-A-1に 示 す よ

うに二酸化 炭素排 出

削減の費用(限 界 費

用)の 異 な るA国 、

B国 を考 え る。両 国

は そ れ ぞ れCA、CB

の二酸化炭素 を排 出

して お り、 これ を

CA*、CB*に 削 減 し

なければな らない と

す る。 また、A国 は

B国 に比 べ二 酸化 炭

素 削減のため の限界

旺
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図6-A-1炭 素排 出削減に対 して異なる限界費用曲線を有する2力国の

炭素排出量の削減とその便益

費用 が高い とする。すなわち、 日本 と中国を対象 とす ると、A国 が 日本に相 当す る。

両 国が ともに 自国 に課せ られ た制約 を満たす ために受け る両 国の経 済的損 失はそれ ぞれLA、LBと で

あ る。効率的 な二酸化炭素排 出量の削減 を実現 す るには、両国の二酸化炭素排 出削減 の限界 費用 が一

致 し、かつ両 国の二酸化炭 素削減量の合計が両 国に課 せ られた二酸化炭素削減量 の合計 に一致す るよ

うに各 国の排 出削減 量を決 定すれ ばよい 。 この水準にお ける二酸化炭素 を削減 す るための限界 費用 は

MC。 で あ り、B国 はCBOま で二酸化 炭素 を削減 しなけれ ばな らず、逆 にA国 の二酸化 炭素排 出量はCA。

まで認 め られ る。両 国併 せての経済 的損 失は この とき最小 とな るが、B国 にかか る二酸化 炭素排 出削

減の負担が大 き くな り、 この施 策 はB国 に とって認め られ るものではない。

そ こで、B国 の二酸化 炭 素排 出量 をCBoま で 削減 す る ときに、 図6-A-1中 の(CAo-CA*)*MC。=(CB*一

CBO)*Mcoに 相 当す る費用 をA国 か らB国 に移転 する ことを考 え る。 これに よ り、A国 で は 自国の みの

削減時 よ りも低 コス トで二酸化炭素排 出量 の削減が可 能 とな り、図中の▲BAだ け便益 を得 ることにな

る。一方、B国 において もA国 か ら補償 を受 け る結果、 図中の▲BBだ け便 益を得 るこ とにな る。つ ま

り、A国 、B国 ともに経済的便益 が発生 す るこ とにな る。

排 出権取引 においてはCAo-CA*=CB*一CBoの 排出権 をA国 がB国 か ら排 出権価格MCoで 購 入す ること

で効 率的な二酸化炭 素排 出量の削減が実 現され る。

一方、共 同実施 においては、A国 が 自国 にお け る二酸化 炭素排 出量 の削減 のかわ りに、B国 にお け

る二酸化炭 素排 出量 がCBQと な るように資本 を投 入す るこ とで、両 国の二酸化炭素排 出量 を制 約以下

に抑 えるものであ る。

この ように、排 出権取 引 と共同実施で は ともに先進 国 と発展途上国が協調 して二酸化 炭素排 出量 を

削減 す るとい う行動 を とるが、排 出権取 引では二酸化 炭素の削減 は発展途上 国側 に一任 され るのに対

して、 共同実施 では先進 国が発展途上 国で二酸化 炭素の削減 を行 うこ とにな る。なお、共同実施 に お
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いて発展途上国で削減された二酸化炭素を先進国、発展途上国のいずれに帰属させ るかという問題が

あるが、両国の二酸化炭素排出量の総計に対 して制約が課され、かつ共同実施により両国に課せられ

た二酸化炭素削減量をすべて削減できる場合にはこうした問題を無視することができる。

【参考文献 】
1環 境庁 地球温 暖化経済 システム検:討会(1996)地 球 温暖化経済 システム検討会報告書(第3回 報告)

,

pp.97-104。
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第7章 廃棄物 ・リサイクルの経済活動への内生化による最適経路の評価

第1節 廃棄物処理 とリサイクルの経済的評価の試み

廃棄物問題は、二酸化炭素の排 出に伴う温室効果 と同様に、経済活動か らの排出物でそのス トック

が問題となっているだけではな く、資源の枯渇にも大きくかかわる環境問題の1つ である。廃棄物の

減量化 と再資源化は、生産 プロセスの改善や生活様式、消費行動の見直 し、経済システムの改善等に

より実現される。こうした廃棄物の減量化に対 して、後藤はものの流れに沿 って 「川上における廃棄

物発生の抑制、川中における廃棄物排出の抑制、川下におけるリサイクル」 という3つ の柱があると

指摘 している1。廃棄物の抑制については発生源における対策が最も効果的であるが、1995年6月 に制

定された容器包装 リサイクル法(容 器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律)が2000

年の完全施行に向けて1997年 より本格的に施行される2など、廃棄物の リサイクルも重要な役割を担 っ

ているといえる。また、持続可能な社会を構築する上で、財の循環を実現させる廃棄物の再資源化は

必要不可欠な要素であるといえる。こうした背景を踏 まえ、本章では従来の経済システム全体の枠組

みでは対象とされていない廃棄物の発生 とその処理、 リサイクルについて、経済活動 としての評価 を

行 う。

廃棄物をリサイクルすることによ り、本来経済的に無価値な廃棄物が経済的な価値を有する財 ・資

源へと転換される。こうした経済的な価値の変化は、個々の財に注 目する限 り把握することは不可能

である。また、 リサ イクルの現状は次節で示すが、技術的制約(実 用化技術が未だ開発されていない

ことによる制約)、 経済的制約(事 業 として採算がとれないことによる制約)、 社会制度的制約(規

格や許認可といった法規制等による制約)に より必ずしも実効ある形で進んいるとはいえない3。こう

した状況下においては、 リサイクルが自発的に行われる社会に向けてこれ らの制約を乗 り越える方策

をマクロ的に考え、 リサイクルの実施が、経済面や環境面において有効であることを示す必要がある。

本章では、個別の リサイクル技術 というような ミクロなレベルの分析ではな く、従来の経済分析の枠

組みでは無視されてきた生産 ・消費活動に伴って生 じる廃棄物 とその リサイクルをモデル化 し、これ

を第5章 において構築 したモデルに組み入れる。このように、廃棄物の排出とその費用を経済活動に

内部化することにより観察される廃棄物処理量の推移 と、先に挙げた種々の制約を乗 り越えるために

廃棄物の処理 に関する施策やシナ リオを導入することによる廃棄物処理の変化に対 して、定量的分析

を行 う。なお、本章における環境資源 と経済活動の統合は、第3章 で示 した評価方法のうち廃棄物の

発生により支出が増大することを示すものであ り、 リサイクル財の供給がそうした支出の増大を緩和

させる役割をもつ。

第2節 わが国における廃棄物の発生と処理の実態

廃棄物の発生 とその処理についてモデル化を行 う前に、本節 においてわが国における廃棄物の発生

とその処理及び リサイクルの実態について、各種統計により整理 を行う。

第1項 廃棄物の定義とその発生

廃棄物は大別 して産業廃棄物 と一般廃棄物に区分される。産業廃棄物とは事業活動に伴って排出さ

れる廃棄物のうち、 「廃棄物の処理および清掃に関する法律(廃 掃法)」 で定められる6種類 と政令

で定められる13種類 の計19種 類の廃棄物を示 し、そあ排出者が処理責任を負う。一方、一般廃棄物と

は、産業廃棄物以外の廃棄物 と廃掃法上分類されてお り、各市町村が処理責任を負う4。図7-2-1に産

業廃棄物と一般廃棄物の分類を示す。

図7-2-2は図7-2-1にあげた19種 類の各産業廃棄物の発生量の推移 を示す。1992年 度に発生 した産業廃
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*:「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律」
でいう廃棄物

灘農』
1み 糞騰 欝

燃えがら:石 炭火力発電所から発生する石炭が ら等

汚泥:工 場廃水処理や製造工程か ら排出される泥状のもの

廃油:潤 滑油 ・洗浄用油膜等の不要になったもの

廃酸:酸 性の廃液

廃アルカリ:ア ルカ リ性の廃液

廃プラスチック類

紙 くず:紙 製造業 ・製本業等の特定の業種から排出されるもの

木 くず:木 材製造業等の特定の業種か ら排出されるもの

繊維 くず:繊 維工業から排出されるもの

動植物性残渣:原 料として使用 した動植物に係る不要物

ゴムくず

金属 くず

ガラス及び陶磁器 くず

鉱さい:製 鉄所の炉の残さい等

建設廃材:工 作物の除去に伴って生じたコンクリー トの破片等

動物のふん尿:畜 産農業から排出されるもの

動物の死体:畜 産農業から排出されるもの

ばいじん類:工 場の排ガスを処理 して得 られるばい じん

上記18種類の産業廃棄物を処分するために処理したもの
:コ ンクリー ト固型化物等

特別管理産業廃棄物:感 染性産業廃棄物や廃石綿等

図7-2-1廃 棄物 の分類

450000

400000

350000

冨300000

室250000

雪 ・・・…
誌150000

100000

50000

0

197519801985199019911992

年 度

図7-2-2産 業 廃 棄 物 の 種 類 別 排 出 量 の 推 移

棄 物 は4.035億tで あ る が 、 図7-2-2よ り汚 泥 が43.9%と 最 も 多 く、 こ れ と 動 物 の ふ ん 尿(189%)、 建 設

廃 材(16.6%)の3種 で 全 体 の80%近 くを 占 め て い る 。
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図7-2-4一 般廃棄物の発生と民間家計消費の推移

る産業 廃棄 物の割合 が年々増加 してお り、1992年 度

には21.2%と 農林 水産部 門 を上 回 る廃棄物 を発 生 さ

せ るようにな ってい る。

一般 廃棄 物 の発 生 量の推 移 を図7-2-4に 示 す 。民

間最終消費支 出の伸 び と比較 す ると廃棄 物発 生量の

伸びは比較的緩やかで ある といえ る。1人1日 当た り

では1990年 度で1120gの 廃棄物を排出 してお り、1965

年度 の排 出量(6959/人 日)5と 比較 す ると1.6倍 に増

加 してい る。表7-2-1に 先 進各国 におけ る年 間1人 あ

た りの廃棄物発生量 を示す6。

表7-2-10ECD主 要各 国におけ る年間1人 当た

第2項 廃棄物の処理 と りサイクル

発生 した廃 棄物 は直接 最終処 分、中間処理(減 量

化)、 再資 源化(再 生利用)と い う3つ の経路 に分

かれ て処理 され る。 図7-2-5に1990年 度 及び1992年

度におけ る産業廃棄物の処理経路 と各処理量 を、 図

7-2-6に 一般 廃 棄物 の処理 形態 とその処 理量 を それ

ぞれ 示す7。 これ らの 図か ら、1990年 度 で は、 産業

廃棄物 では発生 した廃棄物 のうちの38.2%(1.5億t)が 、 一般 廃 棄物 で は3.3%(1681万t)が 再生利用

されてお り、量、割合 とも一般廃 棄物に比べて産業廃棄 物の方が リサイ クル に対 する取 り組みは進 ん

りの廃棄物発生量(kg1人 年)

国名Il975年Il980年Il985年11990年

カナダ 524 601

米国 538 603 623 721

日本 378 376 344 411

オ ー ス トリア 185 222 229 325

ベルギー 296 313 343

フ ィ ンラ ン ド 510 624

フ ラ ンス 271 289 317 333

西 ドィ ヅ(ド ィ ヅ) 333 348 317 333(350)

ギリシア 259 304 296

イタ リア 257 252 265 348

ルクセンブルグ 330 351 357 445

オランダ 498 435 497

ノル ウ ェー 424 416 474 472

ポル トガル 213 247 257

スペイン 226 270 260 322

ス ウ ェー デ ン 293 302 317 374

スイス 297 351 383 441

英国 324 312 341 348

OECD 390 420 430 480

llO



排 出量

40300万t

[39500万t]

[納 は
1990年 度

の処理量

を示す。

再 生 利 用 量

9200万t

I8800万t]

中間 処理 量

25000万t

[24700万t]

再 生 利 用 量 合 計

16100万t

[15100万t]

処 理 残 渣 量

9700万t

[9200万t}

減量 化 量

玉5300万t

[董5500万t]

再 生 利 用 量

6900万t

[6300万t]

最 終 処 分 量

2800万t

【2900万t]

直 接 最 終 処 分 量

6100万t

[6000万t1

最終処分量合計
8900万t

[8900万t]

図7-2-5産 業廃棄物 の処理 フ ロー(1992年 度)
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図7-2-6一 般廃棄物の処理 フロー(1992年 度)

で いる といえ る。なお、1992年 度 の産業

廃棄物、一般廃棄 物の再 生利用は、量、

比率 とも1990年 度 と比較 して高 くなって

い る。図7-2-7に 産 業廃 棄 物 の種 類別 の

処理状況 を示 す8。

図7-2-8に わ が国 の マテ リアル フロー

を示す9。 この 図か ら、廃 棄物 の リサイ

クル に よる資源の再 生利 用 は10%に 満た

な い こ とが 明 らか とな る。 また、図7-2・

9に 古 紙、 スチ ール缶、 アル ミ缶 の各 回

収率 とカ レッ ト利用 率 を示 すiO。 これ ら

の各財 につ いては比較 的回収経 路 も整備

され てお り、50%を 超 え る回収 率、利用

率が実現 され ている。さ らに、近年にお

いて もこれ らの数値 は増加 す る傾 向にあ

る。 こうした点 を踏 まえ ると、現状では
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図7-2-7産 業廃棄物の種 類別処 理方法(1990年 度)

リサ イクルが進 んでいない財 につ いて も、回収 経路 の整備や容器包装 リサ イクル法の施 行 に見 られ る

ような制度 面の改善 によ り、 リサ イクル率が高 め られ る可能性 があ るといえ る。 この ほか、 図7-2-10

lll



輸入 製 品等 輸 入

【0.6】(0.6)

謙 奇蟻

輸 出

[1.0】(0.7)

ク 建設用鮒

二 甥 櫻1論、)蓄
一∠

讐陛 響笙譲
翻$:

詞 繋
、

A

物 質総 利 用 量

[23.0】(23.5)

ノ

D
単位:億V年

《 凄

再 生 利 用 量[2.2](2.0)

鮒 一 出

図7-2-8わ が 国 の マ テ リア ル バ ラ ン ス[1994年 度 】(1990年 度)

に示 したわが国の発電設

備 を有す る焼 却施 設数 と

その発 電量 の推移llか ら

も明 らかな ように、近年

では廃 棄物の マテ リアル

リサイ クルだ けで な くサ

ーマル リサイ クル もさか

んに行われ るようになっ

てい る。

リサ イクル の形態 とし

て、廃棄物 を原材料 に転

換 するマテ リアル リサイ

クル、廃棄物 の焼却 時に

発生 す る熱 をエネルギー

として回収す るサ ーマル

リサ イクルのほか、廃棄

物 の埋 め立て最終処分 に

よ る用地 リサイクル も存

在 す るが、本章ではマテ

リアル リサイ クル とサー

マル リサイ クル を対象 と

して取 り上 げる。 これ に

よ り、廃棄物 の処理 にお

いて リサ イクル を行 うこ

とで処理費用 は増大 す る
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図7-2-9各 廃棄物におけるリサイクル率の推移
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年

図7-2-10発 電 設 備 を有 す る施 設 数 の 推 移

が、財の供給もしくはエネルギーの供給が増大するという経済的便益が発生し、費用便益的に最適な

リサイクル処理の形態を導 くことが可能 となる。

第3節 廃棄物の発生とその処理 ・リサイクルの内生的評価

本章では、従来の動学的最適化マクロ経済モデルに、廃棄物の発生とその処理、及び リサイクル を

サブモデルとして組み入れたモデルを構築 し、廃棄物による生産への影響、 リサイクルをシステム内

で評価 したときにみ られる経済水準の変化や環境影響について分析を試みる。ここでは、メインモデ
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ルを第5章 で構築 したモデルとし、これに廃棄物の発生とその処理を表すサブモデルを付加する。つ

まり、分析全体の枠組みは、計画期間における効用が最大となるように生産された財を消費 と投資に

分配するというものであり、財の供給に対 してはリサ イクル分だけ増大 し、財の需要も廃棄物処理分

だけ増大するというものである。

以下に、 リサイクルを付加 したマクロモデル構造の概要を説明する。以下に示す記号は図7-3・1中の

記号と一致している。また、簡略化のため、 リサイクル部門の廃棄物発生 と各部門の資本減耗及び海

外部門は省略する。

MaxΣU(Cρexp(一n)

s.tYi+氏=Ci+Σj㍉+Σ 、J取+ΣjM寿 十ei*Z

茎=蝿(Ki,Li,嶋i,Wρ

dK/dt=Σil輸

Wi=ai*Yi

Z=ΣiWi+b*ΣiCi

Rx=媛(Z,N∂

dNxldt=ΣiJ渓

【パラメータ】ij:生 産部 門,x:処 理部 門,a:生 産部 門廃棄物発生原単位,

b:最 終消費廃棄物発生原単位,e:処 理部門 中間消費原単位,

r:割 引率,L:労 働

[関数】U(・):効 用関数,f(・):生 産部門生産関数,h(・):処 理 部門生産関数

【変数】Y:生 産部 門粗生産,R:処 理部 門生産(リ サ イクル供給),

(7-1)

(7-2)

(7-3)

(7-4)

(7・5)

(7-6)

(7-7)

(7-8)

C:最 終消費,

1:生 産部 門投資,J:処 理部 門投 資,M:生 産部 門中間消費,K:生 産部 門資本,

N:処 理部 門資本,Z:廃 棄物総 発生量,W:生 産部門廃棄物発生量

メインモデル
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図7-3-1廃 棄物を内生化したモデル構造と廃棄物 のフロー

(7-1)式は 目的関数 であ り、社会 的効 用 を示す。

(7-2)式以 降が制 約条件 で あ る。(7-2)式 は、財 の分配 を示す式であ り、生産部 門で生産 された財 と処

理部 門で リサ イクル され た財 が供 給され、最終消費、固定資本形成、中間消 費の各需要 に分配 され る。

固定 資本形成 と中間消費 は、生 産部門、処理部 門それぞれに対 して行われ るが、処理部 門の中間消費

は、廃棄物総発生量 に比例 す ると仮定 す る。

(7・3)式か ら(7-5)式 が生産部 門での活動を示す式であ る。(7-3)式 は生産 関数で あ り、生産部 門は資本、

労働 、中間投 入、廃棄物 を投入 要素 と して粗生 産を産 出す るもの と して いる。 ここで廃 棄物は負の投
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入要素(廃 棄 物の増 大は処理 費用の増大 を伴 い、その費用の増 分によ り生産が減少す る)と みなす。(7-4)

式は生産部 門 にお け る資本 蓄積 を示す式であ る。(7-5)式 は生産部門 で発生 す る廃 棄物量を示す関係式

であ る。本章では廃 棄物発 生量は粗生産額の関数 とし、資本 ス トックの減耗 に伴 う廃棄物の発生 につ

いては分けて取 り扱わず、生産時におけ る廃棄物の発生に含め るもの とする。

(7-6)式か ら(7-8)式 が処理部 門での活 動を示 す式であ る。処理部 門は生産部 門 とは異な り、」資本 ス ト

ック及び リサ イクル の原料 とな る廃棄物の量に よ りリサイ クル供給量 が決定され るものとす る。(7-6)

式は リサイクル部 門の原材 料 とな る総廃 棄物発 生量を定義す る式で あ る。家計部 門か らの廃棄物 の発

生についても簡略化 のため耐久消費財の蓄積に伴 う廃 棄の時 間遅 れをb*ΣiCiに 併 せて評価 して い る。

(7-7)式は処 理部門 の生産、 すなわ ち リサイ クル供 給 を示す式 であ り、廃 棄物量 と処理部 門の資本 ス ト

ックに よ りリサイクル供 給量が決定され る。(7-8)式 は処理部 門における資本蓄積 を示 す式で ある。

(7-1)式か ら(7-8)式 に対 して λ,μ,θ,φ,η を変数 としてハ ミル トニア ンを定義 する と以下 の よ

うにな る。

H=U(Ci)+λi「Yli+Ri-CrΣj㍉ 一 ΣxJjx一ΣjM看一ei*Z】

+ζi[£(Ki,Li,M動,WJ-YJ

+μ 」【Σil顛】

+θi[ai*Yl-WJ

+φ[ΣiWi+Σibi*Ci-Z】

+πx【hx(Z,N距)一R,」

+ηx[ΣiJ剣

最 適 解 を も つ た め の 必 要 条 件 は 、Hに 対 す る 各 変 数 の 偏 微 分 が0と な る こ と で あ る 。

∂H!∂Ci=∂U!∂Ci一 λi+φbi=0

∂H!∂1麺=一 λ重+μ」=0

∂H!∂Jix冒 一 λi+ηx=0

∂H1∂M毎=一 λi+ζi∂fノ ∂Mi=0

∂H1∂Wi=ζi∂fi1∂W「 θi+φ=0

∂H〆 ∂Z=一eiλi一 φ+πx∂hx/∂Z=0

∂H/∂Y≧=λi一 ζi+aθi=0

∂H!∂Ri=λ 「 πi=0

(7-9)

(7-10)

(7-ll)

(7-12)

(7-13)

(7-14)

(7-15)

(7-16)

(7-17)

(7・10)式よ り、財 の価格 λはその財 の消 費に よる限界効 用では な く、 これにその財 の最 終消費起源

の廃棄 物の価 値(費 用)を 加 えた ものに等 し くな る。 また、財 の価格 は、(7-ll)式 、(7・12)式よ り、最

適解 において、生産部 門の資本の価値 μ と リサイ クル部門の資本 の価値 ηに等 し くなる。 これは、財

が最終消費、生産資 本、廃 棄物処 理資本いずれ に供給 されて もその限界効 用が等 しくな るこ とを示 す

もので ある。なお、生 産部 門で生産され る財 の価格 ζにつ いて も、(7-16)式 よ りλ+aθ とな り、廃 棄

物を対象 としない最 適化 問題 と比較す ると、生産関数 にお いて廃棄物発 生に伴 う生産 の減 少分 を考慮

す るこ とに よ りaθ だ け増加 す る。 この ように、財 の価格 は廃棄 物の発生 に よ りそ の費用 に相 当す る

分だけ上昇す ることがわか る。

一方、(7-12)式 と(7-17)式 よ り、 リサイクル部門の資本の価値 ηは、 リサイ クル財 の価格 πに等 し く

な る。生産部 門 とリサイクル部 門において財 の価格 と資本生産性(資 本 の価値)に 違 いがみ られ るが、

これは リサイ クル部 門にお ける廃 棄物の発生を無視 してい るためであ る。

中間投入 による限界生産性は、(7-13)式 よ りλ/ζ=λ1(λ+aθ)と な り、生産部門の限界生産性 に対す

る財 の価値 に等 しくな り、生産部門におけ る廃棄物 の発生 による費用の増分が ここにも影響 を及 ぼす。

廃棄物の発生 によ る生産 部門への影響は、(7-14)式 よ りθ=ζ ∂∬∂W+φ とな り、廃棄物の発 生に伴

う生産性 の減 少分 と発生 した廃棄物 の価値(費 用)の 合計 に等 しくな る。廃棄物の価値(費 用)は 、(7-15)

式 よ りφ霜λ(∂h/∂Z-e)と な り、 リサイクル を行 う ことで廃棄物 の価値(費 用)は リサイ クル供 給量

に相 当する λ∂h/∂Zだ け緩 和 され ることになる。
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このように、廃棄物の発生 と処理を内生的に評価することにより財の価格は廃棄物の発生量に伴っ

て上昇するが、リサイクルの実施により価格の上昇が緩和されるようになる。

第4節 廃棄物モデルの 日本への適用

前節では、廃棄物の発生 とその処理及び リサイクルを従来の経済モデルに付加 したモデルの全体構

造を示 した。本節では、このモデルを日本に適用するにあた り設定 した仮定やパラメータについて説

明する。

第 で項 各 部門における廃棄物 の発生

各 産業部 門及 び消費段 階1で発生 する廃棄物 は、 図7-2-1に 示 した産業廃棄物 の分類 と、 図7-3-1に 示 し

た各廃 棄物の た どる処理 経路及び各部 門への リサ イクル資源供 給の経 路12を も とに、表7・4・1に示す よ

うに6種 に分類 す る。

表7-4-1本 研究 におけ る廃棄物 の種 類 とそ の処分

廃棄物の種類

マテ リアル リサイクル 焼 却 処 理 直接

最終
処分

1

サ ー マ ル リサ サ ー マ ル リサHPHAHIP

イ クル あ り イ ク ル な し

燃えが ら ・鉱さい ・ぱい じWT10△ ○
ん ・建設廃材 ■

廃油・廃プラスチックWT20000
■

金属 くず ・廃酸 ・廃アルカリWT30△ ○■
紙くず・木くず・汚泥WT40000

■

ガラス ・ゴム ・繊維 ・家畜糞WT50000

尿 ・家畜死体 ・動植物性残渣

その他WT6△ ○

注:焼 却処理後の残さはすべて最終処分されるものとする。また、△は焼却以外の中間処理を示す。

(1)産 業部 門における廃棄 物の発生

産業部 門 にお け る

廃棄 物、すな わち産 表7-4・2廃 棄物 の発 生 に関す るパラメータの設定

業廃 棄物の発生 とし

て、 生産過 程 にお い

て発生 す る廃棄物 と、

資本 ス トック の減耗

に伴 って発 生 する廃

棄 物 の2つ が 考 え ら

れ る。本章で は簡略

化 のため、資本 ス ト

ックの減耗 に伴 う廃

棄物 の発 生を生産過

程 において発生す る 注
:*エ ネルギー転換部門の粗生産額は一次エネルギー供給量【単位:1014kcal】を示す。

廃棄 物に組 み入れ て 艸家庭の粗生産額はエネルギーを除 く家計最終消費を示す。

評価 す る。各部門 に

お ける廃棄物発生 量は、表7-4・2に示 す廃 棄物発 生原 単位 を用い て粗生 産(エ ネルギー転換部 門に対 し

て は粗 生産で はな く一次 エネル ギー供給量)か ら廃棄 物発生量 を算出す る13。また、廃棄物 の種類 も

表74-2に 示 す廃棄物 の内訳の比率14で固定 す る。

部門
廃棄物
発生量

■

粗生産額
廃棄物発
生原単位

廃棄物の内訳(%)

千t 兆円 千t1兆 円 V胃11V甲T21V町31V町41V7丁 「51V町6

AGR 77451 23.187 3340 3 0 0 26 72
「0

㎜ 34000 3.502 9709 96 0 0 0 0 4

LIP 44994 23.841 1887 0 0 0 78 22 0

LIA 23941 126.148 190 0 0 0 42 58 0

冊 70845 89.047 796 14 1 11 71 3 0

皿 9565 165.561 58 0 0 16 73 10 0

CST 71139 86.059 827 58 4 2 37 0 0

SEV 6776 312.946 22 0 7 0 66 26 0

ENT 56000
*46

.353
*1208

38 7 3 48 4 0

産業全体
■

394711 865.436 456 27 2 3 45 22 0

肌D
1

49271 **335 .632 147 5 10 5 25 55 0
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(2)家 庭部 門における廃棄物の発生

廃 棄物の発 生について も、エネルギー消費 と同様 に、経済 主体 としての家計部 門 とエネルギー統 計

におけ る家庭 部門を 同一の 主体 とみな している。また、すべての一般廃棄物 は家計部 門か ら発 生す る

もの と仮定 してお り、表7-4-2に 示す家庭消 費に対 す る廃棄物発 生原単位 か ら、エネルギー消費を除 く

家計最終消費 によ り一般廃 棄物を計算 す る。 また、廃棄物種 の内訳 も表7-4-2に 示す廃棄物の 内訳の比

率15で固定 する。

(3)廃 棄物処理部門における廃棄物の発生

廃棄物処理部門のうち、マテ リアル リサイクルを行う部門では、それに該当する生産部門における

粗生産と廃棄物発生の関係 と同じ係数で廃棄物が発生するもの とする。それ以外の廃棄物処理部門に

おける廃棄物の発生は無視する。

第2項

本章では、各生産部門

で発生する廃棄物を負の

投入要素 とみなす。これ

は、廃棄物処理に要する

費用だけ他の投入要素の

投入量が減少し、その結

果、生産が減少すること

を意味する。廃棄物の発

生に伴う損失を評価する

ために、ここでは廃棄物

処理に要する費用を粗生

産の損失分とみな し、廃

生産部門における廃棄物と生産活動

0.25

竃0.20

駆0・15

e

遡0・10

粟0・05

0.00

050100150・200250

粗生産額[1990年価格兆円]

図7-4-1加 工重工部 門(HIA)に おける粗生 産と廃棄物 に

よる粗 生産の損 失(廃 棄物 費用)の 割合 との関係

表7-4-3各 産業部 門におけ る廃棄物 と粗生産 の関係
棄 物 発 生 量 と粗生 産 の 関係 を

WIY=aWbで 評価 す る16。図7-4-1

に、加 工重工部門 においてみ ら

れ る粗 生産額 と粗 生産額 に占め

る廃 棄物処理 費用の割合 の関係

を示す。 この関係 を用 いて、 生

産 関 数 をY=(1-awb)*f(K,L,M,

E)と 修正 す る。パ ラメータa、b

は各部 門毎 に1970年 以降 の産業

連関表 をもとに回帰分析 に よ り 回帰式
:WIY=a*wb(n=5)推定 す

る。 推 定 結 果 を表7-4-3

に示す。 こう して推定 した各部 門において発生 する廃棄物量 と廃 棄物 処理 に要す る費用 の関係 は、将

来 にわた って不変であ ると仮定 す る。

部門Ila(t値)Ib(t値)lr2

AGR55E-02(一46.7) 1.00(119.8) 0,9998

皿14.7E-01(一1.9) 1.Ol(15.9) 0.9883

LP2.9E-02(一37.7) 0.90(36.9) 0.9978

LIAl.1E-02(49.9) 0.88(34.0) 0.9974

H旺 ⊃1.2E-02(一85.8) 0.89(45.7) 0.9986

HLA6.6E-03(一25.5) 0.76(11.6) 0.9782

CSTl.OE-02(一24.1) 0.83(15.8) 0.9882

SEV3.6E-03(一93.0) 0.71(16.8) 0.9895

ENT2.3E-02(一23.5) 0.84(23.6) 0.9946■
産 業 全 体1.7E-03(一130.9) 0.79(21.7) 0.9937I
HLD一 一 一

第3項 廃棄物処理部門における生産活動

廃棄物処理部門は、廃棄物及び資本ス トックをもとに廃棄物を処理 ・リサイクルする。発生 した廃

棄物は、図7-3-1に示すリサイクル処理、焼却処理、最終処分の3つ の経路のいずれかをたどるものと

する。 リサイクル財の供給に対 して、 リサイクル過程による費用の上昇が問題 となっているが、本章

ではこの費用の増大を表現するために、 リサイクル処理量と廃棄物発電の発電量に比例 して各産業部

門から中間財投入が必要になるものとする。その結果、廃棄物の リサイクル処理 ・発電処理に要する

ll6



分だけ財の供給が減少し、価格である各財のシヤドウプライスが上昇する。その一方で、

財の供給が可能な部門では、 リサイクル財の供給量の増大で価格が低下するようになる。

リサ イクル

(1)リ サイ クル処 理

リサイクル処理は、廃棄物 と資本(設

備)を 用いて、素材軽工部 門、加 工軽 工

部 門、素材 重工部門 の各部 門に財 を供 給

し、 その量 は、min(x(廃 棄物 の リサ イ ク

ル処理量),y(資 本 ス トック))と い う関係

に よ り決定 され るもの とす る。このため、

リサイ クル供給量 の増大 のためには資 本

ス トックの増大が必要 とな り、投 資が行

われ る。 リサ イクル供給 の粗生 産に占 め

る割合は、 リサイ クル の総投入 に 占め る

割合 が約8%と 推計 されて い るが、本 章

で は各部 門 とも4%と す る。 また、各 リ

サイクル部 門 にお け る資本生産性 は、表

7-4-4に 示す そ れぞ れ に対 応 す る生 産 部

門の資本生産性に等 しいもの とし、 リサ

イクル生産 と廃棄物 の発生 の関係 もそれ

ぞれ対応す る部門 に見 られ る関係 に一致

す るもの と仮定す る。ただ し、 リサイ ク

ル生産 とエ ネルギー投入、 中間投 入につ

いて は、表7-4-5に 示 す よ うに投 入資 源

表7-4-4リ サイ クル部 門におけ る粗 生産 と資 本ス トック

Y・ボllLIPILIAlHIA

b

(t値)

0.50

(14.7)

0.52

(32.3)

0.65

(22.9)
重相関係数 0.90 0.97 0.95

Y:粗 牛 産,K:資 本 ス トッ ク

1965年 か ら1993年 まで の デ ー タ を も と に 回帰 。

表7-4-5リ サ イクルに よる製造エ ネルギーの節約

製造エネルギー エネルギー

節約率
■

処女資源から1ス クラップから

金

属

スボ ンジTi 103.3
1

79.6 22.9

Mgイ ン コ ッ ト 90.2 3.0 96.7

Alイ ンコ ッ ト 61.5 3.0 95.1

Niカ ソ ー ド 36.3 3.8 89.5

Cuカ ソー ド 28.2 45 84.0

Znカ ソ ー ド
ll6

.4 4.2 74.4

鉄鋼 8.1 3.3 59.3

Pbイ ン ゴ ヅ ト 6.8 3.3 5L5

Al地金 57.6 1.6 97.2

紙(パ ルプ)
■

2490.0 786.0 68.4

製 造 エ ネ ル ギ ー:金 属 一106kcayt,紙 一103kcayt

エ ネル ギ ー 節約 率:[(処 女 資 源 一 ス ク ラ ップ)1処 女 資 源]*100(%)

の節約 が見 込 まれ る17。 このため、 エネル ギー投 入 と中間投入 について は生産 部 門の投 入の半分 です

む もの としてい る。なお、 リサイ クル部 門の資本ス トヅクは10%!年 の増加率 を上限 とする。

一方、廃棄物 の リサ イクル処理 量 と リサイクル財 の生産の間には比例 関係 が成 り立つもの と仮定 し、

その係数は初期年の廃棄物の リサ イクル処理量 とリサ イクル財 の供給に よ り決定す る。

(2)焼 却処理

本章における焼却処理 とは、焼却以外の中間処理 を含めた処理を含めたものであ り、発生 した廃棄

物を減量化する。焼却処理は資本(設 備)に 見合うだけの廃棄物量が処理される。焼却には発電施設

を併設 した施設と通常の焼却施設の2つ を設定 しており、廃棄物発電か らは電力エネルギーの供給(サ

ーマル リサイクル)が 可能になる。焼却処理 と廃棄物発電に関する設定を表7-4・6に示す18。表中のWT4

とWT5の 廃棄物発電での処理量は一般廃棄物であり、それ らの廃棄物発電での処理量は、1990年 の処

理量 を基 準 に5%1年 表7
-4-6焼 却施設に対する設定

魏ち轟隷
棄物発電での処理量

は 、1990年 に お け る

廃 棄 物発 電 の焼 却 処[仮 定]

理 量 の合 計 の25%を 廃棄物発電設備は、1990年 で40万 円1kWの 建設単価を要 し、35万 円1kWと なるまで毎
年1%ず つ技術改善がなされる。基 準 に5%〆 年 の増 加

廃棄物発電設備の建設単価は、通常の焼却施設の1.5倍の建設単価を必要とする。
率 を上限 とする。1990年 の廃棄物発電の発電効率は5%で 、15%と なるまで毎年1%ず つ改善され る。

な お 、焼 却 後 の残
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さは焼却量 の15%と してお り、残 さはすべて最終処分 され るもの とす る。焼却処理 におけ る資本 ス ト

ヅクも、 リサイクル部門の資本ス トック と同様 に10%〆年 の増加率 を上限 とする。

(3)最 終処分

直接最終処分される廃棄物と焼

却処理後の残さが最終処分 として

処理される。

本章では、廃棄物処理のうち最

終処分だけ資本を要 しないことに

よる直接最終処分への処理の集中

を防ぐことと、最終処理について

は、最終処分地の不足の問題や、

図7-4-2に 示す ように最終処分量

が1985年 以降斬減する傾向を示す

19ことか ら、最終処分量は毎年1%

ずつ減少するという制約を課す。

50000

40000

医30000

園20000

10000

0

19851990199119921993

年度

■産業廃棄物(最終処分)騨 一般廃棄物(最終処分)
皿一般廃棄物(減量化)幽産業廃棄物(減量化)
圏一般廃棄物(再資源化)□産業廃棄物(再資源化)

図7-4-2廃 棄物の処理別 の推 移

第5節 シミュ レーシ ョン結果 とその分析

第1項 廃棄物処理に関連するシナリオ

本章では、上記のモデルをもとに廃棄物処理 とリサイクルに関する様々な政策に対 して、廃棄物の

発生 とその処理、経済水準の変化等について分析を行 う。本章で設定するシナリオ として、次の①か

ら④を考える。

① 現状推移シナ リオ

廃棄物の削減について何 ら対策をとらないシナ リオ。

② 廃棄物最終処分量に対する制約シナ リオ

廃棄物の最終処分量を変化させ ることで、廃棄物処理の形態や経済水準にどのような影響

が及ぶかについて分析するシナ リオ。

③ リサイクル技術向上シナリオ

リサイクル技術の向上により廃棄物処理量や経済水準の変化を分析するシナ リオ。

④ 二酸化炭素の排出量に対する制約

二酸化炭素排出量を削減する際に見 られる廃棄物処理の変化について分析するシナ リオ。

このほか、二酸化炭素排出量の削減と②の廃棄物最終処分量を削減するシナ リオを組み合わ

せて評価する。

上記のシナ リオは、 リサイクルを巡る様 々な問題を分析するためのシナ リオである。②ではリサイ

クルの社会制度的な側面を、③では技術的 ・経済的な側面を、④では地の環境問題との関連を分析す

る。

第2項 シミュ レーシ ョン結果 とその分析

(1)現 状推移 シナ リオ

このシナ リオは、 リサイ クル等の環境 問題 に対 して特別な施 策 をとらない シナ リオで ある。 リサ イ

クル供給 を含む粗生産 の伸び率 は、期 間平均で3.2%〆年、廃棄物発 生量は2.9%!年 の伸びで増加 する。

一方、二酸化炭 素の排 出量 は0.9%1年 で増大 し、2030年 には1990年 よ りも約1.4億tC増 大 す る。廃棄 物
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の発 生量 とその処理 方法

の推移 を図7-5-1に 示 す。

最終処 分量:はその上限 が

LO%!年 ず つ減 少 す るた

め、 直接 最終処分 によ る

処理 は2015年 以 降 で0と

なる。焼却処 理は2015年

まで増加 す るが、最終処

分地 の減少を受けて それ

以降 は減少す る。発電 を

伴 う設備 での焼却 処理量

は、2005年 か ら2020年 に

か けて減少す るが、 その

後 は電力需要の増 大 の影

響 を受けて増加 し、期間

平 均 で3.5%〆 年 の伸 び 率

を示 す。一方、発 電 を伴

わな い設備 におけ る焼却

処理量 は、2015年 まで増

加す るが、 それ以 後減少

する。 これ に対 して、 リ

サイ クル処理 量は期間平

均 で4.2%1年 の 伸 び で 増

大 し続 けるが、焼 却処理

量の減 少する2015年 以降

の伸びが高 くな る。

図7-5-2は 、 各 部 門 に
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図7-5-1現 状推移シナリオにおける廃棄物処理の

内訳とその推移
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図7-5-2リ サイクル供給の各部門に

占める割合の推移

おいて リサイクル財の総供給に占める割合の推移を示す。 リサイクル財供給の総供給に占める割合は

部門により異なるが、加工軽工部門と素材重工部門はほぼ同じ水準で増加する。これに対 して、素材

軽工部門は2015年 まで減少するが、それ以降は急激に増大する。これは、素材軽工部門においては2015

年までは生産部門の供給が財の国内需要を上回るが、それ以後は需要が供給を上回るようになるため

である。また、電力供給に対する廃棄物発電の占める割合は、発電設備を伴 う焼却処理の減少の影響

により、2010年 か ら2020年 に減少するが、その後は増大する。なお、このシナ リオの2000年 と2010年

における電力需要に占める廃棄物発電か らの供給の割合は、長期エネルギー需給見通しの結果と比較

すると、現行施策折込ケースと比較して6倍 か ら8倍、新規施策追加ケースと比較して約4倍 高い20。

(2)環 境中に排出される廃棄物の最終処分量に対する制約 による廃棄物処理形態の変化

このシナ リオでは、処分地容量の制約による廃棄物処理方法の変化を分析するために、廃棄物の最

終処分量に関する制約を変更するシナ リオである。現状推移シナ リオでは最終処分量の上限を1%〆年

の減少 としているが、ここでは最終処分量の上限を、一3%!年 、1%〆年で推移させる2つ のシナ リオに

ついて評価する。

各シナリオの リサイクル処理及び焼却処理の推移を図7-5-3に示す。最終処分量に関する制約が緩や

かな1%〆年のシナ リオや現状推移シナ リオにおいては、計画期間において焼却処理量が リサイクル処

理:量を上回る。最終処分量が増大する1%!年 のシナ リオでは、焼却処理量は常に増加する。これに対

して、制約の厳 しい一3%1年 のシナ リオでは、2005年 以降に焼却処理量は減少 し、2015年 以降にはリ
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サイ クル処理 量が焼却処

理量 を上 回る ようにな る。

これ は、最終 処分量 に対

して厳 しい制 約を課 すこ

とによ り、廃 棄物の減量

化 だけでは対処 しきれず、

廃棄物 の発生 その ものを

減少 させ るために生産活

動 を縮 小 し、 代わ って リ

サ イクル財 の供給 を増大

さ せ るた め で あ る。 一

3%1年 の シナ リオ にお け

る生 産部門の粗生産 の増

加率 は現状推 移 シナ リオ

の そ れ と 比 較 す る と

0.3%〆年 も低 くな るが 、

財 の供 給量で はこの低 下

の水 準が ご くわずかであ

るが回復す る。こ うした

結果か ら、最終処分 地の

減少が 問題 となってい る

現在、 リサ イクル に よる

減量化が経済 的な水 準 を

維持 させ る上 で最 も有効

な手段であ るといえ る。

図7-5-4に この シ ナ リ
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図7-5-4最 終処分制約時における再資源化率の推移

オ にお け る廃 棄物 の再資源化率(廃 棄物 の再生利 用率)の 推移 を示す。 これ らの結果 か らも、最終処

分地の制約が厳 しくな るほ ど リサ イクル が促進 され るようにな ることがわか る。 なお、廃 棄物の最終

処分量 を3%1年 ずつ削 減す るには、1990年 にお いて34.6%で あ る再 資源化率 を、2030年 まで に2倍 以上

の75。7%に 押 し上 げる必要が あることを示 す。

(3)リ サイクル技術の改善による経済水準への影響

ここでは、 リサイ クル

技術 の改善 を、マテ リア

ル リサイ クル供給 の資 本

生産性の 向上 と廃棄物発

電の発電効率改善、施 設

単価 減少 とい う形 で表現

し、 この ときの経 済水 準

の変化 について分析 す る。

まず は、資本 ス トヅク

に対 す るリサ イクル財 の

供 給 量 が、1%〆 年 、2%1

年 、5%〆 年 でそ れ ぞれ 向
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図7.5.5リ サイクル 技術 改善 に伴 う消費水 準の推移

上 す るシナ リオの結果 を図7-5-5、 図7-5-6に 示 す。 図7-5・5は リサ イクル部 門にお ける資本 生産性 の向
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上に よる消費水 準の変化

を 、 図7・5-6は そ の と き

の リサ イクル処理 量 の変

化 をそれ ぞれ 現状推 移 シ

ナ リオ と比較 した もので

あ る。

これ らの 図 よ り、1995

年か ら2015年 までの期間

において リサ イクル処理

が活発 となる。 これは、

2015年 以降 は最終処 分量

の制 約 によ りリサ イ クル
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図7-5-6リ サイクル技術改善時のリサイクル処理量の推移

が進むが、それ以前についても技術進歩によりリサイクル処理が増大することを示すものである。こ

うした リサイクル財の供給の増大により、消費水準は向上するようになる。一方、廃棄物の最終処分

量は現状推移シナ リオとほぼ同じ水準を示 してお り、 リサイクル処理量の増加は焼却処分の減少によ

るものである。

続 いて廃 棄物発電 にお

け る技術改善 が、発 電施

設 単 価 の減 少(30万 円

1kWま で下落)と 発電 効

率 の 上 昇(20%ま で 上

昇)と いうシナ リオ を設

定 す る。 この ときの発電

量 の 推 移 を 図7-5-7に 示

す。発電効率 の改 善 によ

り、廃棄物発 電に よる電

力供 給量は、 現状推 移 シ

ナ リオ と比較 して2015年
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図7-5-7廃 物発電の技術改善による発電量の推移

以降増大 し、2030年 には33.1%増 大する。 これに伴って、消費水準 も発電量の増大する2015年 以降向

上するようになる。一方、発電単価の減少による発電量の増加は見られない。これは、本章のモデル

において発電容量(廃 棄物発電施設)に 制約を設けているためである。 しか しながら、発電単価の減

少により消費水準は各年を通じて現状推移シナ リオの消費水準を上回るようになり、経済便益の向上

という点においては効果が見られる。

以上の結果か ら、廃棄物処理における技術進歩は、最終処分量の削減という環境改善には直接影響

を及ぼさないが、経済的便益の向上には寄与するようになる。こうした結果 と先の最終処分:量の制約

に関する結果か ら、経済水準の低下を伴 う廃棄物の最終処分量の削減に対 して、 リサイクル技術の進

歩はその経済水準の低下を緩和させるという点で重要な役割を担 うといえる。

(4)二 酸化炭素制約時における廃棄物処理形態の変化

このシナ リオは、廃棄物問題 と地球温暖化問題を関連付けたものである。二酸化炭素排出量を1990

年の水準に安定化させる場合、粗生産の伸びが2.9%〆年に止まるため、廃棄物発生量は現状推移 シナ

リオと比較 して減少する。その結果、マテ リアル リサイクルの供給量も現状推移シナリオと比較する

と減少するが、HIPに おいては総供給に占めるリサイクル財の比率が上昇 し、エネルギー集約型で二

酸化炭素排出量の多い部門においてリサイクルの重要性が増すようになる。こうしたリサイクル財の

占める比率の上昇は、生産部門における財の生産活動の停滞もその一因であるが、 リサイクル財の生
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産時における効率性が評

価された結果であ り、地

球温暖化問題に対 して廃

棄物のリサイクルが有効

であることを示す。また、

二酸化炭素排出量の制約

のため、廃棄物発電か ら

の発電量は現状推移シナ

リオ と比較 して2005年 か

ら2015年 にかけて減少し、

電力供給に占める割合も

低 くなるが、2015年 以降

は現状推移シナ リオ と比

較 して高 くな り、2030年
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図7-5-8二 酸化炭素排出量安定化時の廃棄物と

経済活動の推移

の廃棄物発電量の電力供給に占める割合は2.7%と 現状推移シナ リオ と比較 して0.4%高 い。 こうした結

果は、長期的な視点にたつ と、廃棄物発電による電力供給が二酸化炭素制約時において有効であるこ

とを示すものである。

なお、二酸化炭素排出量安定化施策 と廃棄物の最終処分量の上限を一3%〆年 と厳 しくする施策を同

時に実施すると、廃棄物の再資源化率は二酸化炭素排出量安定化施策のみの場合 と比較 して1995年 以

降1.o倍から1.9倍増大する。また、2015年 以降における再資源化率は廃棄物の最終処分量安定化だけ

の場合よりも高い水準 となる。こうしたことか ら、現在直面する二酸化炭素排出量の削減 と廃棄物の

最終処分地の不足という2つの環境問題に同時に対処する場合においても、廃棄物の リサイクルが非

常に重要になることがわかる。

第6節 本章の結論

本章では、廃棄物の発生、処理 とそのリサイクルを内生化 した動学的最適化モデルを構築し、最終

処分に関する制約や リサイクル供給技術の向上に関するシナ リオを設定 し、廃棄物の発生とその処理

形態、経済水準の変化を中心に分析を行った。本章で明らかになったことを以下にまとめる。

① 廃棄物の発生を経済活動に内部化することで、廃棄物の価値(廃 棄物の費用)が 財の価格に反映

されるようになる。その一方で、 リサイクルの導入により財の価格上昇は緩和 される。

② 廃棄物の発生、処理を経済活動に内生的に評価することによ り、廃棄物のマテリアル リサイクル

やサーマル リサイクルが促進され、廃棄物の内生的評価の重要性が示された。また、経済活動の

評価を生産活動に止めるのではなく、図7-3-1に示す拡張した勘定体系をもとに評価することで、

経済活動だけでなく様々な環境資本についても併せて評価することが可能となる。

③ 廃棄物の最終処分に関する制約に対して、その制約が比較的緩ければ焼却による減量化が行われ

るが、より厳 しい制約 となる場合にはリサイクルの寄与が高 くなる。これは、最終処分制約が厳

しくなると焼却等の減量化だけでは対処しきれず、生産活動の縮小により対処する必要が生 じる

ためであ り、 リサイクルはそうした経済水準の縮小を回復させる。

④ リサイクル技術の進歩や廃棄物発電の効率改善は、廃棄物の最終処分の削減にはほとんど影響し

ないが、経済水準の向上には大きく寄与する。こうした結果は、経済的な犠牲を伴 う廃棄物の最

終処分量の削減において、経済水準の落ち込みを緩和させることを意味 し、 リサイクル処理にお

ける技術改善は廃棄物の最終処分の削減に間接的に寄与する。

④ 二酸化炭素排出量を1990年 の水準に安定化させ る政策をとることで、廃棄物発生量は減少する。
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その結果、 リサイクル財の供給も減少するが、素材重工部門においては リサイクル財の総供給に

占める比率は2030年 で0。3%高 くなる。また、廃棄物発電の電力供給量に占める割合も2030年 に

は0.4%上 昇する。これ らの結果、特に炭素集約型の産業部門にとって、地球温暖化対策 として

廃棄物のリサイクル処理が有効となることが明 らかになった。

今後の課題 として、以下のことが挙げられる。

① モデル構造に起因するものとしては、本章で扱わなかった財の消費と廃棄の時間遅れのモデル化

とその評価、 リサイクル部門における財の転換構造や各生産部門における廃棄物の発生構造の精

緻化のほか、各部門における廃棄物の発生に伴 う生産の損失の定量的評価とそれを回避するため

の経路(各 部門内における廃棄物削減)の 設定が挙げられ る。

② 本章では、廃棄物の リサイクルか ら得 られた財 と生産部門で生産される財は全 く同質のものであ

るとして評価 してきた。このため、地球温暖化問題に対してもリサイクルが有効である結果が導

かれたが、実際にはこれ ら2つの財には品質等に差があ り、 リサイクル財が積極的に利用される

ような社会状況にあるとは必ず しもいえず、地球温暖化に対するリサイクルの評価に対して別の

結果が得られる可能性がある。この点については、循環型社会への足掛か りとして、 リサイクル

財の需給の実体とリサイクル財が需要されにくい点をモデル上で表現 し、こうした課題を克服す

るための施策について検討する必要がある。
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【付録7-1】 多部門モデルか ら廃棄物 ・リサイクルモデルへの変更点

ここでは、第5章 で分析を行 った多部門モデルを本章の廃棄物 ・リサイクルモデルに拡張するにあ

たってのモデルの変更点について示す。

[新 たに追加 した変数]

以下の各変数 に示されるRCは リサイクル供給可能な産業部門を、NRCは リサイクル供給が行

われない産業部門を、WTは 廃棄物の種類をそれぞれ表す。

<廃 棄物 の発生 とその処理 に関 する変数>

STWST(T,ST):各 生産部 門か らの廃棄物総発生量

SECW(WT,T,ST):各 生産部 門か らの種類別廃 棄物発 生量

WAST(冗WT):生 産部 門全体 か らの種類別廃棄物総発生量

RECWAST(T,RC):各 リサイクル部門か らの廃棄物総発生量

RECSW(WT,T,RC):各 リサイ クル部 門か らの種類別廃棄 物発生 量

WASTR(T,WT):リ サイ クル部 門全体 か らの種類別廃棄 物総発 生量

WASTHαWT):家 計部 門か らの種 類別廃棄物総発生量

RECABL(WT,T,RC):産 業廃 棄物の うち リサ イクル利用 され る廃棄物

RECABLH(WT,T,RC):一 般廃棄物の うち リサ イクル利用 され る廃 棄物

RCREC(冗RC):リ サ イクル処理 され る廃棄物総量

BFORE(エWT):焼 却処理(発 電付 き)さ れ る種類別 産業廃 棄物量

BFORR(冗WT):焼 却処理(発 電な し)さ れ る種類別産業廃棄物量

BFOREH(鳴WT):焼 却処理(発 電付 き)さ れ る種類別 一般廃 棄物量

BFORRH(冗WT):焼 却 処理(発 電な し)さ れ る種類別一般廃棄物量

DISP(T,WT):直 接最終処分 され る産業廃 棄物

DISPHC鴫WT):直 接最終処 分され る一般 廃棄物

TOTDIS(T):最 終処 分総 量

<廃 棄物処理部 門に関す る変数>

RECY(T,RC):部 門別 リサイ クル財 供給量

ELECW(T):廃 棄物発電 に よる発 電量

RECI(冗RC):リ サ イクル部門別投資額

RECEI(T):焼 却処理施 設(発 電付 き)投 資額

RECBI(T):焼 却処理施設(発 電 な し)投 資額

RECK(冗RC):リ サ イクル部 門別資 本ス トック

RECEK(T):焼 却処理施 設(発 電付 き)資 本ス トヅク

RECBK(T):焼 却処理施設(発 電 な し)資 本 ス トック

ENEWAST(冗ENE2):リ サイクル部門 におけ るエネルギー種別二次エ ネル ギー需要量

EW(T):リ サイ クル部 門におけ る二次 エネル ギー総供給 量

CO2W(T):廃 棄物処理部 門にお ける二酸化炭素排 出量(エ ネル ギー需要+廃 棄物焼 却に よる)

TRCO2W(T):廃 棄物処理部 門におけ る二酸化 炭素排 出権取 引量

[制 約式]

以下 の制約式 において、*は 新 た に付け加えた制約式、+は 廃棄物 ・リサ イクルモデルへ の拡 張に

あた り修正 した制約式 、無 印は第5章 の多部 門モデル と同 じ制約式で あるこ とを、それ ぞれ示 す。
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+TPRDGσPP)
op∈NENTY(笑OP)≦ 【ぎ1(OP)*gl(OP)一 ⑫m(oP)*【kvs(OP)*K(TpP)一 ⑫9(oP)

+(1-kvs(OP))*1(T,OP)一dP9(oP)jdPm(oP)/dP9(oP)

+y2(OP)*[nENE2STED(T,ENE2,0P)一 畷EN玖oP)串dPm(oP)】rL〆dPm(oP)

*(1-wa(OP)*(STWSTαOP)*wf(OP))wb(oP))*wc(OP)

資 本 ・労 働 ・ エ ネ ル ギ ー を 投 入 要 素 と す る 粗 生 産 関 数 。

wa,wb,wc,wf:廃 棄 物 を 投 入 要 素 と し た と き の 粗 生 産 の 減 少 を 示 す パ ラ メ ー タ

・皿RDM(℃OP)
。,.N、NlY(冗OP)≦(H、P。N,。,X(冗 取OP)msσ 玖oP))/m・h・・e(OP)

*(1-wa(OP)*(STWSTαOP)*wf(OP))wb(oP))*wc(OP)

非 エ ネ ル ギ ー 中 間 投 入 要 素 に 対 す る 粗 生 産 関 数 。

+DIST衰(T
,RC)Y(T,RC)+RECYσ ㍉RC)=ΣOPop∈NENTX(冗RC,OP)

+σPE(T)+ELECw(T)*㎞h)*xe(RC)

+n可G(T,R.C)+COG(瓦RC)+NETXαRC)

+Σwr(RECABL(WT,鳴"L】Pll)+RECABL(WT,T∵'LIA'。)1

+RECABL(WT,T,1,Hn}")+RECABLH(WT,T,"LIP。1)

+RECABLH(WT,「LllLIA")+RECABLH(WT,冗llHIP"))*wm(RC)

リサ イ ク ル 供 給 可 能 な 部 門 に お け る財 の 配 分 。

リサ イ ク ル 部 門 か ら の 生 産 だ け 供 給 量 が 増 加 す る 。

wm:リ サ イ ク ル 財 の 供 給 部 門 に 対 す る 中 間 投 入 を 示 す パ ラ メ ー タ

+DIS㎜(工NRC)
NRC∈N酬T Yσ ㌧NRC)=Σop∈NENTX(冗NRC,OP))

+(TPE(T)+ELECW(T)*㎞h)*xe偲C)

+mG(「LNRC)+COG(エNRC)+NETX(エNRC)

+ΣwT(RECABL(WT,エ"LIP")+RECABL(WT,T∵ 。LIA")

+RECABL(WT,T,"]田[Pll)+RECABLH(WT,冗llLIPII)

+RECABLH(WT,T∵ 量LIA")+RECABLH(WT,「 葛llHIP。,))*wm(NRC)

リサイクル供給が不可能な部門における財の配分。

+FD(C(T)Σ
sT∈NENTINV(T,ST)+ΣENElEINV(丁 ㌧ENEl)+ETCI(T)

+ΣRcRECIσ ㌧RC)+RECBI(T)+RECEI(T)≦ ΣsT】NG(T,ST)

資 本 市 場 の 需 給 バ ラ ン ス を 表 す 制 約 式 。

INGR(冗IP)ING(ヱ 】〔P)≧ 血gO(IP)1ΣsT血gO(ST)*ΣsTING(T,ST)*0.5

各 部 門 に お け る 固 定 資 本 供 給 を 示 す 式 。

CAPS(T+1ρP)op∈NENTK(T÷1,0P)=K(r,OP)*(1-depr(OP))ts

+(INV(TlOP)*(1-depr(OP))ts+IM!(T+1,0P))*(ts12)

産 業 部 門 に お け る資 本 蓄 積 を 示 す 制 約 式 。

TC(TLAST,OP)op∈NENT

投 資 の 終 端 条 件 。

(lg(OP)+depr(OP))*K(TLAST㍉OP)≦INV(TLASTpP)

HENEC(T)EH(T)=ehp*(ΣIp∈NENTCOG(冗IP))eye

家 計 に お け る エ ネ ル ギ ー 需 要 を 定 義 す る 式 。

EXTRCT(T+1,FF)R:ES(T+1,FF)=RES(T,FF)一 σ)P(T,FF)+DP(T+1,FF))*(ts!2)

化 石 燃 料 の 採 取 を 示 す 制 約 式 。
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UPEXαFF)DPσ;FF)≦RES(スFF)*0.04

化石燃 料採取 の上限 を示 す制 約式。

囲S(T,FF)DPσ,冊)一P耶)+㎜(珊)

化石燃料の国内供給を示す式。

や㎜S(T)皿E(T)一 ΣFFPE(珊)+ΣNFN耶)*㎞h

一次エネルギー供給量 を示 す式。ここでのTPEはENTか らの一次エ ネル ギー供給量 を示 す。

㎜EEQ(T)ΣFF㎜(珊*wep(冗 即)+ΣsT∈NENT配Tx(工ST))一 五nv(T)一e加d(T)≧o

貿 易 バ ラ ン ス を 示 す 制 約 式 。

TFFDC(T)FFSDU(T,。 ℃OAL")+FFSEG(T,,ICOALII)=PE(T,"COAL")

国 内 に お け る 石 炭 需 給 を 示 す 式 。

TFFDO(T)FFSDU(T,。'0】L。')+FFSEG(Tl'IO】L")=PEα 。10】1ノ。)*0.96

国 内 に お け る 石 油 需 給 を 示 す 式 。

TFFDG(T)FFSDU(鳴1。GAS,1)+FFSEG(℃1'GASI巳)=PE(エ"GASII)+PEα 。10皿.11)*0.04

国 内 に お け る ガ ス 需 給 を 示 す 式 。

FFESσ ㌧FF)FFEGαFF)*kwh=FFSEG(冗FF)

火力発 電所におけ る発電量 を表 す式。

+ELECG(T)Σ
冊FFEG(エFF)+ΣNFNFEαNF)+ELECW(T)=ELECS(T)*(1+d(T))

廃棄物発電を含めた送電前 の電力供給量 を示す制約式。

EPGS(「 罵ENEl)EGCAP(T,ENEl)*year*eur('LENE1)

≧FFEGσ ㌧ENEl)ENE1∈FF+NFE(T,ENEl)ENEl∈NF

発 電 設 備 に 対 す る 発 電 量 の 制 約 を 表 す 式 。'

EPGI(T+1,ENEl)EGCAP(T+1,ENEl)=EGCAPσ ㌧ENEl)*(1-edep(T,ENEl))誌

+(EINVσ;ENE1)1tppe(スENEl)*(1-edep(T ,ENEl))ts

+EINV(T+1,ENEl)/1ppe(T+1,ENEl))*(ts12)

発 電 部 門 に お け る 資 本 の 蓄 積 過 程 を 示 す 制 約 式 。

EGFFU(T+1,ENE)ENEl∈FFFFEG(T+1,ENEl)≦FFEG(「LENEl)*1.5

火 力 発 電 電 力 供 給 の 上 限 を 示 す 制 約 式 。

EG肌(T+1,E}祀)ENEl∈FF皿G(T+1,E冊1)≧ ㎜GαE甑1)*0.75

火力発電電力供給 の下 限を示す制 約式。

EGNFU(T+1,ENEl)£NEl∈NFNFE(T+1,ENEl)≦NFE(T,ENEl)*15

非 火 力 発 電 電 力 供 給 の 上 限 を 示 す 制 約 式 。

EGNFL(T+1,ENEl)ENEl∈NFNFE(T+1,ENEl)≧NFE(T,ENEl)*0.75

非 火 力 発 電 電 力 供 給 の 下 限 を 示 す 制 約 式 。

SELFEC(T)ΣENE2STED(T,ENE2,llENT鱒)=TPE(T)*ecspr

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 に お け る エ ネ ル ギ ー 自 己 消 費 を 表 す 式 。
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SELFECLσ ㌧ENE2)ENE2∈FFTPE(T)*stedO(ENE2,llENr,1)/tpeO*eneshare(T)≦STEDαENE2,"ENr")

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 に お け る 化 石 燃 料 自 己 消 費 の 下 限 を 示 す 制 約 式 。

SELFECLE(T)TPE(T)*sted(llELEC","ENr")1tpeO≦STEDσ;"ELEC",鯉ENrl,)

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 に お け る 電 力 自 己 消 費 の 下 限 を 示 す 制 約 式 。

ETCAP(T)ETCS(T)*etcspe≧ ΣFFFFSDU(エFF)

化石 燃料精製設備 に よる化石燃料 直接 需要に関 す る制 約式。

ETCF(T+1)ETCS(T+1)=ETCS(T)*(1-depetcs(T))ts

+(ETCI(T)*(1一 一depetCS(T))ts+ETCI(T+1))*(tS/2)

化 石 燃 料 精 製 設 備 に お け る 資 本 蓄 積 過 程 を 示 す 制 約 式 。

ETrNV(TLAST)ΣENEIEINV(TLAST,ENEl)+ETCI(皿,AST)

≧depr("ENT")*(ΣENEI(EGCAP(TLAST㌧ENEl)*tppe(TLASエENEl))

+ETCS(TLAST))

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 に お け る 投 資 の 終 端 条 件 。

旭NEDFF(T,ENE2)ENE2∈FFFFSDU(T㌧ENE2)≧ ΣopSTED(「 罵ENE2,0P)+HED(T;ENE2)

+ENEWAST(T,ENE2)

化 石 燃 料 の 需 給 を 表 す 式 。 産 業 部 門 、 家 計 部 門 、 廃 棄 物 処 理 部 門 に 供 給 さ れ る 。

+ENEDE(T)ELECS(T)*㎞hO≧ Σ
opSTED(冗"ELECI㌧OP)+HED(T,"ELEC")

+ENHWASTσ ∵'ELEC")

電 力 需 給 を 表 す 式 。 電 力 は 産 業 部 門 、 家 計 部 門 、 廃 棄 物 処 理 部 門 に 供 給 さ れ る 。

HEDEMF(T,ENE2)ENE2∈FFEH(T)*heshare(ENE2)*eneshare(T)≦HED(T㍉ENE2)

家 計 に お け る 化 石 燃 料 消 費 の 下 限 を 示 す 制 約 式 。

HEDEME(T)EH(T)*heshare(ENE2)≦HED(T,llELECll)

家 計 に お け る 電 力 消 費 の 下 限 を 示 す 制 約 式 。

HEDEM(T)EH(T)=ΣENE2HEDαENE2)

家計にお ける総 エネル ギー消費 を表 す式 。

*WENED(T)EW(T)認 ΣENE2ENEWASTαENE2)

廃棄物処理部 門におけ る総 エネル ギー需要 を示す式。

*WENEDE(エENE2)脳E2EFFENEWASTαENE2)≧enews(ENE2)*EW(T)*eneshare(T)

廃棄物処理部 門にお ける化 石燃料 需要 の下限を示 す制約式 。

enews:初 期年 の廃 棄物処 理部 門 にお ける各二 次エネル ギー のシ ェア

*WENEDEE(T)ENEWASTα"ELEC")≧enews(llELECI。)*EW(T)

廃棄物処理部 門にお ける電力需要 の下 限を示す制約式 。

*WENEDF(T)EW(T)=ΣRcRCRECαRC)*ecnv

廃棄物処理部 門 にお けるエ ネル ギー需要を示す制約式 。

ecnv:リ サ イクル処理 量に対す るエ ネル ギー需要原単位

128一



*SECTWST(冗ST)
sT∈NENTSTWSTαST)=Y(冗ST)*wpery(ST)*techwαST)

ENTを 除 く各生産部 門 にお ける廃棄物発 生量 を表す制 約式。

wpely:粗 生産 に対 す る廃 棄物発生原単位,techw:廃 棄物発生 に対す る技術係数

*SECTWE(T)STWST(冗"ENrl')=TPEσ)*wpely("ENr。1)*techw(エllENrll)

ENTに お け る 廃 棄 物 発 生 量 を 表 す 制 約 式 。

wpery:一 次 エ ネ ル ギ ー 供 給 に 対 す る 廃 棄 物 発 生 原 単 位

*RECWGαRC)RECWASTαRC)臨RECY(実RC)*wpery(RC)*techwαRC)

リサイ クル供給部 門におけ る廃棄物発生量 を表 す制約式。

*nΦWAS(冗S冗WT)SECW(WT
,冗ST)=STWSTαST)*wgi(SエWT)

産業部 門 におけ る種類別産業廃 棄物発生量 を示 す制約式。

wgi:各 廃 棄物種 のシ ェア

*RECSWG(エRC
,WT)RECSW(WT,エRC)=RECWへST(スRC)*wgi(RC,WT)

リサ イクル部 門 にお ける種類別産業 廃棄物発生量 を示す制約式。

*WASTEGαWT)WASTαWT)=Σ
sTSECW(WT,冗ST)

産業部 門か らの種類別 産業廃棄物総発 生量を示す制約式。

*RECTWαWT)WASTRαWT);Σ
RcRECSW(WT,鳴RC)

リサ イクル部 門か らの種類別産業廃棄物総発生量 を示す制 約式。

*WA .STDIST(T,WT)WAST(T;V町)+WASTR(T,WT)

一 ΣRc肥C佃L(Wr ,鳴RC)+BFO肥(瓜W)+BFOI皿(冗Wr)+DISP(冗Wr)

産業廃棄物 の処理経路 を示す制約式 。発生 した産業廃 棄物は リサイ クル処理、焼却処理(発

電付 き+発 電 な し)、 直接 最終処分の いずれ かの経路 をた どる。

*WASTHG(「LWT)WASTH(「LWT)=(Σ
Ip∈NENTCOGαP))*wgp*wgh(WT)

家 計 部 門 か らの 種 類 別 総 廃 棄 物 発 生 量 を 示 す 制 約 式 。

*WASTDISTHσ ㌧WT)WASTH(現WT)=Σ
RcRECABLH(WT,「LRC)+BFOREH(鳴WT)

+BFORRH(T ,WT)+DISPH(T;WT)
一般廃 棄物の処理経路 を示 す制 約式

。発生 した一般廃棄物 は リサ イクル処理 、焼却処理(発

電付 き+発 電な し)、 直接最 終処 分のいずれかの経路 をた どる。

*RECWASTGσ ㍉RC)RCREC(黒RC)=Σ
wr(RECABL(WT,エRC)+RECABLH(WT,T;RC))

リサ イクル処 理 され る廃棄物 の合 計 を示す制約式。

*RECSUPW(冗RC)RECY(冗RC)=RCRECαRC)*pwtop(RC)

リサ イクル供 給 を示す制約式 。

pwtop:リ サ イクル処理廃 棄物量 に対 す るリサ イクル供 給原単位

*RECSCαRC)RECY(LRC)≦rcp(RC)*techr(エRC)*RECK(エRC)「coe魚(Rc)

リサ イ ク ル 供 給 に 対 す る 設 備 か ら の 制 約

rcoefk:リ サ イ ク ル 供 給 に 対 す る資 本 弾 力 性

techr:リ サ イ ク ル 部 門 技 術 係 数

rcp:パ ラ メ ー タ
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*RECCA(T+1
,RC)RECK(T+1,RC)ニRECK(TIRC)*(1-depπc)お

+(RECI(T,RC)*(1-deprrc)亀s+RECI(T+1,RC))*(ts!2)

リサ イ ク ル 部 門 に お け る 資 本 蓄 積 課 程 を 示 す 制 約 式 。

deprrc:減 価 償 却 率

*WASTRED(T)ΣwT(BFORR(冗WT)+BFORRH(冗WT))≦RECBK(T)*wcal

発電 を伴 わない焼 却処理 量の設備か らの制 約。

wcal:パ ラメータ

*WRCA(T+1)RECBK(T+1)=RECBK(T)*(1-deprrc)偽

+(RECBI(T)*(1-depπc)態+RECBI(T+1))*(ts12)

発 電 を 伴 わ な い 焼 却 設 備 の 資 本 蓄 積 過 程 を 示 す 制 約 式 。

*RECSWE(T)ELECW(T)*(kwhO!eefg(T))

=Σ 帝((BFORE(T ,WT)+BFORE正 【(エWT))*wcale(WT))

廃 棄 物 発 電 か ら の 電 力 供 給 量 。

wcale:廃 棄 物 の 発 熱 量,eef9:廃 棄 物 発 電 施 設 の エ ネ ル ギ ー 転 換 効 率

*RECSCE(T)Σwr((BFORE(T ,WT)+BFOREH(T,WT))

≦RECEK(T)*eurw(T)*year*wt㏄n

廃 棄 物 発 電 量 の 発 電 施 設 か ら の 制 約 。

eurw:廃 棄 物 発 電 設 備 利 用 率,wtoen:パ ラ メ ー タ

*RECCAE(T+1)RECEK(T+1)ニRECEK(T)*(1-depπc)お

+(RECEI(T)!wepkw(T)*(1-deprrc)魑+RECEI(T+1)1wepkw(T+1))*(ts/2)

廃 棄 物 発 電 施 設 の 資 本 蓄 積 過 程 を 示 す 制 約 式 。

*TCREC(TLAST)deprrc*(ΣRcRECK(TLAST ,RC)+RECEK(TLAST)*wepkw(TLAST)

+RECBK(TLAST))

≦ ΣRcRECI(TLAST㌧RC)+RECEI(TLAST)+RECBI(TLAST)

廃 棄 物 処 理 部 門 に お け る 投 資 の 終 端 条 件 。

*TOTALDIS(T)TOTDIS(T)=ΣwT(DISPσIWT)+DISPHαWT))

+ΣM㊤ ㎜(T,WT)+B㎜(恥))*0.15

最終処 分量 を集計す るための制約 式。

*GRCK(T+1 ,RC)RECK(T+1,RC)≦RECK(冗RC)*1.1魑

リサイ クル処理部 門の資 本蓄積過 程の上限 を示す制約式 。

*GRCBK(T+1 ,RC)RECBK(T+1,RC)≦RECBK(エRC)*1.1輸

発電な し焼却処理 資本の蓄積過程の上限 を示す制 約式。

*GRCEK(T+1 ,RC)RECEK(T+1,RC)≦RECEK(T㌧RC)*1.lts

廃棄物発 電施 設 におけ る資本蓄積過程 の上限 を示 す制約 式。

STCO2(T,NENr)CO2σ ㌧NENr)ニ ΣENE2STED(T,ENE2,NENr)*co2efσENE2)

+TRCO2(T,NENT)

各 産 業 部 門 に お け る二 酸 化 炭 素 排 出 量 を 表 す 式 。
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ETCO2(T)CO2(ヱllENr")=ΣENE2STED(T,ENE2,,IENTll)*co2e蘇(ENE2)

+ΣFFFFSEG(T,FF)*co2ef(FF)

+TRCO2(T,。'ENr")

エ ネ ル ギ ー 転 換 部 門 に お い て 発 生 す る 二 酸 化 炭 素 を 計 算 す る式 。

HECO2(T)CO2H(T)=ΣENE2HEDぐLENE2)*co2ef(ENE2)

家 計 部 門 に お け る 二 酸 化 炭 素 排 出 量 を 表 す 式 。

*WASTCO2(T)CO2W(T)=Σ
㎜BURN(T,WT)*wcef(WT)

+Σ £NE2ENEWASTαENE2)*co2ef(ENE2)+TRCO2W(T)

廃 棄 物 処 理 部 門 に お け る 二 酸 化 炭 素 排 出 量 を 集 計 す る 式 。

+㎜)C(T)SECTCO2(T)=Σ
sTCO2αST)+CO2W(T)

廃 棄 物 処 理 部 門 を 含 む 産 業 部 門 の 二 酸 化 炭 素 排 出 量 を 集 計 す る 式 。

TOTCO2(T)TCO2σ)=SECTCO2(T)+CO2H(T)

わ が 国 全 体 の 二 酸 化 炭 素 排 出 量 を 集 計 す る 式 。

+TRADECO2(T)Σ
鐙TRCO2(コST)+TRCO2W(T)=0

廃 棄 物 処 理 部 門 を 含 む 産 業 部 門 間 で の 排 出 権 取 引 市 場 を 示 す 制 約 式 。

UTILUTILITY=ΣTbeta(T)*pop(T)*Σ 夏p(sllc(IP)*LOG(COG(T ,P)/pop(T)))

目 的 関 数 で あ り、 割 引 現 在 価 値 後 の 効 用 を 表 す 式 。
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第8章 環境便益を導入 した社会評価関数による経済活動の評価

第1節 経済成長 と環境保全の トレー ドオフ

第1章 でも述べたように、

戦後におけるわが国の環境問

題は、高度経済成長期に公害

というかたちで顕在化 してき

たが、様々な汚染排出規制や

環境保全投資の実施によ り、

完全ではないもののその多 く

を克服 してきた。水俣湾にお

いて水銀汚染魚を封 じ込めて

きた仕切網の撤去が1997年8

月に開始された1こ ともその

一例である。そうした努力の

軌跡 として、環境保全に関連

する支出や生産額の推移を図

8-1-1か ら図8-1-3に 示す。

図8-1-1に は わ が 国 の企

業 にお ける環境投 資の推

移2を 、図8-1-2に は政府 ・

地方 自治体 におけ る環境

保全 経 費の推 移3を 、 図

8-1-3に は わ が 国 に お け

る環境装置 の生産 実績の

推移4を それぞれ示す。

こう した環境 資源 の保

全 に対す る投 資が経済成

長 を促進 させ る要 因 とな

ってい ることが示唆 され

て い る5。 表8-1-1は1975

年時点での公害防止 設備

投 資の有無に よるマク ロ

経 済への影響 を示 した も

の で あ る6。 これ に よ る

と、公害 防止投資 は価格

効果 によ りマク ロ経 済 に

マイナ スの影 響を もた ら

すが、所得効 果に よ りプ

ラスの影響 を もた らし、

結 果 的に これ ら2つ の効

果 が相殺 し、公害投資 を

行 って もマク ロ経済 に大

1200

1000

選E800
謎 題

蕪 …鞭
…

6000

匠5000

醤4000
昌

寵3000

鞍2㎜

砥1000

0

200

0

1965196819711974197719801983198619891992

年 度

図8-1-1公 害 防 止 設 備 投 資 とそ の比 率 の 推 移

20

15

賑

題
。戴

響

19701973197619791982

年 度

1985198819911994

8

6

4

2竃
くロ0

扁

攣 購 騨驚る割合 準 購繍難 籍轟合

1800

1500

配

讐1200
=Lgoo

髄600

300

0

図8-1-2わ が国の環境対策費 とその割合

1

ヨ
』 国IIII1 聖

1971 1975 1979 1983

年 度

1987 1991 1995

■大気汚染防止装置
猛ごみ処理装置

㎜水質汚濁防止装置
□騒音振動防止装置

図8-1-3環 境装置生産実績の推移

きな影 響は生 じなか った としてい る。 しか しなが ら、 こうした公害防止投資 をは じめ とす る環境 保全
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投資や環境保全施策が導入 された背景には、経済的なイ

ンセンティブだけでなく、わが国の社会的な意思決定 に

おいて環境か ら受ける便益を評価 してきた結果であると

も考え られる。前章までのモデル分析においては、意思

決定においては経済便益のみを対象とし、環境便益は貨

幣換算を通じた経済便益への評価、もしくは環境保全 を

制約条件として取 り上げることで、経済活動に環境資源

を内部化してきた。つまり、環境資源の保全が何 らかの

かたちで経済的な便益をもたらし、その結果、環境資源

を保全する施策が導入され るというものである。しか し

ながら、環境の経済評価には限界があると同時に、たと

表8・1-1公 害対策の マク ロ経済へ の影 響

1965年 か ら1975年 までの民間公害防止設備投撃

(累計5.3兆 円1970年 価格)の1975年 時点での有無
による比較。

実質海外経常余剰は1970年 価格で、他は1975自

価格をもとに算定。

え価値があると認識 しても現在の経済システムではそれを正当に評価 しているとは決 していえない。

にもかかわ らず、環境を保全する動きが見 られたという事実は、環境資源に貨幣的な価値を与えた上

で経済的活動 と費用便益的に比較 するというのではな く、意思決定において環境資源を直接評価 して

きた結果であるといえる。こうした点を踏まえ、本章では意思決定において経済便益だけでな く環境

便益も併せて評価 してきたとの仮説を設け、経済便益に対する環境便益が どのように評価 されてきた

かについて分析する。

このように、環境便益 と経済便益など複数の目的に対して同時に評価を行 う;場合には、数理計画問

題の拡張であ る多 目的評価 と効用理論の拡張に相当する多属性効用理論の2つ のアプローチがある7。

このほか、目標計画法のように、複数の目標尺度に対 して各尺度上に定めた目標値 と、制約条件下で

達成可能な計画値 との間の差異を最小にするアプローチもある8。本章では多目的評価を用いて経済便

益に対する環境便益のウェイ トを評価する。多目的評価の方法 として、主要な評価以外はある程度以

上でよいという満足度水準で置 き換える方法 と、価格などのように単一の尺度に還元する方法がある。

経済便益と環境便益 を考えたとき、第1番 目の方法では汚染をある水準に抑えるという制約を課すこ

とに等 しくなり、環境 と経済の トレー ドオフ関係を明示す ることはで きない。また、第2番 目の方法

では汚染による被害を貨幣換算する必要があ り、貨幣価値化できない財に対 レては環境便益を過小評

価することになる。また、 目標計画法では、定め られた目標値を達成するところにその意図があり、

最適化 というよりも目標の満足化 といえる。このため、複数の目標間のウェイ トの変更以外に、 目標

値の変更によっても得 られる解が変化する可能性がある。

そこで、環境便益 と経済便益の2つ の目的関数を設定 し、これ ら2つの目的関数に対 してウェイ トを

付加 し、環境便益 と経済便益を統合 した社会評価関数である目的関数を最大化するように意思決定を

行うモデルを構築する。そ して、経済便益に対する環境便益のウェイ トの感度解析を行うことで、過

去の汚染削減の実績に対する環境便益のウェイ トを推測する。

本章では、 こうした経済便益と環境便益を併せて意志決定で評価するモデルを構築するにあた り、

既存研究をもとにモデル構造の枠組み と最適解における経済活動、汚染等に関する変数の特性を整理

する。そして、わが国の高度経済成長期以後における社会評価関数の経済便益に対する環境便益のウ

ェイ トの評価を、窒素酸化物と硫黄酸化物を対象に試みる。また、そこで得られた結果を将来に対す

る二酸化炭素の排出削減に対 して適用 し、社会評価関数の違いによる二酸化炭素排出量の変化につい

て分析を行 う。

第2節 環境を導入した最適化モデル

第1項 汚染を考慮に入れた最適化問題に関する既存研究9

資源の最適消費に関するモデルは、Dasg叩taを はじめ様々なかたちで展開されてきた。汚染物質の
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表8-2-1汚 染を考慮 に入れた既存研究 と分析 の枠組 み

モデル作成者1モ デル構造1備 考

Keeleretal. MaxSo。 。U[C,P】exp(一It)dt 汚染防除活動の内生化

(1971) s.tY=f(K) α:総 生産の消費への配分

C=αf(K) β:総 生産の汚染防除活動への配分
●

K=(1一 α 一 β)f(K)一 δK d:汚 染防除原単位
曾

P=⊆1二 β弧K)一bP
U～0,Ucc<0,U(0)=0,Uc(0)=oo,Up<0,Upp<0

MaxSo。 。U[C,P]exp(一It)dt 生産過程変更

s.tc=f(L-Ll,j(Ll)) L:生 産投入
●
P=句(Ll)一bP

Ll:汚 染 物 生 産 へ の投 入(0≦Ll≦1)

L-L1:消 費 財 生 産 へ の 投 入

j(・):汚 染 物 の 生 産 関数j,(Ll>0,j"(Li)<0

U[C,P]=g(C)一h(P);gc>0,gcc<0,gc(0)=oO

hp>0,hp～ ・0,hp(0)=0
●

Max∫o。 。U[C,P,P】exp(一rt)dt
● ・

鼠tK=f(Kp.P.P)一C一 βf一 δK
●

2変数(汚 染フロー十ス トック)モ デル

Kl:財 の生産用資本ス トック

K2:汚 染防除用資本ス トヅク

P=9(Kl)一h(K2)一 βdf-bP β:総 生産の汚染防除活動への割合
K=K五+K2 d:汚 染防除原単位

g(・):財の生産に伴う汚染排出
h(K2):汚 染防除資本ス トックによる汚染削減

●
Maxl。 。。U[C,P]exp(一rt)dt

■

s.tK=πK1)一C一 δK
●

汚染フローが効用に影響を及ぼすモデル

Kl:財 の生産用資本ス トック

K2:汚 染防除用資本ス トック
P=9(Kl)一h(K2) g(・):財の生産に伴う汚染排出
K=Kl+K2 h(K2):汚 染防除資本ス トックによる汚染削減

MaxSo甲U[C,plexp(一 沈)dt 汚 染 のRamseyモ デ ル へ の 導 入

s.tC=f(Ll) L:生 産投入
●
P=9(Ll)一h(L2) L艮:汚 染防除活動への投入(0≦L1≦1)

L=Ll+L2 L2:消 費財生産への投入

g(・):汚染排出の生産関数
h(・);汚 染 除 去 関 数

Plourde Max∫oo。U[C,P]exp(一 貢)dt リサイクル活動の内生化

(1972) s.tπLl)≧C g(・):リ サ イ クル 過 程

L=Ll+L2(=const) L1:消 費財生産への投入要素●
P謀af(Ll)一9(L2)一bP L2:リ サイクルへの投入要素

U[C,P]=u(C)+v(P);uてC)>0,u,1(C)<0,

u(0)=一 〇〇,uて0)=oO,》(P)<0,v"(P)<0,v(0)=0

Smith MaxSo。 。U[角(Ll),ち(L2),P】e》 叩(一 並)dt リサイクルモデル

(1972) s.t.L=L1+L2+L3 L:総 投 入L且:生 産 へ の投 入

A(Ll>=ら(L2>+ち(L3) L2:リ サイクル過程への投入●
P=a亀(L3)一bP L3:新 規資源生産への投入

q(Ll):消 費財 生産

ち(L2):リ サ イ クル され る財

亀(L3):廃棄される財=新 規資源か らの生産に
より補充

U。>0,U毘 ≦0,U,≦0

MaxSoo。U[ち(LL),ち(L2),P]e)叩(一rt)dt 資源生産を考慮に入れたリサイクルモデル

s.tL=Ll+L2+L3
●

M=F(M)一{名(Ll)一 ち(L2)}

q(Ll)弍(L2)+f3(L3,M)

M:資 源ス トック

F(M):資 源ス トヅク回復率

(枯渇性資源の時F=0)
■

P=a心(L、)一bP

注:表 中の要素のうち、主なものは下記の意味で用い られている(以 下同じ)。

粘]::鎧蝦2[繍 …欝 、9灘 イ捧 攣 繋編 緒 資本ストックY縦 産
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表8・2-1汚 染を考慮に入れた既存研究と分析の枠組み(続 き)

モデル作成者1モ デル構造1備 考

Forster(1973) MaxSo。 。U【C,P]exp(一 虻)dt 汚染防除を考慮に入れたモデル
s.tπK)≧C+1+E

●

Kニ1一 δK

E:汚 染 防 除 へ の 投 資;PK>0,P賦>0,PE<0,

PE～0,IhnPE〒 一 ∞,血nPE呂0
● E→OE→oo

PニP(K,E)

U[C,P]=u(C)+v(P);uc>0,ucc<0,u(0)ニ0,

U(<0)=∞,vp<0,upp<0,v(0)=0,U』(0)ニ0

Beavis(1979) Max-So。 。{D(P)+X(A,J)}exp(一 並)dt 汚染のコス トを中心にしたモデル●
s.tpニW-A-b(P)P D:汚 染による損失X:汚 染防除費用

●

A=U
A:汚 染除去,0≦A≦W

U:汚 染除去変化率W:汚 染排出量

Nordhaus(1982) MaxSo。oU[C(t)]exp(一rt)dt 汚染に伴う生産減少モデル
s.tC(t)二 耶(t)]一h[M(t)] M:炭 素濃度(産 業革命前からの増分)■

M(t)=aE(t)一bM(t) h【・1:損 害 関 数E:エ ネ ル ギ ー

Dasgμpta(1982) MaxSo。Q{B[Y]一D【P】 一E}exp(一rt)dt-H 汚染防除を考慮したモデル
●

s.t.P=a(H)Y+J(E,P) E:汚 染防止支出

H:汚 染 除 去投 資 、a'(H)<0,a"(H>0

J[・】:汚 染 浄 化 率 、 ∂Jノ∂E<0∂ 」1∂P=一b

Max∫oo。{B岡 一E}exp(一rt)dt-H 汚染初期値が基準値以下の場合で汚染防除を
●

s.t.P=a(H)Y+」(E,P) 考慮したモデル

S≦S+ S+:不 可逆性がみ られる汚染水準

M自xSoo。{B[Y]一E]exp(一 丘)dt-H 汚染初期値が基準値以上の場合で汚染防除を●
s.tp=a(H)Y+J(E,P) 考慮 したモデル

S≦S+(t≧T)

Ploeg& MaxSo。 。{B[C】 一Df[aY】 一Ds[p]}exp(一rt)dt 汚染のフローとス トヅクを効用関数に入れた
Withagen s.t.C=Y-A モデル(資 本ス トヅクなし)
(1991) Y≦Ymax一 D耳a羽:汚 染 フ ロー に よ る損 失,D伽0(aY≠0),

■
P=aY-b(A)P Df(0)=0,Df'≧0

Ds[P]:汚 染 ス トック に よ る損 失,D♪0(P≠0),

Ds'(0)=0,Ds"≧0

A:環 境 浄 化 の た め の 費 用b'(A)>Ob"(A)く0

MaxSo。 。{B【C卜D鉦aYl-Ds【P】}exp(一rt)dt 汚染のフロ「とス トックを効用関数に入れた
s.tY=f(K) モデル(資 本ス トックあ り)

●

PニaY-b(A)P
o

K=πK)一 δK-C-A

MaxSo。 。{B[Y一 η 一D耳a(J)Y】 一Ds[P】} 環境汚染防止投資のモデル化
exp(一rt)dt J:環 境 汚 染 防 止投 資a'(J)く0,a"(J)≧0

≦YS.t.

Yτ ㎜

P=a(J)Y-bP

Max∫o。 。{B[C】 一DfIaY】 一Ds[P】+V(E)} 環境と資源を考慮に入れたモデル
exp(一 並)dt V[・]:環 境 資 本 か らの 直接 効 用,V>0,V"<0

s.tY=f(K,R) E:環 境資本ストック
●

P=aY-bP R:資 源採取量
●

KニY一 δK-C
H:枯 渇 性 資 源 の 場 合 、H(E,P)ニ0

唇 更新性資源の場合、
E=H(E,P)一R

H田 く0,HE<0,E<E*に 対 してH20,

E>E*に 対 してHE<0(E*は 臨 界 点)

最適制御についても1970年 代以降、汚染物質の排出とその蓄積を内生化 したモデル と、そうしたモデ

ルにおける最適解の特性について研究が行われてきた。ただし、こうしたモデルを具体的な社会に反

映させたものはほとんどない。これは、 自然による汚染物質の浄化速度や汚染物質の効用への影響を

定量化することが困難iなためである。

本章では、そうしたモデルを日本に適用することを試みるが、実証的分析に入 る前に、汚染を内生
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的に評価 した既存研究をもとに、 目的関数、制約条件において環境資源の保全 と経済活動がどのよう

にとらえられてきたかについて整理を行 う。 表8-2-1は、既存研究に見 られる各モデルの構造と汚染

の除去方法を示したものである。モデルの基本構造は、本研究で既に用いてきた動学的最適化モデル

であるが、目的関数である効用関数と汚染の排出とその除去に特徴が見 られる。このうち、効用関数

(目的関数)に おいては、従来の消費だけでなく、汚染のス トックやフローも対象 とされている。汚

染物質の排出削減に関しては、制約条件の設定方法により、①汚染に伴う生産の減少を通 じた汚染削

減、②汚染物質の人工的除去、③汚染物 ・廃棄物のリサイクル、④生産工程の改善による汚染除去と

いう4つに類型化することができる。

第2項 汚染制御の最適化 問題

第1項 の整理 を もとに、汚染 に関す る最 適化問題 を共通 の枠組 みの もとで表現 し、先 に挙 げた汚染

排 出の制御法 のうち、② か ら④ に対 す る解 の特性 を比較検 討す る。

共通の枠組 み として、次の最適化 問題 を考 え る。

maxΣtU(C,P)*exp(一rt)dt(8-1)

s。t。dK/dtニf(K)一C一 δK(8-2)

dPldt=a*箪()一b*P(8-3)

(8・1)式は 目的関数 で、効 用 を決定 す る要 因 として フ ローの消 費 とス トヅクの汚 染の2つ の要 因 を考

える(汚 染 をス トックで評価 す る場合、(8-3)式 のbで 示 され る環境 資源 のもつ汚 染同化能 力、 環境再

生能 力を定量化 す る必要が あるが、 これ らの評価は困難であ り、汚 染フ ロー(汚 染排 出量)を 対象 に

す る方が簡便 であ るとい える)。 ここで、Uc>0、Ucc<0、Up<0、Upp<0、Uclc→=∞ を仮定 す る。(8-

2)式 は生産資本 の蓄積 を示 す制約条件 で、生産 され た財 か ら消費 を差 し引いたものが投資 とな り、 こ

の投 資か ら資本減耗(資 本減耗率 δ)を 差 し引 いた ものが 資本ス トヅクの時間変化 となる。(8-2)式 に

対 して、前項で示 した汚染 除去 の②か ら④の各汚染対策 に応 じた項 目が付加 され る。(8-3)式 は汚染 の

蓄積 を示 す制 約条 件で、生 産活動 に伴 う汚 染の排 出a*f(K)(a>0)か ら環 境 による汚染 の同化b*P(b

>0)を 差 し引い たものが汚染 ス トックの時 間変化 とな る。 この(8-3)式 に対 して も② か ら④ の各対策

の効果が付加 され る。 これ らを まとめ ると表8-2-2の よ うにな る。

表8-2-2汚 染制御 に関す る最適化 問題 の3つ のパ ター ン

maxΣtU(C,P)*exp(一rt)dt

①汚染物質の除去 ② リサイクル ③生産工程の改善

s.t.dKldt=f(K)一C一 δK-A s.t,dKldtニf(K)一C一 δK-R+h(R) s.t.dKldt=f(K)一C一 δK-1

dPldt=a*RK)一b*P-9(A) dPldt=a*f(K)一b*P-i(R) dPld炉 」(1)*a*f(K)一b*P

A:汚 染防除投資 R:リ サイクル投資 1:生 産工程改善投資

A≧0一 R≧0一 1≧0

g:汚 染防除関数 L:リ サイクル供給関数 j:改 善効果関数

9(A)≧0,dgldA>0 h(R)≧0,(湿dR>0 0≦j(1)≦1,q1(H<0

i:汚 染処理関数

i(R)≧o,dhldR>o

ま ず は 、 共 通 の 枠 組 み で あ る(8-1)式 か ら(8・3)式 に つ い て 、 最 大 値 原 理 に よ り最 適 解 の 特 性 を 導 くlo。

経 常 値 ハ ミル トニ ア ンHを(8・4)式 の よ う に 定 義 す る 。

HニU(C,P)+λ{f(K)一C一 δK}+μ{a*蛋(K)一b*P}(8-4)

こ の と き 、Hが 満 た す べ き 必 要 条 件 は 、 以 下 の 通 りで あ る 。

∂H!∂C=Uc一 λ=0(8-5)

dλ1dt=rλ 一 ∂H!∂K=rλ 一 λfk(K)+λ δ 一aμfk(K)(8-6)

dμ/dt=rμ 一 ∂H〆 ∂P=rμ 一Up+bμ(8-7)

(8-5)式 よ り、 投 資(資 本)の 価 値 を 示 す シ ャ ド ウ プ ラ イ ス λ は 、 消 費 に 対 す る 限 界 効 用 に 等 し く な
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る。つ ま り、財 を消費か投資 に配 分す る際 には 、投資 の限界効 用 と消費 の限界効用 が等 し くな る1よう

に行動 する。

(8・6)式よ り、

rλ=dλ1dt+λfk(K)+aμfk(K)一 λδ(8・6')

とな り、資本 の投 資収益 は、資本 のキャ ピタル ゲイン と資本 の限界 収益、生産 を通 じて生 じる汚 染 の

限界 費用の和 か ら資本減耗分 を差 し引い たもの に等 しい ことがわか る。汚染 の限界 費用 は投 資収益 に

対 して負の影響 を及ぼ し、 また、a>0、fk(K)>0か ら、 μは負の値 を とる。

一方、(8-7)式 よ り、

rμ=dμ1dt+Up-bμ(8-7')

が導 かれ、汚 染の費用は、汚染 に よる損 失 と汚 染 に対 する限界効用(限 界不効用)か ら環境 によ る汚

染浄化 の限界便益 を差 し引 いた ものに等 しくな る。

(8-5)式 をλについて整理 し、(8-6)式 に代入 する と、Keynes一 ㎞sey式 と呼ばれ る次式が得 られ る。

dC/dtr【娠(K){1+aμ1Uc}一r「 δ】η(C)C(8-8)

た だ し、

η(C)=一Uc/(UccC)(8-9)

ここで、(8-9)式 は異 時点 間の消費 の代替 弾力性 を示す。 また、(8-8)式 のafk(K)μ/Ucは 資本 の生産性 に

伴 う汚染の限界不効用 を示 す。(8-8)式 よ り、資 本減耗 及び汚染 による不効 用を考慮に入れ た資本 の限

界生産性が割引率rよ り大 きい(小 さい)と き、消 費は増加(減 少)す る。

定常状態(dK!d卜0、dCldFO)の とき、次式 が成 り立つ。

dKldt…=0より、f(K)一C一 δKrO

dCldtFOよ り、簸(K){1+aμ/Uc}一r一 δニ0'

d:K/d重rOはC→(K)一 δKと 表 すこ とがで き る。dCldK二 娠(K)一 δよ り、dKldtrOはfk(K)〉 δにおいて増

加関数、壕(K)<δ にお いて減 少関数 とな る。また、d2CldK2二 転(K)<0よ り、dKldtニ0は 上 に凸 とな る。

以下では、塩(K)〉 δにおいて考察 を行 う。

F(K,C)=集(K){1+aμ/Uc}一r一 δとお き、 これを資本Kで 偏 微分す ると、 ∂Fノ∂K転(K){1+aμ1Uc}と

な る。Dcldド0か ら壕(K){1+aμ/Uc}=r+δ>0と な り、集(K)>0よ り1+aμ/Uc>0が 成 り立つ。収穫 逓減 の

生産関数を仮定 す ると、転(K)<0か ら∂Fノ∂K<0が 成 り立 つ。

一方、F(KC)をCで 偏微 分 す ると、 ∂F1∂C=fk(K)aμ ∂(Uc-1)1∂Cニ ー娠(K)aμ(Uc)一2Uccと 整理 で き

る。娠(K)>0、a>0、 μ<0、Uc>0、Ucc<0よ り、 ∂F1∂C<0が 成 り立つ。

以上の ことか ら、F(K,C)=0の 傾 き一(∂F1∂K)1(∂F1∂C)は 負の値を とる。つ まり、dαd卜0は 右下が

りの曲線 とな る。汚染 による効用 の減少が ない場合、すなわち、μ=0の 場 合、集(K)μ司千 δよ り、dCldt

μ刈=0はfk(K)μ 司=r+δ を満た すKを 通 り、

K軸 に 垂 直 な 直 線 と な る 。一 方 、dCldt≠0

に お い て 、Cニ0の と きUc=ooで あ る の

で 、 鉦(K)=r+δ と な る 。 こ れ は 、 汚 染

に よ る効 用 の 減 少 が な い 場 合 と 同 様 で

あ る 。 す な わ ち 、C=0、 つ ま りK軸 に

お い て は 汚 染 を 考 慮 す る 場 合 も し な い

場 合 も 同 じ値 を と る こ と を 示 す 。

次 に 、 最(K)μ →=r+δ と 集(K)=(r+

δ)/{1+aμ/Uc}を 比 較 す る 。a>0、Uc

>0、 μ<0よ り 、aμ/Uc<0が 成 り 立

っ 。 ま た 、1+aμ1Uc>0よ り、 一1<a

μ/Uc<0と な る 。 よ っ て 、fヒ(K)μ →≦

fk(K)と な る(C=0の と き 等 号 が 成 り立

渓
o

dCldtFO

dαdt=0

(μ=0)i

l
dKld←0

汚染による効用の減少を
考慮に入れない場合の均衡点

汚染による効用の減少を

考慮する場合の均衡点

K:資本ス トック

定常状態において、

汚染 を考慮に入れることで
これだけの消費の減少が生 じる

図8-2-1汚 染の有無に よる定 常均衡解 の差違
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つ)。 これ は、消 費 が0の 場 合 を除 く定常状態 において、汚 染を考慮に入 れた場 合 の均衡 点は汚染 を

考慮 に入れな い場 合 の均衡 点よ りも資本 の限界 生産が 高い点 で均衡 す るこ とを示す もので あ り、資 本

の限界生産が逓減す る生産 関数 を仮定す る と資 本の限界生産 の増大 は資本 の減少を意味 す る。すなわ

ち、dCldド0は 、先 に示 した右下 が りの曲線 と同 じ結果を示す。 これ らの結果 、資本 の蓄積 は汚染 を考

慮 に入れた場 合の方が低 くな り、 その ときに実 現され る消 費 も小さ くなる。図8-2-1に 定 常状 態におけ

る資本ス トヅクKと 消費Cの 位相 図を示す。

次 に、定 常状 態 におけ る汚染 ス トックPと 汚染 のシ ャ ドウ プライ スμの関係 を示す。 こ こでも定常

状態 を仮定 してい るので、dP/d←0、dμ/dt=0と お く。

dP/dド0は 、(8-3)式 よ りaf(K)一bP騨0と な り、P=af(K)/bと 整理 す るこ とがで き る。Pニaf(K)/bか ら、P

はμの値 に よ らずKの み に依 存す る。 ここで定 常状態を仮定 してい るのでKは 一定値 を と る。 このた

め、dP/dt=0はP軸 に垂 直な直線 とな る。

一方、dμ1dt=0は(8-7)式 よ りrμ 一Up+μb=0と な り、 μ=Up/(r+b)と 整理 で きる。 μ=Up/(r+b)はUpp<0

よ り、 ∂μ/∂P<0が 成 り立つ 。つま り、dμ!dtrOは μ<0で 右下が りの曲線 を描 く。

なお、図8・2-1よ り、汚染 を効 用に考慮す るこ とで、資本 ス トックKは 減少す るので、dPldt=0は 汚染

の考慮 に よ り資本 ス トックが減 少す る

方向へ移 動す る。 また、汚 染 を考 慮 に

入れ ない場合 、汚 染 のシ ャ ドウプ ライ

スは発 生 しない。

以上 の結果 を ま とめ る と、汚 染 を効

用関数 で評価 す る場 合 におけ る汚 染 ス

ドック とそ のシ ャ ドウプライ スの 関係

は図8-2・2のように示 され る。

以下 では、表8-2-2中 の①～③ の汚 染

制御 に関 す る施 策 を導入 した場 合 の解

の特性 につ いて検 討 する。実際 の社 会

において、 これ らの施策 は複合 して用

い られて い るが、 こ こでは簡 略化 のた

め個別 に検討す る。

O

K
ヤ
心
ト
心
萬
}
あ
e
藤
肥

ミ

P:汚 染 ス トッ ク

隊汚染霧 慮。加
1場 合の定常均衡点

{難 旛
l

ldμ/dt;0

}
＼ 均衡シ。ドウ

プライス

▼dP/d-0

図8-2-2 汚染の考慮に入れた場合の汚染ス トックの定常

均衡解 とそのときの汚染のシャ ドウプライス

(1)汚 染 物 質 の 除 去 に よ る 制 御 と 経 済 活 動

ハ ミル トニ ア ン は 次 の よ う に 修 正 さ れ 、 最 適 化 の た め の 必 要 条 件 も 汚 染 除 去 の た め の 投 資 に 関 す る

条 件 が 付 加 さ れ す る 。

H=U(C,P)+λ{f(K)一C一 δK-A}+μ{a*f(K)一b*P-g(A)}

∂H!∂C=Uc一 λ=0

∂H〆 ∂Aニ ー λ 一 μ9A=O

dλ/dtrrλ 一 ∂H!∂K=rλ 一 λfk(K)+λ δ 一 μa興((K)

dμ/dt〒rμ 一 ∂H〆 ∂P=rμ 一Up+μb

先 と 同 様 の 操 作 を 行 う と 、 消 費 の 時 間 経 路 はdC/dt={集(K)【1+aμ/Uc】 一r一 δ}η(C)Cで 表 さ れ る 。

定 常 状 態 に お け る解 の 特 性 を み る た め に 資 本 ス ト ッ ク 、 消 費 、 汚 染 ス ト ヅ ク 、 汚 染 の シ ャ ドウ プ ラ

イ ス の 時 間 変 化 を0と お く と 、

dK/dtニ0よ り、C=f(K)一 δK-A

dC/dtrOよ り、fk(K)[1+aμ1Uc】=r+δ

dP/dt=0よ り、af(K)一bP-g(A)ニO

dμ/dtFOよ り、rμ 一Up+μb=0

が そ れ ぞ れ 成 り立 つ 。

138



dPldlrOは ・P篇【af(K)一9(A)]/bと な る。汚染防除投資に よ り汚染ス トックが減 少す る、すなわち、【韻K')
一g(A)】/b<af(K)/b(Kは 汚染 防除投資 を行 うときの資本 ス トック)を 仮定す ると

、Up<0、Upp<0よ り

汚染 の限界効用Upは 、汚染 防除投 資の実施 によ り0に近 づ く。dμ1dt=0は μ=Up1(r+b)と 整理 す ることが

でき るので、汚染の除去 によ りそのシ ャ ドウ プライスμは0に 近づ くようにな る。

dK/dt=0は 汚 染防除投資 のない場合 よ りもA(>0)だ け小さ くな る。dCldド0に つ いては、集(K)=(r+

δ)/【1+aμ/Uc】とな り、汚 染 の価 値(費 用)で

あ る汚 染の シャ ドウ プライス μ と消費 の限界

効用Uc(=λ:財 の価格)の 比μ/Ucが 、汚 染

防除投資に よ りどの ように変化す るか によ り、

定常解が変化 す る。

汚染 防除投 資 に よ り財 の価値 に対 す る汚 染

の価値 が高 くな る場合 を考 え る。 この とき、

dC/dt=0よ り資本 の限界生産性鉦(K)は 大 き くな

る。収穫 逓減の生 産関数 を仮定 す る と、資 本

の限界生産性 の増 大は資 本ス トックの減少 を

意 味す る。つ ま り、dαdt耳0は 資本 ス トヅクが

減 少す るよ うに移動 す る。 このため、定 常均

衡解 は図8-2-3の ① に示す ように移動す る。

次 に財 の価値 に対 す る汚 染の価 値が 小 さ く

な る場 合 を考 え る。 この場合 は、 資本 の限界

.生産性 は 小さ くな るため、 資本 ス トックは増

大 す る。すなわ ち、dαd卜0は 資本 ス トック の

増加す る方 向に移動す る。 その結果 、定 常均衡

解 も図8-2-3の ② に示 すよ うに移動 す る。

最後 に財 の価値に対す る汚染 の価値 が汚 染防

除投資に よって も変化 しな い場合 を考 え る。 こ

の場合は、資本 の限界生産性 は変化 しないため、

資本ス トックも変化 しない。すなわち、dCldt=0

は変化 しない。 このため、定常 均衡解 は図8-2・

3の③ に示すよ うに移動 す る。

① では汚染 の費用 が高 くな るため に、汚染 を

よ り除去す る作用 がはた らき、消費水準は減 少

す る。一方、② では財 の価 値の方が高 くな るた

め にdCldド0の 変化 によ って は消 費、 資本 ス ト

ック とも向上 する可能性が ある。

理
σ

d dtA寧A一

dCldtA=o=0

CldtArA=0
dKldtA→=o

①

②
・③

dK!dtArA=0

K:資 本 ス トック

汚染防除投資により財の価値に対する汚染の価値が
①高くなるとき
②低くなるとき
③変化 しないとき

図8-2-3 汚染除去に伴 う資本ス トックと

消費の定常均衡解の変化

K

l卜・

忽

,〉ト

e

嬰

P:汚 染 ス トッ ク

dμ/dtニ0

dP/dtArA=OdP/dtAFo=0'

図8-2-4汚 染 除 去 に よ る定 常 均 衡 時 の 汚 染 と

そ の シ ャ ド ウ プ ラ イ ス の 変 化

(2)リ サ イ ク ル に よ る 汚 染 制 御 と 経 済 活 動

リサ イ ク ル に つ い て は 前 章 で も 取 り扱 っ た が 、 こ こ で はG)と 同 様 の 枠 組 み で 、 再 度 解 の 特 性 と そ

の 変 化 を 分 析 す る 。(1)と 同 様 に 制 約 条 件 の 変 化 に 応 じ て 、 以 下 の よ う に ハ ミル トニ ア ン と 最 適 化 の

必 要 条 件 が 修 正 さ れ る 。

H=U(C,P)+λ{f(K)一C一 δK-R+h(R)}+μ{a*fσ く)一b*P-i(R)}

∂H!∂C=Uc一 λ=0

∂H/∂R=一 λ+λhR一 μiR=O

dλ!dtFrλ 一 ∂H!∂Kニrλ 一 λfk+λ δ 一 μafk

dμ/dt=rμ 一 ∂H〆 ∂P=rμ 一Up+μb

139



消 費の時間変化dC/dtは(1)と 同 じ{集(1+aμ/Uc)一r一 δ}η(C)Cで 表され る。(1)と 同様 に、定常状態

におけ る解 の特性 をみ るために次の時間変化が0の 定常状態 を考 え る。

dK/dt=oよ り、C=f(K)一 δK-R+h(R)

dC/dtrOよ り、娠σ()[1+aμ/Uc】=r+δ

dP/dt=oよ り、af(K)一bP-i(R)=o

dμ1dtFOよ り、rμ 一Up+μbニ0

(1)と 同様 に、 リサイクル投資 によ り環

境 中へ の汚 染物 質の放 出が減 少 す ると仮

定 す る と 、dP/dt=0か ら汚 染 ス ト ッ ク

P=[af(K)一i(艮)】/bは、 リサ イクル投資 に よ

り減 少 す る。一 方 、dμ/dt=0は リサ イ ク

ル投 資 に よる変動 はな い。汚 染ス トック

の減 少は汚染 の限界 不効用Upが 小 さ くな

るこ とを表 してい るので 、dμ/dt=0よ り

汚染 の シャ ドウプラ イス μは リサ イクル

を行 うことで0に 近 づ く。

dKldtFOは 、C=f(K)一 δK-R+h(且)よ り、

R>h(R)の ときには消費が減少 する方向に、

逆 にR<h(R)の ときには消費が 向上す る方

向に移動す る。

dC!dt=0に つ いて は(1)と 同様 の場 合 分

けを行 う。 リサ イクル投 資 によ り、財 の

理
σ

d dtR平R=0

①'

dCldtR判)=OdCldtR戸R=0

③"

,,

dKldtR-R=0

(R<h(R))

dKldtR→=0

①'

②'・③

dKldtRrR=0

(R>h(R))

K:資 本 ス トッ ク

リサイクル投資により財の価値に対する汚染の価値が

①高 くなるとき

②低 くなるとき

③変化 しないとき
'はリサイクル投資が リサイクルによる便益を上回る場合の

定常均衡解の変化を、"は リサイクルによる便益が リサイク

ル投資を上回る場合の定常均衡解をそれぞれ示す。

価 値 に対 す る汚 染 の価 値 が 高 くな る と き、

dC/dtrOは 資本 ス トヅク を減 少 させ る方 向に移

動 する。逆 に財 の価値 に対す る汚 染 の価値が低

くな るとき、dC/d杵0は 資 本 ス トヅクが増 大 す

る方向に移動 す る。 また、財の価値 に対 する汚

染の価値 が リサイ クル投資 によ り変化 しない と

き、dCldt=0は 移 動 しない。

図8-2-5か ら、 リサ イ クル に よる便 益 が リサ

イクル投資 を上回 るよ うにな ると、消費水準が

上昇 する場合 が多 く見 られ、第7章 で示 した リ

サ イクル技術 の改善 が消費水準を 向上 させた結

果 に一致 する。

図8-2-5リ サ イクル導入 による資本 ス トックと

消費の定常均衡解 の変化

P:汚染ス トック

K
ヤ

心

心
駈

,〉㌧

e

壌

dP/dtR竿R=OdP/dtR亭{}=0

図8-2-6リ サ イ ク ル 導 入 に よ る汚 染 と

そ の シ ャ ド ウ プ ラ イ ス の 変 化

dμ/dt=0

(3)生 産工程 の改 善による汚染制御 と経 済活動

生産工程の改善 についても制 約条 件の変更 に従 ってハ ミル トニ ア ンを修 正 し、最適化 のための必要

条件 を導 くと、以下の ように表す ことがで きる。

H=U(C,P)+λ{f(K)一C一 δK-1}+μ{j(1)*a*f口()一b*P}

∂H!∂CニUc一 λ=0

∂H〆∂1=一 λ一μaf(K)∂j(1)/∂1=O

dλ/dtFrλ 一 ∂H〆∂K=rλ 一 λfk(K)+λ δ一μ勾(1)最(K)

dμ/dt耳rμ一 ∂H〆∂P=rμ 一Up+μb

この場合 の消 費の時間変化 もdC/dド{娠(1+aμ/Uc)一r一 δ}η(C)Cと 表 すことがで きる。

(1)や(2)と 同様 に、定常均衡状態 にお ける解 の特性 を調べ るために、各変数の時間変化 を0と す る。
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dKldtニ0よ り、C=f(K)一 δK-I

dCldtFOよ り、fk(1+aμ1Uc)=r+δ

dPldtニ0よ り、af(K〕嘘(1)一bP=O

dμ1dtFOよ り、rμ 一Up+μbニ0

(1)や(2)と 同様 に、生 産工程 の改善 のための投資 によ り、汚染 ス トックが減少す る と仮定 する と、

dP/d卜0は よ り汚染ス トックの少ない方へ移動 し、dμ!d卜0か らよ り汚 染のシ ャ ドウプライスは0に 近 づ

く。

dKldド0は 、生産工程改善投資 によ り消 費水準が下が る方向に移 動す る。

dCldt=0は 、(1)と(2)と 同様 の場合分 けを行 う。生産工程改善投資 に よ り、財 の価値 に対 す る汚染 の

価値が高 くな るとき、dCldt=0は 資本 ス トックの減少す る方向に移動 す る。逆 に財 の価値 に対 する汚 染

の価値が低 くなるとき、dαdド0は 資本 ス トックが増大す る方向に移動 す る。 また、財 の価値 に対 す る

汚染の価値が生産工程改善投資 によ り変化 しない とき、dC/dt=0は 移動 しない。

図8-2-7と 図8-2-8に 定常均衡解 にお け る位相 図を示 す。

σ

d dtI=1ニ0

dC/dtI　o=OdC/dtH冨0

①

dKンdtI=o幕0

②⑬

dK/dtI=1=0

K:資 本 ス トッ ク

生産工程改善投資により

財の価値に対する汚染の価値が
①高 くなるとき

②低 くなるとき

③変化しないとき

図8-2-7生 産工程改 善 に伴 う資本ス トヅク と

消費の定 常均衡解 の変化

K

l「＼

心

忽

.Σ

e

P:汚 染 ス トック

dμ1dt=0

dPldtI=1=0(荘)1dtI=o=0

図8-2-8生 産工程改善 による汚染 と

その シャ ドウプライスの変化

第3節 環境を社会評価関数で評価 したモデルによる大気汚染の評価と二酸化炭素の削減

前節では、意思決定において経済便益だけでな く環境便益も併せて評価することにより、経済水準

(消費水準)を 下げることで汚染水準を下げ、その結果、最適な経済水準と環境水準が実現され るこ

とをみてきた。さらに、汚染を除去する3つの施策を導入することによ り、さらに低い汚染水準にお

いて経済活動は均衡 することを示 した。.本節では、過去における日本の意思決定(経 済政策)に おい

ても汚染の削減に対 してこうした環境便益の評価があったと仮説を設定 し、経済便益に対する環境便

益をどのように評価 することで汚染の削減を実現させてきたのかについて分析を行う。つま り、本章

における環境資源の経済活動への内部化の方法は、第3章 で示した4つ の方法のうち、環境資源の劣

化による効用への影響をモデル化するものである。

第1項 日本を対象に した経済便益に対する環境便益のウェイ ト評価モデル

前節では環境便益を社会評価関数に取 り入れた既存研究について整理を行うとともに、汚染制御の
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ための シナ リオ として汚染 除去、 リサ イ クル、 生産工 程改善を と りあげ、 それぞれ の最適解 におけ る

経 済便益(消 費水 準)と 環境便益(汚 染水準)に どの ような変化 が生 じるか につ いてみて きた。

本節で は こう した経済便 益 と環境便益 を評価 す る効 用関数 と して.こ れ らの2つ の便 益 を線形 結合

に よ り評価す る社会 評価 関数 を仮 定 し、1970年 以 降の 日本 を対象 に、経 済便益 に対 する環境便益 の ウ

ェイ トが どの ように評価 されて きたのか を推定 す る。 また、そ こで得 られた社会 評価 関数 を温室効 果

ガスで ある二酸化炭 素の排 出に適 用す るこ とによ り、 経済便益 に対 す る環境 便益の ウェイ トの違 いに

よる二酸化 炭素排 出量の削減効 果について分析す る。

基 本的な構造 は前節 の(8-1)式 か ら(8-3)式 で示 したモデル と一致 する。なお、汚染物 質を環境便 益の

損失 と して評価 する場合、 前節 で もみた ように汚染 ス トヅク(フ ロー であ る環境 中へ の汚 染排 出量か

ら環 境 による浄化量 を差 し引 き、 過去か らの汚 染物 質の蓄積量 も評価 に入れた もの)が 環境便益 に影

響を及 ぼす もの と考 え られ るが、 ここで は簡略 化のため にフロー量 であ る汚 染排 出量 が環境便益 に影

響を及ぼす もの としてモデル化 を行 う。

社 会 評価 関数Uは 、消 費で規定 され る経 済便 益Uと 汚 染排 出量で規 定 され る環 境便益Vの 線形 結合

U(C,P)ニu(C)+x*v(P)で 表 され るもの と仮定 す る。 これは社 会評価関数 の凸性 を保 証 す るた めであ り、

前節 と同様 で あ る。 また、各便益 の評価 において、消 費は ∂u/∂C>0、 ∂2u/∂C2<0を 、汚染は ∂v/

∂P<0、 ∂2v1∂P2<0を それぞれ満 たす もの とす る。 こう した条件 を満 たす関数型 として、経 済便益

は従来の分析 にも用 い られ て きた対数 関数(u(C)=1n(CIC*),C*は 初期 年 にお ける消 費水準)を 、環境

便益に対 して は指数関数(v(P)ニexp(P!P*),P*は 初期 年におけ る汚 染排 出量)を それぞれ適用す る。初

期年におけ る消費水準C*、 汚染排 出量P*を 基 準値 と して 関数型 を設定 す る理 由は、各便益の評価 にお

いてCとPを その まま用 い ると、両者 の単位 の取 り方や、複数 の汚染 を評価 す る際の単位の取 り方に よ

り、そ の傾 き(限 界 値)が 大 き く変わ り、その結果最適解が大 きく変化す るためで あ る。なお、効 用

の可測性 につ いては議論が あるが、本章 での分析は効用 そのものを評価す るので はな く、 上記に示す

ように仮説的 に設定 した社 会的効 用関数 において、経済便益 に対 す る環境便益 のウェイ トの違いに よ

り大気汚染物質の排 出に関 する選好が どのように変化 す るかにつ いて評価 す るものであ るll。

図8-3-1に 本章にお ける社会 の構造 を示 す。産業部 門で生産され た財 は、最 終消費、生産投資、環 境

投資 の3つ に配分 され る。最終 消費は経済便 益 を増 大 させ る要素で あ り、生産投資 は将来 の生 産を通

じて経 済便益 を増 大 させ る要素で ある。 この ように生産活動 は経 済便 益 をもた らす一方、生産過 程 に

お いて発生 す る汚 染 によ り環境便益 を損 な う。環境投資 は汚 染の削減 を通 じて環境便益 を増 大させ る

要素で ある。

モデル の対 象期 間 は1970

年以降 とす る。 また、モデ

ル構造 の簡 略化のた め、 国

内産業 を統合 した一部門 モ

デル とす る。生産要素は、

資本 と労働 と し、 これ らが

コブダ グラス型生産 関数 に

よ り結 合され るもの とする。

この うち、労働はパ ラメー

タ として外 生的 に与 えて お

り、 エネルギー供給 も外 生

労働 資本

生産活動

汚染発生

生産投資

最終消費

環境投資

経済便益

環境便益

最大化

汚染除去

図8-3-1経 済便益 と環境便益 の2つ の 目標 を もつ社会 のモデル構 造

的に与 えられるとする。硫黄酸化物の排出削減においては省エネルギーやエネルギー転換による寄与

も高い童2が、エネルギー供給の外生化は、そうした寄与についても環境投資による汚染除去で評価す

ることを示す。これは、大気汚染物質の削減を環境資本に対する一元的な関係で評価するためである。

ここでは、環境便益を評価する因子として大気環境 を対象とする。これは、大気環境に影響を及ぼ

す汚染のほ とんどがエネルギー起源であ ると考えられ、汚染物の排出状況を比較的詳細に検討できる
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点、大気 と水、廃棄 物のよ うにカテ ゴ リーの異 な る環 境を取 り上 げた場合 、その統合が困難な点、 等

の理 由による。

以上 を定 式化 す ると以 下の ように表す ことがで きる。

MaxΣt{㎞(CIC*)一x*exp(PIP*)}*exp(一 質)(8-10)

s.t.fα く)=C+1+J(8-11)

dKldtFI一 δK(8・12)

P=Po-g(N)(8013)

dN/dtrJ一 δN(8-14)

【パ ラメータ】t:時 間,δ:減 価償却 率,r:割 引率,x:環 境便益 ウェイ ト,P。:汚 染発生量,

P*:初 期年汚染排 出量,C*:初 期年消費水準

【関数】f(・):生 産関数,g(・):汚 染除去 関数

【変数】C:最 終消費,1:生 産投資,」:環 境投資,P:汚 染排 出量,K:生 産資本 ス トック,

N:環 境 改善資本ス トック

(8-10)式 よ り、計画期間 に対 して、 消費を説明因子 とす る経 済便益 と硫黄酸化 物 と窒素酸化物 を説

明因子 とす る環境便益 の加 重和 が最大 とな る実行可能解 が求め られ る。

制 約条件 は、(8・11)式か ら(8-14)式 の4つ の式か らな る。(8-ll)式 よ り、生産 された財は、最 終消費

と生 産投資 と環境 投資 に配分 され、消 費 は現在 の経済便益 を、生産投資 は将来 におけ る消費を通 じて

経 済便益 を、環境 投資 は汚 染除去 を通 じて環境 便益 をそれぞれ高 め る。(8-12)式 は生産部 門にお ける

資本 ス トックの蓄積過程 を示す制約式 であ る。(8-13)式 は汚 染物 の発生 とその除 去を示 す制約 式であ

り、(8-14)式 は汚 染除去 に用い られ る資本ス トヅクの蓄積過 程を示 す制約式で ある。以上の こ とか ら、

ここで対象 とす るモデル は、前項 で整理 した3つ の汚 染 削減モデル の うち、汚染 除去施 設 によ り汚 染

を削減す るモデル に相 当す るといえ る。

汚 染排 出量は外 生的 に与 えたエネル ギー供 給か ら汚染発生 量を計算 し、 内生的 に決定 され る環境 資

本 に よる除去量を差 し引 くことで求め られ る。硫黄酸化物 と窒素酸 化物の各 々の排 出量 か ら各汚 染物

質の排 出に伴 う不効用 をそれぞれ評価 し、 これ らを足 し合 わせ ることで環境便益 を定義 す る。一方、

経済便 益は消費を も とに算 出す る。なお、各汚染除去投資 には、他 の汚染物 の除去 な ど本分析 で対象

とした以外 の費用 も含 まれ ると考 え られ るので、各汚染除去投 資の資本ス トックへ の寄与 は各投資 の

2割 と設定 す る。 また、資 本ス トックに対 す る汚 染除去量 は、第4章 で用 いた設 定値 を も とに、1990

年 において硫黄酸化 物に対 して1.8tllOO万 円、窒素酸化物 に対 して0.8tllOO万 円L3と し、対 象期 間におい

て効 率が2%1年 ずつ改善 され て きた もの と仮定す る。なお、第4章 で も述べ た ように、汚染物 の削減

の限界費用 は削減 量 の増加 に伴 い増大 す る と考 え られ るが、 ここで は先 に示 した費用で汚 染物 が0と

な るまで削減可能 である として い る。

第2項 大 気汚染 に伴 う環境便益 の ウェイ トの推定

図8-3-2、 図8-3-3に 経済 便益 に対 す る環 境便 益 の

ウェイ トを変化 させた ときに見 られ る各汚染排 出量

の推 移 を示 す。図中の排 出量(推 定値)と はOECD

の推 計14(1970年 か ら約5年 毎)を 汚染発生量(エ ネ

ル ギー源別 国内エ ネルギー供給 量か ら推 計15)と 汚

染 除去装置 の設置台数 且6から回帰 させ、 その推計式

を1970年 以降 の各年 に適用す るこ とで得 られ た値 で

あ る。汚染排 出量の推計式 の結果 を表8-3-1に 示す。

硫黄酸化物 と窒素酸化 物では 同 じウェイ トでも排

出経路 が異 な るが、 これは両汚 染物の発生量 そのも

のの違 い、発生量 と排 出量 との差 の違 いによるもの

表8・3-1汚 染排 出実績 の推計 式

ll硫 黄酸化物1窒 素酸化物

汚染発生量
(t値)

8.96E-01

(2.02)

1.91E-OI

(0.45)
除去装置台数

(t値)

■
一3.60E+04

(一6.13)

一3.47E+03

(一2.39)

定数

(t値)

■
一3.82E+06

(一〇.89)

1.24E+06

(1.38)
重相関係数

■

0.97 0.77

観測数
■

6 6

汚染発生量は、国内エネルギー供給量から算出。

除去装置台数は環境 白書による。

汚染排出量はOECDの 推計値による。
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と考 え られ る。感度 解析 の

結果か ら、環境便益 は経 済

便益 に対 して低 いウ ェイ ト

で 評価 され て きた が0で は

な く、経済便 益に対す る環

境便 益 の ウェイ トを1び か

ら104と 評価 して き たこ と

で 、 図8-3-2、8-3-3に 示 す

汚染削 減を実 現させて きた

といえ る。

次 に、 図8-3-4に 本 章 で

示 した社会評 価関数 の経済

便益 に対す る環境便 益の ウ

ェイ トの相違 による汚染物

質の排 出と消費の変化 を示

す。本章で対象 と した硫黄

酸化 物、窒素酸化物 の排 出

経路 とも、年 が経つ に従 っ

て よ り高い ウェイ トに従 っ

た量の汚染物 質を排 出す る

ように なって いる。環境 資

本のス トック効果 の影響 も

あ ると考 え られ るが 、年 が

経つ につれて環境便 益に対

するウェイ トが高 ま って き

たこ とを示 すものであ る。

ま た、 この 図8-3-4の 各 年

のグラフの傾 きか ら、1975
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年における環境便益 と経済便益の トレー ドオフの関係が、それ以降の各年と比較 して最も大きいこと

がわかる。
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図8-3-4過 去における消費水準と汚染物質の排 出経路

硫黄酸化物

窒素酸化物

太 線 は 各 汚 染 物 質 の

撲 出 経 路(推 定 値)を

示 す 。

グ ラ フ上 の 横 線 は 、

上 か ら、1.OE-4、

1.OE-3、5.OE-3、

1.OE-2、1.OE-1の

各 ウ ェ イ トを示 す 。
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第3項 社会評価関数の修正による二酸化炭素排出量の削減

次に、環境便益を評価する要素として二酸化炭素を取 り上げ、先の大気汚染物質削減時におけるウ

ェイ トの結果を適用する。この分析にあた り、生産関数は、資本、労働、エネルギーを投入要素とし、

エネルギーの中間費用を含む国内総生産を産出するものとする。また、環境便益を規定する因子は先

程の窒素酸化物、硫黄酸化物に代 えて二酸化炭素を用いる。二酸化炭素の場合、汚染の削減方法 とし

て炭素排出原単位の小さいエネルギーへの転換、要素投入の代替等が考えられるが、この ときのエネ

ルギー費用の増大が図8-3-1の環境投資に相当する。

このときの各ウェイ ト

に対する二酸化炭素の排

出経路を図8・3-5に示す。

先の過去における汚染削

減 と同様に、経済便益に

対する環境便益のウェイ

トを上げることで二酸化

炭素の排出量は大幅に削

減される。ただし、過去

に汚染削減を実現 したウ

ェイ トの水準(1び か ら

10つ では二酸化炭素は

ほとんど削減されないこ

とがわかる。地球温暖化
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図8-3-5経 済便益に対する環境便益のウェイトの

違いによる二酸化炭素排出量の推移

は現在 の我 々の生 活に直接 影響す るもの ではない ことか ら、従来の公害 問題 と比べ環境便益 のウェイ

トが必然的 に小さ くな るといえ、二酸化炭素排 出量の削減に関 して は、か つて公 害対策で経験 して き

た以上の取 り組みが必要 になるといえ る。

次 に、各年 にお ける消費水準 と二酸化 炭素排 出量の関係 を図8-3-6に 示す。第3章 で示 した排 出安全

co㎡dorの ような閾値 を示 すもので はないが、 この図には環境 資源の保全 を十分に視野 に入 れた政策 を

実行 した場 合 と環境 をほ とん ど無視 した場合 の二酸化 炭素排 出量 と経済水準(消 費)が 両端 に示 され

てい ることか ら、 この図を もとに二酸化炭素排 出量 の抑制 を考慮 に入れ た経済政策 に関す る様 々 なシ

ナ リオを描 くことが可能 とな る。

また、図8・3-6よ り、本章 で構築 したモデル に対 して,消 費水準 と炭素排 出量の トレー ドオ フ(各 年

におけ るグラ フの傾 きに相 当す る)を 評価 す ると、1995年 時点では5.9万 円1tCで あ るのに対 して、2020

年 には16.0万 円1tCに 上昇 する。 これは、二酸 化炭素排 出量 の削減に対 しては ス トック効 果 を設定 して

いないためであ るが、二酸仁炭 素排出量の削減 に対 して、将来 にな るほ ど経済便益 と環境 便益 の トレ
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図8-3-6経 済 便 益 に 対 す る 環 境 便 益 の ウ ェ イ トの 違 い に よ る消 費 水 準 と

二 酸 化 炭 素 排 出 量 の 推 移
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一 ドオ フが大 き くな り、二酸化炭素 の削減をで きる限 り早い段階で行 うこ とが、経 済的な損失 を最 小

にす るうえでも重要 であ ることを示す。

第4節 本章における結論

本章では、前章までの消費による効用を最大化する最適化モデルではな く、環境資源か ら受ける便

益 も併せて評価する社会評価関数 をもつ最適化モデルにおいて、既存研究か らその解の特性をみてき

た。また、この社会評価関数 として環境便益 と経済便益を線形結合 したモデルを設定 し、 日本を対象

に過去の汚染除去に対して、意思決定が環境便益をどのように評価してきたのかについて分析を行い、

その結果を将来の二酸化炭素の排出に適用した。以下に本章における結果を示す。

① 理論的には、環境便益を社会評価関数に加えることにより汚染水準は低下するが、それとともに

消費水準も減少し、環境保全と経済活動の間にあるトレー ドオフ関係を評価することが可能にな

る。本章では、こうした経済便益だけでなく環境資源からの便益も評価対象にした既存研究をも

とに、汚染を削減させる施策 として汚染除去、 リサイクル、生産工程の改善 という3つ のパター

ンを設定し、定常均衡解においてみ られる汚染の削減施策の導入による環境改善効果 と経済水準

の変化をとらえた。その結果、これ らの施策の導入により、汚染の水準は減少するが、経済活動

については、汚染の価値(費 用)と 財の価値の相対関係により定常最適解は変化する。

② 環境便益 と経済便益をもつ社会評価関数 として、これ ら2つの便益 を線形結合 した関数 を想定 し

たモデルを構築 し、 日本を対象に経済便益と環境便益のウェイ トの評価 について分析を行った。

わが国を対象に、経済便益を㎞(αC*)で、大気汚染(窒 素酸化物と硫黄酸化物)の 削減に伴う環

境便益を一Σexp(PIP*)で定義 したモデルを構築 し、シ ミュレーションを行った。その結果、経済

便益に対する環境便益のウェイ トが10-3から104の ときに、1970年 以降におけるこれらの汚染物質

の排出実績が再現される。

③ 環境便益の規定要因として二酸化炭素をとらえ、② に示した大気汚染の削減実績を再現するウェ

イ トの結果を適用したところ、将来において効果的な削減は見られず、二酸化炭素排出量の安定

化を実現させるためには、さらに大きな環境便益のウェイ トが必要となる。こうした違いは、対

象とした物質の特性や費用効果の違い(窒 素酸化物等は排出抑制 において資本ス トックの効果が

あるが、二酸化炭素はそうしたス トックの効果は導入せず、エネルギー転換や省エネルギー等の

フローのみによる削減を設定)に もよるものと考えられるが、窒素酸化物や硫黄酸化物の削減と

比較 して地球温暖化問題への対応が困難であることを示す結果となった。

④ 経済便益に加 え、社会評価関数を規定する因子 として環境便益 を取 り上げることで、図8-3-6に

示 したような経済便益 と環境便益の トレー ドオフ関係を評価することが可能 となる。例えば、消

費水準と二酸化炭素排出量の間には1995年 時点では5.9万円1tCの トレー ドオフが生じているのに

対して、2020年 には16.0万円!tCに上昇する。こうした図を用いることで、環境便益 と経済便益の

トレー ドオフを考慮に入れた経済成長のシナ リオを描 くことが可能 となる。

最後に、本章における今後の課題として、以下のことが挙げられる。

① モデルに関する課題として、過去における汚染削減に対して、モデル上は資本配分によってのみ

汚染除去を実現させたが、既に述べたように燃料転換や生産工程の改善など、除去装置の設置以

外の要因も大きい。こうした課題を解決するには、本章で用いた簡略化 したモデルではな く、よ

り詳細なモデルの枠組みが必要となる。

② 次に便益の評価方法に関する課題が残されてい る。これは環境便益だけでなく経済便益について

もいえることで、実証的な分析か らこれ らの便益の評価が必要になる。

③ 本章においては硫黄酸化物の除去による便益と窒素酸化物の除去による便益を加えることで環境

便益 と定義 した。こうした複数の汚染、特に大気汚染 と水質汚濁、騒音などカテゴリーの異なる

環境便益に対する評価方法の妥当性について議論する必要がある。
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④ 経済便益に対する環境便益のウェイ トについて、本研究においては対象期間において外生的に一

定 としたが、シミュレーションにおいて経済水準の向上とともにそのウェイ トは増加することが

示された。また、実際の汚染除去に対 しても同様のことがいえる。そこで、こうしたウェイ トを

経済水準を説明変数 として内生的に評価することも検討課題の1つ である。

⑤ 最後に、本章で示 したような経済便益に対する環境便益のウェイ トが どのような政策に結びつけ

られるのか、またそうしたウェイ トを実現させるためにどのような行動をする必要があるのか、

という対応関係を、特に二酸化炭素の排出削減に対 して明 らかにする必要がある。大気汚染 と地

球温暖化問題では影響や対策の相違による闇題 もあるが、この課題に対 しては、過去の大気汚染

に対するウェイ トの評価 と実際に行われた対策 との対応関係をもとに、二酸化炭素排出量の安定

化等を実現させるために必要な環境便益のウェイ トを実現するための施策及び行動を検討するこ

とにより解決できる。
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第9章 本研究の結論と今後の課題

本研究では、環境経済学の理論的枠組みをもとに、従来の環境資源を無視 した開いた系である経済

システムに代わ り、持続可能な発展を目標に、環境資源を内部化する閉 じた系の環境経済システムを

モデル化 し、環境保全活動 とそれに伴 う経済便益への影響について評価 してきた。環境経済システム

のモデル化においては、従来の経済分析の枠組みでは評価 されることのなかった環境資源の経済価値

を従来の経済便益の評価体系に内部化するとともに、二酸化炭素排出量の削減や植林、廃棄物の リサ

イクルなど環境保全に関する活動を従来の経済活動にマクロ的に リンクさせ、これ らの環境保全活動

を評価 してきた。このため、ミクロな構造の把握 といった点については不十分な点はあるものの、マ

クロ経済全体における環境資源の保全による便益を評価することを可能にした。また、従来の経済分

析で重視 されてきた経済的効率性に、公平性 という視点を取 り入れたシナ リオを導入し、公平性を配

慮 した政策について考察を行った。

本章では、本研究を総括するにあたって、本研究から得られた結果と今後の課題について整理する。

第1節 本研究の総括と結論

第1章 では、経済活動が環境資源を無視 してきた背景を指摘 し、環境資源を経済活動に内生的に評

価することを本研究の目的として提示するとともに、本論文の構成を示 した。

第2章 では、本論文の理論的背景となる環境経済学を整理するとともに、汚染削減のための経済的

手法や環境資源の価値評価、勘定体系や経済指標の修正について既存研究の成果をとりまとめた。ま

た、持続可能 な発展について現在 までの様々な解釈を整理するとともに、本研究での持続可能性を定

義し、公平性の概念の本研究における位置づけを行った。

第3章 では第4章 以降で実施するモデル分析について、その有効性を示すとともに、環境保全と経

済活動を統合 し、経済活動を閉 じた環境経済システムにおいて評価するための方法について、既存の

統合評価モデルの枠組みに沿って整理を行った。環境資源を経済活動に内生的に評価する方法として、

環境資源の劣化に対する①直接的制約、②生産活動への影響、③支出の増大、④効用の減少、の4種

類に分類 し、本研究においては目的に応じてこれらの手法を採用 してきた。

第4章 では、Global2100と いう世界を対象にした動学的最適化モデルに対 して、第2章 で整理 した

環境資源の価値評価をもとに、従来の所得か ら環境資源の劣化に伴 う外部費用を控除 した持続可能な

所得で経済活動を評価する社会を分析するためにモデルを拡張 し、大気環境に対する外部費用につい

て感度解析を行った。第4章 の枠組みでは、環境資源の劣化に伴う支出の増加をモデル化 したもので

ある。その結果、従来の経済システムによる評価に対 して、外部費用を内部化 した環境経済システム

による評価において、経済便益か ら実際に発生する環境損失評価分を差 し引いた経済純便益が高 くな

り、環境被害の深刻な場合ほどその差は大きくなることを示した。環境被害の軽微な場合には顕著な

差はみられないが、こうした結果は、不確実性を有する環境被害を経済活動に内生的に評価すること

の有効性を示唆するものである。また、従来の経済システムでは費用のみ評価されてきた植林事業に

対 して、外部費用を内部化 した環境経済システムでは植林によるエネルギーの代替もしくは汚染物質

の吸収 ・同化の機能 に対する便益が評価されるようにな り、植林が積極的に導入され、経済便益も向

上することが明らか となった。

第5章 では、第4章 で取 り扱うことのできなかった二酸化炭素排出量の削減時における国内の個別

の産業部門間の相互関係 を評価するために、 日本を対象に産業部門を9部 門に分割 した多部門モデル

を構築 した。そして、そのモデル をもとに、わが国の二酸化炭素排出削減施策に関する様々な政策 シ

ナ リオを設定 し、生産活動の変化について分析 を行 った。第5章 での環境資源の経済活動への内部化

は、直接的に環境負荷を抑えることによるものである。わが国の産業部門の二酸化炭素排出量を1990

年の水準に安定化させる場合、1990年 の二酸化炭素排 出量の実績で各部門に制約を課すシナリオに対
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して、最も経済効率の高い二酸化炭素排出量安定化シナリオでは、わが国全体の粗生産は2030年 にお

いて1.06倍 も異なる。その一方で、経済効率性 を重視することで素材製造部門の粗生産がほかの部門

と比較 して大 きく減少する。二酸化炭素排出量を削減するための施策を導入する際において、こうし

た産業部門間の調整、特にエネルギー投入を他の投入要素に代替することが困難な部門に対する補償

をどのように図るかが課題である。また、各部門に対する二酸化炭素排出量を直接排出量だけでな く

発電時の間接排出量も考慮に入れ ることで、各部門における粗生産の落ち込みは改善されるようにな

る。これは、家計部門におけるエネルギー需要の増大に伴う二酸化炭素排出量の増加が産業部門に転

嫁されないためである。これらの結果か ら、先に示 した二酸化炭素排出制約の配分だけでな く、二酸

化炭素の排出を削減する対象領域についても議論する必要がある。なお、わが国全体の二酸化炭素排

出量を1990年 レベルに安定化させ るシナ リオか らさらに2020年 までに30%削 減するシナ リオに変更す

ることで二酸化炭素排出量の削減に要する限界費用、すなわち炭素税は、2030年 において3.0倍 となっ

た。

第6章 では、第5章 のモデルをもとに、世代間の公平性と地域間の公平性に対 して議論を行 った。

世代間の公平性に関 しては、効用関数を各世代で評価する世代重複モデルに拡張することで、将来世

代 と現在世代の効用の変化について分析 を行 った。その結果、二酸化炭素排出量の安定化に対する効

用の減少は、現世代よりも将来世代の方が大きく、同じ効用の低下を公平と定義するのであれば、現

世代は炭素排出量安定化以上の削減が求められ る。地域間公平性に関する分析では、第5章 の日本の

モデルに、中国を対象としたモデルを付加 した2国 モデルをもとに評価 を行った。二酸化炭素の削減

に対 して何 ら制約を課さない現状推移シナリオでは、中国は粗生牽で9.9%!年 の経済成長を実現 し、

かつての先進国と同様の成長経路 をたどるようにな り、その結果、 日本 との1人 あたり消費水準の格

差も84倍 から19倍(2020年)へ と縮まる。その一方で、中国におけるエネルギー供給の中心は石炭で

あ り、二酸化炭素排出量も1.9%〆年で増加 し、地球温暖化への寄与は極めて高 くなる。このモデルを

もとに二酸化炭素排出削減の日中間の排出権取引を評価 したところ、両国全体の経済水準は向上する

が、現状推移シナ リオに対する中国の経済水準は1人 あたり消費で最大1.3%減 少に対 して、日本は最

大でも0.7%の 減少に止まりる。こうした結果は、効率的な施策である排出権取引を導入する場合に中

国の経済水準を犠牲に日中両国の経済水準を向上させることを意味 し、地球温暖化に対する費用負担

の公平性をみたしたものであるとはいえない。このため、効率的な二酸化炭素排出量の削減施策を実

施する場合においても、中国の経済水準の減少を補償する所得再配分のような施策な ど、経済的効率

性以外の基準による枠組みが必要 となることが明らかとなった。

第7章 では、第5章 で構築 した多部門モデルに、生産、消費過程からの廃棄物の発生 とその処理、

リサイクルを表現 したサブモデル を付加 し、廃棄物の発生 とその処理を内生的に評価するモデルを構

築し、 リサイクル活動によ り生じる経済便益の評価を中心に分析を行った。すなわち、廃棄物処理 と

その リサイクルを内生的に評価することで、生産過程や社会全体においての廃棄物処理に要する費用

だけ支出が増大するが、財 の供給の増大 という便益 も同時に発生することを示 したモデルである。 こ

のモデル分析から、廃棄物処分量や二酸化炭素排出量削減のための環境制約により、サーマル リサイ

クルを含めたリサイクル活動が、積極的に行われるようになる。廃棄物の最終処分量を毎年3%ず つ削

減するシナリオの場合、2030年 における廃棄物の再資源化率は75.7%と1990年 の2倍 以上になる。また、

二酸化炭素排出量安定化シナリオの場合、2030年 の廃棄物発電供給量の電力供給に占める割合は、現

状推移 シナ リオと比較 して0.4%も 高 くなる。こうした結果、従来の経済分析においては対象 とする系

の外部にあった廃棄物処理 を経済活動において内生的に評価することは、 リサイクルの促進を通 して

廃棄物の削減 と経済水準の向上に寄与することを示 した。

第8章 では第4章 か ら第7章 の分析の枠組みとは異な り、意思決定において経済便益 と環境便益の

2つ の目標体系を有する評価モデルを対象に、経済活動を評価 した。第4章 から第7章 のモデルでは、

経済便益のみにより意思決定を行 ってきたが、第8章 では環境保全も意思決定における評価基準 とな

り、環境資源の劣化が効用の低下 をもた らすことを表現 したモデルを構築した。これは、過去にわが
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国でみられたような公害対策が、経済便益のみに拠 るものではないとの仮説に基づ くものである。既

存研究 をもとに、環境便益 と経済便益を評価する最適化モデルの定常均衡解における解の特性を分析

し、,環境便益を決定する環境因子に対 して人工的な汚染削減、 リサイクル、生産工程の改善という3

つの施策を導入したときの最適解の変化について評価 した。さ らに、1970年 以降における日本を対象

に、経済便益 と環境便益の2つ の目標体系を有する社会評価関数を設定 した。第8章 では、環境便益

を決定する因子として窒素酸化物 と硫黄酸化物を取 り上げ、経済便益に対する環境便益のウェイ トに

ついて評価を試みた。また、その結果を将来の二酸化炭素排出量に対 して適用 した。その結果、大気

汚染に対する環境便益のウェイ トでは二酸化炭素の削減は困難であ り、二酸化炭素排出量を安定化 も

しくはさらに削減するには、環境便益に対 して公害対策時に経験 した以上のウェイ トを与える必要が

あることを示唆し、意思決定において環境因子を考慮に入れることの重要性を示唆 した。

以上、本研究の結論として、経済活動を従来の開いたシステムである生産 ・消費か ら、環境資源の

採取 ・劣化にまで拡張した環境経済システムで評価することは、環境保全に起因する費用の増大を招

き、財の価格の上昇を引き起こす。しか しなが ら、同時に環境保全による便益が評価されるようにな

り、二酸化炭素排出量の削減や リサイクル活動、植林 といった活動がこうした費用の増加を抑制 し、・

環境水準の改善だけでな く経済水準を向上させるようになることが明 らかとなった。また、効率性を

重視 した二酸化炭素排出量の削減に対 しては、産業部門間、地域間、世代間の費用負担において公平

性が損なわれ、こうした公平性に関する問題を解消するために損失の大きい部門や地域、世代に対 し

て所得の再分配などの補償が必要になることを明らかにした。

第2節 本研究の課題

このように、本研究のモデル分析を通 じて、環境経済システムで経済活動を評価することの有効性

を示してきた。本研究に対する今後の課題 として、各章においても提示 したが、総括すると次の事項

が挙げられる。

本研究では、世界モデルと日本を対象にした地域モデルを中心に分析を行ってきたが、これ らを改

めて統合 して評価することで、第3章 で示した統合評価モデルへの拡張が可能 となる。この場合、地

域モデルを世界モデルに組み入れ るという統合のほかに、地域モデルの結果 と世界モデルの結果を相

互にフィー ドバックさせる方法もある。

2つ 目もモデル構造に関する課題で、技術的な改善の評価に関するものである。第7章 でみたよう

に、 リサイクル技術の改善が経済水準の向上に大きく寄与する。こうした技術効率の改善をエネルギ

ー需要についても取 り入れて評価する必要があ るといえる。

3つ 目として、ス トヅク、すなわち複数年にわたって利用される財をいかに評価するかという課題

が挙げられる。第7章 では、フローである消費と廃棄に焦点をあてたが、ス トックに対する評価は不

十分であった。第2章 で示 したようにス トックの評価が持続可能な発展につながる考え方もあり、ス

トヅクをいかにモデル上で表現 し、評価するかが課題である。

4つ 目は、質の異なる財に対する選好に関する評価 を行っていない点である。 これは本研究では同

じカテゴリーに属する財であれば、それを消費することによる効用は同一であるとみなしてきたこと

による。また、財の選好が変化することにより環境保全 と経済活動にどのような影響が生 じるか とい

う点については不明である。こうした財の質の違いとその選好の変化を評価する枠組みを構築する必

要がある。

5つ 目に、本研究のモデル分析において公平性に対す る評価については費用負担 という点を中心に

行った。しか しなが ら、公平性の視点から問題であることを指摘 したが、公平性の問題を解決する方

法を示すまでには至 らなかった。公平な社会を実現させるような解を得 るためには、公平性を導入 し

た規範や評価システムをモデルに導入する必要がある。
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最後に、本研究においては、環境資源を対象 としない現状の経済システムを、環境資源も含めた環

境経済システムに移行することによる様 々な便益を評価 してきたが、モデル という虚構の世界を離れ、

現実の社会において こうした環境経済システムをいかに して実現させ るか という課題がある。環境経

済システムの実現には、現在評価 されていない環境資源と経済活動の相互関係を定量的に評価するこ

とが必要 とな り、本研究でも示したような環境資源勘定を整備することとそれを政策決定に反映させ

ることが重要になるといえる。これは、本研究のようなモデル分析では環境資源に関する様々な情報

が意思決定において十分に反映されているためである。つまり、こうした環境資源に対する情報を社

会的に浸透させ、意思決定 に反映させることで、本研究で示 したような環境経済システムへの移行が

可能になるといえる。環境資源、環境保全活動を意思決定に反映させ る方法 として、本研究で用いた

ような環境費用による評価のほか、LCAな どによる環境資源 と経済活動の相互関係 に関する情報の利

用も考えられるが、こうした情報をいかに意思決定に反映させるかが重要な課題である。
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